
1 宮城県土地開発公社 40 仙台空港ビル（株）

2 （株）東北ハンドレッド 41 仙台エアカーゴターミナル（株）

3 （財）宮城県地域振興センター 42 （財）宮城県下水道公社

4 仙台臨海鉄道（株） 43 宮城県住宅供給公社

5 阿武隈急行（株） 44 （財）宮城県建築住宅センター

6 くりはら田園鉄道（株） 45 （財）宮城県スポーツ振興財団

7 （財）宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団 46 （財）宮城県文化財保護協会

8 （財）宮城県文化振興財団 47 （社）宮城県危険物安全協会連合会

9 （財）慶長遣欧使節船協会 48 （財）東北自治研修所

10 （財）宮城県国際交流協会 49 （財）東北開発研究センター

11 （社福）宮城県社会福祉協議会 50 （社）宮城県公衆衛生団体連合会

12 （社福）恩賜財団済生会支部宮城県済生会 51 （財）宮城県生活衛生営業指導センター

13 （財）みやぎ産業振興機構 52 （財）宮城県環境事業公社

14 （株）テクノプラザみやぎ 53 （財）宮城県地域医療情報センター

15 宮城県職業能力開発協会 54 （財）宮城県腎臓協会

16 （財）宮城勤労者いこいの村 55 （社）宮城県計量協会

17 （財）仙台勤労者職業福祉センター 56 石巻産業創造（株）

18 （財）みやぎ産業交流センター 57 宮城県信用保証協会

19 （株）仙台港貿易促進センター 58 宮城県漁業信用基金協会

20 （社）宮城県国際経済振興協会 59 宮城県農業信用基金協会

21 （社）宮城県物産振興協会 60 （財）みやぎ農業担い手基金

22 （社）宮城県観光連盟 61 仙台港流通ターミナル（株）

23 （社）宮城県農業公社 62 （社）宮城県トラック協会

24 （特）宮城県農業会議 63 （株）ＦＭＳ綜合研究所

25 （社）宮城県畜産物価格安定基金協会 64 （社）みやぎ原種苗センター

26 （社）宮城県配合飼料価格安定基金協会 65 （社）宮城県青果物価格安定相互補償協会

27 （株）宮城県食肉流通公社 66 石巻埠頭サイロ（株）

28 宮城県土地改良事業団体連合会 67 （社）宮城県畜産協会

29 （財）みやぎ林業活性化基金 68 （財）かき研究所

30 （社）宮城県林業公社 69 （財）翠生農学振興会

31 （社）宮城県漁業無線公社 70 宮城県商工会連合会

32 （財）宮城県水産公社 71 （財）みやぎ建設総合センター

33 （株）インテリジェント・コスモス研究機構 72 （財）七ヶ宿ダム自然休養公園管理財団

34 （社）宮城県建設センター 73 塩釜港開発（株）

35 宮城県道路公社 74 仙台空港鉄道（株）

36 （財）宮城県フェリー埠頭公社 75 （財）宮城県体育協会

37 （財）石巻湾漁業振興基金 76 （財）宮城県野外活動振興協会

38 （財）仙台湾漁業振興基金 77 （財）暴力団追放宮城県民会議

39 宮城県開発（株） 78 （社）宮城県交通安全協会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　団体改革計画表及び経営評価シート



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

1,109,946 1,000,958 595,603

301,330 132,973 55,596

12,755 0 0

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1,875,280 1,133,930 1,381,100 651,199 2,659,500 2,565,949 1,023,860 1,023,096
698,995 681,988 3,540,740 1,032,701 304,310 3,163,470 0 0

0 109,469 419,650 722,100 815,860 765,274 646,508 644,950
18,920 34,272 41,430 50,287 83,100 80,448 84,984 89,520

20,234,641 19,205,737 15,439,020 16,844,823 17,959,100 15,610,761 14,445,302 13,370,394
274,319 269,674 292,210 247,619 315,710 341,545 285,229 267,241
203,620 180,869 154,130 162,423 171,560 169,277 169,277 169,277
167,140 148,044 124,000 130,321 134,600 134,597 134,597 134,597

2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

17 15 12 12 12 12 12 12

0 0 0 0 0 0 0 0

7,975 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

7,975 0 0 0 0 0 0 0

7,975 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

15,514,275 15,358,111 12,777,940 14,552,687 13,999,978 10,616,152 10,109,152 9,651,152

収 入 事業収入(a) 799,103 890,709 4,083,160 3,538,810 2,062,700 5,309,079 2,501,870 2,435,052

事業外収入(b) 4,799 2,324 710 3,993 4,780 4,738 4,465 4,171

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 803,902 893,033 4,083,870 3,542,803 2,067,480 5,313,817 2,506,335 2,439,223

支 出 事業費(e) 718,487 813,711 3,876,110 3,527,555 2,019,150 5,128,330 2,409,305 2,367,596

管理費(f) 203,620 180,869 172,910 162,423 171,560 169,277 169,277 169,277

事業外支出(g) 122,394 140,519 164,580 167,201 218,540 203,166 191,088 181,954

その他の支出(h) 0 247 0 2,988,362 0 0 0 0

計(i) 1,044,501 1,135,346 4,213,600 6,845,541 2,409,250 5,500,773 2,769,670 2,718,827

△ 240,599 △ 242,066 △ 129,730 △ 314,376 △ 341,770 △ 186,956 △ 263,335 △ 279,604

△ 240,599 △ 242,313 △ 129,730 △ 3,302,738 △ 341,770 △ 186,956 △ 263,335 △ 279,604

△ 240,599 △ 242,313 △ 129,730 △ 3,302,738 △ 341,770 △ 186,956 △ 263,335 △ 279,604

資 産 流 動 資 産 30,592,502 29,313,136 25,198,850 23,341,046 24,000,928 20,321,821 18,910,727 17,547,755

固 定 資 産 330,277 321,498 313,050 422,457 414,533 1,672,526 1,665,086 1,657,646

計 30,922,779 29,634,634 25,511,900 23,763,503 24,415,461 21,994,347 20,575,813 19,205,401

負 債 流 動 負 債 217,328 238,808 31,670 41,502 14,621 14,621 40,781 41,371

固 定 負 債 20,436,717 19,369,406 15,584,600 16,998,318 18,018,933 15,784,775 14,603,416 13,512,018

（うち引当金等） 187,010 144,104 126,010 125,994 136,254 146,514 130,614 114,124

計 20,654,045 19,608,214 15,616,270 17,039,820 18,033,554 15,799,396 14,644,197 13,553,389

資 本 基本（資本）金 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

剰 余 金 等 10,218,734 9,976,421 9,845,630 6,673,683 6,331,907 6,144,951 5,881,616 5,602,012

計 10,268,734 10,026,421 9,895,630 6,723,683 6,381,907 6,194,951 5,931,616 5,652,012

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月10日現在の目標値である。

経営指標

県からの受託事業の再委託率（％）

公共・公用施設用地の取得・造成・処分

住宅用地、工業用地、流通業務団地等の造成・処分

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

1.公有地取得事業

Ｈ１５年度

③県から
の財政的
関与（単
位：千円）

○新しい経営健全化計画の策定
 ・ トップセールスの実施
 ・ 組織の簡素合理化（2部5課制）
 ・ 職員数削減による経費の縮減
 ・ 管理経費の見直し･縮減

①課　　　　　題

△ 41.7

19.7

△ 42.8

-

△ 64.8

8.7

Ｈ１４（実績）

3.3

-

5.6

-

-

-

-

5.8

△ 89.7

-

0.0

-

2.8

△ 3.8

△ 89.7

5.6

30.7

事業内容

○新しい経営健全化計画に基づ
く改善の実施
 ・ 造成土地の販売促進
 ・ 土地の賃貸等の有効活用
 ・ 組織の簡素合理化
　　（事務局３課制）
 ・ 職員数削減による経費の縮減
○経理基準要綱の改正に伴う計
画の見直しの実施

△ 1.9

2.7

△ 64.8

6.0

△ 5.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○新しい経営健全化計画
（H16.5策定）に基づく改善の実
施
 ・ 造成土地の販売促進
 ・ 土地の賃貸等による有効活
用
 ・ 職員数削減による経費の縮
減

8.1

70.9

Ｈ１７年度

-

企画部企画総務課

50,000千円（100％）

H15～H17増減率
（％）

事業費（単位：千円）

Ｈ１６年度

--

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 5.1

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　事業量は、公有地取得・
土地造成及びあっせん等
事業の中で随時依頼とし
て見込んでいたものが実
現せず、又受託予定で
あったものが委託元の事
業計画変更等により実現
せず、大幅な減となった。
　公有用地の処分は、県
三本木用地の再取得が実
現せず、目標を大幅に下
回ったが、造成土地の処
分は、景気回復傾向、或
いは積極的な販売促進活
動の効果により処分が進
み、達成率172.1%と目標を
達成した。また、附帯等事
業は企業ニーズに合わせ
た賃貸制度導入等によ
り、目標を上回る賃貸等
による収入が確保され
た。
　その他の借入金・支払
利息の圧縮や管理経費の
縮減については、ほぼ目
標を達成している。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　平成16年5月策定の「経
営健全化計画」を基本と
するが、経営環境の変化
や実績等を踏まえた修正
を加え、目標数値を設定
した。

（3） 委員会意見（Ｈ18年3
月）への対応
　企業立地動向の情報収
集に努め、より具体的な
「販売行動スケジュール」
を作成していく。これに基
づく、より実効性のある販
売活動により公有地等の
早期処分と借入金の返済
を促進していくように努め
る。

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
　公有用地等の処分
が進まなければ、借入
金の減少に結びつか
ない。これが公社最大
の課題である。公社は
「積極的な営業活動に
努める」としており、
「企業誘致活動計画」
に基づき行動してい
る。この実効性を高め
るために「誰が、いつ、
どこに、どの物件を売
り込む」といった販売
行動スケジュールを作
成し、公有用地等のよ
り積極的な処分に努
めるべきである。

【H18.12】
＜団体に対する意見
＞
①土地の売却に当
たっては，民間の知恵
を借り，情報源を最大
限に広げることもひと
つの方法である。民間
の不動産会社へ売買
の仲介委託など民間
活力の導入を検討す
べきである。
＜県に対する意見＞
①公社を現状の状態
で存続させておくと，
借入金の金利負担が
毎年発生し，これが県
の見えない負担となる
可能性がある。平成１
５年度以降県の先行
取得依頼もなく，公社
の使命は果たされた
かどうか，廃止を含め
て公社の在り方を検討
する必要がある。
②販売の促進には近
隣他県と比較して，進
出企業にメリットのあ
る企業誘致施策を考
え，積極的に推進すべ
きである。長期保有地
に至った責任は団体
のみではない。先行取
得を指示した県の責
任も明らかにすること
が必要である。

27.5

委託金(a)

常勤職員数

-

負担金(c）

-

△ 41.6

△ 100.0

○経営健全化計画を策定【～H13】
○新しい経営健全化計画の策定【～H16.5】
○新しい経営健全化計画に基づく改善の実施【H16
～】
○平成17年1月の経理基準要綱の改正に伴う，｢新
しい経営健全化計画」の見直し実施【～H17】

●県の職員派遣を平成14年度で終了する。

うち人件費の縮減

②改善内容
区分：「　経営改善する団体　」

多額の借入金と保
有土地があること
から，経営安定化
に向けての経営健
全化計画を策定す
る必要がある。

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

②役職員
数（単位：
人）

④収支計
算書（単
位：千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

県からの単年度貸付金(f )

常勤役員数

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

⑤貸借対
照表（単
位：千円）

県の損失補償（債務保証）額(g )

　土地開発公社は昭和57年の設立以来，国や県をはじめとする地方公共団体の公有地の先行取得，工業団地の造成，販売等，地域の秩序ある発展のために大きな役割を果たしてきたところである。
　しかし，近年は地方公共団体の財政状況の悪化等による先行取得依頼の激減や景気低迷による工業団地等分譲地の販売不振が続き経営状況は極めて厳しい状況にある。
　このことから，平成13年度に経営健全化計画を策定し，借入金の支払利息圧縮のための低利への借換，管理経費の見直し，販売推進体制の強化などの対策を進めてきたところであるが，分譲地の販売が予想以上
に厳しい状況にあること，平成14年度に懸案となっていた長期保有地の県による再取得が行われたことなどにより，計画の見直しが必要となった。これを受け，公社事業の効果的推進のため長期的視野に立ち，今後
10ヵ年にわたる新しい経営健全化計画を策定し，経営目標をたて，経営基盤となる事業収益の安定確保，財務の改善等経営の健全化に向け公社役職員一丸となり取組むこととした。
　平成17年度には，平成17年1月の土地開発公社経理基準要綱の改正に伴う保有資産の時価評価を実施し評価換えを行っている。現在，その評価換えを踏まえた「新しい経営健全化計画」の見直しに着手している。
　県としては，この見直し作業をに協力・支援していくとともに，「新しい経営健全化計画」の実現に向け，必要な助言・指導を行い経営改善の支援をしていく。

借入金の圧縮(期末残)
支払利息の縮減
管理経費の縮減

○経営健全化計画策定(H13済)
 ・ 借入金の低利資金への借換
 ・ 販売促進組織新設(企業誘致課)
 ・ トップセールスの実施
 ・ 職員数削減による経費の縮減
 ・ 管理経費の見直し･縮減
 ・ 不用不急資産の売却(公用車)

●H14年度末で派遣終了(1名)

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

6.6

１　宮城県土地開発公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉一丁目2番3号

(代表) 022-222-2772

主要事業名

3.あっせん事業(手数料等収入)

2.土地造成事業

県 出 資 額

14,076.6

１人当たり人件費（月）（千円）

-

56,240.8

701

（Ｃ ）
H17実績～H18目

標対比（％）

692

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

686

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標
（単位：千
円）

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

造成土地の処分促進 13.0
附帯等事業収入の確保 65.3

事業量の確保 308.4
公有用地の処分促進 △ 70.5

022-265-2725

昭和57年12月1日

  １　基本情報(団体記入)

国・地方公共団体等の委託に基づく、土地取得のあっせん・調査・測量等 -

理事長　菅原　清毅

http://www2.dango.ne.jp/miyagitk/

△ 81.6

△ 46.3

県 担 当 課

64.8

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

65.4

-

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

12,274.8

0.9



経営評価シート  平成17年度     １ 宮城県土地開発公社    担当部局課室名 企画部企画総務課 

団体の使命 公有地及び工業用地等の取得､造成､管理､処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と経済振興を図り、もって県
民福祉の増進に寄与する。 

団体の顧客 宮城県、国及び市町村等地方公共団体､民間事業者 経営 
戦略 

団体の目的 公共団体に代わって行う、公有地となるべき土地の先行取得と管理並びに公共団体の土地利用計画のほか各種計画と整
合した工業用地等の土地造成と事業者等への処分。 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事
①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 3 3

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。  
①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 2 2

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 2 2

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「事業量の確保」 

理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
 イ 取組目標「公有用地の処分促進」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
 ウ 取組目標「造成土地の処分促進」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 エ 取組目標「附帯等事業収入の確保」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 オ 取組目標「借入金の圧縮(期末残)」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
 カ 取組目標「支払利息の縮減」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
キ 取組目標「管理経費の縮減」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
 ク 取組目標「うち人件費の縮減」 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 5 5
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 4 4
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  

 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 3 3

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期

保有を目的とするものを除く。 理事会 監 事
 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 2 2
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 3 3
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 1 1
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事
 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 3 3
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない 2 2

総 
 

合 

  

□1 ～□5 の(良化・悪化要因

等) 

完成土地の販売等に

より借入金は減少。資

産は土地評価損等で大

幅減となったが、実態

に近い資産状態となっ

た。 

 

 

 

 

 

□6 の(達成・未達成要因等)

ア 事業量は公有地取

得、土地造成ともに大幅

減。あっせん事業は皆

無。 

イ 公有用地の処分は、

県三本木用地の再取得

が実現せず未達成。造成

土地の処分と附帯等事

業(賃貸等)は、目標を上

回る大幅増。 

ウ～ク その他の項目

は、ほぼ目標を達成。 

□8 の(悪化要因) 

造成土地の処分や賃

貸は好調。土地評価損

等の計上に伴い多額の

当期損失を計上し、著

しく悪化。 

□9 の(悪化要因) 

土地評価損の計上に

より剰余金等は大きく

減少。借入金も完成土

地の販売等により着実

に減少。総資本対自己

資本比率は28.1%とバ

ランスの取れた財産状

態。 

□11 の(目標設定が高すぎた

要因) 

事業量は、経営計画

上から目標を高く設

定。当期損失と剰余金

等の増減は、評価損失

の計上によるもの。 

□14 □15 の(空欄の理由) 

制度上、設立団体で

検討。 

□17 の（把握方法） 

クレーム等があった

場合は、処理表を作成

し理事長をはじめ全職

員で供覧・協議をする

こととしている。（17

年度はクレーム等はな

し。） 

□19 の(悪化要因) 

当期損失額は、保有

地の時価による評価替

や土地処分に伴う含み

損等で巨費となり、剰

余金も大きく減少し

た。一方、公社の課題

である保有地処分と借

入金返済は好調であっ

た。 

□20 の(経営責任) 

慎重に検討したい。 

Ⅰ全評価項目を通して 

◆ 県の厳しい財政状況に

よる，三本木用地の再取得

先送り，先行取得依頼の皆

無，また，経理基準改正に

よる時価評価の導入によ

り収支は極めて悪化して

いる。これらのことから，

評価結果は当然厳しい結

果となっており，妥当なも

のと判断される。 

◆ 土地処分を最優先課題

として取り組み，造成土地

は販売価格の見直し，積極

的な営業活動の展開等に

より目標を上回る結果と

なった。 

 

Ⅱ 評価項目ごとに 

□6 ，□8 ，□9  県からの先行取

得依頼の皆無や，公有用地

の再取得先送りを受けた

評価となっている。先行取

得事業の安定確保のため

にも，県としても事業依頼

を増加できるよう庁内各

課等に働きかけるととも

に，造成土地についても関

係機関と調整し利活用方

策を検討していきたい。 

□12 ，□13  経理基準要綱改正に

伴う資産の時価評価を行

い，含み損の把握ができ

た。公社の実態を把握する

上で有用であった。今後は

これらを踏まえた経営健

全化計画の見直しに向け

指導･助言を進めていく。

□14 ，□15  役員については，

「公拡法」により県におい

て任免を行っている。まず

は団体の存廃方針を定め，

それに見合う適切な人材

を検討したい。 

□17  今後も，顧客等からの意

見・クレームを真摯に受け

止め，適切に処理ができる

体制づくりに向け指導し

ていきたい。 

 

Ⅲ 結論 

□18  長引く景気低迷と県の

財政悪化による弱まりが

現在の公社経営に大きな

影響を及ぼしている状況

にある。このような状況下

では，本来の公社の役割を

果たすことが困難ではあ

るものの，地域開発を通じ

た地域振興という社会的

要請は引き続きあるもの

と認識している。 

□19  経営基盤の強化に向け，

今回の経理基準要綱改正

を踏まえた経営健全化計

画の見直しを図り，その実

現に向け必要な助言・指導

を行い，経営改善を支援し

ていく。 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,865,258 1,848,713 1,740,732

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1,441,439 1,430,133 930,000 1,058,592 1,031,000 1,050,000 1,050,000 1,050,000
645,403 145,816 430,000 425,084 440,000 470,000 470,000 470,000
38,142 35,492 35,000 30,911 34,000 40,000 40,000 40,000
90,419 96,628 70,000 92,485 85,000 80,000 80,000 80,000

3 3 3 3 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

14 13 14 13 15 15 15 15

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

50,000 45,000 40,000 40,000 25,000 20,000 15,000 10,000

0 0 0 0 0 0 0 0

50,000 45,000 40,000 40,000 25,000 20,000 15,000 10,000

50,000 45,000 40,000 40,000 25,000 20,000 15,000 10,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 2,215,405 1,978,072 1,485,000 1,607,072 1,590,000 1,640,000 1,640,000 1,640,000

事業外収入(b) 132,822 132,348 115,000 179,550 90,000 105,000 105,000 105,000

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 2,348,227 2,110,420 1,600,000 1,786,622 1,680,000 1,745,000 1,745,000 1,745,000

支 出 事業費(e) 1,865,258 1,848,713 1,527,000 1,740,732 1,622,000 1,522,000 1,522,000 1,522,000

管理費(f) 267,519 213,334 218,000 207,380 205,000 218,000 218,000 218,000

事業外支出(g) 2,022 2,077 1,000 857 3,000 1,000 1,000 1,000

その他の支出(h) 766 0 0 △51 0 0 0 0

計(i) 2,135,565 2,064,124 1,746,000 1,948,918 1,830,000 1,741,000 1,741,000 1,741,000

213,428 46,296 △146,000 △162,346 △150,000 4,000 4,000 4,000

212,662 46,296 △146,000 △162,296 △150,000 4,000 4,000 4,000

137,600 7,450 △150,000 △161,796 △150,000 0 0 0

資 産 流 動 資 産 669,314 974,115 700,000 750,436 750,436 700,000 700,000 700,000

固 定 資 産 171,254 152,137 240,000 227,269 227,269 240,000 240,000 240,000

計 840,568 1,126,252 940,000 977,705 977,705 940,000 940,000 940,000

負 債 流 動 負 債 194,425 480,685 417,000 471,830 471,830 417,000 417,000 417,000

固 定 負 債 70,620 62,594 90,000 84,698 84,698 90,000 90,000 90,000

（うち引当金等） 18,120 20,094 22,000 19,698 19,698 22,000 22,000 22,000

計 265,045 543,279 507,000 556,528 576,226 529,000 529,000 529,000

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500 2,328,500

剰 余 金 等 △1752977 △1745526 △1895500 △1907322 △2057322 △2057322 △2057322 △2057322

計 575,523 582,974 433,000 421,177 271,178 271,178 271,178 271,178

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月末日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成６年１０月７日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

502

2.1

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

２　株式会社東北ハンドレッド

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町３－６－１６

０２２－２１６－１０１１

主要事業名

１７年度はＪ２降格２年目であり、予算規模を縮小する中で、収益面においては、入場料単価の引き下げにより入場料収入が減少し、経費面においては、シーズン終了後、外国人新監督、コーチ、新外国人選
手の獲得など、来期のＪ１復帰に向けて大型補強を行い、大幅な経費増となり、７年ぶりに赤字となった。依然として累積赤字の解消が課題となっているが、会社として１８年度より経営検討委員会を設置し、
累積赤字の解消策も含め、方策を検討することから、県としては経営検討委員会の検討の推移を見ながら、会社の自立的な財政運営に向けて補助金の見直しを図っていきたいと考えている。

事業収入（単位：千円）
広告収入（単位：千円）
ファンクラブ収入（単位：千円）

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
①厳しい経営のもと、
これ以上の資本食込
みを避けるため，期間
利益をプラスにすると
いう命題は消えること
は無い。関係者の奮
起を期待したい。
②確実な入場料収入
及び広告収入を確保
するための仕組みづく
りなど積極的な取組が
必要である。
③会社の安定化を図
るには，巨額の累積欠
損額を解消する必要
がある。そのために
は，外形標準課税対
策も踏まえ，資本金を
１億円以下に減資する
ことを検討すべきであ
る。

【H18.12】
＜団体に対する意見
＞
①Ｊ１復帰が最大の目
標であり，予算の制約
はあるが，可能な限り
効果的な補強に努め
ていただきたい。
②協賛金，寄付金，広
告収入を増やすことが
課題であり，対外的に
会社の的確性を示す
上では，巨額の累積
欠損金を解消する必
要がある。そのために
は，減資することを積
極的に検討すべきで
ある。
＜県に対する意見＞
①県内にプロ野球，プ
ロバスケットボールな
ど新たなプロスポーツ
が生まれており，これ
ら他のプロスポーツへ
の支援との兼ね合い
を検討しながら，ベガ
ルタを含む県のプロス
ポーツへの補助金支
出の方針を明確にす
る必要がある。
②県民 支援が大切

○経営計画を作成した。
○517,010千円の協賛金を確保し
た。また、802,239円千円の入場料
収入を確保した。
○選手及びフロント人数の適正管
理を行っている。
○事業計画に基づく予算管理を計
画どおり実施している。
●新たな環境（Ｊ１）での財政支援
を実施した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

経営努力により近
年は黒字を確保し
ているものの、累積
欠損金は解消され
ていないことから、
今後一層の経営努
力が必要である。
 
 
 
  

○確実な収支見込みの範囲内での効率的なチーム運
営（選手補強を含む）を行う。
○広告協賛金、入場料収入等の確実な確保を図る。
●株式会社の自立的な財政運営が可能となるような経
営改善を働きかけながら（行政への依存を軽減するた
め）県のＪリーグ推進助成金を見直す。

育成・ﾎｰﾑﾀｳﾝ（単位：千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目標設
定の考え方

--

4.7

202.7

2.1

県の損失補償（債務保証）額(g )

0.0

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２－２１６－１０１３

△7.6

△1.1

249.7

△6.0

-

3.5

Ｈ１５年度

△2.6

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

△0.1

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△7.9

Ｈ１６年度

535

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

7.7

378

経営指標

344.3

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

2.2

8.2

Ｈ１７年度

-

代表取締役社長　名川良隆

http://www.vegalta.co.jp

△ 6.7

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部企画総務課

５８２，０００千円（２４．９％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

○経常利益△162,346千円
（前年度比450.7％減）、当期
利益△161,796千円（前年度
比2271.8％減）を計上した。
○広告収入については、
425,084千円（前年度比2.2％
増）となり、入場料収入につ
いては、入場料単価の引き
下げにより、654,657千円（前
年度比11.7％減）となった。
●自立的な財政運営を踏ま
えた補助金の見直しを実施
し、5,000千円の減額とした。

0.0

0.0

0.0

0.0

△35.6

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○Ｊ２降格に伴い見直した収
支計画に基づき実施した結
果、全体的な収入減となった
が、当期利益で7,450千円
（前年比94.6％減）を計上し
た。
○広告収入については、大
手協賛企業の撤退の影響も
あり、415,816千円（前年比
35.6％減）となり、入場料収
入については、Ｊ２の影響か
ら741,683千円（前年比
14.5％減）となった。
○収支計画の範囲内での選
手補強を実施し、業容拡大に
よる機構改革によりフロント
体制を強化した。
●自立的な財政運営を踏ま
えた補助金の見直しを実施
し、5,000千円の減額とした。

330.0

0.0

（1） 前年度の経営目標の達
成状況に関する評価結果（概
要）
収入面においては、入場料単
価の引き下げによる入場料収
入の微減があったものの、移
籍金収入や源泉税還付等によ
り前年度の収入目標をクリア
できた。支出面においては、次
年度のＪ１復帰に向けて大型
補強を行い、大幅な支出増と
なったため赤字（当期純損失１
６１，７９６千円）となってしまっ
た。

（2） 本年度以降の目標設定
の考え
収入の動向、チーム戦力、企
業体力等を総合的に勘案しな
がら目標設定をした。また、経
営基盤を安定させるためには
Ｊ１に昇格することが必要であ
る。そのために必要な予算とし
たい。

（3） 委員会意見（Ｈ18年　3月）
への対応
中・長期を見据えた㈱東北ハ
ンドレッドの主体的かつ安定的
な経営基盤確立の方策を探る
ため、新たに学識経験者・関
係者による「経営検討委員会」
を設置し提言をまとめていきた
いと考えている。

△7.3

△37.5

0.0

-

159.0

-

△8.1

-

○平成１５年１月に策定した新中
期ビジョンの計画運営規模に基
づき実施し、経常利益213,428千
円（前年度比5.3％増）、当期利益
137,600千円（前年度比31.8％
減）を計上した。
○収入計画に基づく営業活動及
び入場者の確保等に努め、入場
料収入867,369千円（8.1％増）を
確保できた。
○平成１５年１月に策定した新中
期ビジョンを踏まえた要員管理を
実施した。
○予算管理の徹底を図った。
●Ｊ１という環境を踏まえた財政
支援を実施（50,000千円）をする
とともに、今後の財政支援のあり
方を検討した。

①課　　　　　題

△1.1

△49.9

△6.8

-

△6.1

△7.6

Ｈ１４（実績）

0.0

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

10.0

△37.5

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△37.5

常勤職員数

興業、広告、ファンクラブ、育成・地域交流、物品販売その他

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

プロサッカーチーム「ベガルタ仙台」の運営



経営評価シート  平成１７年度   ２ 株式会社東北ハンドレッド    担当部局課室名 企画部企画総務課 
 

団体の使命 ベガルタ仙台を通じ、宮城県民に夢と希望を与える。 
団体の顧客 宮城県民を始め、他の都道府県民 経営 

戦略 
団体の目的 ベガルタ仙台の活動を通じ、青少年の健全育成、スポーツ文化の振興及び地域の活性化を図る。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ③ ③
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「事業収入」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標「広告収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 ウ 取組目標「ファンクラブ収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 エ 取組目標「育成・ホームタウン収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ⑤ ⑤

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ― ―

総 
 

合 

  

基本は収支バランスの

取れた経営を心がけて

いる。 
6.ア・入場料収入の安

定確保と知名度の高い

監督を招聘する等、チ

ームブランドを背景と

した事業収入の増加に

努めた。 
イ・広告代理店との積

極的な営業展開や大口

協賛企業以外に地元企

業を中心とした比較的

協賛しやすい金額での

営業展開に努めた。 
ウ・シーズン開幕当初

の成績不振により伸び

悩んだが、中間期にフ

ァンクラブのイベント

を実施し入会促進に努

めた。 
エ・ジュニアサッカー

スクールにトップチー

ム選手を派遣すること

で他のサッカースクー

ルとの差別化を推進。

また、ホームタウン専

任コーチを採用した。 
８チケット単価の引き

下げによる入場料収入

の減少、Ｊリーグ分配

金の大幅な減少。 
９ 10資産の減少や欠損

の拡大は、県民の願い

でもあるＪ１復帰を目

指し、大型補強を実施

したため。 
14 .全国トップレベル

の監査法人と監査役に

は、銀行出身者を２名

（常勤、非常勤）を選

任している。 
15 .仙台経済界で地位

のある方に就任いただ

いている。 
16 .オフィシャルホー

ムページに株主総会終

了後に決算状況を一部

公開している。 
17 .顧客からの意見等

は、オフィシャルホー

ムページの投書箱（ベ

ガルタインフォ）にて

把握している。 
18 .実績のある監督の

招聘と決定力の高い外

国人選手の獲得により

県民の期待がより高ま

っている。 

Ⅰ全評価項目を通し

て 

昨年は広告収入等

順調に推移しており、

会社の評価結果につ

いても概ね妥当と判

断される。損失拡大は

大型補強が主因だが、

収支改善には早期の

Ｊ１復帰が欠かせな

いとの判断によるも

のであり、損失拡大は

やむを得ないと考え

る。 

Ⅱ 各評価項目ごとに

3. 会社の自立的な財

政運営に向けて、補助

金の見直しを検討す

る。 

6 ア・入場料単価の引

き下げにより安定的

な入場料収入を確保

したものの、全体的な

事業収入は減少して

いるため、今後も経営

健全化に向けて更な

る努力が望まれる。

8 9H18年度より会社

が設置する経営検討

委員会の検討の推移

を見ながら、累積赤字

の解消に向けた取り

組みを求めていく。

16 その他の決算状況

についての公開も指

導していきたい。 

 

Ⅲ 結論 

昨年は収入目標を

達成したものの、大

幅な支出増となった

ため、赤字となり、

累積赤字の解消等の

課題もあることか

ら、今後も経営健全

化に向けた助言・指

導をしていきたい。

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

3,200 3,874 1,754

1,238 1,378 2,177

1,311 868 1,094

34,533 42,657 18,397

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

12 12 12 9 9 11 11 11
3,200 3,874 9,100 1,754 3,600 6,500 6,500 6,500
26.5 31.9 30 0 30 30 30 30

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

6 6 6 6 6 7 7 7

2 2 3 3 3 3 3 3

14,175 31,096 5,000 5,828 0 5,000 5,000 5,000

34,477 32,941 43,209 43,224 45,114 45,114 45,114 45,114

0 0 0 0 0 0 0 0

48,652 64,037 48,209 49,052 45,114 50,114 50,114 50,114

48,652 64,037 48,209 49,052 45,114 50,114 50,114 50,114

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 34,533 42,657 30,000 18,397 25,000

事業外収入(b) 53,729 42,877 62,069 53,451 63,784

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 88,262 85,534 92,069 71,848 88,784

支 出 事業費(e) 36,883 36,778 40,586 16,141 27,120

管理費(f) 46,806 44,183 59,162 55,757 52,874

事業外支出(g) 10,264 10,262 262 2,351 262

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 93,953 91,223 100,010 74,250 80,256

△ 5,691 △ 5,689 △ 7,940 △ 2,402 8,528

△ 5,691 △ 5,689 △ 7,940 △ 2,402 8,528

△ 6,180 4,311 - △ 2,402 △ 1,472

資 産 流 動 資 産 32,290 33,909 - 19,569 28,097

固 定 資 産 711,614 711,614 - 711,614 711,614

計 743,904 745,523 - 731,183 739,711

負 債 流 動 負 債 19,036 16,344 - 4,407 14,500

固 定 負 債 0 0 - 0 0

（うち引当金等） 0 0 - 0 0

計 19,036 16,344 - 4,407 14,500

資 本 基本（ 資本 ） 金 707,000 707,000 707,000 707,000 707,000

剰 余 金 等 17,868 22,179 17,868 19,776 18,211

計 724,868 729,179 724,868 726,776 725,211

※平成１８年度の上記目標数値(収支等)については，当初予算の数値である。

事業費（単位：千円）

県の発展にとって必要なテーマに関連した調査研究

機関誌等による地域振興情報の提供

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

地域開発等調査研究

研修会等開催

Ｈ１６年度経営指標

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

－

4.4

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 8.0

常勤職員数

○平成１７年度までの「改革方
針」の実現に努力した。併せて、
公益事業として「地域開発等調査
研究」を充実させ、センターの独
自性を発揮する。

①課　　　　　題

35.9

19.3

68.0

-

8.1

-

Ｈ１４（実績）

43.6

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　　地域開発等研究事業
に関しては、目標額を下
回ったものの事業内容は
ほぼ計画どおり実施でき
た。また、再委託に関して
は一件も行わず、全てセ
ンターで事業実施した。な
お、研究員の更なる充実
を図るとともに事業実施の
効率化を図ることで、財政
の健全化に努めたい。
（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　　今後も一定の研究員
数の確保を図りつつ、セン
ター内部でのノウハウの
蓄積を一層進め、調査研
究機関として更なる能力
向上に努めることを目標
に、引き続き３つの経営目
標を設定していきたい。
（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　　市町村の予算の状況
や県の施策等の情報の収
集を的確に行い、可能性
のあるところに対して積極
的に接触を図っている。特
に、合併市町村について
は種々計画等の策定など
が考えられることから、積
極的にセンターの実績等
をアピールし営業努力を
行っている。また、軽微な
相談等にも積極的に対応
し、その中から受託の可
能性を探っている。受託の
見積に関しては、収支見
合いが基本であり、そのよ
うに取り組んでいく。

38.7

△ 8.0

0.0

0.0

444.1

0.0

-

○公益事業として「地域開
発等調査研究」を充実させ
た。平成１５年度～１７年度
の３ケ年間「改革方針」に基
づき、その実現に努力して
きたが改革達成するまで至
らなかった。今後とも引き続
き改革達成に向け努力する
必要がある。

0.0

1.2

229.0

－

△ 0.2

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○平成１７年度までの「改
革方針」の実現に努力し
た。併せて、公益事業とし
て「地域開発等調査研究」
を充実させ、センターの独
自性を発揮する。

－

－

理事長　大村虔一

http://mrira.or.jp

75.8

△ 45.2

県 担 当 課

県 出 資 額

企画部政策課

400,000千円（　56.6％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

69.6

-

Ｈ１７年度

-

1.4

509

169.6

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 7.9

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

０２２－２１３－５０１１

-

△ 5.2

△ 88.9

23.6

-

地域開発の方法等の研修

105.2

Ｈ１５年度

0.0

県の損失補償（債務保証）額(g )

－

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

人材確保、組織・運
営体制の強化

調査研究機関として、ノウハウの蓄積に努めながら
人材確保、組織・運営体制の強化に取り組む。
（Ｈ１４～Ｈ１７）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善、県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　　地方分権や市町村合併が推進されている現在、市町村を熟知したシンクタンクとして県内市町村等からは当センターに対する期待が依然にも増して多くなっている。
改善については、平成１７年度を目標とした改革方針に則り努力した。その結果を踏まえ、平成１８年５月の理事会で検討・協議した団体の評価結果は妥当と判断して
いる。
　①センターの得意分野やノウハウをアピールした受託額の確保②収支見合いの受託とすべきとの委員会の二つの意見に対しては、その後のセンターにおける具体的
取組みにおいて、委員会意見を踏まえた取組みがなされているし、平成１８年度予算においても改善が図られている。

県からの補助金等依存度…………公益事業に対する県からの補助金は、平成１０年の１４，５００千円をピークに漸次削減してきており、今後とも自立化に向けて同様
に考えている。
経営改善、収支状況…………平成１７年度末で、基本金を除く剰余金は１９，７７６千円となっているものの、市町村数の減少や受託事業の低額化など経営環境は厳し
い状況にある。従って、今後さらに経営改善に努力する必要があると考えている。
役職員数…………改革方針に基づき、事業の内容や業務量に応じた対応を可能とするため、特別研究員を採用するなど柔軟で機動的な組織体制をとっている。現在
の常勤職員の給与については、県４名、市町村１名、民間１名、プロパー１名の計７名の常勤職員のうち、プロパー職員を除いた６名について、全て派遣元で負担してい
る。将来的には人的自立も視野に入れてはいるが、当分の間は引き続き県から４名の派遣職員が必要と考えている。
監事の外部有識者選任…………現在、県出納長と仙台市収入役が監事（無給）となっているが、事業規模及び経費負担面からしても現状のままが合理的である。
役員等の民間経験者の登用…………理事及び評議員には、既に民間の役員が登用されているので、現状で十分と考えている。

　改革計画に基づく取組みは、経営改善、経営の自立化に向けて努力してきた。しかし、低金利による基本財産収入の伸び悩みなど基本金運用収入が多くを望めない
ことや地方公共団体の財政難などから受託事業の確保も難しくなっているなど、当該団体の経営環境はいまだ厳しい状況にある。

研究員数（非常勤を含む）
地域開発調査研究（千円）
受託事業の再委託率（％）

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
①　受託調査を請負
う場合は、一件ごと
に再委託費や内部
人件費、事務費を見
積り、収支合い償う
よう受注することが
基本となるので、予
算化においても収支
見合いの設定にす
べきである。
②　受託調査の固
定費を上回る売上
げ確保に留意すべ
きと考える。そのた
めには、団体の得意
分野やノウハウをア
ピールし、売上げ増
につなげる工夫が
必要である。

【H18.12】
＜団体に対する意
見＞
　団体のシンクタン
クとしての優位性・
独自性を県内の市
町村に対して明確に
示すべきである。ま
た，調査内容や料金
体系については，市
町村が利用しやす
い工夫も必要であ
る。
＜県に対する意見
＞
　受託調査事業の
先細りと，民間シン
クタンク等との競合
を考えれば，団体を
通じた市町村支援
の在り方が問われ
ている。現在行われ
ている市町村へのア
ンケート調査結果を
踏まえて，職員の派
遣及び人件費補助
を行ってまで団体を

○センターの組織、運営の強化な
どを柱とした新たな運営計画の改
革方針（平成１５年度～１７年度を
対象）を策定。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

３　　財団法人宮城県地域振興センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉一丁目２番３号

０２２－２１３－５０５０

主要事業名

受託事業（特別会計）

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

536

76.4

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

207.5

55.1

495

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

△ 53.3

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成５年２月１日

  １　基本情報(団体記入)

情報収集・提供事業

地域振興に関連した企画調査等の受託（受託金額） △ 46.7

43.838.7

－



経営評価シート  平成１７年度       ３ 財団法人宮城県地域振興センター      担当部局課室名 企画部政策課 
 

団体の使命   県内の各地域が抱える課題に対し、多彩な知恵のネットワークによって果敢に取り組み、真に豊かな地域の実現に貢献する。

団体の顧客   宮城県、県内市町村、各種団体、民間 
経営 
戦略 

団体の目的  県内各地域の福祉や環境、文化、交通など様々な分野で調査研究し、地域づくり、計画づくり等に関する提言を行っていく。

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ① ①
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「研究員の拡充」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標「地域開発等研究費の充実」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 ウ 取組目標「受託事業の再委託率を低下」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 エ 取組目標「   

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ② ②

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

①１７年度で再委

託は行っていない。 

②１６年度、１７年

度は借入なし。 

④短期貸付金の返

済が無くなったこ

とによる。 

⑤１７年度県から

の派遣職員が1名増

加したため若干上

昇しているが、年度

により増減がある

ため、横ばいと判断

した。 

⑥ア １２名の目

標に対し９名 

 イ 目標9,100千

円、支出1,754千円 

 ウ 再委託なし 

⑧､⑨単年度収支赤

字のため 

⑭予算規模も比較

的小さく、執行自体

も県とほぼ同様に

なっていることか

ら執行の自由度が

狭く、公認会計士に

依頼するほどでは

ない。また、監事、

県監査委員事務局

等の監査も受けて

いる。 

⑮常勤・非常勤役員

には民間人を登用

していないが、理事

のうち複数が民間

人である。 

⑰顧客である市町

村等については、年

数回営業活動を行

っており、その際に

意見交換を行って

いる。 

⑱市町村合併や人

口減少など地域環

境が変化している

ため市町村計画の

見直しが不可欠と

なっている。 

Ⅰ 全評価項目を通して 
地方分権や市町村合併が推進されてい

る現在、市町村を熟知したシンクタンクと

して県内市町村等からは当センターに対

する期待が依然にも増して多くなってい

る。改善については、平成１７年度を目標

とした改革方針に則り努力した。その結果

を踏まえ、平成１８年５月の理事会で検

討・協議した団体の評価結果は妥当と判断

している。 

 ①センターの得意分野やノウハウをア

ピールした受託額の確保②収支見合いの

受託とすべきとの委員会の二つの意見に

対しては、その後のセンターにおける具体

的取組みにおいて、委員会意見を踏まえた

取組みがなされているし、平成１８年度予

算においても改善が図られている。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 
３……県からの補助金等依存度 

 公益事業に対する県からの補助金は、平

成１０年の１４，５００千円をピークに漸

次削減してきており、今後とも自立化に向

けて同様に考えている。 

６ ８ ９……経営改善、収支状況 

 平成１７年度末で、基本金を除く剰余金

は１９，７７６千円となっているものの、

市町村数の減少や受託事業の低額化など

経営環境は厳しい状況にある。従って、今

後さらに経営改善に努力する必要がある

と考えている。 

７……役職員数 

 改革方針に基づき、事業の内容や業務量

に応じた対応を可能とするため、特別研究

員を採用するなど柔軟で機動的な組織体

制をとっている。現在の常勤職員の給与に

ついては、県４名、市町村１名、民間１名、

プロパー１名の計７名の常勤職員のうち、

プロパー職員を除いた６名について、全て

派遣元で負担している。将来的には人的自

立も視野に入れてはいるが、当分の間は引

き続き県から４名の派遣職員が必要と考

えている。 

14……監事の外部有識者選任 

 現在、県出納長と仙台市収入役が監事

（無給）となっているが、事業規模及び

経費負担面からしても現状のままが合理

的である。 

15……役員等の民間経験者の登用 

 理事及び評議員には、既に民間の役員

が登用されているので、現状で十分と考

えている。 

 

Ⅲ 結論 
 改革計画に基づく取組みは、経営改善、

経営の自立化に向けて努力してきた。し

かし、低金利による基本財産収入の伸び

悩みなど基本金運用収入が多くを望めな

いことや地方公共団体の財政難などから

受託事業の確保も難しくなっているな

ど、当該団体の経営環境はいまだ厳しい

状況にある。 

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

584,877 599,585 603,608

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

593,530 608,160 612,640 593,996 606,510 601,641 599,145 596,699
56,268 51,611 52,470 55,961 54,240 54,782 54,782 54,782

△ 3 △ 2 0 0 △ 1 △ 2 △ 1 △ 1

4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

94 92 93 93 92 90 89 88

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 629,745 610,943 592,050 606,387 573,940

事業外収入(b) 11,650 5,492 8,350 43,943 26,800

その他の収入(c) 0 0 0 2,615 0

計(d) 641,395 616,435 600,400 652,945 600,740

支 出 事業費(e) 397,643 467,971 448,460 477,819 454,700

管理費(f) 187,232 131,614 142,410 125,789 118,690

事業外支出(g) 6,825 497 250 15,294 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 591,700 600,082 591,120 618,902 573,390

49,695 16,353 9,280 31,428 27,350

49,695 16,353 9,280 34,043 27,350

24,510 7,668 4,080 11,507 14,040

資 産 流 動 資 産 783,549 694,274 698,000 736,924 737,000

固 定 資 産 1,624,878 1,669,116 1,670,000 1,697,290 1,697,000

計 2,408,427 2,363,390 2,368,000 2,434,214 2,434,000

負 債 流 動 負 債 242,872 176,933 165,463 225,081 210,352

固 定 負 債 236,474 249,100 261,100 259,525 260,000

（うち引当金等） 236,474 249,100 261,100 259,525 260,000

計 479,346 426,033 426,563 484,606 470,352

資 本 基本（資本）金 720,000 720,000 720,000 720,000 720,000

剰 余 金 等 1,209,081 1,217,357 1,221,437 1,229,608 1,243,648

　計 1,929,081 1,937,357 1,941,437 1,949,608 1,963,648

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年4月1日現在の目標値である。

△ 1.1

③改革スケジュール

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 19.7

△ 5.6

支出額(d)のうち一般財源

-

県の損失補償（債務保証）額(g )

県からの貸付金残高(e)

補助金(b)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

①課　　　　　題

△ 5.4

△ 39.0

△ 4.8

△ 100.0

△ 7.4

△ 13.0

0.0

Ｈ１５（実績）

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

石油の輸送量は、未達成
であるがビール等の伸び
もあり、運輸収入及び運
輸雑収を合わせた事業収
入は目標を達成し収支改
善を図ったことから、ほぼ
達成した。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

収入増及び経費削減を図
ることを重点的に取り組
む。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応

環境負荷が最も小さい輸
送機関である貨物鉄道へ
のシフトを積極的に宣伝
し、国際海上コンテナや一
般貨物の増送に取り組む
とともに、安全・安定輸送
の徹底を図り、安定した収
入の確保と経営基盤の確
立による経営の効率化や
経費削減等により一層努
める。

22.0

-

0.0

-

327.4

-

-

代表取締役社長　西　重樹

車扱貨物では原油の高騰
等により前年実績を下回っ
たが、国際過剰コンテナ貨
物で自動車部品の新規輸
送や一般コンテナ貨物で焼
酎・飲料水積等が大幅に増
加したため、順調に輸送量
を確保できた。

△ 0.0

△ 0.0

△ 6.5

0.2

0.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

　一般貨物については景
気の影響もあり、輸送量
が減少したが、車扱、国
際海上コンテナは順調に
輸送量を確保できた。ま
た、徹底した経費削減に
努めた。

Ｈ１４（実績）

　主要出荷（石油・ビール）の輸
送量確保を図ることを基本に、国
際海上コンテナの輸送促進、ＪＲ
コンテナの新規顧客開発を併せ
て推進した。併せて、職員数のス
リム化、物件費の削減、外注工
事の直轄化により経費削減に努
めた。

http://www.geocities.jp/s_rintetu/

Ｈ１５年度

-

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

鉄道事業

022-258-7366

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

事業内容
事業費（単位：千円）

鉄道貨物輸送

-

3.2

H15～H17増減率
（％）

Ｈ１６年度

390

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

370

経営指標

323.0

-

-

Ｈ１７年度

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

1.1

0.2

△ 2.9

-

△ 100.0

△ 8.0

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

-

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

392.4

　経営状況は黒字
を確保しているが、
運賃の値下げによ
り減収傾向にある
ため、輸送量の増
加を図る必要があ
る。

　○短期経営目標を設定し、輸送量・収入の確保、
コスト削減に努める。また、ホームページを営業活
動に活用する。

職員数のスリム化

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団

体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　経費削減により経常収支は黒字であるが、輸送機関間の競争により運賃の値下げが続き減収となっている状況にあるため、会社は輸送量確保に向け積極的に取り組むこととしていることから、
県として、また、出資者の立場から必要な助言を行っていく。

（増収策）　石油（単位：トン）

輸送量　ビ－ル（単位：トン）

（経費削減策）　（単位：人）

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
①17年度、18年
度、19年度の目標
営業収入は16年
度実績より固めに
見積もっており実
現可能性は高いと
思われる。既存顧
客、見込顧客の荷
動きをきめ細かく
捕らえ、取引先拡
張に向けた取組を
継続するなど、収
益機会に結びつ
けることが重要で
ある。
また、運賃の値下
げは時代の趨勢
からいってもやむ
を得ないので、引
き続き、徹底した
経費削減に努め、
経営の安定につ
なげるべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
①引き続き経費削
減に努めるととも
に，新たな顧客獲
得に向けた具体
的なアクションが
望まれる。

　人員を削減し、海上コンテナを中
心に輸送量確保に努めた。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

４　仙台臨海鉄道株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市宮城野区港四丁目11番2号

022-258-5211

主要事業名

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和45年11月7日

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

流動比率（％）

定義

ｰ

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

391

-

常勤役員数

企画部総合交通対策課

240,000千円 （33.3％）

△ 3.1
2.1



経営評価シート  平成１７年度      ４ 仙台臨海鉄道株式会社     担当部局課室名 企画部総合交通対策課 
 

団体の使命 仙台港湾地区と内陸部を結ぶ物流

団体の顧客  仙台港湾地区進出企業（新日本石油精製㈱、キリンビ―ル㈱） 経営 
戦略 

団体の目的  仙台港湾地区の活性化 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ③  ③

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「増収（石油）」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 イ 取組目標「増収策（ビ－ル）」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ① ①
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ア 原油高騰に

よる需要減が

影響し未達成。 
 イ 第3のビ－ル

が北海道向け出

荷増となったた

め目標達成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
17 営業担当の定期

的な顧客訪問に

より把握。 
 
18  近年推進され

ているモーダ

ルシフトの担

い手として社

会的要請は引

き続きたかま

っている。 

 
Ⅰ 全評価項目を通

じて 

安全・安定輸送のた

めに機関車の全般

検査、仙台港駅構内

コンテナホーム舗

装などの設備投資

による事業費増加

や原油高騰により

内燃動力費等が増

加したことから、支

出は前年に比べ3.

1％の増となってい

るが、事業外収入が

前年に比べ著しく

増加したことによ

り、経常収支は黒字

を維持しており、評

価は妥当である。

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

３、７～９：財政

的関与はしていな

い。 

６：今後も引き続き

新規顧客開拓し、輸

送量の確保・拡大に

努めるべきである。

12～16：各項目とも

十分に対応されて

いることから、目標

値の修正は必要な

いと考える。 

17：定期的に把握し

ており、今後も継続

すべきである。 

 

 

Ⅲ 結論 

経費削減により経

常収支は黒字であ

るが、輸送機関間の

競争により運賃の

値下げが続き減収

となっている状況

にあるため、会社は

輸送量確保に向け

積極的に取り組む

こととしているこ

とから、県として、

また、出資者の立場

から必要な助言を

行っていく。 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

905,937 857,210 880,609

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

2,887 2,826 2,808 2,817 2,770 2,732 2,742 2,706

3 3 3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

90 88 85 82 79 78 78 77

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

10,455 12,591 54,382 46,396 69,290 54,285 63,773 30,470

0 0 0 0 0 0 0 0

10,455 12,591 54,382 46,396 69,290 54,285 63,773 30,470

10,455 12,591 54,382 46,396 69,290 54,285 63,773 30,470

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 848,769 812,987 803,946 808,475 787,703 771,842 813,792 826,678

事業外収入(b) 7,334 12,986 4,083 4,971 4,971 0 0 0

その他の収入(c) 71,099 57,389 180,459 154,275 264,124 295,843 276,466 116,606

計(d) 927,202 883,362 988,488 967,721 1,056,798 1,067,685 1,090,258 943,284

支 出 事業費(e) 809,340 783,282 803,369 806,456 837,158 774,469 779,406 775,048

管理費(f) 96,597 73,928 68,465 74,153 67,706 70,477 71,354 70,627

事業外支出(g) 1,095 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 38,022 32,479 180,459 88,031 191,448 289,652 256,637 94,680

計(i) 945,054 889,689 1,052,293 968,640 1,096,312 1,134,598 1,107,397 940,355

△ 50,929 △ 31,237 △ 63,805 △ 67,163 △ 112,190 △ 73,104 △ 36,968 △ 18,997

△ 17,852 △ 6,327 △ 63,805 △ 919 △ 39,514 △ 66,913 △ 17,139 2,929

△ 22,322 △ 10,797 △ 68,275 △ 5,286 △ 43,574 △ 71,383 △ 21,609 △ 1,541

資 産 流 動 資 産 608,420 580,478 523,845 524,359 463,588 414,382 376,809 367,105

固 定 資 産 418,633 396,143 374,534 390,132 413,226 427,821 460,912 452,826

計 1,027,053 976,621 898,379 914,491 876,814 842,203 837,721 819,931

負 債 流 動 負 債 103,363 89,564 94,034 75,764 79,824 84,294 88,764 93,194

固 定 負 債 110,562 84,727 70,290 41,683 43,520 75,822 88,479 67,760

（うち引当金等） 110,562 84,727 70,290 41,683 43,520 75,822 88,479 67,760

計 213,925 174,291 164,324 117,447 123,344 160,116 177,243 160,954

資 本 基本（資本）金 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000

剰 余 金 等 △ 686,872 △ 697,670 △ 765,945 △ 702,956 △ 746,530 △ 817,913 △ 839,522 △ 841,063

計 813,128 802,330 734,055 797,044 753,470 682,087 660,478 658,937

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月26日現在の目標値である。

H15～H17増減率
（％）

事業内容

△ 3.7

代表取締役社長　千葉　眞弘

http://www.abukyu.co.jp/index2.html

県 担 当 課 企画部総合交通対策課

県 出 資 額 384,000千円（２５．６％）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

○引き続き常勤役員の不補充
（平成１３年度１名減）
○ホームページによるイベント等
の広報
○パンフレット等による利用促進
○会社の経営診断を実施した

①課　　　　　題

△ 2.6

0.0

3.8

71.2

13.2

67.0

Ｈ１４（実績）

△ 11.6

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
旅客需要の確保に努めた
結果、輸送人員、収益とも
に目標を概ね達成した。
又、業務の効率的運営と
人件費、経費の削減に努
めたが、鉄道施設の維持
補修費用の増加により事
業費は若干の増加がある
ものの、一応の成果を出
すことができた。
（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
新長期経営計画に沿っ
て、増収対策や経営合理
化など経営改善対策を強
化し、減少傾向にあるご
利用者の維持・確保、拡
大に向けた取り組みを積
極的に行い、平成２１年度
２７０万人の輸送人員を目
指すことにしている。
（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
①サービス低下防止策と
して、委託先従事員に対
する営業取扱及び接遇の
指導、ワンマン運行拡大
開始前の利用者への周知
及び拡大後の利用者に対
するサポート体制で臨む
ほか、ＪＲ線乗換客に対す
る清算業務の円滑化、無
人駅でのラッシュ時に対
応するため臨時駅務員を
配置するなど体制を強化
し、今後も安全運行管理
を徹底する。
②長期経営計画の中で、
利用者の確保・拡大策と
して、定期利用者の優遇
措置、企画乗車券の販
売、ダイヤ編成の改善な
どを掲げ、「会社が独自に
実施するもの」、「沿線自
治体等と連携するもの」、
「沿線自治体に実施を働
きかけるもの」に分けた主
要課題別プロジェクトの実
現に努める。

724.3

49.3

0.0

ー

692.1

ー

ー

ー

○平成１６年度に策定した
新長期経営計画（H16～
H25）に基づき、①利用者
の減少は例年2～3%となっ
ていたが、平成１７年度は
0.3%の減少に止まり、目標
に対して0.3%増加した。、②
有人駅業務委託を実施し、
効率的人員体制を構築し
た。賞与は１ヶ月分削減し、
１８年度での人件費削減に
向け給与制度の見直しを
行った。

5.9

△ 4.1

5.4

4.4

△ 5.5

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○平成１５年度に実施した
経営診断の結果を踏まえ
た新長期経営計画（H16
～H25）を策定した
○ホームページによるイ
ベント等の広報
○パンフレット等による利
用促進

4.4

5.0

Ｈ１６年度

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

鉄道による旅客運輸事業[福島駅〔福島県）から槻木駅（宮城県）までの３市２町を縦断し、東北本線
に接続する５４．９㎞を営業区間に、仙台市及び福島市周辺における通勤 ・通学者等の地域の足と
して運営するために設立された第三セクター鉄道会社]

△ 2.8

4.8

-

Ｈ１７年度

-

流動比率（％）

定義

借入金依存度（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

経営指標

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

ー

0.0

Ｈ１６（実績）

6.2

ー

49.3

49.3

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

鉄道事業

②役職員
数
（単位：
人）

　 うち県職員（派遣職員）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

1.1

-

Ｈ１５年度

ー

ー

448

（流動資産÷流動負債）×100 588.6

ー

4199.7

△ 8.7

ー

9.2

県の損失補償（債務保証）額(g )

117.5

県からの受託事業の再委託率（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

648.1

428

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

利用客の伸び悩み
により累積欠損金
が増加傾向にあ
る。また、緊急安全
評価を受け、緊急
に安全対策が必要
な施設が指摘され
ており、厳しい経営
環境が予想される。

○平成１５年度から沿線フリーウォーキング等のイ
ベントを実施し集客に努力している。
○平成１３年度から常勤役員を削減している。
○平成１２年度から職員数を削減している。
○平成１１年度に新駅を設置し、利用者確保を図っ
ている。
○空きスペースの貸し出しによる収益増を図ってい
る。

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団

体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

平成１６年度に策定した新長期経営計画(H16～H25)及びH17からH21までの経営健全化5か年計画の進捗状況について、沿線自治体及び福島県とともに見極めながら、必要な指導・助言を行う。

輸送量（輸送人員（単位：千人）
【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
①効率的な人員体
制を取り組み事項と
しているが、効率性
を追い求めた結果
がサービスの低下
につながらないよう
にしなければならな
い。また安全な運行
が脅かされるこのと
ないよう十分考慮し
た人員体制を構築
していかなければな
らない。
②輸送量の減少
は、沿線人口の減
少によるものばかり
が原因とは言えな
い。輸送量を確保す
るために、休日の輸
送量を増加させるな
どの取組も必要であ
る。

【H18.12】
＜団体に対する意
見＞
①資金収支からす
れば補助金なくして
は経営が成り立た
ない。よって周辺自
治体へは継続して
助成を訴えるととも
に，経営健全化５か
年計画を検証しなが
ら，それに基づいて
会社としての収支改
善努力に邁進する
必要がある。
②交通機関としての
安全運行に留意し，
路線活性化のため
に引き続き努力され
ることを期待する。
＜県に対する意見
＞
　沿線自治体の地
域資源活用を図る
イベント等，より積
極的な集客活動を
指導されたい。

○常勤役員の不補充（平成１３年
度１名減）とした
○正職員を１名減とした
○年齢が満５５歳に到達した時点
で昇級停止とした
○ホームページを開設しイベント
等の周知をし利用促進を図った。
○あぶくまの里ウォーキングガイ
ドを作成し、配布した。
○たけのこ狩り、納涼列車、芋煮
会のイベントを実施した。
○卸町駅、梁川駅、梁川希望の森
公園前駅の空きスペース貸し出し
による増収

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

ー

△ 1.7

５　阿武隈急行株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

福島県伊達市梁川町字五反田１００番地の１

０２４－５７７－７１３２

主要事業名

０２４－５７７－７１５６

事業費（単位：千円）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標 （Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和５９年4月5日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標

410

1.4

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



経営評価シート  平成１７年度      ５ 阿武隈急行株式会社     担当部局課室名 企画部総合交通対策課 
 

団体の使命 
仙台市と福島市を結ぶ都市間旅客輸送路線としての機能を有し、両市周辺における通勤通学の公共輸送機関及び沿
線地域産業、観光の振興を図る。 

団体の顧客 沿線地域住民及び線区外からのご来線ご利用者。 
経営 
戦略 

団体の目的 特定地方交通線に指定された旧国鉄丸森線を転換し､更には県境を越えて福島市までの鉄道を地域の足として運営。

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ③ ③
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ① ①
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  ①  ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「輸送量」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ④ ④

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ③ ③

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ① ①

総 
 

合   

 
３  

鉄道施設の保全整備事

業費の増加。（安全輸

送確保） 
４ 

流動資産・負債ともに

減少しているが、補助

金、消費税等の未収計

上が影響している。 
５ 
有人駅の業務委託化。

（５名減） 
自己都合退職者４名 
６ 
沿線フリーウォーキン

グ参加者増や、企画乗

車券の発売など利用者

の確保・拡大に努めた

ことにより目標を達成

した。 
７ 
計画に沿って実施。 
自己都合退職者の補充

なし。 
８ 
人件費、経費の削減に

努めた。 
９ 
未処理損失の増加。 
 
 
 
 
 
14 
商法特例法に基づき会

計に関する部分につい

ては会計監査人（公認

会計士）の監査を受け

ている。 
16 
時刻表、運賃、会社イ

ベント、沿線観光情報

などを紹介。 
17 
駅設置の投書箱、苦情

受付報告などにより把

握。 
 
19 
鉄道施設の安全診断結

果に基づく保全整備計

画事業費の増加。 
 

Ⅰ 全評価項目を通し

て 

評価結果については

概ね妥当である。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

 

３ 

長期経営計画に定め

た保全整備計画等の

実施については、沿線

自治体及び福島県と

協調して補助するこ

ととしている。17年度

は設計段階での事業

費削減等を図ったこ

とにより、補助金は減

額となっている。 

５ 
長期総合計画の年次

計画どおり業務委託

を実施し、人件費の削

減に努めている。 

６ 

例年2～3%の減少傾向

にあったが、企画乗車

券の発売により、前年

度と同程度の輸送量

が確保されたことは

評価に値する。 

９ 

未処理損失は増加し

たが、前期に比べ増加

率は50%減少してい

る。 

16 

情報公開規定の策定

を併せ、ホームページ

への財務諸表等の掲

載に努めるべきであ

る。 

17 

利用者から意見等を

把握する手段を講じ

ており評価に値する。

 

Ⅲ 結論 

平成１６年度に策定

した長期経営計画(H

16～H25)及びH17か

らH21までの経営健

全化5カ年計画の進

捗状況について、沿

線自治体及び福島県

とともに見極めなが

ら、必要な指導・助

言を行う。 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

140,476 129,047 129,729

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

214 188 183 173 167 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

22 21 21 21 19 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

38,941 19,000 19,000 19,000 19,000 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

38,941 19,000 19,000 19,000 19,000 ※ ※ ※

38,941 19,000 19,000 19,000 19,000 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

収 入 事業収入(a) 70,345 68,633 66,391 63,339 59,093 ※ ※ ※

事業外収入(b) 12,452 4,961 4,508 5,503 4,193 ※ ※ ※

その他の収入(c) 61,254 60,000 60,000 62,400 122,306 ※ ※ ※

計(d) 144,051 133,594 130,899 131,242 185,592 ※ ※ ※

支 出 事業費(e) 140,476 129,047 128,092 129,729 166,159 ※ ※ ※

管理費(f) 0 0 0 0 0 ※ ※ ※

事業外支出(g) 1,039 770 852 3,812 17,619 ※ ※ ※

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※ ※ ※

計(i) 141,515 129,817 128,944 133,541 183,778 ※ ※ ※

△ 58,718 △ 56,223 △ 58,045 △ 64,699 △ 120,492 ※ ※ ※

2,536 3,777 1,955 △ 2,299 1,814 ※ ※ ※

1,606 1,625 115 △ 4,113 0 ※ ※ ※

資 産 流 動 資 産 145,344 144,445 148,081 41,766 84,388 ※ ※ ※

固 定 資 産 154,101 145,499 138,262 138,262 132,031 ※ ※ ※

計 299,445 289,944 286,343 180,028 216,419 ※ ※ ※

負 債 流 動 負 債 118,478 108,906 106,745 4,658 41,049 ※ ※ ※

固 定 負 債 3,109 1,555 0 0 0 ※ ※ ※

（うち引当金等） 3,109 1,555 0 0 0 ※ ※ ※

計 121,587 110,461 106,745 4,658 41,049 ※ ※ ※

資 本 基本（資本）金 246,000 246,000 246,000 246,000 246,000 ※ ※ ※

剰 余 金 等 △ 68,143 △ 66,517 △ 66,402 △ 70,630 △ 70,630 ※ ※ ※

計 177,857 179,483 179,598 175,370 175,370 ※ ※ ※

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月３０日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

大正７年１２月

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

334

14.6

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

６　くりはら田園鉄道株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

宮城県栗原市若柳字川北塚ノ越１１

0228-32-2137

主要事業名

県 担 当 課 企画部総合交通対策課

県 出 資 額 25,000千円（10.1％）

　平成１８年３月に会社から東北運輸局に鉄道事業廃止届（平成１９年３月末）を提出し、受理されている。鉄道事業廃止に伴う会社清算、代替交通、跡地利活用等諸課題について県、地元２市、会
社で構成する「くりでん対策協議会」等において検討を継続して行う必要がある。
　沿線２市等が運営するくりでん五郷活性化協議会と一体となって、くりでんのさよならイベントを実施するなど、最終年度の利用者増加を図っていく。

　なお、鉄道運行最終年度となる１８年度において、運行費補助として県から19,000千円の補助を行う。

輸送人員の確保（単位：千人）

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
①法人の清算に
向けた取組を注視
していく。
②これまでのイベ
ントに加え、廃止
までの１年あまり、
「お別れイベント」
などを企画して、
話題性のある効
果的な広報戦略
に努められたい。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
①法人の清算に
向けた取組を注視
していく。
＜県に対する意
見＞
①鉄道事業廃止
に伴う諸課題の整
理を行い，清算が
着実に進むよう支
援してほしい。

調査分析

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県と沿線２市からの
運営費補助金によ
り収支バランスをた
もっている。定期利
用客の大幅減少に
より厳しい経営環境
に置かれている。平
成１９年３月で鉄道
事業廃止が決まっ
ており、会社清算や
代替交通等対処す
べき問題が山積し
ている。

○平成１６年６月の株主総会で平成１８年度末まで
に鉄道事業を廃止することが正式決定した。
●バス転換までの移行期間（１６～１７年度）につい
ては19,000千円の補助を行う。
○●平成１７年４月の町村合併により、沿線２市及
び県で構成する「くりでん対策協議会」が新メンバー
の下、旧町から引き継いだ鉄道事業廃止に伴う諸
課題について検討を行うことになっている。【Ｈ16
～】
○くりはら田園鉄道の石越駅の無人化により経費
の節減を図っている。【H13～】
○さよならイベント等を実施し利用者の確保に努め
る。【Ｈ18】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団

体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

－－

34.5

132.6122.7

13.4

流動比率（％）

定義

鉄道事業

0228-32-2593

△ 178.9

－

362.2

41.4

－

県の損失補償（債務保証）額(g )

－

　 うち県職員（派遣職員）

△ 9.5

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

－

0.0

Ｈ１６（実績）

0.0

781.3

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

348

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

33.4

335

△ 3.5

経営指標

14.2

－

Ｈ１７年度

－

取締役社長 佐藤　勇

△ 7.7

H15～H17増減率
（％）

事業内容
事業費（単位：千円）

旅客輸送主体の鉄道経営

県からの補助金等収入依存度（％）

新たな支援の実施

対策協議会での検討

常勤職員２名不補充

△ 4.5

20.2

781.3

－

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

株主総会で鉄道事業の廃
止決定

新たな支援の実施

対策協議会での検討

常勤職員２名不補充

－

（1） 前年度の経営目標達
成状況に関する評価結果
　各種イベントの実施、サ
ポーターズクラブ会員募
集等による輸送人員の確
保に努めたが、定期客の
大幅減により対前年比△
3.5％となった。また、グッ
ズ類の製作販売等増収対
策に取り組むと共に経費
節減にも努力した結果、
収入では目標を達成した
が支出面が増大し、当期
損失が４１１万３千円とな
りました。
（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　今年度で鉄道事業を廃
止することが決定してお
り、清算に向けた業務を
平行して行うことになる。
輸送人員については、定
期客の大幅減が予想され
る中、さよならイベント等
各種イベントによる集客に
努める。廃止に伴う社員
の再就職の問題、退職金
の支払、施設の解体撤
去、跡地利用等、宮城県、
栗原市、登米市と連携し
ながら進めていく。また、
鉄道運行最後の一年なの
でイベントの拡大、グッズ
類の販売で増収を図ると
ともに経費節減にも努力し
ていく。
（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　「お別れイベント」等はこ
れまで廃止になった鉄道
を参考にし、関係機関と連
携しながら企画していく。
※　平成１９年３月末で鉄
道事業廃止となるため、Ｈ
１９～Ｈ２１までの目標値
は未記載とする。

△ 100.0

0.0

－

－

896.6

－

－

存廃決定

現行補助金を廃止し、地元にお
ける存続廃止の検討結果により
新たな支援を検討

常勤職員１名不補充

①課　　　　　題

△ 6.7

△ 23.8

28.1

96.0

37.6

86.2

Ｈ１４（実績）

102.0

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

0.0

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

0.0

常勤職員数

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100



経営評価シート 平成１７年度     ６ くりはら田園鉄道株式会社     担当部局課室名 企画部総合交通対策課 
 

団体の使命 地域振興と住民の足の確保 
団体の顧客 鉄道利用客 経営 

戦略 
団体の目的 地域振興と住民の足の確保 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし － －
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ２  ２

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「輸送人員の確保」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ４ ４
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ５ ５

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ２ ２

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ３ ３

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ３ ３

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ３ ３
総 

 

合 

  

 
  
 
 
 
 
【4】短期借入金を

返済したため 
 
 
 
【6】増収対策 
ｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞ,ｲﾍﾞﾝﾄ等に

よる増客 
ｱ) ｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞｸﾗﾌﾞ会
員募集による増

客 
  16年度521名 
  17年度540名 
ｲ) ｲﾍﾞﾝﾄによる増 
客 

  16年度4回174名 
  17年度7回372名 
  上記のような取

組を行ったが、定

期乗客の減少が

顕著であり（対前

年度比14％減）、

目標を達成でき

なかった。 
【8】【10】 
 利用客の減少に

よる減収及び軌道整

備費の増による。 
 
 
 
 
 
 
 
【17】駅や車内など

で職員が乗客から

の意見、クレーム

等をを聞き取り、

会社として改善努

力をしている。 
 
【18】マイカー普及

のため 

Ⅰ全評価項目を通

して 

 平成19年3月末で

鉄道事業廃止が決

定しており、また輸

送人員が減少して

いる中で、会社とし

てできる限りの経

営改善努力を行っ

ていることから、概

ね評価結果につい

ては、妥当である。

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

【6】【8】【9】 

平成19年3月末で

鉄道事業廃止が決

定しており、最終年

度となる平成18年

度において、運行費

補助として19,000

千円を補助するこ

ととした。 

 

【8】【10】 

 定期利用客の減

少及び東北管区行

政評価局の調査で

指摘を受けた箇所

の整備費により収

支が悪化したもの。

 整備については

安全運行維持に必

要な工事であった。

 

【14】【15】 

 平成19年3月末で

鉄道事業が廃止が

決定しており、特に

問題はない。 

 

Ⅲ 結論 

【18】社会事情か

らやむを得ないと

思われる。 

 

【19】平成18年度

は鉄道運行最終

年であることか

ら沿線２市等が

運営する五郷活

性化協議会と一

体となってさよ

ならイベント等

を実施し、利用

客の増加に努め

ることが必要で

ある。 

【14】栗原市監査

委員を選任した 

【15】経費節減の

ため 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

17,542 17,382 16,888

2,835 1,987 1,963

3,286 3,067 2,762

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

17,542 17,382 16,890 16,888 16,558 16,558 16,558 16,558

2,835 1,987 1,964 1,963 1,733 1,733 1,733 1,733

3,286 3,067 2,771 2,762 1,768 1,768 1,768 1,768

            - 782 700 379 360 360 360 360

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

24,847 25,010 23,743 22,903 21,368 21,368 21,368 21,368

9,300 9,655 9,634 9,754 9,500 9,500 9,500 9,500

0 0 0 0 0 0 0 0

34,147 34,665 33,377 32,657 30,868 30,868 30,868 30,868

34,071 34,543 33,282 32,562 30,754 30,754 30,754 30,754

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 44,066 48,057 49,266 53,783 54,056 54,056 54,056 54,056

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 44,066 48,057 49,266 53,783 54,056 54,056 54,056 54,056

支 出 事業費(e) 26,317 29,678 31,316 34,929 35,344 35,344 35,344 35,344

管理費(f) 15,905 15,609 17,250 17,039 17,407 17,407 17,407 17,407

事業外支出(g) 792 965 700 890 1,305 1,305 1,305 1,305

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 43,014 46,252 49,266 52,858 54,056 54,056 54,056 54,056

1,052 1,805 0 925 0 0 0 0

1,052 1,805 0 925 0 0 0 0

△ 339 846 0 199 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 3,633 5,076 5,000 9,463 6,000 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

固 定 資 産 287,504 287,395 288,228 287,403 296,966 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

計 291,138 292,472 293,228 296,866 302,966 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

負 債 流 動 負 債 362 0 0 3,460 0 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

固 定 負 債 4,930 5,780 6,513 6,513 7,246 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

（うち引当金等） 4,930 5,780 6,513 6,513 7,246 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

計 5,292 5,780 6,513 9,974 7,246 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 258,715 258,829 258,929 258,984 259,084 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

剰 余 金 等 27,131 27,863 27,786 27,908 26,636 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

計 285,846 286,692 286,715 286,892 285,720 　 （※１） 　 （※１） 　 （※１）

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年　６月　８日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和６３年１１月６日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

425

72.1

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

７　財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

栗原市若柳字上畑岡字敷味１７番地の２

０２２８－３３－２２１６

主要事業名

買上用地維持管理事業

マコモ植栽業務受託事業

県有地の保全管理を行う。 △ 15.9

・財団の経営改善の取り組みにより，平成１７年度以降，事業収入の増加が図られ，財団の収支の状況も良好である。今後とも，調査，研究を生かした事業収入の確保策や経費の削減策を講じること
により，財団経営の安定化を図ることが望まれる。

・指定管理者制度への移行により，平成１８年度から３年間，指定管理者として，サンクチュアリセンターの管理運営にあたることになるが，施設の管理運営に当たっては一般的な施設管理に加え，施
設の設置目的である自然保護思想の普及や伊豆沼・内沼の自然環境を保全する機能を効果的に発揮する必要がある。このため，財団における保全対策等の調査・研究事業をなお一層，充実・強化
し，この成果をセンターから情報発信することにより，３年後の指定管理者の指定に向けて，財団の優位性を確固たるものにすることが重要と考えられる。

ｻﾝｸﾁｭｱﾘｾﾝﾀｰ管理運営（千円）

マコモ植栽業務受託事業（千円）

買上地維持管理事業（千円）

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
国からの受託事業
の成果実現と団体
の効率的運営に
努めるべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
①指定管理者とし
て団体の使命・役
割の更なる推進
と，運営経費の削
減を図り，これから
の公募指定に対
応できる組織運営
を目指す必要があ
る。
②調査研究の成
果を生かして，事
業収入の増加を図
るとともに，県民向
けの公益事業の
更なる充実を期待
する。

○清掃業務を競争入札で実施

○小災害工事及び小修繕工事に
おいて競争入札を実施

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

団体運営の健全化
に向けた経費節減
による経営改善を行
う必要がある。

○清掃，保守業務の委託は原則として競争入札とす
る。【Ｈ14～】

○徹底した管理運営コストの削減を実施する。
【Ｈ14～】

○事業費財源となる財団運営資金寄付金の増加を
図る。【Ｈ16～】

財団運営資金寄付金（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「その他の経営改善」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

16.3019.00

-

流動負債なし

77.4

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２８－３３－２２１７

-

2.2

46.6

0.5

-

△ 11.7

Ｈ１５年度

△ 2.0

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 6.7

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 4.6

Ｈ１６年度

414

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

421

経営指標

1004.8

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

60.7

-

Ｈ１７年度

20.01

理事長　川合　　宏

http://www7.ocn.ne.jp/^izunuma/

△ 30.7

△ 3.7

県 担 当 課

県 出 資 額

環境生活部  自然保護課

１００,０００千円（38.6％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

○再委託業務を競争入札
で実施。

○国の受託事業及び民間
企業の助成金の交付によ
り，事業収入の増加を図っ
た。

3.3

2.1

-

11.3

△ 0.4

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○再委託業務を競争入札
で実施

○財団運営資金寄付金の
呼びかけ強化

11.3

△ 27.4

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
 
 ・目標とした各事業実績
は，再委託業務の競争入
札や経費の削減等を実施
した結果，目標とした額を
下回り，経営改善をするこ
とができた。また，環境省
等からの新たな受託事業
により，目標を上回る事業
収入を確保することができ
た。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

・県からの受託収入は，県
財政が厳しいことからマイ
ナスとなったが，他の受託
収入（国等）が昨年度に引
き続き，増加傾向にあるこ
とから，１７年度の実績を
上回る目標を設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ1８年
3月）への対応

・環境省からの受託事業
等により，大幅な収入の増
加が図られた。また，今後
とも経費削減等により、経
営改善に努力していく。

※１　Ｈ１９～Ｈ２１の貸借
対照については、中長期
経営計画を策定していな
いため記入していない。

-

△ 5.5

-

-

273.4

-

△ 5.0

-

○警備等業務を競争入札で実施

○印刷物を自ら作成印刷

○築館町，迫町の自然観察施設
の管理運営受託に向け，関係者
による検討会の開催

①課　　　　　題

0.5

-

1.2

-

2.3

-

Ｈ１４（実績）

△ 36.6

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 36.0

△ 2.6

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 5.6

常勤職員数

宮城県伊豆沼・内沼サンクチュアリセンターの管理運営

イネ科の水生植物のマコモを使い水質浄化及び渡り鳥の給餌に活用する。

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

サンクチュアリセンター管理運営事業



経営評価シート 平成17年度 ７ 財団法人宮城県伊豆沼・内沼環境保全財団 担当部局課室名 環境生活部自然保護課

伊豆沼・内沼の野生動植物の保護増殖及び環境保全に関する調査研究、情報の収集等経 団体の使命
営

一般県民戦 団体の顧客
略

伊豆沼・内沼の自然環境の保全及び総合的な施策を推進し、併せて地域福祉の向上に寄与すること団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

理事会 監 事３ １ 受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

Ⅰ全評価項目を通して主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 競争入札の実施による。③ ③ １

財団は，取組計画に基な ２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

づき経営改善の努力を行経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
っており，一定の成果がこ営 ３ 補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

の評価に反映されたと認指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
められる。標 ４ 流動比率・一人当たり売上高は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 ４ 事業予算の増による。

① ①の ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

給料等の削減により前推 ５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 ５

Ⅱ各評価項目ごとに移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 年度とほぼ同額である。② ②
各評価項目ともに概ね

目的・目標を達成している６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 ６ 国の受託事業や民間の

が，インターネットによるア 取組目標「施設管理の再委託業務の競争入札」 理事会 監 事 助成金により，収入の増加

情報公開については，昨４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 については，ほぼ目標を達① ①
年度からの懸案事項となイ 取組目標「受託事業等による収入の増加」 成した。自然観察施設の管

っており，早期の公開に経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 理運営受託については，栗② ②
向けて指導していきたい。営 ウ 取組目標「自然観察施設の管理運営受託」 原市のつきだて館の管理に

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 向け，協議を行っている。改 ③ ③
寄付金については目標額善 エ 取組目標「運営資金寄付金の呼びかけ強化」

Ⅲ結論に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 に満たなかった。③ ③
当該財団は，現在，施向 ７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 ７ 事務局長が総務課長及

設管理のほか，伊豆沼・け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 び業務課長を兼務。① ①
内沼の自然環境保全事て ８ 「収支計算」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

業の推進や自然教育・学の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
習等を通じて自然保護思取 ９「貸借対照」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

想の普及啓発を図ってい組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
る。計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

また，調査，研究事業画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①
を継続的に実施しており，11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 11 事業の実施が予算に

近年のブラックバスの駆①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 応じ完了した。② ②
除事業においては，環境

省の受託事業として，そ12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

の成果が全国に発信され時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。 理事会 監 事
ている。団 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない ① ①

このような調査，研究を体 13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

生かした事業収入の増加改 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 規定で監事監査前に① ① 14

や再委託における競争入革 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 公認会計士の監査を受け

札 に よ る経 費 の 削 減な計 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ている。④ ④
ど，これまでの財団の経画 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 15 商工会及び農協

営改善は一定の成果を上表 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①
げており，評価ができる。以 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 16 現在，本年度中の公開

今後も財団経営の安定外 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし に向けて作業中である。③ ③
化に向けて指導していき17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

たい。数及び内容を把握しているか。 17 来館者に対してアンケ

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ートを実施している。① ①

理事会 監 事18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。

①要請はある ②変化なし ③少し弱まる ④著しく弱まる 財団が実施してきてい総 ① ① 18

るブラックバス駆除事業に19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ついては，県内外から大き② ②
な期待が寄せられている合 20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経」

少予算少人数で成果営幹部の経営責任はどのように負うか。 19

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない を上げてきている。－ －



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

288,057 270,824 242,812

25,564 22,164 20,262

58,980 65,521 47,566

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

△ 3,609 2,133 △ 7,000 3,993 0 0 0 0

25,564 22,164 23,452 20,262 21,932 21,932 21,932 21,932

58.8 55.6 55.2 54.3 55.2 55.2 55.2 55.2

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

12 12 12 12 10 10 10 10

7 6 3 3 2 1 1 1

289,433 271,748 262,296 244,567 120,862 120,862 120,862 120,862

15,887 13,000 18,600 13,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

305,320 284,748 280,896 257,567 120,862 120,862 120,862 120,862

305,320 284,748 279,805 257,567 120,862 120,862 120,862 120,862

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 348,862 340,458 323,796 297,381 323,631 323,631 323,631 323,631

事業外収入(b) 33,848 33,842 36,904 34,247 18,377 18,377 18,377 18,377

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 382,710 374,300 360,700 331,628 342,008 342,008 342,008 342,008

支 出 事業費(e) 348,895 337,777 324,869 292,724 329,065 329,065 329,065 329,065

管理費(f) 10,887 11,622 12,227 13,646 13,408 13,408 13,408 13,408

事業外支出(g) 25,703 22,378 23,604 25,403 183 183 183 183

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 385,485 371,777 360,700 331,773 342,656 342,656 342,656 342,656

△ 2,775 2,523 0 △ 145 △ 648 △ 648 △ 648 △ 648

△ 2,775 2,523 0 △ 145 △ 648 △ 648 △ 648 △ 648

△ 2,775 2,526 △ 3,062 5,100 △ 465 △ 465 △ 465 △ 465

資 産 流 動 資 産 46,775 64,212 64,212 55,185 54,537 53,889 53,241 52,593

固 定 資 産 1,179,693 1,179,696 1,176,634 1,184,941 1,185,124 1,185,307 1,185,490 1,185,673

計 1,226,468 1,243,908 1,240,846 1,240,126 1,239,661 1,239,196 1,238,731 1,238,266

負 債 流 動 負 債 42,980 57,894 57,894 49,012 49,012 49,012 49,012 49,012

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 42,980 57,894 57,894 49,012 49,012 49,012 49,012 49,012

資 本 基本（資本）金 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000 1,158,000

剰 余 金 等 25,488 28,014 24,952 33,114 32,649 32,184 31,719 31,254

計 1,183,488 1,186,014 1,182,952 1,191,114 1,190,649 1,190,184 1,189,719 1,189,254

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年５月１５日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成４年10月１日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

468

76.1

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

８　財団法人宮城県文化振興財団

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区国分町三丁目３番７号宮城県民会館内

022-225-8641

主要事業名

文化意識啓発事業

文化振興事業

県民が優れた文化芸術に親しむことができるような鑑賞事業を実施 △ 19.3

・　自主鑑賞事業の一層の充実を図るため，入場者等のアンケート結果等を参考とし，県民が優れた文化芸術を鑑賞する機会の提供を図るとともに，入場料収入の確保及び経費の節減について指
導していくこととする。
・　指定管理者として，施設管理経費（設備保守点検費用）の契約実績を踏まえた経費の節減及び利用料金制（自主財源）を採用したことから，会議室等の利用促進と収入の確保について，指導助
言を行っていくこととする。
・　派遣職員の削減を行っていくこととする。（H18：３名→２名）

自主鑑賞事業の収支差の改善(千円)

文化振興事業費(支援等)の見直し（千円)

【Ｈ18．3】
＜団体に対する
意見＞
　宮城県の芸術文
化の振興を図るた
めの取組と平成
18年度からの指
定管理者としての
運営状況を注視し
ていく。

【Ｈ19．2】
＜団体に対する
意見＞
①指定管理者とし
て団体の使命・役
割の更なる推進
と，運営経費の削
減を図り，これか
らの公募指定に
対応できる組織運
営を目指す必要
がある。

○歌舞伎、バレエ、コンサート等の
自主事業を実施し、収入確保に努
めた。
○舞台技術職員１名の退職を補
充せず、従来の委託に加えて外
部への委託を拡大した。
●平成１４年４月１日付けで派遣
職員を２名削減した（10名→8名）

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県民会館運営費収
支における収入不
足を解消するため、
より一層効率的な
会館運営のあり方
を検討する必要が
ある。

○収支バランスに一層留意した催事を継続実施す
る。【H13～】
○施設利用者へのサービスの向上。
●県の派遣職員を段階的に削減する。

会議室の利用率の確保(％)

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「県の業務委託のあり方の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　 うち県職員（派遣職員）

借入金依存度（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

54.156.3

-

110.9

79.8

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

022-223-8728

346.9

△ 1.7

△ 99.3

3.1

-

-

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

△ 16.7

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 50.6

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 1.4

8.2

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

546

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

551

△ 100.0

経営指標

108.8

77.7

-

Ｈ１７年度

54.6

理事長　　西　澤　潤　一

http://www1.neweb.ne.jp/wb/kenmin

△ 20.7

△ 15.7

県 担 当 課

県 出 資 額

環境生活部生活・文化課

1,155,000千円（　99.7％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

○自主鑑賞事業の収入確
保策の実施。
○ミーティングカルチャー
ルームの利用促進。
●派遣職員3名削減（6名
→3名）

0.0

0.0

0.0

-

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○自主鑑賞事業の収入
確保策の実施。
○ミーティングカルチャー
ルームの利用促進。
●派遣職員１名削減（7名
→6名）

-

0.0

⑴　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要)
・自主鑑賞事業の収支差
が増収及び事業費圧縮な
どにより目標を大幅に上
回った。また，文化振興事
業費が各事業の見直しに
よる経費節減などにより
目標を達成した。一方，会
議室の利用率は目標を達
成できなかった。
・当期利益については，前
年度に続いて黒字になる
など改善がみられるが，
収入が目標を下回った。
・剰余金等については，前
期までの実績と比べ大幅
な増加となり，著しく改善
した。
⑵　本年度以降の目標設
定の考え方
・自主鑑賞事業の拡大を
図りながら，赤字にならな
いように収支差を０とす
る。
・文化振興事業費は，各
事業の見直しを図り，経
費の節減を図る。
・会議室の利用率を前年
度の目標値とする。
(3)　委員会意見（Ｈ18．３）
への対応
・多くの県民が文化芸術
活動を行い，文化芸術を
鑑賞する機会を提供する
とともに，文化芸術団体や
市町村等への支援などを
行い，宮城県の文化芸術
の推進に努める。また，指
定管理者として，顧客満
足度の向上に努めるとと
もに，利用料金収入など
の増収や経費節減を図り
経営効率を高めていく。

△ 109.1

△ 53.1

0.0

-

112.6

△ 33.3

1.7

-

○自主鑑賞事業の収入確保策
の実施。
○ミーティングカルチャールーム
の利用促進。
●派遣職員１名削減（8名→7名
）

①課　　　　　題

8.8

△ 46.3

12.4

-

3.3

346.9

Ｈ１４（実績）

△ 1.2

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 100.0

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 53.1

県の損失補償（債務保証）額(g )

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

事業費（単位：千円）

県民会館利用者へのサービスの向上を図り ，文化芸術育成を進めるため，県民会館の管理運営業務を受託

多様な文化振興事業を行うことにより，本県の文化活動の一層の活性化を図る

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

県民会館管理運営業務受託事業

県からの受託事業の再委託率（％）



経営評価シート 平成１７年度 ８ 財団法人宮城県文化振興財団 担当部局課室名 環境生活部生活・文化課 
 

団体の使命 官民一体となった本県の中核的文化振興組織として，本県の文化振興を先導的，多角的，全県的に推進する。 

団体の顧客 県民 経営 
戦略 

団体の目的  県民の自由な発想と活力を生かしながら，広範，多様な文化振興事業を行うことにより，本県の文化活動の一層
の活性化を図り，もって個性豊かなみやぎの文化の創造に寄与する。 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。  

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「自主鑑賞事業の収支差の改善」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標「文化振興事業費（支援等）の見直し」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標「会議室の利用率の確保」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。  

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。  

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ① ①
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  

 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ①

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  

 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  

 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  

 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  

 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －
総 
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５ 県派遣職員から期間

雇用職員に３名シフト

したことにより人件費

を削減した。 

 

６ 

ア 集客率の高い鑑賞事

業の実施による増収及

び事業費の圧縮などに

より，前年度に続いて黒

字となった。 

イ 各事業の見直しを行

い，経費を節減した。 

ウ 会議室の空き情報の

提供や積極的な営業活

動により利用促進に努

めたが，目標を達成でき

なかった。 

 

８ 当期利益は前年度に

続いて黒字となったが，

収入は目標を下回った。

 

９ 資本の剰余金等が大

幅に増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 税務・会計業務を会計

事務所に委託している

ことや財政規模が小さ

いことなどにより，当分

の間予定していない。 

 

15 理事（東北電力宮城支

店長：亀ヶ森恵司，藤崎

監査役：添田剛史，七十

七銀行会長：丸森仲吾）

 

17 自主鑑賞事業のアン

ケート結果の分析や苦

情に対する処理状況を

随時報告させている。 

 

18 宮城県の文化活動の

一層の活性化を図り，個

性豊かなみやぎの文化

の創造推進のため，社会

的要請はより強まって

いる。 

Ⅰ全評価項目を通し

て 

 財団の評価結果は，

概ね妥当である。 

 財団は，県民会館の

管理運営，文化意識の

啓発事業及び文化情

報提供事業等を行っ

ており，県民会館の運

営収支における収入

不足を解消する努力

を行っている。 

 また，より一層の効

率的な会館運営を行

うため，自主鑑賞事業

の実施により収入の

確保を図ると共に歳

出の更なる節減に努

めている。 

 今後，指定管理者と

して，引き続き財団の

自助努力を求めなが

ら，経費の節減及び施

設の利用促進につい

て指導して行くこと

とする。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

5「一人あたりの人

件費の低下傾向につ

いて」派遣職員を削減

し，期間雇用職員を採

用したことにより，人

件費の削減が図られ

た。 

14「監事に公認会計

士等有識者を選任」に

ついては，必要性につ

いて検討して行くこ

ととする。 

15「役員等経営幹部

に民間経営者等を登

用」については，指定

管理者を見据えた上

で登用した。 

 

Ⅲ 結論 

 本県の中核的な文

化振興組織として，文

化振興を先導的，多角

的及び全県的に推進

するため，自主事業等

の一層の充実と経費

の節減を重視し，更に

施設の利用促進に努

めることとする。 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

285,496 226,490 223,235

16,773 18,603 11,523

4,442 1,218 1,360

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

83,895 90,702 91,000 86,907 81,000 77,000 73,000 69,000
106 94 95 72 80 80 80 80

5,820 5,645 5,475 5,000 0 0 0 0
6,000 4,000 2,000 2,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

8 8 7 7 8 8 8 8

3 3 2 2 2 2 2 2

256,695 226,490 223,064 223,235 194,201 183,211 184,800 186,309

5,820 5,645 5,475 5,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

262,515 232,135 228,539 228,235 194,201 183,211 184,800 186,309

262,515 222,135 213,539 213,661 194,201 183,211 184,800 186,309

0 0 0 0 0 0 0 0

6,000 4,000 2,000 2,000 0 0 0 0

6,000 4,000 2,000 2,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 328,762 294,295 282,533 281,054 280,662 268,000 268,000 268,000

事業外収入(b) 16,137 14,893 12,720 11,902 13,517 13,517 13,517 13,517

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 344,899 309,188 295,253 292,956 294,179 281,517 281,517 281,517

支 出 事業費(e) 306,713 289,411 285,426 280,704 281,161 266,161 266,161 266,161

管理費(f) 29,274 10,626 11,736 11,868 14,863 14,863 14,863 14,863

事業外支出(g) 8,000 6,000 3,000 3,000 500 500 500 500

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 343,987 306,037 300,162 295,572 296,524 281,524 281,524 281,524

912 3,151 △ 4,909 △ 2,616 △ 2,345 △ 7 △ 7 △ 7

912 3,151 △ 4,909 △ 2,616 △ 2,345 △ 7 △ 7 △ 7

1,163 3,554 △ 3,679 △ 1,343 △ 966 △ 382 △ 34 67

資 産 流 動 資 産 42,304 36,602 36,602 15,888 16,000 16,000 16,000 16,000

固 定 資 産 1,021,149 1,020,159 1,019,532 1,019,532 1,019,135 1,018,883 1,018,883 1,018,883

計 1,063,453 1,056,761 1,056,134 1,035,420 1,035,135 1,034,883 1,034,883 1,034,883

負 債 流 動 負 債 41,048 30,802 30,802 10,804 10,800 10,800 10,800 10,800

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 41,048 30,802 30,802 10,804 10,800 10,800 10,800 10,800

資 本 基本（資本）金 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

剰 余 金 等 22,405 25,959 25,332 24,616 24,335 24,083 24,083 24,083

計 1,022,405 1,025,959 1,025,332 1,024,616 1,024,335 1,024,083 1,024,083 1,024,083

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月30日現在の目標値である。

県有財産である宮城県慶長使節船ミュージアム及び慶長遣欧使節船サン・ファン・バウティスタの管理運営

宮城県慶長遣欧使節船ミュージアムの常設展示以外に、特別展・企画展を開催するほか、各種イベントを開催

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

管理運営事業

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

△ 100.0

△ 100.0

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 9.1

常勤職員数

○関東，東北各県の旅行代理店
への集客キャラバンの継続。
○サン・ファンバゥティスタ進水10
周年記念事業実施。
○魅力ある特別展等を継続実
施。
●補助金を180千円削減して
5,820千円，貸付金を2,000千円
削減して6,000千円とした。

①課　　　　　題

△ 0.1

13.6

0.2

－

0.3

△ 10.4

Ｈ１４（実績）

0.7

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　入場者の確保につい
て、前年度実績程度の9
万１千人を目標に設定し
たが、これまでと同様の傾
向を示し、前年度より約4
千人（△４．２％）下回る結
果となった。PR活動の強
化として、青森、秋田、山
形、福島の各県におい
て、旅行代理店を中心に
営業活動を行った。経費
削減について、補助金・貸
付金とも計画的に削減を
行った。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　入場者の確保につい
て、平成１８年度は1ヶ月
半に及ぶ船体の定期検査
と補修工事の影響を勘案
し、前年度実績の８９．
３％に設定した。平成１９
年度以降は、これまでの
減少傾向（H９～H１５は年
平均△７．２％）から減少
幅を５％程度と見込んで
設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
  ①派遣職員の減員を図
り，人件費の圧縮に取り
組むと共に，維持管理費
の節減に努めることとす
る。
　②観覧料の改定につい
ては，平成１６年度に改定
したばかりであるが，今
後，観覧料収入の状況を
みながら検討していくこと
としたい。

△ 28.1

△ 14.9

－

－

147.1

0.0

△ 100.0

△ 100.0

○関東，東北各県の旅行
代理店への集客キャラバン
の継続。
○魅力ある特別展等を継
続実施。
●補助金を645千円削減し
て5,000千円，貸付金を
2,000千円削減して2,000千
円とした。

△ 0.0

△ 0.0

△ 0.0

－

△ 0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○関東，東北各県の旅行
代理店への集客キャラバ
ンの継続。
○魅力ある特別展等を継
続実施。
●補助金を175千円削減
して5,645千円，貸付金を
2,000千円削減して4,000
千円とした。

－

△ 0.0

理事長　一力　一夫

http://ww51.et.tiki.ne.jp/^santjuan/

△ 31.3

△ 21.8

県 担 当 課

県 出 資 額

環境生活部　生活・文化課

500,000千円（　50％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

77.9

0.2

Ｈ１７年度

34.5

Ｈ１６年度

317

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.4

309

経営指標

103.0

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 13.0

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 1.1

　 うち県職員（派遣職員）

14.3

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

０２２５－９７－３３９９

△ 10.4

25.2

△ 83.3

0.4

－

11.1

Ｈ１５年度

△ 6.8

事業費（単位：千円）

県の損失補償（債務保証）額(g )

－

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標
（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

35.630.8

0.3

118.8

76.1

入館者の確保及び
経費の節減を図る
必要がある。

○平成１２年度から北関東・東北各県の旅行代理
店への集客キャラバンを実施しており，継続実施す
る。
○周辺市町の施設と連携した集客イベントを実施
する。
○魅力ある特別展を開催し，継続実施する。
●公益事業補助金及びショップ運営費貸付金を削
減する。（H14～）

経費削減：県からの借入金（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善及び県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・慶長使節船ミュージアムは，支倉常長の偉業を伝える博物館的学習機能を持ち，多くの人に学習・体験の場を提供する施設であることから，引き続き集客キャラバン等を強化し，入館者の増加を
図る必要がある。
・ミュージアムの設置目的や役割を踏まえ，維持管理・企画事業及び調査研究事業についての大部分の経費は，県からの委託金及び補助金であることから，効率性を重視しつつ一層の経費節減
について指導して行くこととする。
・派遣職員の縮減については，石巻市と協議を重ねながら，計画的に進めていくこととする。
・観覧料の改定については，指定管理者制度を採用し利用料金制となったことから，今後，適正な利用料金の在り方について検討して行くこととする。

入場者の確保（人）
PR活動の強化（訪問箇所）
経費削減：県からの補助金（千円）

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
① 　県及び石巻市
からの派遣職員の
減員を図り，人件費
の圧縮に継続的に
努めてほしい。維持
補修費については，
受託収入により費
用を捻出している状
況であるので，受託
事業の適正な執行
に努めるべきであ
る。
②　教育的な側面を
併せ持つ施設であ
り，児童・生徒の集
客は重要であるが，
いくばくかの観覧料
を徴収することを検
討し，収益につなげ
るべきである。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
①指定管理者として
団体の使命・役割の
更なる推進と，運営
経費の削減を図り，
これからの公募指
定に対応できる組
織運営を目指す必
要がある。
②ディスティネーショ
ンキャンペーンに向
けて社団法人宮城
県観光連盟等と協
議を重ね，集客に結
びつけてほしい。
＜県に対する意見
＞
①派遣職員につい
て，団体及び石巻市
と協議し，計画的な
削減に努めるべきで
ある。

○新潟県，岩手県，山形県及び福
島県の旅行代理店へキャラバンを
実施した。
○サン・ファン祭り，サン・ファン感
謝デーを開催した。
○金華山観光連盟観光施設共通
割引券を発行した。
○企画展「常長のあしあと」，特別
展「海の信仰」を開催した。
●補助金を650千円削減して6,000
千円，貸付金を2,000千円削減し
て8,000千円とした。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

９　財団法人慶長遣欧使節船協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

石巻市渡波字大森３０－２

０２２５－２４－２２１０

主要事業名

サンファンショップ運営事業

企画事業

宮城県慶長遣欧使節船ミュージアム内に設置のサンファンショップの運営 △ 69.4

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成４年１月１１日

  １　基本情報(団体記入)

△ 100.0

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

289

75.1

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



経営評価シート 平成１７年度 ９ 財団法人慶長遣欧使節船協会 担当部局課室名 環境生活部 生活文化課 
 

団体の使命 
慶長遣欧使節等の歴史的事績並びに船舶及び海洋に関する学習・体験の場を提供することにより、地域の
振興及び青少年の健全育成に寄与する 

団体の顧客 児童・生徒・学生及び一般観光客 経営 
戦略 

団体の目的 
慶長遣欧使節に関する調査研究及び資料収集並びに展示、船舶及び海洋に関する資料収集及び展示、海事
思想の普及・啓蒙、ミュージアム及びパークの管理運営 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 1 1
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 1 1
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 3 3
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 1 1
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 1 1

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「入館者９万１千人」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
 イ 取組目標「ＰＲ活動の強化：エージェント訪問」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 ウ 取組目標「経費節減：県からの補助金」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 エ 取組目標「経費節減：県からの借入金」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 2 2

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 3 3
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
１ 率、金額ともに減

少傾向にある。 
２ 年次計画で対応。 
３ 日本財団等からの

補助金が大きく減少し

たため割合が増加。 
４ 年度内事務処理に

努めている。 
５ 派遣職員減による

低下。 
６－ア  前年度と同数

の９万１千人設定した

が、未達成となった。

入館者数は、これまで

同様減少傾向にある。 
６－イ  ７２箇所の訪

問を実施した。 
６－ウエ 年次計画で

節減実施。 
７ 派遣職員１名減。 
 
８ 借入金の返済を終

了したことから一部改

善と判断した。 
９ 借入金の返済終

了。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１４ 県出納長が就任

している。 
１５ 理事長（河北新

報社取締役会長：一力

一夫） 
１６ 早急に公開する

よう作業を進める。 
 
１７ 毎年４回アンケ

ート調査を実施してい

る。 

Ⅰ全評価項目を通して 

 財団の評価結果は，概ね

妥当である。 

 財団はミュージアムの

管理運営，慶長使節に関す

る調査研究及び海洋文化

の普及を行っている。毎年

受託金及び補助金が減少

している中で，経費 

の縮減を図りつつ特別展

や企画展を開催しており，

地域住民に親しまれた施

設となっている。 

一方，入館者について

は，観覧料を見直し（減額）

したものの，当初見込みを

下回っており，入館者増加

の対策が必要である。 

平成１８年度は指定管

理者へ移行したことによ

り，なお一層の経費の節減

及び集客について，指導に

努めていくこととする。

Ⅱ 各評価項目ごとに 

6-アについては，目標値

91,000人に対し， 

87,000人と目標を下回

っている。主な原因は，冬

期における大雪及び低温

によるものと思われる。

6-エ借入金については，

ショップ活動資金である

が，経営改善により平成17

年度で終了した。 

14「監事に公認会計士等有

識者を選任」については，

今後その必要性について，

検討していくこととする。

16早急に公開するよう指

導していくこととする。

Ⅲ 結論 

 全国的にも例を見ない

施設であり，今後益々経

費の節減を図りながら設

置目的に沿った事業を展

開していくこととした

い。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ16年度 Ｈ17年度

24,471 27,693

9,336 10,052

8,857 6,720

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

284 276 288 239 249 259 269 279
170 167 158 138 143 148 153 158
114 109 130 101 106 111 116 121

124.8 76.2 108.4 101.4 - - - -
94.2 103.3 - 110.7 - - - -

68,508 52,182 56,588 52,926 - - - -
2,953 19,050 22,594 20,650 - - - -

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 5 5 5 5 5 5

2 2 2 2 2 1 1 1

2,953 19,050 22,594 20,650 13,982 11,572 10,993 10,444

70,496 59,760 62,032 61,000 54,023 45,248 44,801 42,073

0 0 0 0 0 0 0 0

73,449 78,810 84,626 81,650 68,005 56,820 55,794 52,517

73,449 78,810 84,626 81,650 68,005 56,820 55,794 52,517

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

－ － － － － － － －

収 入 事業収入(a) 31,796 48,491 53,351 48,796 42,371 38,346 36,677 35,272

事業外収入(b) 103,378 94,805 91,689 84,916 76,514 65,767 65,313 62,560

その他の収入(c) － － － － － － － －

計(d) 135,174 143,296 145,040 133,712 118,885 104,113 101,990 97,832

支 出 事業費(e) 57,042 58,912 70,380 65,228 83,881 68,339 67,293 63,228

管理費(f) 68,508 52,182 56,589 52,926 37,086 35,656 35,656 35,656

事業外支出(g) 7,409 22,183 19,746 8,467 8,649 4,559 2,898 2,938

その他の支出(h) － － － － - － － －

計(i) 132,959 133,277 146,715 126,621 129,616 108,554 105,847 101,822

2,215 10,019 △ 1,675 7,091 △ 10,731 △ 4,441 △ 3,857 △ 3,990

2,215 10,019 △ 1,675 7,091 △ 10,731 △ 4,441 △ 3,857 △ 3,990

7,586 13,467 5,207 10,606 1,398 △ 5,419 △ 4,849 △ 4,900

資 産 流 動 資 産 43,296 44,398 34,962 55,265 48,005 42,805 38,305 34,705

固 定 資 産 1,071,517 1,077,178 1,083,482 1,081,120 1,085,901 1,086,232 1,087,183 1,087,183

計 1,114,813 1,121,576 1,118,444 1,136,385 1,133,906 1,129,037 1,125,488 1,121,888

負 債 流 動 負 債 17,176 9,429 0 12,676 7,550 6,800 6,800 6,800

固 定 負 債 5,928 6,971 8,175 7,928 9,177 10,477 11,777 11,777

（うち引当金等） 5,928 6,971 8,175 7,928 9,177 10,477 11,777 13,077

計 23,104 16,400 8,175 20,604 16,727 17,277 18,577 18,577

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,043,110 1,043,860 1,043,960 1,043,910 1,043,960 1,043,960 1,043,960 1,043,960

剰 余 金 等 48,599 61,316 66,309 71,871 73,219 67,800 62,951 59,351

計 1,091,709 1,105,176 1,110,269 1,115,781 1,117,179 1,111,760 1,106,911 1,103,311

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年4月1日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

△ 11.4

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 16.7

県の損失（債務）保証額(g )

・１５年度末で退職した職員の
補充を行い，人員を確保しつつ
人件費の圧縮を図った。
・プロパー職員の一層の人材
育成に努め，県からの派遣職
員の職位引き下げについて検
討した。
・事務事業の見直しにより県か
らの補助金を（H14対比で，事
務・事業費△615千円）削減し
たほか，自主財源となる会費増
収のため個人会員獲得のＰＲ
を行うとともに，各種事業を行う
際に参加者から適正な負担を
いただくなど事務事業の見直し
を進めた。
・県補助金からプロパー職員人
件費の一部を除外し県委託事
業へ計上することによる補助金
縮減の可能性について検討し
た。

①課　　　　　題

△ 13.2

△ 9.9

28.6

－

2.4

△ 251.3

Ｈ１４（実績）

△ 13.1

435.9

0.0

-

－

１　前年度の経営目標の達成状況
に関する評価結果（概要）
　・「会員数」については，数値として
は未達成であるが，今後とも会員獲
得に努めてまいりたい。Ｈ16実績の
対比では37の減となった。内訳は市
町村合併に伴う減24件及び新規加
入より退会が多く出たことによる減
13件である。
　・「受託事業量の拡大」について
は，県委託の一部事業（外国人相
談センター，海外技術研修員受入
事業）で事業内容を充実させたこと
により増額となったものである。
　・また，事業の効率化等によって
いっそう「事業費」の縮減に努めてま
いります。

２　本年度以降の目標設定の考え
方
・単なる管理費，事業費節減ではな
く，組織の効率化や財務内容の見
直しなどで改善が進められるよう努
める。より具体的な目標を設定す
る。

３　委員会意見（Ｈ18年３月）への対
応

目標値の達成に向け努めてまいり
ます。

△ 86.8

△ 16.7

0.0

-

・県職員の派遣廃止を視野に入れつつ，組織の効
率化を図るべく現在の２課制の見直しを検討した。
・県委託事業の拡大により，事業運営経費を前年
度より多く生み出すことができた。
・民間団体の補助金を活用し，多文化共生に関し
ニーズの高い新規事業に取り組んだ。
・受益者負担を原則として受講料等のアップを実
施した。
・会員増加に向けて努力したが，退会を防げず目
標が未達成となった。
・特定公益増進法人の再認定については，公益法
人制度改革関連法の中で税制上の措置の規定が
設けられていることから見送ることとした。

0.4

△ 0.2

△ 40.4

15.8

0.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・県派遣職員の職位を下げ，
プロパー職員を昇格させるな
ど，人材育成，士気高揚，人
件費（補助金）圧縮を図った。
・県補助金からプロパー職員
人件費の一部を除外するなど
県補助金の縮減を図った。
・新たに特別会計を設け県委
託事業を主として収益事業
（請負業）を開始し，少額であ
るが事業により運営経費を生
み出すよう努めた。
・事業のスクラップ＆ビルドを
検討したほか，受益者負担の
考え方に立って事業収入の増
加に向け受講料等のアップを
１７年度から実施することとし
た。
・会員増加策及び特定公益増
進法人の再認定を受け寄付
金募集策について，積極的な
取り組みを検討した。

15.8

△ 18.8

理事長　白石　晃

http://www.h5.dion.ne.jp/̃mia

海外県人会に対する助成及び海外移住者敬老金の支給など。

479.8

141.4

事業費（単位：千円）

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部国際交流課

750,000千円 （71.9％）

Ｈ１６年度

405

Ｈ１５年度

H15～H17増減率
（％）

61.1

－

Ｈ１７年度

－

58.1

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 32.3

0.0

Ｈ１６（実績）

1.9

-

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

０２２－２７２－５０６３

△ 251.3

△ 29.9

2.1

△ 11.1

－

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

19,572

Ｈ15年度

経営指標 定義

海外移住事業

国際協力事業

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定の
考え方

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

－

－

470.8

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

県の人的・財政的
関与，県からの事
業委託のあり方を
検証する必要があ
る。

●県の協会運営等補助金及び留学生里親促進委
託料を削減する【Ｈ14～15】。
○人員削減や事業規模の縮小などによる経営改善
ではなく，組織の効率化や財務内容の見直しなどで
改善を進めるものとする【Ｈ16～】。
●中長期的には，県職員の派遣廃止，県補助金（協
会運営等補助金等）の大幅縮減を目指す【Ｈ16～】。
●短期的には，人件費の縮減，県補助金（協会運営
等補助金等）の削減を行う【Ｈ16～】。
（県補助金の縮減にあたっては，県補助金からプロ
パー職員人件費の一部を除外し，県委託事業へ計
上することにより，補助から受託への切替による自
立への方向付けを進める。)

受託事業量の拡大(千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与を見直す団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　当該団体の一般会計収入の６割強は県補助金であり，人件費１００％の他，事務・事業費への補助など，県の補助金に大きく依存している。
　今後は，県財政がますます厳しさを増すことが見込まれることからも，協会としての自主財源を確保し，経済的に自立していくことは不可欠であり，県への依存状況を改めていくために，上記改善計画による組織の効率化や
事業全体の見直し等によるスクラップ＆ビルド，受益者負担の拡大など，経費の削減と事業収入の増加を図るよう経営改善を指導していく。
　さらに，中長期的な視点として，自立するための経営基盤等の整備を図りながら，県からの派遣職員の廃止に向けた自助努力を促進するよう指導していく。

※　委員会意見（H18．3月）への対応状況
　敬老金の支給について本意見を踏まえ，抜本的な改正に向けた検討と海外県人会との調整を開始した。

賛助会員の確保(人)
        内訳　団体(人)

管理費の抑制(千円)

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　設定された経営目標の達成状況
を注視していく。
＜県に対する意見＞
　敬老金の支給について抜本的見
直しを早急に行うべきである。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達成状況
を注視していく。
＜県に対する意見＞
　団体の人的・財政的自立に向けた
県の取組状況を注視していく。

・会員特典として旅行代金の割引
を旅行会社と提携のうえ付加する
などの会員増加策を15年度から
講じることとした。
・ＪＩＣＡ国際協力員制度を活用し，
ＪＩＣＡ職員1名の派遣（給与等はＪＩ
ＣＡ負担）を受け業務の拡充を
図った。
・(財)宮城県農業拓殖基金協会か
ら寄附金21,160千円を基本財産に
受け入れ財政基盤を強化した。
・県委託の留学生里親促進事業
を見直し，委託料を1,121千円
（41.2%)削減した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

10　財団法人宮城県国際交流協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

事業内容

国際交流に関する普及啓発のための日本語講座等の開設や情報誌の発行など。
国際交流人材登録事業としてホストファミリー・日本語ボランティア教師の登録。
外国人・留学生支援事業として保健・医療通訳ボランティアの育成及び相談コーナーの設
置など。
外国人留学生里親促進，災害時通訳ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ，外国人相談ｾﾝﾀｰ，住まいるｻﾎﾟｰﾀｰ，観
光通訳ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど

０２２－２７５－３７９６

国際協力に関する普及啓発を図るための国際協力ボランティアの養成や国際協力セミ
ナー等の開催。海外技術研修員受入事業

主要事業名

国際交流事業

事業費の節減(前年比％）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

4.2

5.0
-
-

（Ｅ）経営評価委員会の意見

3.6

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

管理費の節減(前年比％）

昭和６２年８月１日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

421

55.0

-

                 個人(人)

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

2,095

11,547

506

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

－

－

54.3

252



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2

④ ④

3

③ ③

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

① ①

② ②

① ①

② ②

7

① ①

8

③ ③

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ －

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

－ －

Ⅲ　インターネットや海外旅行
の普及，経済のグローバル化
等により海外が身近になるに
伴い，国際交流・協力も県民に
身近で関心の高いものとなり，
関係民間団体も増加している。
また，外国籍県民も現在約
17,000人と近年急増しており，
彼らへの各種支援事業をはじ
めとした県民・団体への情報提
供や市町村・団体活動への支
援・ネットワーク化など協会活
動への社会的要請は非常に強
くなっており，本県国際交流活
動の基盤を支える協会の存在
意義は一層高まっている。
　しかし，県財政が厳しさを増
すことが見込まれ，協会として
自主財源を確保し，県への依
存状況を改め経済的に自立し
ていくことは不可欠である。収
益事業に一定の制限のある公
益法人によるソフト事業のみの
実施という枠組みの中で，自主
財源をいかに確保するかは大
きな課題であるが，組織の効
率化や財務内容の見直し，自
主財源の確保等による経営改
善を指導していく。
　

１４　④予定なし
　会計内容に応じ，有識者の
選任について指導を検討して
いく。

３　③　H17年度には特別
会計（海外研修員会館事
業の修繕関係）の補助金
と特別会計（受託事業の
事業規模拡大）の委託金
で増額があった。

Ⅰ 全評価項目を通して
　本評価は，17年度決算資料
に基づき協会の評議員会及び
理事会（監事出席）で検討・評
価されており，また経営指標等
各数値と評価結果も整合して
いることから，評価は妥当と認
められる。

６　ア　③　団体会員，個
人会員の退会を防げず未
達成となったが，今後会
員獲得に努めてまいりた
い。
６　イ　①　１７年度目標で
は１６年度対比で108.4％
を見込んでいたが，実績
では，101.4％と達成する
ことができた。
６　ウ　②　１７年度は事業
費の増が見込まれたが，
事業執行の効率化に努
め，ほぼ達成となった。
６　エ　①　１７年度の目標
を56,588千円としていた
が，事務経費の節減や入
札の請け差等により，実
績52,926千円で目標を達
成した。
６　オ　②　１７年度の目標
を22,594千円としていた
が，受託内容を清算した
結果，実績20,650千円で
目標をほぼ達成した。
８　③　経常収支におい
て，１６年度と比較すると
減少しているが，平成１４・
１５年度実績や当期利益
の推移から見て評価し
た。
９　②　流動比率では，
435.9％となっていること，
剰余金等の増加(実績
H16：61,316千円，H17：
71,871千円)を評価した。
12　①　満期保有目的の
地方債
14　④　現在、県出納局次
長、町村会事務局長，農
協中央会常務理事が監事
（無給）に選任されてい
る。監事としての経験を有
すること，そして当協会の
事業規模及び経費負担面
から現状のままが合理的
である。
15　①　理事，評議員に経
済団体・民間会社の役員
等が就任している。
16　①　事業計画・報告，
財務諸表を公開している。
17　①　一般県民等(外国
籍県民を含む)対象の講
座・セミナーでのアンケー
ト実施，協会登録ボラン
ティア・民間活動団体との
情報交換会議等で意見収
集に努めている。また電
子メールにより事業の参
加申込み等の段階で意見
や提案が出されるケース
もある。
18　①　県内の地域国際
化の進展は著しく当協会
だから果たせる役割は大
きい。

Ⅱ 各評価項目毎の検討
　経営改善に向けた取組の方
針としては，人員削減や事業
規模縮小等による経営改善で
はなく，組織の効率化や財務
内容の見直しなどで改善を進
めるよう指導し，中長期的には
県職員の派遣廃止，県補助金
の大幅縮減を目指し，短期的
には人件費の縮減，県補助金
の削減を目指すこととしてい
る。
　17年度は，管理費・事業費の
節減・抑制について実績をあ
げており概ねプラス評価とした
い。その反面，会員の確保に
ついて，目標値に達しなかった
ことから，会員増加に向けた取
り組みを行うよう指導していく。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

取組目標 受託事業量の拡大

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③含み益有り①含み損益なし ②含み損有り

③目標を未達成

取組目標 「事業費の節減」

⑤著しく悪化

③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「会員の確保」

取組目標 「管理費の節減」

経営評価シート　　　　平成17年度　　　１０ 　財団法人宮城県国際交流協会
担当部局課室名　産業経済部国際交流課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

世界に開かれた宮城を目指し県民参加による国際交流・協力活動を推進すること。

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善

オ

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

③変化なし ④一部悪化

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし ③少し弱まった

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

④著しく弱まる

①報酬・給料カット ②その他の方法

①低下傾向 ②横ばい

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向

②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし①低下傾向

イ

③上昇傾向 ④該当なし

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

外国籍住民を含めた一般県民・団体

地域の国際化

ア

②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

ウ

④把握していない

エ 取組目標 「管理費の抑制」

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度 Ｈ17年度

135,342 150,709 102,774

54,494 59,673 77,577

－ － 4,666,148

－ － 233,105

－ － 125,155

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

135,342 150,709 136,247 102,774 111,455 102,283 100,000 100,000
11,289 12,513 13,000 12,446 13,000 14,000 15,000 15,000

50 38 50 30 30 30
76,609 125,155 130,581 130,581 130,000 130,000

1 1 5 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

48 49 415 376 335 333 328 318

0 0 0 0 0 0 0 0

55,583 56,256 3,484,253 3,292,057 3,201,520 3,106,605 2,954,638 2,658,732

250,316 241,365 638,429 755,184 508,380 287,629 287,629 287,629

430 200 440 435 440 340 340 340

306,329 297,821 4,123,122 4,047,676 3,710,340 3,394,574 3,242,607 2,946,701

225,976 248,539 2,141,313 2,304,298 1,967,438 1,967,000 1,967,000 1,967,000

21,000 2,500 0 0 0 0 0 0

21,000 2,500 0 0 0 0 0 0

21,000 2,500 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 265,240 253,475 7,437,112 6,774,617 6,711,587 5,199,798 5,199,798 5,199,798

事業外収入(b) 2,760,592 3,091,219 55,620 403,432 55,620 176,218 176,218 176,218

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 3,025,832 3,344,694 7,492,732 7,178,049 6,767,207 5,376,016 5,376,016 5,376,016

支 出 事業費(e) 377,044 305,916 1,209,695 1,019,989 1,099,911 1,029,319 1,029,319 1,029,319

管理費(f) 231,753 217,132 5,993,811 5,213,037 5,466,281 4,128,732 4,128,732 4,128,732

事業外支出(g) 2,407,288 2,742,528 35,390 441,703 35,390 157,779 157,779 157,779

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 3,016,085 3,265,576 7,238,896 6,674,729 6,601,582 5,315,830 5,315,830 5,315,830

9,747 79,118 253,836 503,320 165,625 60,186 60,186 60,186

9,747 79,118 253,836 503,320 165,625 60,186 60,186 60,186

9,747 79,118 253,836 503,320 165,625 60,186 60,186 60,186

資 産 流 動 資 産 2,427,411 2,535,158 1,487,842 3,909,245 3,900,343 3,909,245

固 定 資 産 2,678,763 2,580,614 2,240,738 3,761,313 3,128,218 3,761,313

計 5,106,174 5,115,772 3,728,580 7,670,558 7,028,561 7,670,558 0 0

負 債 流 動 負 債 32,585 36,390 652,652 772,424 576,391 772,424

固 定 負 債 3,440,014 3,453,240 366,660 3,541,288 3,567,140 3,541,288

（うち引当金等） 84,014 97,240 155,520 185,288 155,520 185,288

計 3,472,599 3,489,630 1,019,312 4,313,712 4,143,531 4,313,712 0 0

資 本 基 本 （ 資本 ） 金 510,000 510,000 521,000 11,000 11,000 11,000

剰 余 金 等 1,123,575 1,116,141 2,188,268 3,345,846 2,364,030 3,345,846

計 1,633,575 1,626,142 2,709,268 3,356,846 2,375,030 3,356,846 0 0

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月1日現在の目標値である。

※平成17年4月1日，旧県社協，旧福祉事業団，旧いきいき財団の統合により新県社協が発足。

－

－

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義 Ｈ１７年度Ｈ１６年度

地域福祉総合推進事業(地域福祉・権利擁護など)

社会福祉事業従事者の研修 社会福祉事業従事者を対象に必要な知識・技能を研修し，本県福祉人材の確保を図る

-

Ｈ１５年度

県からの受託事業の再委託率（％）

第１種・第２種社会福祉事業【統合後の事業】 船形コロニー，啓佑学園，和風園，偕楽園等社会福祉施設の管理運営

経営指標

△29.2

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①課　　　　　題

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

②改善内容　区分:｢県として統合するこ
とが望ましい団体｣

△29.3

0.0

△8.4

△25.4

0.7

7.8

△0.2

△5.7

△1.1

△67.1

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　平成17年4月統合により，
前年度との比較は困難なた
め該当なし。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　地域福祉総合推進の事
業費と高齢者支援は重点
事項であり予算の増減と事
業の効率性･成果を目標と
している。従事者研修は、
年々充実強化しており、受
講者の総数を目標とした。
施設からの地域生活移行
者は、指定管理者申請時
の法人全体での目標であ
り、22年までの5年間の推
計になる。

（3） 委員会意見（Ｈ18年　3
月）への対応
　平成17年4月1日に統合し
たことで，第Ⅰ期計画の目
標は達成したものの，財政
的関与の見直しは引き続き
検討し，17年度よりは統合
の成果をさらに具体化し、
実践していくものです。

△67.1

△8.3

0.0

506.1

4.3

会長　浅　野　　史　郎 県 担 当 課

県 出 資 額

保健福祉部社会福祉課

10,000千円（90.9％）http://www.miyagi-sfk.net

－

75.9

H15～H17増減率
（％）

事業内容

022-268-5139

事業費（単位：千円）

市町村社協事業強化推進，ボランティアセンター，権利擁護，運営適正化事業など

七ッ森希望の家，介護研修センター，やすらぎの里，トレーニングホームなど公益事業の実施

142.4

-

--

--

57.3

1.3

△16.1

△3.9

8.4

△16.8

△32.7

△0.9

△67.1

4.9

△92.0

（Ｂ）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

元気高齢者の支援（千円）

△14.6

△86.2

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

-

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100
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  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） -

6966.0

△10.9

△2.8

4.5
31.6

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

県の損失補償（債務保証）額(g )

（Ａ）実績推移

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

　新しい県社会福祉協議会が地域福祉推進の中核的な機関として地域福祉の課題解決に向け積極的に取組むことを期待しており，その上で県社会福祉協議会がその持てる力を十分に発揮し，三団体
統合の目的を果たすことができるよう新法人の理念，経営方針を尊重し，支援に努めていくこととしている。
　なお，財政的関与については，県社会福祉協議会としての意義等を適切に判断し，適正な関与を行っていくこととし，必要な指導・助言を行っていく。

地域福祉総合推進事業（千円）

社会福祉事業従事者研修（人）

施設からの地域生活移行（人）

【H18.3】
＜団体及び県に
対する意見＞
　３団体統合の効
果を最大限に引き
出せるような事務
事業の見直しを継
続し，県の財政負
担軽減を実現され
たい。

【H19.3】
＜団体に対する意
見＞
①指定管理者とし
て団体の使命・役
割の更なる推進
と，運営経費の削
減を図り，これか
らの公募指定に対
応できる組織運営
を目指す必要があ
る。
②引き続き事務事
業の見直しや整理
を行い，合理的な
運営体制を確立す
べきである。
＜県に対する意見
＞
　団体の事務事業
見直しに合わせ
て，補助金・委託
金の整理を行うべ
きである。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

1.1

今日の社会福祉改
革の流れを踏まえ、
より強力かつ総合
的に地域福祉を推
進していく必要があ
る。

１１　社会福祉法人宮城県社会福祉協議会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉一丁目２番３号

022-225-8476

主要事業名

高齢者の生きがい対策事業【統合後の事業】

その他社会福祉事業【統合後の事業】

元気高齢者の社会参加促進事業の実施

昭和27年5月17日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

419

95.3

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

○●委託のあり方について団体と協議し、新た
な委託方式についての試案を検討した。
●理事長の選出は、県の承認を不要とした。ま
た、職員の採用、任免は、医師の採用を除き、
事業団の裁量とした。
●補助金を15,613千円（概ね50％）削減し、
17,623千円とした。
●平成14年4月1日で30名削減（32名→2名）
○本団体については，施設から地域へ，措置
から利用へ，個別サービスから総合サービス
へといった今日の社会福祉基礎構造改革の流
れの中で，より強力かつ総合的な地域福祉の
推進の中核機関に脱皮するといった視点で，
更に他の関係団体との統合も視野に入れ，そ
の機能強化を検討する必要が議論された。
○担当課と団体との打合せを実施し，今後の
方向性について意見交換した。
○担当課との打合せを実施し，今後の方向性
について検討し，検討結果をとりまとめた。
○団体の検討組織で各事業の改善方向につ
いて検討した。
○明るい長寿社会推進事業補助金を対前年
度比13,000千円削減し，62,907千円とした。

○経営改善を行うとともに、（社福）宮城
県福祉事業団及び（財）宮城いきいき財
団との統合について、平成１７年度に統
合することが望ましい
○●団体の主体性の確立と責任の明確
化を図るため，県福祉施設の新たな委
託システムについて検討，実施する。
【H13～検討　H16～実施】
●団体職員の任免等に関する県の関与
の在り方を見直す【H14～】
●県の福祉事業団運営費補助金（民生
バス運行経費）を削減する【H14～】
●県の派遣職員を削減する【H14～】
●県の財政支出について，必要な見直
しを行う【H14～】
○明るい長寿社会づくり推進事業補助
金等の見直しを行う。
○経営改善の検討組織を設置して検討
する。

Ｈ１４（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

●補助金全体では，旧福祉
事業団職員への退職手当金
補助対象者の増により286百
万円増となったが，その他の
補助金では42百万円の縮減
を図った。
●平成18年度の補助金，委
託金について総額で平成17
年度比で10％の削減を行っ
た。

○●新委託システムで施
行済。
○３団体で合併契約を締
結し，統合に向けた手続き
を進めた。
○検討結果に従い経営改
善を実施した。
○補助事業，委託事業の
より効率的な執行に努め
た。

○統合に関する検討委員会によ
る協議を踏まえ、理事会及び評
議員会で統合を基本方針とする
ことに決定した。
○●委託方法について改善し
た。
○総合企画委員会による協議を
踏まえ，理事会及び評議員会で
統合を基本方針とすることに決定
した。
●平成１６年度の補助金につい
て，平成１５年度比で１，３４６千
円減少した。
○統合については，団体の検討
組織で検討を行った。
○検討結果に従い，ＳＵＮクラブ
など経営改善を実施した。
○補助事業，委託事業のより効
率的な執行に努めた。

Ｈ１６（実績）Ｈ１５（実績）



経営評価シート 平成１７年度  １１ 社会福祉法人宮城県社会福祉協議会 担当部局課室名 保健福祉部社会福祉課   
 

団体の使命  本県における地域福祉の充実を図る。 
団体の顧客  社会福祉協議会（地域住民含む）社会福祉施設，福祉関係団体及び本会の目的に賛同する企業並びに個人 経営 

戦略 
団体の目的  社会福祉事業の健全な発達及び活動の活性化による地域福祉の推進を図る。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

 
１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ③ ③

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「地域福祉総合推進事業の支援」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 イ 取組目標「研修事業」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標「コロニーの地域生活移行」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 エ 取組目標「元気高齢者支援」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ④

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 比較した前期実績に関し

ては，各団体の決算に合わ

せたものと，今年度実績を

比較したもの。 
 
６ ア.新しい社協の目標と

して，「地域福祉総合推進

事業(市町村・市町村社協

への支援)」は，補助金の

削減はあったが，全市町村

への個別訪問やコンサル

事業を展開。 
イ.「研修事業」では，資

格取得研修などで大幅な

増員となり，従事者の体系

的な研修が実施できてい

る。 
ウ.「コロニーの地域生活

移行」も着実に実施してい

る。 
エ.「元気高齢者支援」に

ついては，統合の長所とし

て地域ネットワークや福

祉の専門職員の協力もあ

り，着実に地域へ浸透して

いる。 
９  敬風園移譲に伴う純

資産の減であり一時的な

ものである。 
 
①財政支出の必要な見直

し 
②統合後の市町村・市町村

社協の理解と支援 
 財政支出に関しては，事

業の統合や効率性を踏ま

え，新年度予算で事業費な

ど１０％程度の緊縮に努

めながらも事業継続と質

の向上に努めている。 
 市町村社協とは，「あり

方検討」などで，ともに協

議しながら，個別支援で改

善していく。 
17 各施設，事業所に「な

んでも相談窓口」を設置

し，苦情受付を行い，利用

者からの意見やクレーム

等を把握している。 
 
18 19 社会的な要請は，

極めて高いことから，改善

に向けていかなくてはな

らない。 

Ⅰ全評価項目を通して 

実状を的確に分析した

結果に基づいており，概

ね妥当と考える。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

経営改善に向けた各取

組目標については，着実

の推進しており，概ね適

正な評価といえる。 

３ ３団体統合のメリッ

トを生かした団体の自立

的経営基盤の強化を計画

的に推進していくよう指

導・助言を行っていく。

６ ９ 補助金等の執行

状況及び事業の成果等の

検証を行い，財政関与の

適正確保に努める。 

 

  

Ⅲ 結論 

18 19 

三団体統合のメリット

を生かし，県の地域福祉

推進の中核的な機関とし

て積極的に推進してお

り，さらに団体の自立的

経営の推進に努めていく

必要がある。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

241,996 233,381 233,570

39,497 35,328 42,314

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

45 45 45 45 55 55 55 55
45 42 41 41 48 48 48 48

12,086 12,240 13,000 15,857 15,000 15,000 15,000 15,000
229,002 216,836 216,000 210,989 217,500 217,500 217,500 217,500
56,961 65,854 71,000 77,293 80,000 85,000 90,000 95,000

33 26 35 25 35 35 35 35

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

24 24 24 24 24 24 24 24

0 0 0 0 0 0 0 0

236,996 233,381 232,026 233,570 239,985 239,985 239,985 239,985

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

236,996 233,381 232,026 233,570 239,985 239,985 239,985 239,985

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 276,998 270,827 267,076 277,441 280,085 280,000 280,000 280,000

事業外収入(b) 11,768 10,662 10,368 9,882 9,578 9,000 9,000 9,000

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 288,766 281,489 277,444 287,323 289,663 289,000 289,000 289,000

支 出 事業費(e) 281,493 268,709 271,687 274,248 282,956 279,600 279,600 279,600

管理費(f) 3,983 3,749 5,257 1,450 3,700 4,000 4,000 4,000

事業外支出(g) 101 138 500 186 300 400 400 400

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 285,577 272,596 277,444 275,884 286,956 284,000 284,000 284,000

3,189 8,893 0 11,439 2,707 5,000 5,000 5,000

3,189 8,893 0 11,439 2,707 5,000 5,000 5,000

3,189 8,893 0 11,439 2,707 5,000 5,000 5,000

資 産 流 動 資 産 78,313 101,275 103,196 105,609 111,493 114,290 119,587 124,884

固 定 資 産 13,868 10,601 10,304 10,304 10,007 9,710 9,413 9,116

計 92,181 111,876 113,500 115,913 121,500 124,000 129,000 134,000

負 債 流 動 負 債 14,720 25,522 22,000 18,120 21,000 18,500 18,500 18,500

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 14,720 25,522 22,000 18,120 21,000 18,500 18,500 18,500

資 本 基本（資本）金 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500 20,500

剰 余 金 等 56,961 65,854 71,000 77,293 80,000 85,000 90,000 95,000

計 77,461 86,354 91,500 97,793 100,500 105,500 110,500 115,500

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年4月1日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和２７年５月２６日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

438

82.9

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

１２　社会福祉法人恩賜財団済生会支部宮城県済生会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市宮城野区東仙台六丁目１番１号

０２２－２９３－１２８１

主要事業名

宮城県済生会仙台診療所 乳児院と一般患者の診療 7.1

０２２－２９３－５１５２

指定管理者制度が導入されたことから，団体の体質強化に向けて，必要な支援を行っていく。また，５年後の民設民営化を目標に，今後も済生会と協議を重ねていく。

宮城県乳児院の定員（人）
暫定定員（人）
年間収容延人員（人）

【H18.3】
＜県に対する意
見＞
　乳児院の民設民
営化に主体的に
取り組むべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　指定管理者とし
て団体の使命・役
割の更なる推進
と，運営経費の削
減を図り，これか
らの公募指定に
対応できる組織運
営を目指す必要
がある。
＜県に対する意
見＞
　目標とする平成
２２年度の民設民
営化移行を実現
するため，移行に
向けた課題整理
やスケジュール策
定を早期に行うべ
きである。

済生会と協議。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の委託事業の費
用対効果の検証及
び乳児院の老朽化
を踏まえ，民営化等
の運営形態を含め
委託事業のあり方
を検討する。

●県立乳児院を将来的廃止し，民設・民営方式で
の実施を行う。

地域還元活動の拡大（人）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

0.000.00

0.0

396.8

83.8

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

△ 76.3

155.2

61.3

0.8

-

0.0

532.0

3.5

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

430

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

経営指標

　 うち県職員（派遣職員）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.0

433

（流動資産÷流動負債）×100

人件費削減（千円） 3.1

17.1
22.2

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

△ 5.4

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

2.7

0.0

Ｈ１６（実績）

3.5

-

81.3

0.0

Ｈ１７年度

0.00

会長　　師　研也

済生会 http://www.saiseikai.or.jp/saiseikai/
宮城県済生会 http://business3.plala.or.jp/saisei-m/index.htm

△3.5

県 担 当 課

県 出 資 額

保健福祉部子ども家庭課

０千円　（　０％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

建物の耐震診断を行い，そ
の結果を踏まえ，今後も建
物を使用していくことを決定
した。
また，指定管理者制度につ
いて済生会と協議を行い，
基本協定及び年度協定の
締結に至った。

△ 2.9

4.8

15.9

-

2.8

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

用地選定に向けて済生会
と協議を継続したが，結果
的に困難という結論に達
し，翌年度に建物の耐震
診断を行い，その結果を
踏まえ，建物を移転すべ
きか，改修で対応するか
の検討を行うことにした。

-

15.9

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
 
乳児院の措置児の増加に
対処し，又，自主財源確
保及び人件費等の節減に
努めた。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

収容乳幼児定数が45名か
ら55名に増えたが，経常
経費は前年度並みに抑え
るように努力する。
指定管理者として民設民
営化に向けて，一層の効
率的・合理的な運営に努
めるとともに，自主財源を
確保しさらなる施設改修
等について県と協議検討
する。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
該当なし

△ 76.3

2.7

0.0

-

582.8

-

40.0

-

用地の選定，事業計画の策定

①課　　　　　題

1.0

△ 3.1

3.2

-

4.0

△ 76.3

Ｈ１４（実績）

5.6

常勤職員数

事業費（単位：千円）

家庭で養育できない乳幼児の養育

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度定義

宮城県乳児院

経営基盤強化(自主財源確保)（千円）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度 １２ 社会福祉法人恩賜財団済生会支部宮城県済生会  
 

担当部局課室名 保健福祉部子ども家庭課 
 

団体の使命 明治天皇による「施薬救療」の理念を趣意として各種社会福祉施設及び医療機関を全国的に展開している社会福祉法人である。 

団体の顧客 乳幼児及び児童 
経営 
戦略 

団体の目的 宮城県乳児院及び済生会仙台診療所の運営を通じて，本県における社会福祉の増進に寄与することを目的としている。 
 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 2 2
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 2 2
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 2 2

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「民設・民営化に伴う施設の建替（用地選定等）」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
 イ 取組目標「人件費削減」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 ウ 取組目標「経営基盤強化」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
 エ 取組目標「地域還元活動の拡大」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 1 1
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 2 2

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 3 3
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 2 2
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 2 2

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 1 1
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ ア 現施設・建物の耐

震診断の結果，現在の建物

を改修し，民設民営化の方

向に進むことになり一部

改修工事が完成している。 

 

イ 乳幼児の措置定員増

を考慮し，定年退職者等の

後任として若年職員を補

充した。 

 

ウ 経営基盤強化のため，

自主事業で約22％の1140

余万円の剰余金を計上し

た。 

 

エ 公衆活動として乳幼

児，保育園児及び同施設職

員並びに児童相談所措置

児童の健康診断，予防注射

を精力的に実施すると共

に保育士養成学校の保育

実習施設として実習生を

受け入れている。 

 

14 当会の事業規模等か

ら見て県の監査事務局長

の経歴を持つ現監事で十

分と考える。 

 

15 欠員理事の補充に際

して検討する。 

 

16 財務資料については，

県政情報センターにおい

て公開している。 

Ⅰ全評価項目を通して 

 評価結果については全

般的に妥当と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

６ 「経営改善に向けた取

組目標」に関して，ほと

んどの項目で目標を達成

したことは評価できる。

 

６－ウ 自主事業で昨年

を超える剰余金を計上し

たことから，今後も体質

強化に向けて指導・助言

を行っていく。 

 

14，15 監事や経営幹部

については現行どおりで

適切であると考える。 

 

16 インターネットによ

る財務資料の公開に努め

るよう指導を行ってい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

団体の体質強化及び

民設民営化に向けて適

切な指導・助言を行って

いく。 

 
 
 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

2,807,979 2,100,489 2,196,282

468,205 336,040 330,872

40,891 40,729 31,334

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1.30 1.26 1.24 1.24 1.24 1.24 1.24 1.24

△ 5.93 △ 17.38 △ 12.06 △ 12.88 △ 12.28 △ 12.90 △ 12.90 △ 12.90

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

38 37 37 37 37 35 34 34

4 5 4 4 3 3 2 2

348 4,580 5,000 4,838 5,230 5,230 5,230 5,230

372,430 433,589 443,309 411,697 301,253 299,220 299,166 299,016

0 0 0 0 0 0 0 0

372,778 438,169 448,309 416,535 306,483 304,450 304,396 304,246

284,735 385,283 406,436 370,831 303,778 301,745 301,641 301,541

4,804,277 4,406,720 4,549,063 4,329,090 4,402,015 4,501,452 4,227,422 4,207,986

15,700 12,900 27,000 10,000 27,000 27,000 27,000 27,000

4,804,277 4,406,720 4,549,063 4,329,090 4,402,015 4,501,452 4,227,422 4,207,986

1,479,024 1,307,484 1,347,992 1,143,753 1,194,661 1,241,155 1,112,286 1,022,148

収 入 事業収入(a) 1,139,337 1,014,039 970,242 979,284 708,127 676,075 694,276 632,584

事業外収入(b) 255,839 153,227 89,468 117,677 121,118 75,476 36,525 35,908

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,395,176 1,167,266 1,059,710 1,096,961 829,245 751,551 730,801 668,492

支 出 事業費(e) 1,005,710 884,743 925,472 872,051 746,643 651,223 669,803 618,370

管理費(f) 73,326 70,286 72,253 67,811 67,811 67,811 67,811 67,811

事業外支出(g) 243,283 210,208 112,907 170,210 104,159 97,354 96,009 38,836

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,322,319 1,165,237 1,110,632 1,110,072 918,613 816,388 833,623 725,017

72,857 2,029 △ 50,922 △ 13,111 △ 89,368 △ 64,837 △ 102,822 △ 56,525

72,857 2,029 △ 50,922 △ 13,111 △ 89,368 △ 64,837 △ 102,822 △ 56,525

71,857 1,029 △ 51,422 △ 13,610 △ 89,868 △ 65,337 △ 103,322 △ 57,025

資 産 流 動 資 産 4,257,884 4,157,288 3,977,693 3,797,725 3,444,299 3,431,722 3,031,381 2,733,035

固 定 資 産 5,852,512 5,532,001 5,293,019 5,629,564 6,217,959 6,385,222 6,531,480 6,662,293

計 10,110,396 9,689,289 9,270,712 9,427,289 9,662,258 9,816,944 9,562,861 9,395,328

負 債 流 動 負 債 579,283 849,040 812,361 745,089 927,840 890,877 955,890 956,550

固 定 負 債 6,524,392 5,832,499 5,501,523 5,688,061 5,829,647 6,110,664 5,880,936 5,802,111

（うち引当金等） (232,585) (253,135) (272,134) (272,031) (272,031) (272,031) (272,031) (272,031)

計 7,103,675 6,681,539 6,313,884 6,433,150 6,757,487 7,001,541 6,836,826 6,758,661

資 本 基本（資本）金 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352 222,352

剰 余 金 等 2,784,369 2,785,398 2,734,476 2,771,787 2,682,419 2,593,051 2,503,683 2,414,315

計 3,006,721 3,007,750 2,956,828 2,994,139 2,904,771 2,815,403 2,726,035 2,636,667

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月1日現在の目標値である。

中小企業等の創業・経営革新・情報化・取引ﾏｯﾁﾝｸﾞ等の支援

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

機械設備貸与・資金貸付事業

ー県からの受託事業の再委託率（％）

Ｈ１５年度

4.5

△ 26.8

△ 18.1

8.1

△ 26.4

△ 17.2

581.6

Ｈ１４（実績）

△ 9.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①課　　　　　題

2.5

24.5

2.5

581.6

△ 27.7

2.9

△ 14.4

-

509.7%

△ 25.0

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

0.0

△ 4.7

0.0
（1） 前年度の経営目標の達
成状況に関する評価結果
 ① ｢未収事故率の改善｣に
ついては、平成１７年度の事
故率を1.24％までの改善を
目標とし、貸与審査及び債
権管理事務の適正化に努め
た結果1.24％となり目標を達
成した。② ｢経常的経費の削
減｣については、平成１７年
度の目標削減値を12.06％に
設定し経費削減に努めた結
果、12.88％の削減率となり
目標を達成した。
（2） 本年度以降の目標設定
の考え方
 ① ｢未収事故率の改善｣
は、機構財務の基幹事業で
ある貸与事業の未収事故率
の逓減により自己財源を確
保し自立的な事業運営行な
い収支を適正化するための
指標として設定し、最終的に
は機構財務全体の収支改善
を図るため、昨年度と同様の
目標値を設定した。② ｢経常
的経費の削減｣は、今後の機
構経営改善には不可欠な課
題であり、引き続き｢節約｣を
全職員で意識し経営改善の
恒常的な目標となるよう設定
した。
（3） 委員会意見（Ｈ18年　3
月）への対応
① 主要な自主財源である機
械類貸与事業について、
様々な制度改正を行い利用
促進を図っているほか、新た
な収入策としての自主事業
の展開について、関係機関
と検討を行っている。② 経営
節減については、これまで以
上の削減策を検討している。
また、新たな自主財源の確
保については、一部事業に
おいて受益者負担を求めて
いるほか、新たな収入策を
現在検討中である。資産の
有効活用については、基金
を取り崩して事業資金として
活用できないか、関係機関と
協議を進めている。

560.3

・効率的な組織体制整備
として、高度技術振興部を
泉区から青葉区の事務所
に統合したほか、債権等
の管理を専門的に対応す
る管理課の新設、情報課
の新事業支援課への統
合を行った。また、事業基
金の活用について国の地
域再生計画へ要望した。
・県職員の派遣について
は、緊急経済再生戦略事
業による業務量の増加に
伴い、１名増加した。

0.0

5.0

・重点事業、廃止事業を整理し、
ミッションに対応した事業を段階
的に実施するとともに、事業運営
に必要な財務基盤の課題への
対応策を措置した。また、効率的
な組織体制整備について意思決
定を行った。
・中小企業再生支援協議会の業
務円滑化のために、職務命令派
遣していたものを正式な派遣に
切り替えることにより県職員の派
遣は１名増。

△ 3.0

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 3.2

理事長　櫻　井　　英　樹

http://www.joho-miyagi.or.jp

△ 29.3

△ 21.8

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部新産業振興課

1,776,776千円（　74.6％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

33.8%

2.8%

Ｈ１７年度

ー

Ｈ１６年度

627千円

  4　経営改善に向けての取組み計画（数値目標の設定）（団体記入。ただし、役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入）

1.0%

622千円

経営指標

735.0%

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

1.7

補助金(b)

委託金(a)

022-263-6923

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

0.0

中小企業者等の生産設備の導入支援

④収支計
算書
（単位：
千円）

事業費（単位：千円）

3.4%

489.6%

40.5%

0.0

△ 38.8

△ 24.4

1.7

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

・機械設備貸与制度の利
用促進を図るため、格付け
連動型金利制度を導入し
た。
・資産の有効活用を図るた
め、一部の基金について国
と取り崩しの協議を行っ
た。（継続協議中）
・県職員の派遣について、
緊急経済再生戦略事業の
終了に伴い年度末におい
て２名減員とした。

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

　 うち県職員（派遣職員）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

常勤職員数

②役職員
数
（単位：
人）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

　
　当該団体は、県中小企業支援センターとして、県内中小企業者向けに創業・経営革新、産学連携研究開発、事業再生、情報化推進等の支援を行っており、その活動は日本新事業支援機関協議
会（ＪＡＮＢＯ）から表彰を受けるなど全国的に高い評価を得ていることから、厳しい県の財政状況を踏まえながら、その取り組みについては今後とも推進していく必要がある。
　また、当該団体の財政状況については、当該団体の主要な収入源である機械設備貸与事業が県内中小企業を取り巻く景気動向などにより利用が減少しており、当期収支差額が赤字になるなど
厳しい状況にある。そのため、「格付け連動型金利制度」の導入や「中古設備、リース設備」を対象に加えるなどの利用促進策を図っていることから、今後の利用状況を注視している。また、資産の
有効活用策の一つである基金の取り崩しについては、現在、国と協議中であるが、新たな事業財源の確保という観点からも実現に向けて関係機関に働きかけていく予定である。
　なお、数値目標については、平成１７年度に県で策定した「みやぎ商工業振興中期行動計画」等を参考に項目の検討を行うほか、受益者のあり方についても、当該団体と協議しながら導入可能な
事業メニューについて検討することとしている。

・検討会を開催し、現状認識の共
通化を図り、事業毎のあり方と財
源確保の方法論を併せて協議し、
可能なものについて、その実施体
制の確保を行った。
・平成１４年４月１日から県職員の
派遣人数を１名削減した。

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

Ｈ１５（実績）

県の財政的関与の
あり方を検証する
必要がある。

●県の財政的支出の検証を行い、必要な見直しを
行う。
   〔Ｈ１４～〕
●県の派遣職員を段階的に削減する。

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①収支のバランスに見
合った自主事業を展開す
べきである。
②中小企業等の支援機
関として、その役割は大
きいものがある。しかし県
の厳しい財政状況の中に
おいては、経費削減はも
とより、新たな自主財源
の確保や資産の有効活
用に、引き続き積極的に
取り組んでいただきた
い。
＜県に対する意見＞
①団体に対して、県の政
策に照らした数値目標を
示すべきである。
②受益者負担の在り方
について県の考え方を整
理すべきである。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
①平成１８年度以降の当
期正味財産額が大幅に
悪化する見通しであり，
団体の基幹事業である
機械設備貸与・資金貸付
事業について，積極的な
利用促進を図る一方で，
事業そのものの在り方を
検討すべきである。
②組織の規模に合わせ
て事業の見直しを行うべ
きである。
③本県に必要な中小企
業の支援とは何かを明確
に捉え，それに合わせた
事業展開を図るべきであ
る。
＜県に対する意見＞
①県の施策として設立し
た「みやぎ自動車産業振
興協議会」が十分な機能
を果たすよう，政策目標
の提示などの必要な助
言・指導を行うべきであ
る。
②団体の資産活用につ
いて，単に赤字の補填に
とどまることなく，新たな
財源の確保につながる取
組に充てるなど，有効な
活用に努めるよう指導し
て欲しい。
③本県に必要な中小企
業の支援とは何かを団体
に明確に示すべきであ
る。

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

10.5

①設備・機械類貸与事業の未収
事故率（％）
②経常的経費の削減率
（％）

１３　財団法人みやぎ産業振興機構

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉１丁目１４番２号

022-225-6636

主要事業名

高度技術振興事業

中小企業支援ｾﾝﾀｰ事業

高度技術開発の支援及び研究開発型企業の育成支援 △ 23.4

平成１１年４月１日

  １　基本情報(団体記入)

170.0

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

629千円

33.9%

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

ー



経営評価シート 平成１７年度 １３ 財団法人みやぎ産業振興機構   担当部局課室名 産業経済部新産業振興課 
 

団体の使命 中小企業支援機関 
団体の顧客 県内中小企業等 経営 

戦略 
団体の目的 中小企業等の創業・経営革新の促進及び経営基盤の強化等を図るための総合的支援 

 
区分 評   価   項   目  評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「未収事故率の改善 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標「経常的経費の削減 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

  

 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ② ②

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ④ ④

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

  

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 
理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
2 貸与実績の減少から事

業資金借入額も減少 
 
 
4 貸与事業に係る割賦残

高資産と事業資金は連動

しているため金額は減少

だが比率は横ばい 
 
 
・目標値1.24％ 達成値 

 1.24％ 
・目標値△12.06％ 達成値

△12.88％ 
 
 
8 貸与損料減額の影響で

繰越収支差額減少 
9 自己資本比率は横ばい

で推移 

 
 
 
 
12 投資事業保有株の株価

下落による含み損。額面近

くまで上昇してて含み損

解消気味 
13 証券会社に株価が額面

以上に達したら売却する

よう依頼中 

14 監事に民間金融機関役

員を選任。顧問として公認

会計士月 1回指導。 

15 理事・監事ともに民間経

営者等を既に登用済み 

 

Ⅰ全評価項目を通して 

 評価結果については、概ね妥当で

あると認められる。なお、経営改善

に向けた取組目標は着実に達成し

ているが、機械設備貸与事業の損料

収入減などにより当期収支差額が

赤字になるなど、当該団体の財務状

況は厳しくなっており、今後とも一

層の経営改善（節減と収入増）を図

っていく必要がある。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

・県からの補助金等収入依存度は、

緊急経済産業再生戦略事業の関係

で前年度並みになったが、当該事業

が終了した平成１８年度以降は、縮

小傾向になることから、今後は限ら

れた予算の中で事業者のニーズに

対応した事業内容の見直しが必要。

・経営改善に向けた取組目標である

「未収事故率の改善」と「経常的経

費の改善」は目標を達成している

が、年々状況が難しくなってきてい

ることから、新たな取組目標の設定

が必要。 

・県職員の派遣については、計画ど

おりであったが、緊急経済産業再生

戦略事業の終了とともに２人の派

遣を終了。今後は業務量の増加等の

状況を踏まえて対応を行う必要が

ある。 

・収支計算書の状況については、昨

年度より一部悪化していることか

ら、収支改善を更に進める必要があ

る。 

・含み損については、昨年度よりは

金額が減少しているが、含み損を抱

えている状況には、変わりないこと

から、早急に解消する必要がある。

 

Ⅲ 結論 

 緊急経済産業再生戦略事業は

終了したが、産業振興は県の重要

な政策であることから、当該団体

の役割は今後とも大きいものであ

る。一方、当該団体の主要な収入

源である機械設備貸与事業の損料

収入の減などに伴い財務状況の悪

化が懸念されることから、当該事

業の利用促進はもとより、新たな

収入源の確保を図っていくことが

必要である。 
 
 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 産業経済部新産業振興課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

87,730 83,546 79,456

23,437 14,199 16,251

913 501 445

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

90.4 96.1 97.0 94.0 95.0 97.0 97.0 97.0
27,452 31,790 32,000 31,622 32,000 32,000 32,000 32,000

14,011 6,060 18,430 14,496 16,050 16,500 16,500 16,500

59,873 72,474 71,523 73,316 72,000 72,000 72,000 72,000

4 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 5 5 5 5 5 5

0 0 0 0 0 0 0 0

23,333 13,420 23,700 16,200 16,050 10,000 15,000 15,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

23,333 13,420 23,700 16,200 16,050 10,000 15,000 15,000

23,333 14,199 23,700 16,200 16,050 10,000 15,000 15,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 112,080 98,248 110,430 96,152 97,000 100,000 100,000 100,000

事業外収入(b) 49,364 52,116 53,400 57,704 53,000 58,000 55,000 55,000

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 161,444 150,363 163,830 153,856 150,000 158,000 155,000 155,000

支 出 事業費(e) 98,069 92,143 92,000 81,656 57,550 52,000 52,000 52,000

管理費(f) 59,873 72,474 71,523 73,316 72,000 72,000 72,000 72,000

事業外支出(g) 679 935 100 1,195 1,250 100 100 100

その他の支出(h) 0 912 0 0 0 0 0 0

計(i) 158,621 166,464 163,623 156,167 130,800 124,100 124,100 124,100

2,821 △ 15,189 207 △ 2,311 19,200 33,900 30,900 30,900

2,821 △ 16,101 207 △ 2,311 19,200 33,900 30,900 30,900

471 △ 16,101 △ 763 △ 3,040 18,230 22,035 20,085 20,085

資 産 流 動 資 産 669,501 429,103 395,058 237,847 208,552 233,170 223,255 243,340

固 定 資 産 2,753,187 2,966,185 3,000,000 3,154,180 3,200,000 3,200,000 3,230,000 3,230,000

計 3,422,688 3,395,288 3,395,058 3,392,027 3,408,552 3,433,170 3,453,255 3,473,340

負 債 流 動 負 債 33,484 19,375 19,375 18,482 16,417 19,000 19,000 19,000

固 定 負 債 16,157 18,967 19,500 19,640 20,000 20,000 20,000 20,000

（うち引当金等） 4,483 5,695 6,200 6,842 6,700 6,700 6,700 6,700

計 49,641 38,342 38,875 38,122 36,417 39,000 39,000 39,000

資 本 基 本（ 資本 ） 金 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000 3,555,000

剰 余 金 等 △ 181,953 △ 198,054 △ 198,817 △ 201,095 △ 182,865 △ 160,830 △ 140,745 △ 120,660

計 3,373,047 3,356,946 3,356,183 3,353,905 3,372,135 3,394,170 3,414,255 3,434,340

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月２７日現在の目標値である。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

10.7

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 0.9

県からの貸付金残高(e)

①課　　　　　題

0.9

△ 8.2

△ 29.5

△ 16.2

△ 930.8

Ｈ１４（実績）

△ 12.3

Ｈ１５（実績）

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
  ①賃貸収入は予定外の
テナント入替えに伴う減免
先増加により前年比減少
した。
　②事業費、一般管理費
の圧縮に努め予算以上の
経費削減を実現した。
　③資金の効率的な運用
により予算を上回る利息
収入を確保した。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　①現在の入居率を維持
し賃貸収入の増収を図る。
　②経費圧縮に継続して
取り組む。

（3） 委員会意見（Ｈ18年3
月）への対応
（団体の対応）
　H18年度は減価償却費
が30百万円減少する見込
みであり今後継続して黒
字計上が可能となる。
　引き続き入居率の維持、
家賃総収入の維持に努め
るとともに経費圧縮を行い
繰越損失の早期解消に努
める。

△ 699.7

△ 0.9

0.0

1286.9

△ 1.8

Ｈ１７年度

・空室対策として不動産業
者からの紹介ルートを開
拓。
・期首受託事業の収益確保
可能性を確認し受託。
・リース契約の見直しによる
経費圧縮実施。
・リース契約更新時に機能
面を維持しながら支払総額
圧縮を図った。

1.5

0.5

△ 11.2

1.8

0.5

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・研究室の入居率向上の
ために 賃貸料等の見直し
を実施。
・受託事業・自主事業の採
算管理の徹底。
・経費削減策の実施（修繕
費の 削減、再ﾘｰｽによる
ﾘｰｽ料の削 減、業務委託
費の削減等）。
・余資運用の多様化（外
債・仕 組債等による運用）
による営 業外収益の増
強。

△ 2.1

・入居率の向上については，営業
努力により入居率が上昇したた
め賃貸料引き下げ実施は今年度
見送り。
・採算管理の徹底については，分
析測定機器の更新は採算を考慮
し今年度実施せず。採算の取れ
ない事業については今年度受託
せず。
・経費の削減については，リース
料削減，コンサルタント料の引き
下げ，ビル管理費の値下げ，修
繕費の抑制等，各種経費削減策
を実施した。

ー

1.2

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

1.1

0.0

△ 16.2

△ 9.4

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

２１世紀ﾌﾟﾗｻﾞ研究ｾﾝﾀｰの運営管理、研究室及び分析測定機器等の賃貸

各種受託事業の採択及び共同研究を遂行

定義

賃貸事業

H15～H17増減率
（％）

事業内容

県 担 当 課

県 出 資 額

代表取締役社長　櫻井英樹

事業費（単位：千円）

昭和63年3月31日

1,000,000 千円 （28.1％）http://www.tpminc.co.jp/

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 0.0

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 9.1

△ 4.5

△ 930.8

△ 1.8

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

経営指標

借入金依存度（％）

10.5

0.0

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

1999.4流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

4.6

△ 2.5

県の損失補償（債務保証）額(g )

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

ーー

0.0

2214.7

14.4

294

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.5

356

累積欠損を抱えて
いることから、経費
削減等による経営
改善が必要である。

○研究室の入居率向上のために賃貸料等の見直し
及び営業の強化を行う。
○平成１２年度から受託事業・賃貸事業等におい
て，より採算性を重視した事業を実施しており，継続
実施する。

(4)経費の削減（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場からの改善の働きかけ」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　当該団体は，研究開発型企業やベンチャー企業支援の拠点として，高い入居率を維持しており，当該団体への需要の高さを示している。しかしながら，その収益構造は，営業損失を資本の運用益で
カバーするという計画が，設立直後からの長い市場金利の低下により崩れ，繰越欠損額を増加させる結果となった。この中でも，当該団体は，県からの補助金等の依存度は低く，株式会社組織というメ
リットを生かし，社会ニーズに柔軟に対応してきた。
　当該団体は，改革計画を遂行し，経費削減，入居率の更なる向上のための賃貸料の見直し等に取り組み，一定の結果を出してきたと評価できる。しかし，一方では，設立当初の収益計画の構造から
抜け出せずにきたことも事実である。
　平成１８年度（第１９期）からは，減価償却費（３千万円）の大幅な減少が見込まれることから，これまでの改革計画を継続しながら，経営基盤の強化を図り，新たな経営の展開を図ることが必要である
と思われる。
　入居率の更なる向上が一つの目標となるが，県としても「みやぎ商工業振興中期行動計画」（H18.3）で掲げられたプロジェクトを達成するため，団体の株主として，県の意向を適宜伝えていく。

(1)研究室の入居率向上(％）

(2)給与等の削減（千円）

(3)採算性を重視した事業の
　　実施（千円）

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
　財務体質の改善
に引き続き努めて
いただきたい。
＜県に対する意見
＞
　団体に対して，
県の政策に照らし
た数値目標を示す
べきである。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
　財務体質の改善
に引き続き努め，
累積損失の解消を
図ってほしい。

・平成14年1月から入居4年目以降
の減免措置運用の廃止等を実施
した。
・受託事業・自主事業は採算性を
検討の上実施した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

１４　株式会社テクノプラザみやぎ

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市泉区高森二丁目１番地の４０

022-374-3100

主要事業名

研修事業他

調査研究事業

各種研修会の開催及び共同開催事業への協力 △ 51.2

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

292

8.9

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

022-377-9300

県からの受託事業の再委託率（％）



経営評価シート 平成１７年度  14 株式会社ﾃｸﾉﾌﾟﾗｻﾞみやぎ  担当部局課室名 産業経済部新産業振興課 
 

団体の使命 ﾊｲﾚﾍﾞﾙの産業支援機能を持つ頭脳拠点を整備し、地域産業の技術の高度化、活性化を図る。 
団体の顧客 研究開発・技術開発を目的とする県内の企業（主に中小企業・ベンチャー企業）および起業家 経営 

戦略 
団体の目的 ２１世紀ﾌﾟﾗｻﾞ整備計画の中核施設である「２１世紀ﾌﾟﾗｻﾞ研究センター」の管理運営を核に地域企業の育成を図る

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 取締役会 監査役

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「研究室の入居率向上」 取締役会 監査役

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 イ 取組目標「給与等の削減」（人件費の抑制） 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 ウ 取組目標「採算性を重視した事業の実施」（事業収益の増強） 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 エ 取組目標「経費の削減」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ⑤ ⑤

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 取締役会 監査役

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

取締役会 監査役

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ③ ③

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ② ②

総 
 

合 

  

 
4.流動比率 
1286％で安全性確保は

十分。資金の効率的な

運用を図った。 
５．人件費 
1人当り人件費は微減

となった。 
６ 
ア．期中で入退去はあ

ったが平均入居率は9
0％台を維持した。 
イ．引当金の適正額繰

入、出張費削減により

減少した。 
ウ．期中ﾃﾅﾝﾄ予定外入

退去による減免先増加

により減収となった。 
エ．リース料削減など

により一般管理費が減

少した。 
７．役職員の増員は行

わず人件費を維持した 
８．賃貸料収入は減少

したものの資金運用益

増加にて前年度より収

支は改善した。 
９．繰越損失微増によ

る。 
10.当期損失分微増。 
11.目標設定は概ね妥

当であった。 
12.13.保管有価証券は

全て元本保証かつ満期

保有目的の公共債およ

び社債のみであり時価

が著しく簿価を下回っ

ている債券はない。 
14.監査法人による指

導を定期的に受けてい

るため 
15.役員の多くは主要

株主である民間企業の

役員が選任されている 
16.当社独自のﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞを作成し事業内容等

を公開している 
17.顧客からのｸﾚｰﾑ等

はごく僅かである。 
18.入居率は90％以上

を維持しておりﾍﾞﾝﾁｬｰ

向け支援も順調に推移 
19.繰越損失増加につ

き 
20.業績向上に向けた

取組強化により経営責

任を負う。 

 
Ⅰ全評価項目を通
して 
・団体の評価結果は，

概ね妥当であると思

われる。前期と比べ賃

貸事業収入の減によ

り，繰越損失の微増と

いう結果ではあった

が，経営改善に向けた

取組み状況には，一定

の評価をすることが

出来る。 

 

Ⅱ 各評価項目ごと
に 
・県からの補助金依存

度は，ほぼ横ばいで推

移しているが，他の収

益源の確保が必要で

ある。 

・経営改善に向けての

取組みについては，概

ね目標を達成してい

るが，更なる経費の節

減，入居率の向上を目

指し取り組む必要が

ある。 

 

・インターネットによ

る情報公開について

は，今期財務諸表等の

公開を果たした。今後

は，委託金等の内容に

ついても情報公開す

るよう指導助言して

いく。 

 
Ⅲ 結論 
・当該団体は，改革

計画を遂行し，経費

削減，入居率の更な

る向上のための賃貸

料の見直し等に取り

組み，一定の結果を

出してきたと評価で

きる。しかし，一方

では，設立当初の収

益計画の構造から抜

け出せずにきたこと

も事実である。 

 平成１８年度（第

１９期）からは，減

価償却費（３千万円）

の大幅な減少が見込

まれることから，こ

れまでの改革計画を

継続しながら，経営

基盤の強化を図り，

新たな経営の展開を

図ることが必要であ

ると思われる。 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

38,238 44,823 41,493

18,258 14,803 7,894

33,013 25,895 24,650

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

2,668 3,192 2,900 3,066 2,900 2,900 2,800 2,800

51 51 50 47 50 55 60 65

55 77 100 78 70 75 80 85

2,547 2,566 2,600 2,496 2,504 2,524 2,554 2,584

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

7 7 7 7 7 7 7 7

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

50,070 48,775 47,460 47,460 46,524 46,524 46,524 46,524

0 0 0 0 0 0 0 0

50,070 48,775 47,460 47,460 46,524 46,524 46,524 46,524

25,035 24,388 23,730 23,730 23,262 23,262 23,262 23,262

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 140,247 134,706 128,268 131,415 127,268 127,123 125,667 125,812

事業外収入(b) 7,294 8,615 2,664 2,785 3,081 3,081 3,081 3,081

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 147,541 143,321 130,932 134,200 130,349 130,204 128,748 128,893

支 出 事業費(e) 89,696 85,703 73,082 74,297 71,492 70,419 68,173 67,528

管理費(f) 57,144 57,754 58,427 58,457 59,380 59,785 60,575 61,365

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 146,840 143,457 131,509 132,754 130,872 130,204 128,748 128,893

701 △136 △577 1,446 △523 0 0 0

701 △136 △577 1,446 △523 0 0 0

△ 267 △ 1,337 △ 1,117 146 △ 474 △ 1,139 △ 1,139 △ 1,139

資 産 流 動 資 産 2,182 2,095 1,000 2,999 1,000 1,000 1,000 1,000

固 定 資 産 80,317 80,659 80,185 81,064 81,694 81,659 81,624 81,589

計 82,499 82,754 81,185 84,063 82,694 82,659 82,624 82,589

負 債 流 動 負 債 969 1,518 1,000 976 1,000 1,000 1,000 1,000

固 定 負 債 44,335 45,378 46,021 47,083 48,187 49,291 50,395 51,499

（うち引当金等） 44,335 45,378 46,021 47,083 48,187 49,291 50,395 51,499

計 45,304 46,896 47,021 48,059 49,187 50,291 51,395 52,499

資 本 基本（資本）金 0 0 0 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 37,195 35,858 34,164 36,004 33,507 32,368 31,229 30,090

計 37,195 35,858 34,164 36,004 33,507 32,368 31,229 30,090

※平成１９年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月１日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和５４年１０月１日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

537

34.0

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

１５宮城県職業能力開発協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区青葉町１６－１

０２２－２７１－９２６０

主要事業名

受託事業

能力開発振興事業

企業内キャリア形成の支援 △25.3

　当該団体は，職業能力開発促進法の規定により都道府県１個の必置機関である。民間における職業能力の開発の指導的な団体であり，都道府県と密接な連携のもとに，生涯にわたる職業能力
の開発の促進を図ることを目的としている。職業能力の開発及び向上の促進という基本理念を有しており，職業能力開発促進法第82条に業務が規定されている。
　自主財源の増大を図るようにという助言・指導に対し事務事業の見直し，技能検定試験受験者の拡大，未加入団体に対する加入促進など一定の成果を上げており，引き続き改善に取り組むこと
としているが準公益的団体であり，自主財源の確保には限界がある。県の財政状況の悪化による，補助金の大幅な削減が協会の法定業務の遂行にも影響を与えている状況にある。

技能検定試験受験者数の
増加（単位：人）

技能検定試験準備講習受
講者の増加（単位：人）

４８時間講習受講者数の
増加（単位：人）

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
　設定された経営
目標の達成状況
を注視していく。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　設定された取組
目標の達成状況
を注視していく。

１　県内事業所・団体のニーズ把
握による現業務の見直しを行っ
た。

２　県内事業所・団体のニーズの
把握に努めた。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

団体運営の健全化
に向けた財源確保
等による経営改善
を行う必要がある。

○　会員の拡大を図り，自主財源の増収を図る。

○　技能検定試験の受検者及び各種講習会受講
者の拡大を図ることにより，自主財源の拡大を図
る。

会員増に伴う会費の増収
（単位：千円）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「　自主財源の拡大　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

138.0

33.9

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２－２７１－９２４２

△136.1

1.5

-

△2.8

-

6.3

Ｈ１５年度

△5.4

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

-

Ｈ１６（実績）

△6.9

Ｈ１６年度

518

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

522

経営指標

225.2

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

35.3

-

Ｈ１７年度

-

会　長　　菅　原　雅

http://www.miyagi-syokunou-kyoukai.com

△56.7

8.5

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部 産業人材育成課

０千円（0.0％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

1  職業能力開発関係未加
入団体への訪問及び文書
による加入の促進を図っ
た。

２　①関係業界団体等への
ＰＲにより受検の勧奨を
図った。　②業界団体の
ニーズ把握に努め，希望職
種を実施した。

0.7

△1.6

2.4

2.3

△6.9

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

１　職業能力開発関係未
加入団体への訪問及び文
書による加入促進を図っ
た。

２　①技能検定受検資格
の緩和措置により受検機
会が拡大したことを業界
団体等に周知した。　②業
界団体のニーズ把握に努
め，希望職種を実施した。

2.3

2.3

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
①会員の拡大について
　　職業能力開発推進者
選任企業及び技能検定関
係団体・事業所で未加入
者に対し、文書等により積
極的にＰＲを行い加入促
進を図った。
②技能検定受検者の拡大
について
　イ．業界団体に対し受検
勧奨を積極的に行った結
果、前年度比１．８％の増
となった。
　ロ．業界団体のニーズ
の把握に努め、実施職種
の拡大を図った。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
①技能検定試験の重要
性・必要性について、関係
団体等に対し更なる周知
徹底を図り受検者の拡大
に努める。
②業界団体のニーズの把
握に努め、実施職種の拡
大を図る。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　　引き続き事務事業の
見直しを行うとともに、技
能検定試験受検申請者の
拡大及び会員の加入促進
等、目標達成に向け積極
的な事業の実施に努めま
す。

△424.6

△1.9

0.0

-

307.2

-

0.3

-

１　職業能力開発推進者選任の
促進による会員の拡大を図っ
た。

２　県内事業所等を訪問し，受
講・受検のＰＲ及びニーズの把握
に努めた。

①課　　　　　題

△3.1

10.6

△3.7

-

△1.4

△136.1

Ｈ１４（実績）

△66.6

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△10.2

△1.9

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△1.9

常勤職員数

技能検定試験（国家試験）の実施

認定職業訓練団体の育成並びに各種講習会等の実施

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

技能検定事業



経営評価シート 平成１７年度 １５ 宮城県職業能力開発協会 担当部局課室名 産業経済部産業人材育成課 
 

団体の使命 職業能力開発促進法に基づき、民間における職業能力の開発・向上を促進する準公共的団体として、国並
びに県、中央職業能力開発協会と連携して事業を推進する。 

団体の顧客 宮城県内企業・団体・労働者を対象とする。 
経営 
戦略 

団体の目的 民間における職業訓練や職業能力の開発・向上、技能評価制度の普及・促進及び技能継承と振興を図るこ
とを目的とする。 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 2 2
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 1 1
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  2  2

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「技能検定試験受検者の増加」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 イ 取組目標「技能検定試験準備講習受講者の増加」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
 ウ 取組目標「４８時間講習受講者の増加」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
 エ 取組目標「会員増による会費の増収」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 3 3
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 1 1

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 2 2
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 1 1
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 

３ 県補助金の削減

は継続しているが、

受託事業収入が減

少したため、横ばい

となったもの。 

 

 

 
 
 
 
 
ウ 実施回数の変

更（減）により、受

講者の減となった

もの。 

 

エ 会員の拡大に

ついては、現下の景

気状況により 

大変厳しい状況で

あるが、 

引き続き企業訪問

等により積極的に

実施していく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
14 公認会計士等を

選任するほどの財

政規模ではないた

め。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ全評価項目を通して 

 協会事業は，県補助金の減額措置及

び受託事業の減少により全体として

縮減の方向にあり，収入に占める補助

金の割合は，見かけ上横ばいとなって

いるもので，評価コメントは妥当なも

のと認められる。 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

 ３ 職業能力開発協会費補助金は，

職業能力開発促進法及び雇用保険法

に基づく職業能力開発事業に対する

助成措置であり今後も継続していく

必要がある。補助金は，協会が実施す

る職業訓練指導事業及び技能検定試

験実施事業等に要する経費に充当し

ているが，県の財政状況を反映し，国

で示す算定基準額より大幅な減額措

置の上，交付しており，この状況は今

後も続くものと考えている。 

 ６ ア 関係団体等へのＰＲと受

検資格緩和により目標を達成した。

   イ 技能検定受検者が増加に

より，目標をほぼ達成した。 

   ウ 関係団体等への周知の徹

底を図っていく必要がある。 

   エ 未加入団体への加入促進

を引き続き図っていく必要がある。

 14 公認会計士等を選任するほど

の財政規模ではなく，その必要性は認

められない。 

 15 構成員は，県内に事業所を置く

事業主等である。 

 16 協会業務の情報提供のため内

容を充実するよう指導する。 

 17 技能検定は，関係団体からの意

見要望を徴し，各種講習会・会議では

アンケートを実施している。 

 18 協会は，職業訓練，技能検定及

び技能向上対策等職業能力開発の推

進を図っていく中核的団体であり，民

間企業における当団体への社会的要

請は高いため，県として健全運営に向

けた適切な指導・助言に努める。 

Ⅲ 結論 

 会員の拡大，技能検定受検者及び

各講習会の受講者の拡大を図るこ

とによる自主財源の確保を柱とす

る改革計画は当協会における財政

状況を根本的に改善するものでは

ないが，現状における的確な対策で

あり，これらの対策が的確に推進で

きるよう必要な助言と指導に努め

る。 

 



１　基本情報

所在地

電　 話 県出資額 4,500千円（45.0％）

２　事業内容

３　主な経営指標の推移

県からの受託事業の再委託率（％） (県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費)×100

借入金依存度（％） (長短借入金＋割引手形)÷(資産合計+割引手形)×100

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等(補助金収入＋委託金収入＋負担金収入)÷収入合計×100

流動比率（％） (流動資産÷流動負債)×100

一人当たり人件費（月） （千円） 人件費÷12（月）÷（役員数+職員数）

４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）

賞与の削減（千円）

退職手当金の削減（千円）

常勤役員数

②役職員数 　　うち県職員(派遣職員)

(単位：人) 常勤職員数

　　うち県職員(派遣職員)

収 入 事業収入（ａ）

事業外収入（ｂ）

その他の収入（ｃ）

計（ｄ）

支 出 事業費（ｅ）

④収支計 管理費（ｆ）

 算書 事業外支出（ｇ）

(単位：千円) その他の支出（ｈ）

計（ｉ）

資 産 流 動 資 産

固 定 資 産

計

負 債 流 動 負 債

固 定 負 債

(単位：千円) (うち引当金等)

計

資 本 基本(資本)金

剰 余 金 等

計

　（注）平成１８年度以降の上記目標数値については、平成１８年４月１日現在での目標値である。

５　改革計画

６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方

286,511

2,250

10,000

1,538

288,824
△ 12,637

60,020
△   9,375

0

0
0

64,883

改 善 内 容 

76,421

23,169

41,714

41,714

16,401

△ 12,637

雇用・能力開発機
構が設置する勤労
者福祉施設（栗駒
いこいの村）につい
ては、平成１７年度
までに施設の廃
止、民営化等の合
理化を進める方針
が出されていること
から今後の施設の
運営方向について
検討する必要があ
る。

○国の特殊法人改革の動向を踏まえ、関係
行政機関と協議の上、経営計画の策定の中
で検討する。

栗駒町に対し、「いこいの
村栗駒」の譲渡を受ける
よう要請するとともに、国
の特殊法人改革の動向を
踏まえ、譲渡後の運営方
針等について協議した。

0

80,038

42,450

0

改 革 ス ケ ジ ュ ー ル

H１４(実績)

0

「いこいの村栗駒」の運
営について，指定管理
者の募集が行われ，当
該団体が指定管理者
に指定されたことから，
制度の趣旨に合致する
よう法人のあり方につ
いて関係町村と協議を
行った。

「いこいの村栗駒」の運
営について，当該団体
が指定管理者に指定さ
れたことから，制度の趣
旨に合致するよう法人
のあり方等について関
係市町と協議を行っ
た。

-

-
-

H１６(実績) H１７(実績)

施設の栗駒町（現栗原
市）への譲渡手続きを進
めるとともに，譲渡後の法
人の運営について関係町
村と協議した。

0

0

196.6
289

（Ｃ）H１７実績～
H１８目標対比(％)

（Ｅ）経営評価
委員会の意見

（Ｄ）評価結果及び取
組目標設定の考え方

Ｈ１７年度Ｈ１６年度Ｈ１５年度定　　　　　　　　義

- -

1

△ 63.0  

224.4
249

2,686 1,471

269,748

-

-

-

0.0

271,821

259.1

（Ａ）実　績　推　移 （Ｂ）年 度 別 目 標

0
0 0

0 0 0
0 0

1

63

0

0
16

0

0
0

0

276,187

H１５実績

0

8,731

0

1
0

0

19
0
0
0

0

0
0

1,502

0
274,685

0

当期利益(又は△当期損失)

経常収支（ａ+ｂ）-（ｅ+ｆ+ｇ）

 宿 泊 施 設 運 営

当期収支差額（ｄ-ｉ）

県からの貸付金残高（ｅ）

県の損失補償(債務保証)額(ｇ)

補助金(ｂ)

負担金(ｃ)

支出額(ｄ)（ (ａ)+(ｂ)+(ｃ) ）

支出額(ｄ)のうち一般財源

270,371

2,000
1,566

0

0
0

0

1

①経営改
善に向けた
取組目標

③県から
の財政的

関与
（単位：千

円）

4,521
470

1

委託金(ａ)

2,000

18,105

250

1,823

1,823

1,753

61,933

0

269,998

0228-46-2011 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www6.ocn.ne.jp/̃ikoimura/

H１９目標

経　営　指　標

　主 要 事 業 名

319

Ｈ１５年度

ﾌｧｸｽ

１６　財団法人宮城勤労者いこいの村

宮城県栗原市栗駒沼倉耕英東１ 設 立 昭和51年6月25日 代 表 者 産業経済部　労政・雇用対策課理事長　三浦俊一 県担当課
０２２８-４６-２０４８

事業費（単位：千円）

財団法人宮城勤労者いこいの村の管理運営

事　業　内　容

281,175 244,454
Ｈ１６年度 Ｈ１７年度

Ｈ１５～Ｈ１７増減率

（％）

286,511

2,000 2,000 2,000

- -

- -

283,567

1

596

1716

0

0 0

5,400
03,625

0

0 0 0
0

1
0

1

0
0

0

0

17

0

17
0

0

1716

0

0 0
0

0

0

0 0

0
0 0 0

0
0 0

0 0
0 0 0 0

00 0 0 0

0
267,819

0

275,779

0

265,070
00 0

288,787 275,779
0

1,450

0

1,450

255,016

0

0
0

266,957

0 0 0

2,260 1,450 1,623 1,4501,887

0

272,981 274,517

0 0

277,229 277,229270,079 290,237 256,639

2,000

281,175 284,283

2,322 3,378 1,500

244,454 258,148

70 70 70

0 0 0 0

70

8,737 1,998

250 250

0 0

2,462

275,231 274,767284,353 247,902 259,718

△ 13,488 5,884 8,737 7,239

7,2395,884△ 13,488

1,998

59,68247,969
△  9,725 1,827 8,403 3,420

61,400 57,269

1,928 1,477

17,918 19,118

65,445 66,489

65,280 77,605 76,150 78,604

17,311 16,205 18,881 18,922

35,521

22,199

42,450

24,395 22,116 25,517 21,111

83,363 85,607

28,781 31,292

37,265 35,521

39,072 42,124

39,072 42,124 40,417 43,857

40,417 37,265

66,813

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

63,467 64,240 66,046

10,000

H２０目標H１８目標H１７実績

10,216 13,636 17,31715,389

7,317

64,649

5,389

-

-

-
-

-
6.3

-
-

-

-
-

18,794

8.5

4.2

△ 17.3
3.2

2,462

0.0

課　　　題
区分：「国の特殊法人改革を踏まえた見直しをする団体」

0.2

△  8,187 3,365 216

64,968

3,636

65,934

43,857

11,538

H１５(実績)

△ 1.5
8.5

8,794

1,813 13,365 33.5
1583.3

10,000

-

4.8

0.0

4.0

△ 55.6
5.6

3.9
16.3

-

-

　経営改善については、平成１７年度は余暇に対する顧客ニーズの多様化による宿泊客の減少や各種経費（燃料費の高騰）などで収支上の条件が悪かったものの、経
費削減目標を概ね達成しており、黒字決算を計上していることから評価できる。また、委員会から意見があったインターネットでの情報公開についてもＨＰ活用により取り
組みを推進している。
　施設が栗駒町（当時：現栗原市）に譲渡されたことにより、県との直接の委託契約はなくなり、県との関わりが希薄になっていることから、現在県職員が充て職となって
いる役員のあり方を見直すとともに、指定管理者制度の趣旨に合致するよう法人のあり方について見直す方向で引き続き関係市町と協議していく。また、栗原市主導に
より市内他三セク（４法人）との経営統合を検討している状況とのことであり、その推移を注視していくとともに、必要に応じ関係市と協議していく。

(ｅ)､(ｆ)のうち無利子貸付金

0.0

△ 14.7

H１６実績 H１７目標 H２１目標

⑤貸借対
照表

県からの単年度貸付金（ｆ）

（１）前年度の経営
目標の達成状況に
関する評価結果（概
要）

　誘客に力をいれ
努力したが、天候等
の要因もあり利用
者数の増には結び
つかなかった。人件
費の節減等により
組織目標である黒
字達成には漕ぎつ
けた。

（２）本年度以降の
目標設定の考え方

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
　設定された経営
目標の達成状況を
注視していく。

【H19.3】
＜団体に対する意
見＞
①設定された経営
目標の達成状況を
注視していく。
②平成１９年４月１
日の合併統合によ
り団体は解散する
が，新法人による
安定的な管理運
営，競争力の強化
に期待する。

　これまでの利用状
況の推移と利用者
ニーズ等を予測し、
財団運営の黒字維
持を目標として設定
した

（３）委員会意見
（H18.3月）への対応

　施設の活性化に
関しては、栗駒の自
然を最大に生かし、
地域の特色を生か
したサービスに努め
るとともに、栗原市
等自治体・地域と連
携しながら、地域に
密着したサービス・
誘客に努めていく。
また、インターネッ
ト・ホームページ等
の活用により幅広
い誘客にも対応して
いく方針である。



担当部局課室名 ： 産業経済部労政・雇用対策課経営評価シート　　　　平成１７年度　　     １６　財団法人宮城勤労者いこいの村

評価結果（コメント） 県の考え方

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

区分 評　　　価　　　項　　　目

理事会 監　事

理事会 監　事

①報酬・給料カット ②その他の方法

②

総
合

20

幹部の経営責任はどのように負うか。

19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営

18

③少し弱まる

③特に負わない

上記

②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか

①要請はある ②変化なし ④著しく弱まる

理事会 監　事

理事会 監　事

①

④ ④

④

②

④

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか

19

①良化

団
体
改
革
計
画
表
以
外

インターネットによる情報の公開に努めているか。

17 団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数

及び内容を把握しているか。

①既に選任済

①既に登用済

④予定なし③今後予定②選任手続中

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

16

④予定なし

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

②登用手続中 ③今後予定

14

①該当なし ②解消済み

13 上記 12 で「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

③一部解消 ④解消策検討中

監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか

①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

12

③高すぎた ④低すぎた①適当 ②ほぼ適当

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格と時価を比
較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全確実なもので、満期
保有を目的とするもの　を除く。

上記 109

③変化なし

 の当期目標値の設定は適当であったか。

④変化なし ⑤さらに悪化

⑤著しく悪化

10

9

①著しく改善 ②一部改善

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

 「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

④一部悪化

②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

11

①該当なし ②解消済み ③一部解消

876

8  「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

①上昇傾向

①目標を達成

③目標を未達成

③目標を未達成

 「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

③低下傾向

①低下傾向

①目標を達成

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

 エ　取組目標

③目標を未達成

⑤著しく悪化①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

2

3

4

県からの補助金収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向に

①低下傾向 ②横ばい

①低下傾向 ②横ばい ④該当なし

6

 ウ　取組目標

③目標を未達成②目標をほぼ達成

 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

４
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①目標を達成

7

 ア　取組目標　「　賞与の削減　　　　　　　　　」

②目標をほぼ達成

 イ　取組目標　「　退職手当金の削減　　　　」

②目標をほぼ達成①目標を達成

３
主
な
経
営
指
標
の
推
移

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか5

③上昇傾向 ④該当なし

③上昇傾向

1

①低下傾向

①

①

① ①

① ①

- -

②

③③

-

②

-

①

①

①

①

① ①

①

④

①

①

①

④

①

①

①①

③ ③

① ①

--

勤労者の福祉の向上

勤労者及びその家族

勤労者の余暇活動の普及と健康増進を図り、福祉の向上に寄与する

①

④ ④

②横ばい ③上昇傾向

②横ばい

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向に

黒字経営を念頭に置いた
設定であったが、悪天候
等による収入の鈍化等も
あり、結果的には難度の
高い設定であった。

管理者として指定の継続
を目指していく立場もあ
り、経費節減と黒字化達
成のため設定したもの。

８・９

経費節減に努めたことは
もとより、指定管理者とし
ての負担金の免除を申
請し認められたことが大
きい。

１１

６. ア・イ

１７

当初目的の必要は弱まり
つつある

経費節減上見合わせて
いる。

１４

１８

各フロアにアンケート用
紙を配置している他、
ホームページ公開に伴う
メール受付等を行ってお
り、把握したものを幹部
会議で対策を講じることと

Ⅲ　結論
施設が栗原市に譲渡された
ことにより、県との直接の委
託契約はなくなり、県との関
わりが希薄になっているが、
指定管理者制度の趣旨に合
致するよう法人のあり方につ
いて見直す方向で関係市町
と協議を継続していく。また、
栗原市主導により市内他三
セク（４法人）との経営統合を
検討している状況とのことで
あり、その推移を注視してい
くとともに、必要に応じ関係
市と協議していく。

（コメント  18）団体設立から
３０余年を経過しており、や
むを得ない面があると考える
が、施設に対する社会の
ニーズは充分存在する。

（コメント　１７）把握・対処方
法として適当と認められる。

Ⅰ　全評価項目を通して
経営改善については、平成１
７年度は余暇に対する顧客
ニーズの多様化による宿泊
客の減少や各種経費（燃料
費の高騰）などで収支上の
条件が悪かったものの、経
費削減目標を概ね達成して
おり、黒字決算を計上してい
ることから評価できる。また、
県からの補助金・負担金等
の財政支援はない。

Ⅱ　各評価項目ごとに
県職員のあて職の解消は望
ましいが、団体設立時の経
緯もあり、施設所有者（栗原
市）や団体の要請を勘案しな
がら慎重に判断すべきもの
と考える。

（コメント ６・11）指定管理者
としての責務も含めて、人件
費のカットに及んだものと推
測される。団体自身の判断
によるものである。

（コメント ８・９）施設所有者
である栗原市の判断で減免
が認められたものであり、団
体の経営上好ましいと考えら
れる。

（コメント 14）監査役には市
収入役等を選任しており、有
識者の範疇と認められる。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

161,683 159,243 153,599

917,298 833,791 817,176

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

293,680 299,210 307,500 256,600 300,200 300,000 300,000 300,000
232 244 245 233 269 240 240 240

241,599 237,909 246,410 249,025 261,400
2,397 2,277 2,345 2,423 2,487 2,400 2,400 2,400

2 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

54 51 50 50 50 50 50 50

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,156,103 1,046,372 1,087,670 1,015,776 1,091,700 1,144,672 1,144,672 1,117,922

事業外収入(b) 117,179 122,329 162,005 167,042 155,006 117,478 119,941 115,672

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 1,273,282 1,168,701 1,249,675 1,182,818 1,246,706 1,262,150 1,264,613 1,233,594

支 出 事業費(e) 1,078,981 993,035 1,032,322 970,775 1,042,090 1,094,897 1,091,824 1,077,019

管理費(f) 153,272 145,854 117,943 115,733 118,616 148,077 148,606 146,838

事業外支出(g) 31,337 29,785 99,410 96,310 86,000 19,000 24,000 9,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,263,590 1,168,674 1,249,675 1,182,818 1,246,706 1,261,974 1,264,430 1,232,857

9,692 27 0 0 0 176 183 737

9,692 27 0 0 0 176 183 737

31,474 △ 92,415 1,538 22,622 △ 37,918 2,352 22,202 21,202

資 産 流 動 資 産 179,388 182,750 139,000 162,583 137,000 137,000 137,000 137,000

固 定 資 産 181,536 182,112 207,046 210,662 198,720 205,572 232,274 267,475

計 360,924 364,862 346,046 373,245 335,720 342,572 369,274 404,475

負 債 流 動 負 債 141,488 143,904 121,550 124,677 120,570 120,570 120,570 120,570

固 定 負 債 70,000 163,936 165,936 168,924 173,424 177,924 182,424 196,424

（うち引当金等） 0 98,936 105,936 108,924 118,424 127,924 137,424 156,424

計 211,488 307,840 287,486 293,601 293,994 298,494 302,994 316,994

資 本 基本（資本）金 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

剰 余 金 等 109,436 17,022 18,560 39,644 1,726 4,078 26,279 47,481

計 149,436 57,022 58,560 79,644 41,726 44,078 66,279 87,481

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年４月１日現在の目標値である。

0.0

Ｈ１４（実績）

△ 15.7

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 95.7

△ 7.2

7.4

－

5.4

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
ホール事業はキャンセル
件数が多かったことから、
目標を上回ることができな
かった。会館事業は宿泊・
婚礼部門の落ち込みは
あったものの、宴集会部
門が好調だったことで、目
標としていた利用人数・件
数を上回ることができた。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
これまでの利用状況の推
移と利用者ニーズを予測
し設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
目標達成に向け取り組ん
でいく。

△ 267.6

－

0.0

－

130.4

－

2.6

－

運営方針並びに役員のあ
り方について仙台市と協議
した。

△ 5.7

△ 10.1

△ 3.3

2.7

△ 47.6

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

仙台市は雇用能力開発機
構から譲渡許可を受け，
施設を取得した。県との委
託契約は解除された。
運営方針並びに役員のあ
り方について仙台市と協
議した。

8.7

　　国の特殊法人改革の動向を
踏まえ，運営方針を仙台市と協
議した。仙台市が施設の譲渡を
受けることを決定し，雇用能力開
発機構に譲渡許可申請を行っ
た。

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部労政・雇用対策課

１０，０００千円 （ ２５.０％ ）http://www.sendai-sunplaza.com/

△ 10.9

△ 5.0

事業費（単位：千円）

17.0

経営指標

H15～H17増減率
（％）

16.1

Ｈ１７年度

126.0流動比率（％）

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

481

19.0

378

― ―

15.5

0.1

－

5.0

－

－

－

0.0

－

7.5

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

－

常勤職員数

県からの受託事業の再委託率（％）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

②役職員
数
（単位：
人）

会館事業 利用件数(件)

（流動資産÷流動負債）×100

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

ホール事業

借入金依存度（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

17.8

127.0

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの補助金等収入依存度（％）

（Ｅ）経営評価
委員会の意見

仙台勤労者職業福祉センター（仙台サンプラザ）の整備および管理運営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　〃

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

2.5

△ 10.7

5.4

雇用・能力開発機
構が設置する勤労
者福祉施設（仙台
サンプラザ）につい
ては，平成１７年度
までに施設の廃
止，民営化等の合
理化を進める方針
が出されていること
から，今後の施設
の運営方針等につ
いて検討する必要
がある。

○国の特殊法人改革の動向を踏まえ，関係行政機
関と協議の上，経営計画の策定の中で検討する。

②改善内容
区分：「　経営改善又は県の関与を見直しする団体　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

①課　　　　　題

　　現在県の関与は出捐金１０，０００千円：２５．０％，及び理事・監事就任であり，県の補助金はない。また，１６年４月１５日に施設を独立行政法人雇用能力開発機構から仙台市が買い取り，県の
２次委託から，仙台市から施設を無償貸与されての管理運営に変わり，県の関与の度合いは低下している。
　　「フルキャストスタジアム宮城に近い」という立地上のメリットを生かした会館事業・ホール事業への取り組みを見守るとともに，公共的な施設としての在り方と収益性とのバランス等の運営方針に
ついて仙台市と協議していく。今後も設定された経営目標の達成状況等を注視していく。

ﾎｰﾙ事業 利用人数(人)
ﾎｰﾙ事業 利用日数(日)
会館事業 利用人数(人)

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
　設定された経営
目標の達成状況
を注視していく。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　設定された取組
目標の達成状況
を注視していく。
＜県に対する意
見＞
　仙台サンプラザ
の運営方針及び
在り方について，
現在見直しを進め
ている仙台市とよ
く協議をしてほし
い。

国の特殊法人改革の動向を踏ま
えた運営方針を仙台市と協議し
た。
　仙台市において施設の譲渡受
入について検討委員会を立ち上
げ，譲渡を受ける方向の検討結果
がなされた。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

１７　　財団法人仙台勤労者職業福祉センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市宮城野区榴岡5丁目11番1号

022-257-3333

主要事業名

会館事業

022-257-3358

理事長　菅野昭夫平成1年4月1日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

392

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

事業内容

―

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100 ― ― ―



経営評価シート 平成17年度 １７ 財団法人仙台勤労者職業福祉センター 担当部局課室名 産業経済部労政・雇用対策課 
 

団体の使命 勤労者への職業情報の提供をはじめ、教養、文化、研修並びにスポーツ等の活動の場を提供し、勤労者の福祉の充実を図ること 

団体の顧客 勤労者及び一般 
経営 
戦略 

団体の目的 使命を達成するために施設の利用の促進を図り、管理運営に万全を期すこと 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「ホール事業 利用人数」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標「ホール事業 利用日数」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 ウ 取組目標「会館事業 利用人数」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 エ 取組目標「会館事業 利用日数」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ －

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 

 

２．借入金は毎年計画

的に返済している。 

 

５．16年度実績の経営

指標数値は上昇してい

るが、これは退職給与

引当金の繰入を要支給

額全額を計上したこと

による一時的なもので

ある。17年度以降は毎

期繰入を行うことで横

ばい傾向になると考え

られる。 

 

６． 

（ア、イ） 

コンサート等のキャン

セルが多く利用人数・

日数の減少に影響した

が、展示会その他につ

いては目標達成レベル

であった。 

（ウ、エ） 

宿泊客数・婚礼件数が

減少したが、宴会・会

議・展示会等の部門が

好調で、目標達成の要

因となった。 

 

 

 

 

 

 

14. 現在のところ予定

はないが、従来より公

認会計士へ税務代理の

ほか、決算書類のチェ

ック、会計業務の指導

を依頼している。 

 

17．発生した時点で口

頭もしくは、文書によ

り上層へ報告がなされ

る。また、幹部職員が

２４時間常駐してい

る。 

Ⅰ全評価項目を通

して 

経営指標・取り組み

目標に対する取り

組みを引き続き注

視していく。 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

２・５. 

団体の意思・自主性

によるべきもので

あり、妥当なもので

あると考える。 

６.（ア～エ） 

ホール事業は目標

を上回ることがで

きなかったが、会館

事業は目標として

いた利用人数・件数

を上回ることがで

き、一定の評価はで

きる。 

１４.適正に執行し

ているものと認め

られる。 

１７.適当であると

認められる。 

 

Ⅲ 結論 

施設を仙台市が

買い取り，無償貸

与されての管理運

営に変わり，県の

関与の度合いは低

下している。 

 立地上のメリッ

トを生かした会館

事業・ホール事業

への取り組みを見

守るとともに，公

共的な施設として

の在り方と収益性

とのバランス等の

運営方針について

仙台市と協議して

いく。 

今後も設定され

た経営目標の達成

状況等を注視して

いく。 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

14,119 14,687 14,031

190,978 183,106 199,619

1,143 1,120 990

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

47.5 49.2 49.5 42.3 46.9 47.0 47.0 47.0
95 90 100 79 90 90 90 90

1 1 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

6 7 6 7 7 7 7 7

1 1 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

9,624 0 0 0 0 0 0 0

9,624 0 0 0 0 0 0 0

9,624 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 351,604 369,266 347,500 326,911 338,128 340,400 340,400 340,400

事業外収入(b) 11,446 7,081 7,489 20,041 18,649 21,900 21,900 21,900

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 363,050 376,347 354,989 346,952 356,777 362,300 362,300 362,300

支 出 事業費(e) 206,240 198,992 213,143 214,639 261,408 257,600 258,600 259,600

管理費(f) 85,933 100,026 89,843 80,683 76,251 75,340 75,740 76,140

事業外支出(g) 42,912 74,570 59,000 61,169 21,500 11,000 11,000 11,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 335,085 373,588 361,986 356,491 359,159 343,940 345,340 346,740

27,965 2,759 △ 6,997 △ 9,539 △ 2,382 18,360 16,960 15,560

27,965 2,759 △ 6,997 △ 9,539 △ 2,382 18,360 16,960 15,560

56,546 69,357 45,003 32,933 △ 2,682 6,360 5,360 5,560

資 産 流 動 資 産 251,270 241,844 250,000 232,231 230,000 250,000 250,000 250,000

固 定 資 産 2,050,953 2,117,404 2,169,404 2,159,767 2,159,467 2,147,467 2,135,867 2,125,867

計 2,302,223 2,359,248 2,419,404 2,391,998 2,389,467 2,397,467 2,385,867 2,375,867

負 債 流 動 負 債 74,522 62,190 60,000 62,007 60,000 60,000 60,000 60,000

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 74,522 62,190 60,000 62,007 60,000 60,000 60,000 60,000

資 本 基本（資本）金 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000 1,779,000

剰 余 金 等 448,701 518,058 580,404 550,991 550,467 558,467 546,867 536,867

計 2,227,701 2,297,058 2,359,404 2,329,991 2,329,467 2,337,467 2,325,867 2,315,867

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月13日現在の目標値である。

　

平成６年８月１日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

479

-

常勤役員数

仙台市宮城野区港三丁目１番７号 理事長　菅原敏光

展示場開催件数（単位：件）

http://www.yumemesse.or.jp 900,000千円 （50.6％）

展示会等開催事業費

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

Ｈ１５（実績）

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

（Ｂ）年度別目標

13.9

0.0

0.0

3.4

②役職員
数
（単位：
人）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

18　財団法人みやぎ産業交流センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

022-254-7111

主要事業名

産業経済部国際経済課

022-254-7110

情報収集・提供

施設管理・補修費

産業情報の収集及び提供・その他目的を達するために必要な事業

平成１８年度から指定管理者制度に移行しており、現指定管理者として及び公募への対応として、より一層の効率的な管理運営とサービスの向上を求めていくこととする。
なお、（株）仙台港貿易促進センターとの事務局統合については、公益法人制度の趣旨から難しいことに加え、運営経費面でのメリットが期待できないことや、指定管理者制度下において当該団体
の経営資源の集中が求められていることから、今後は事務局統合の取組ではなく、これまで以上にイベント情報の交換等を密接に行うことにより連携を強化することを求めていくものとする。
施設の大規模修繕については、指定管理者から一定額を県に納付させる納付金制度の創設により、原則として県が対応する方針としており、また、施設補修積立金の処理については、法的にはあ
くまでも当該団体の財産であることから、積立ての趣旨にかなった使途への積極的な充当を指導していく方針としている。

【H18.3】
＜県に対する意
見＞
　指定管理者の公
募を控え、施設補
修積立金の処理
方針及び施設大
規模修繕に対す
る対応方針を速や
かにまとめるべき
である。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
①展示物の稼働
率向上に向けた
団体の取組を注
視する。
②指定管理者とし
て団体の使命・役
割の更なる推進
と，運営経費の削
減を図り，これか
らの公募指定に
対応できる組織運
営を目指す必要
がある。
＜県に対する意
見＞
　株式会社仙台港
貿易促進センター
との運営面での連
携について，助
言・指導を行って
ほしい。

・県と両団体とのワーキンググ
ループにおいて、統合を目指す上
での課題、問題点の抽出と解決策
の課題についての検討を行った。
・当面、前倒しで事務局統合を検
討すべきと認識された。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

②改善内容
区分：「統合することが望ましい団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県からの補助金等収入依存度（％）

④収支計
算書
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

県の損失補償（債務保証）額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

（Ａ）実績推移

定義

△ 75.0

△ 5.5

△ 64.9

2.8

-

-

△ 6.9

経営指標

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 0.1

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

506

10.9

-

388.9

2.7県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

展示場稼働率（単位：％）

△ 13.4

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

514

-

-

-

Ｈ１７年度

-

△ 0.6

H15～H17増減率
（％）

337.2

事業内容
事業費（単位：千円）

展示会，会議，イベント，大会等の企画，誘致，開催及びこれらに対する協力

屋内総合展示施設の管理運営

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

・平成１８年度における指
定管理者指定の申請を行
い、指定を受けた。
・県における平成１９年度
の指定管理者募集方法等
の検討状況を注視した。

△ 0.0

△ 0.1

△ 3.2

-

△ 0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・両団体の長に指定管理
者制度移行の対応につい
て説明し、了解を得た。
・指定管理者制度への対
応を優先して実施し、事務
局統合は当面その対応を
見守ることとなった。

-

△ 3.2

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

当期利益が過年度より少
額であったが，剰余金が
増加した。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

17年度の実績をふまえ，
18年度以降は現時点での
諸条件を見直した上で目
標値を設定した。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応

該当なし

△ 108.1

-

374.5

-

-

4.5

・両団体のトップにより、平成１７
年度中の事務局統合の基本方
針を確認した。

①課　　　　　題

21.8

0.7

△ 75.0

Ｈ１４（実績）

△ 1.0

仙台港背後地にお
いて、国際見本市、
展示会等を行う施
設（夢メッセみやぎ）
を管理運営してお
り、隣接して貿易促
進のための業務を
展開している（株）
仙台港貿易促進セ
ンターとの一体的・
効率的な業務を推
進するため、同セン
ターとの統合を視野
に入れて検討する
必要がある。

○県としては、（株）仙台港貿易促進センターと統合
（事務局統合）することが望ましい。（平成１７年度を
目標）



経営評価シート 平成17年度 １８ 財団法人みやぎ産業交流センター 担当部局課室名 産業経済部国際経済課 
 

団体の使命 見本市・展示会等の諸活動を行うことにより宮城県産業の振興に資するとともに県民文化の向上に寄与する。 

団体の顧客 業界団体，企業，自治体，個人など  経営 
戦略 

団体の目的 見本市・展示会の誘致開催等および施設の管理運営。  
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  ①  ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「展示場稼働率」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標「展示場開催件数」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

 

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 
当期利益が過年度より少

額であった。 
９ 
剰余金が増加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
17 
顧客および来場者を対象 
にアンケート調査実施。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

団体の現状等を

的確に自己評価し

ており、全体として

妥当な評価である。

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

６ 

 展示場稼働率、開

催件数ともに目標

が未達成であった

ことから、催事誘致

の取組強化による

稼働率、開催件数の

向上を求めている。

 

 

Ⅲ 結論 

平成１８年度か

ら指定管理者制

度に移行してお

り、現指定管理者

として及び公募

への対応として、

より一層の効率

的な管理運営と

サービスの向上

を求めている。 

なお、（株）仙台

港貿易促進セン

ターとの事務局

統合については、

公益法人制度の

趣旨から難しい

ことに加え、運営

経費面でのメリ

ットが期待でき

ないことや、指定

管理者制度下に

おいて当該団体

の経営資源の集

中が求められて

いることから、困

難であると考え

る。 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

　

H15実績 H16実績 H17目標 H17実績 H18目標 H19目標 H20目標 H21目標

　 　 　 　 　 　 　 　

4 4 4 4 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

5 5 12 12 9 9 9 9

0 0 0 0 0 0 0 0

91,977 92,085 89,565 89,565 84,084 84,084 84,084 84,084

0 0 0 0 0 0 0 0

18,494 18,494 19,749 19,749 17,244 17,244 17,244 17,244

110,471 110,579 109,314 109,314 101,328 101,328 101,328 101,328

3,990 3,885 3,780 3,780 6,699 6,699 6,699 6,699

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 197,501 260,200 272,280 290,553 236,630 236,630 236,630 236,630

事 業 外 収 入 (b) 459 36,991 60 350 10 10 10 10

そ の 他 の 収 入 ( ｃ ) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 197,960 297,191 272,340 290,903 236,640 236,640 236,640 236,640

支 出 事 業 費 (e) 192,772 271,282 259,740 279,720 234,880 234,880 234,880 234,880

管 理 費 (f) 47,692 35,576 34,540 34,523 30,530 30,530 30,530 30,530

事 業 外 支 出 (g) 1,691 4,305 960 1,316 810 720 630 530

その他の支出(h) 0 0 0 696,134 0 0 0 0

計(i) 242,155 311,163 295,240 1,011,693 266,220 266,130 266,040 265,940

△ 44,195 △ 13,972 △ 22,900 △ 24,656 △ 29,580 △ 29,490 △ 29,400 △ 29,300

△ 44,195 △ 13,972 △ 22,900 △ 720,790 △ 29,580 △ 29,490 △ 29,400 △ 29,300

△ 45,145 △ 14,922 △ 23,850 △ 721,740 △ 30,530 △ 30,440 △ 30,350 △ 30,250

資 産 流 動 資 産 567,568 320,564 （※１） 345,475 （※１） （※１） （※１） （※１）

固 定 資 産 1,763,828 1,970,713 （※１） 1,190,944 （※１） （※１） （※１） （※１）

計 2,331,396 2,291,277 （※１） 1,536,419 （※１） （※１） （※１） （※１）

負 債 流 動 負 債 65,599 73,431 （※１） 83,657 （※１） （※１） （※１） （※１）

固 定 負 債 465,898 432,874 （※１） 389,530 （※１） （※１） （※１） （※１）

（うち引当金等） 880 910 （※１） 1,593 （※１） （※１） （※１） （※１）

計 531,497 506,305 （※１） 473,187 （※１） （※１） （※１） （※１）

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500 2,187,500

剰 余 金 等 △ 387,606 △ 402,528 △ 426,377 △ 1,124,268 △ 1,154,798 △ 1,185,238 △ 1,215,588 △ 1,245,838

計 1,799,894 1,784,972 1,761,123 1,063,232 1,032,702 1,002,262 971,912 941,662

（注）平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年５月３１日現在での目標値である。

仙台港国際ビジネスサポートセンター（ｱｸｾﾙ）の管理・運営

事業内容
事業費（単位：千円）

Ｈ17年度

191,835170,365

Ｈ16年度

167,132

△ 7.3

62.8

55.8

（C）Ｈ１7実績～
Ｈ１8目標
対比(%)

県からの補助金等（県からの補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

（流動資産÷流動負債）×１００

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

ー

ー

県からの貸付金(e) ー

(e),(f)のうち無利子貸付金

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

66.7 60.0

流動比率（％）

１人当たり人件費（月）（千円）

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

委託金(a)

常勤職員数

80.0 80.0

県からの補助金等収入依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

80.0 33.3

3,448

Ｈ15年度

29,048

△ 2.8

△ 97.1

－

－

－

△ 95.9

△ 100.0

－

－

2.7

327.5

ー県の損失（債務）保証額(g)

県からの単年度貸付金(f)

　 うち県職員

　 うち県職員（派遣職員）

補助金(b)

60.0

負担金(c）

支出額(d)のうち一般財源

0

－

－

－

38.1

413.0436.6

【H18.3】
＜県に対する意見＞
   施設の活用方法に
ついて根本的に見直
しを図り、思い切った
方向転換も含めて検
討すべきである。

【H19.3】
＜団体に対する意見
＞
①県企業局所有オ
フィスの賃料が団体
の賃料より低く設定さ
れていることから，同
一水準にするため企
業局と意思疎通を図
る必要がある。
②アクセルを団体と
区分所有している県
企業局に働きかけ
て，施設全体の活用
方法について抜本的
な見直しを協議し，建
物全体の稼働率を上
げる工夫が必要であ
る。
＜県に対する意見＞
①アクセルの入居率
向上という目的にお
いて，団体と県企業
局は共存関係にあ
る。そのためにも，両
者の賃貸料の相違は
是正すべき課題であ
り，県として積極的に
善処していただきた
い。
②県は，団体への出
資者としての立場と，
県企業局としてアクセ
ルの区分所有者とし
ての立場があるが，
それぞれの立場にこ
だわらず，広く県民の
立場からアクセル全
体の有効活用方法を
検討する必要があ
る。
③事業変化に臨機応
変に対応するには，
単一事業者が意思決
定を行えることが必
要であり，県は主管
部局を超えて所有権
の一元化を目指すべ
きである。

（Ｄ）評価結果及び取組目
標の設定の考え方

（Ｅ）経営評価委
員会の意見

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

238.5

37.6

865.2

19.9

当期収支差額(d-i)

△ 16.0

△ 11.5

H15-H17増減率
（％）

1627.9

12.6

79.9

59,580

28,284 19.3

68.2

26.8

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

経営指標

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％） 19.9

仙台国際貿易港物流ターミナルの管理・運営

仙台港高砂コンテナターミナル等の管理 23,689

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

77.2

305.9

21.4

賃貸オフィス（アクセル）の入
居率（入室数/全体数）（％）

80.0

常勤役員数

△ 25.0

－

80.0

  １　基本情報(団体記載)

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度 Ｈ１７年度

CY事業

主要事業名

BSC事業

TICT事業

定義

62,701

１９　株式会社仙台港貿易促進センター

  ２　事業内容(団体記載)

０２２－２５９－６７１５

平成７年１２月４日 産業経済部国際経済課代表取締役社長　赤間信彦   

www.sendai-port-faz.jp 710,000千円（32.5％）

仙台市宮城野区港３－１－３

０２２－３８８－６７１０

△ 18.6

△ 25.0

－

△ 95.8

－

△ 6.1

△ 12.7

△ 18.5

△ 38.4

△ 73.7

⑤貸借対
照表

（単位：千
円）

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

（１）　前年度の経営目標
の達成状況に関する評価
結果（概要）
目標とした仙台港国際ビジ
ネスサポートセンター（アク
セル）の賃貸オフィスの入
居率は達成することができ
なかった。
　
（２）　本年度以降の目標
設定の考え方
平成１７年度決算におい
て、減損会計（企業会計基
準の改正により該当する
企業に義務づけられた会
計処理）による特別損失６
９７百万円を計上しており、
会社の収入増に結びつく
取組について、慎重に検討
している状況である。まず
は、アクセルの空室を埋め
ていくことが重要であると
考える。
　
（３）委員会意見（Ｈ１８年３
月）への対応  　　該当なし

※１
H18年度目標以降の貸借
対照表については、作成し
ていない。

  ５　改革計画(県記入)　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

②役職員
数

（単位：
人）

④収支計
算書

（単位：千
円）

経常収支(a+b)-(e+f+g)

当期剰余金（又は△当期損失）

課　　　　　題
改善内容

区分：「統合が望ましい団体」

改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７（実績）

前年度に引き続き、アクセルの入居率の向上に努め，収入の増加と経費の圧縮を図る。また、（財）みやぎ産業交流センターとの運営面での連携を進め、経営の効率化を図る。輸入促進を目的として建設され
たアクセルを取り巻く状況は、建設当時とは変化しており、団体も活用方法を真剣に検討しているので、県としても必要な助言・指導を行っていく。

・両団体の長に対して、指
定管理者制度移行の対応
について説明し、了解を得
た。
・財団法人みやぎ産業交
流センターが、指定管理者
制度への対応を優先して
実施したため、事務局統合
は当面その対応を見守る
こととなった。

・みやぎ産業交流センター
の指定管理者指定状況を
注視した。

・当面、前倒しで事務局統合を検討すべ
きと認識された。

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台港背後地におい
て、国際見本市、展示
会等を行う施設（夢
メッセみやぎ）を管理
運営している（財）み
やぎ産業交流セン
ターと、隣接して貿易
促進のための業務を
展開し、仙台港国際
ビジネスサポートセン
ター等を運営している
㈱仙台港貿易促進セ
ンターは、一体的・効
率的な業務をするた
め、統合を視野に入
れて検討する必要が
ある。

○県としては、（財）みやぎ産業交流センターと統合
（事務局統合）することが望ましい（平成１７年度を目
標）。

・県と両団体のワ-キンググループにお
いて、統合を目指す上での課題、問題点
の抽出と解決策の課題についての検討
を行った。

・両団体のトップにより、平成１７
年度中の事務局統合の基本方針
を確認した。



担当部局課室名 産業経済部国際経済課経営評価シート 平成17年度 １９ 株式会社仙台港貿易促進センタ－

仙台港周辺における貿易を促進することによって，地域経済の活性化及び住民生活の向上に寄与する。団体の使命
経
営

宮城県民，仙台港の利用者戦 団体の顧客
略

各種輸入関連基盤施設の整備を行い，外国貨物の物流高度化・流通促進を図る。団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 Ⅰ 全評価項目を通３ 理事会 監 事 ２ 固定資産の減損会計

して主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２ 処理を行ったため。

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 団体の現状等を的な ３ 委託事業額が削減さ

確に自己評価してお経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ３ ３ れたため。

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 り、全体として妥当営 ４ 仙台国際貿易港物流

な評価である。指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １ ターミナル建設が終了

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 引き続き，アクセ標 し、仮払消費税が減り

ルの入居率の向上にの ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３ 仮受消費税が増加した。

５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 努め，(財)みやぎ産推 ５ 正職員の補充に臨時

、移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １ 職員を充てるなど，人 業交流センターとは

運営面での連携を図件費の削減を徹底して

。６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 っていく必要がある行った。

入居者の出入りはあア 取組目標「賃貸オフィス（アクセル）の入居率（入室数／全体数） ６理事会 監 事

ったが、最終的に目標４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

イ 取組目標 Ⅱ 各評価項目ごとを達成することができ

に経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － － なかった。

ウ 取組目標営

３ 会社独自の事改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

エ 取組目標 業展開を指導してい善

く。に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。向

10 11 ６ ８ ９け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １ ８ ９ 固定資産の

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 賃貸オフィスの入居て 減損会計処理を行った

率の向上のための指の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ５ ５ ことによる。

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 導・助言を行う。取 12 含み益として社有地

１５，２９８．００㎡組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ５ ５

（内３，３００㎡を賃借計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

中）を把握している。画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ５ ５

なお、簿価は、１７11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

６ ４６３ ６７０円 購①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ３ ３ ， ， （

入価額６４，７１３，６

７０円＋造成費１１１，12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格

７５０，０００円 、固定団 と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等 ）

資産評価額は、２５９，体 安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

12 ～17 今後も，会改 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ３ ３ ９４３，６１６円。

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。 社に対する企業・県革 14 常勤監査役を置いて

民のニーズを的確に計 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １ いる他、独立監査人と

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 把握するよう助言し画 して、公認会計士から

ていく。表 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １ 監査を受けている。

15 地元企業の社長が役以 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

員となっている外 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

17 利用者である入居者かの 16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

ら、直接聴取した。も ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ３ ３

平成１７年度決算にの 17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件 19

おいて、減損会計（企数及び内容を把握しているか。

業会計基準の改正によ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ２ ２

り該当する企業に義務

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 Ⅲ 結論理事会 監 事 づけられた会計処理）

社会的要請に答え総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １ による特別損失６９７

19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか るため，改革計画に， 。 百万円を計上したこと

則って，より一層の①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ４ ４ による。

20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経 20 収入の増加と経費の合 」 辞任した取締役１名

。営幹部の経営責任はどのように負うか。 削減を指導していくの後任については、補

充をしなかった。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ２ ２



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,106 1,557 3,975

911 5,642 5,543

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 H１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

3 3 3 3 3 3 3 3
31 31 34 31 34 34 34 34

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 6 6 6 6 6 6

1 1 2 2 2 2 2 2

0 0 1,610 586 280 280 280 280

24,920 23,926 31,986 31,986 32,858 32,858 32,858 32,858

900 900 900 1,400 2,200 2,200 2,200 2,200

25,820 24,826 34,496 33,972 35,338 35,338 35,338 35,338

25,820 24,826 34,496 33,972 35,338 35,338 35,338 35,338

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事 業 収 入 (a) 0 0 0 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 28,222 32,985 43,900 41,580 42,039 42,039 42,039 42,039
そ の 他 の 収 入 ( ｃ ) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 28,222 32,985 43,900 41,580 42,039 42,039 42,039 42,039

支 出 事 業 費 (e) 2,017 7,134 8,180 8,092 12,035 12,035 12,035 12,035

管 理 費 (f) 27,716 26,195 35,720 31,901 33,965 33,965 33,965 33,965

事 業 外支 出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 の 支 出 (h) 108 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 29,841 33,329 43,900 39,993 46,000 46,000 46,000 46,000
      △1,619       △344 0 1,587       △3,961 0 0 0

      △1,619       △344 0 1,587       △3,961 0 0 0

      △1,619       △344 0 1,587

資 産 流 動 資 産 2,823 2,390 677 3,961

固 定 資 産 0 0 0 0

計 2,823 2,390 677 3,961

負 債 流 動 負 債 106 17 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0

計 106 17 0 0

資 本 基本（資本）金 0 0 0 0

剰 余 金 等 2,717 2,373 677 3,961

計 2,717 2,373 677 3,961

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年５月３０日現在の目標値である。

ー

（流動資産÷流動負債）×１００

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

０千円 （　０．０％）

259.4海外事務所運営事業

０２２ー２６３ー２２１０

平成４年１０月２３日

0.0

6.5

48.7

事業内容

ソウル事務所、大連事務所を拠点とした韓国及び中国の経済情報の収集や提供、企業・県民の活動支援等

事務局運営に係る事務事業

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

ー

4.0

4.0

ー

1.1

ー

ー

ー

Ｈ１６（実績）

１人当たり人件費（月）（千円）

2.7

△ 52.2

0.0

0.0

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

1.1

ー

②役職員
数

（単位：
人）

57.1

ー

　広域連携事業を展開し
た。

ー

ー

ー

ー

ー

  ５　改革計画(県記入)　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

ー

　山形県との間で広域連携事業
を実施した。

①課　　　　　題

　山形県、岩手県との間で
広域連携事業を実施した。

ー

ー

（１）　前年度の経営目標
の達成状況に関する評価
結果（概要）
前年度の経営目標につい
ては，達成及びほぼ達成
することができた。

（２）　本年度以降の目標
設定の考え方
会員数の拡大による会費
収入の増加と広域連携に
よる経費の節減を図る。

（３）　委員会意見（Ｈ1８年
３月）への対応
①他県との共同事業を拡
充する。入会希望会員を
募る機会を増やす。
②具体的な指標と数値目
標を検討する。
※H1８年度目標以降の貸
借対照表については、作
成していません。

ー

ー

　 うち県職員（派遣職員）

県からの補助金等収入依存度（％）

2,663.2

91.5

流動比率（％）

④ 収 支
計 算 書
（ 単 位 ：
千 円 ）

519

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

339

経常収支(a+b)-(e+f+g)

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

負担金(c）

委託金(a)

　県からの単年度貸付金(f)

ー

14,058.8

ー（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

77.3

ー

Ｈ１７年度

ーー

事業費（単位：千円）

産業経済部国際経済課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長　村井嘉浩

http://www.pref.miyagi.jp/gb/kokushinkyou

508.5

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

0.0
9.7

ー

ー

ー

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

15.0

ー

ー

ー

補助金(b)

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１４（実績）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

●北海道及び北東北３県の動向を踏まえ，広域連
携の可能性について検討を行う（Ｈ１４～）。

（Ｃ）H1７実績～H1８
目　　　標
対比（％）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

常勤職員数

　(e),(f)のうち無利子貸付金

　本協会は，ソウル事務所の運営母体として設立されて以来，これまで，本県と韓国との経済交流等への取組には，一定の成果を上げてきたものと考える。今後は，これまでに培ってきた基盤を活
かしながら，県の事業と連携し，運営の効率化及び経費の削減を図るとともに，会員数の拡大に努める。また，平成１７年４月から山形県と共同化したソウル事務所と岩手県と共同で設置した大連事
務所を活用して，広域連携事業を充実させる。

広域連携事業の実施（件数）

会員数の拡大（団体数）

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
①事業の効率的
な展開と会員数の
増加に努める必
要がある。
②海外事務所の
活動評価につい
ては，具体的な指
標と数値目標を掲
げて行うべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
①海外事務所の
評価について，商
談件数や成約件
数など数値目標を
持って取り組むべ
きである。
②会員数増加の
取組として，会員
への魅力ある
サービスの提供
や商談会での成
約企業への働き
掛けなどを検討す
べきである。
＜県に対する意
見＞
　海外事務所が十
分な機能を果たす
よう，政策目標の
提示などの必要な
助言・指導を行う
べきである。

　山形県とのソウル事務所連携に
向けた情報交換を行い，共同事業
の取組の検討を行った。

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

当期収支差額(d-i)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

　韓国ソウル事務
所・中国大連事務
所の運営につい
て，費用対効果を
検証の上，団体の
今後のあり方を検
証する必要がある。

⑤ 貸 借
対 照 表
（ 単 位 ：
千 円 ）

  １　基本情報(団体記入)

県からの貸付金残高(e)

　県の損失（債務）保証額(g)

243

75.3

常勤役員数

経営指標

２０　社団法人宮城県国際経済振興協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町三丁目６ー１６　本庁分庁舎５階

主要事業名

０２２ー２６３ー２１３２

事務局運営事業



担当部局課室名 産業経済部国際経済課経営評価シート 平成17年度 ２０ 社団法人宮城県国際経済振興協会

貿易の振興，県内企業の海外進出，国際観光の展開等の環境整備団体の使命
経
営

宮城県民，県内外の企業等戦 団体の顧客
略

宮城県の産業経済の発展，宮城県経済の国際化団体の目的

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 Ⅰ 全評価項目を通３ 理事会 監 事

して主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 団体の現状等を的な

確に自己評価してお経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 ３ 商談会懇親会参加 り、全体として妥当営

者負担金の収入があっ な評価である。指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 た。標

４ 流動負債がなかっ Ⅱ 各評価項目ごとの ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３

５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 たため。 に推

５ 中国に大連事務所 ３ ６ ８ ９移 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

を設置したことによ 協会の運営のために

６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 り、一人当たりの人件 は、県からの補助金

ア 取組目標「広域連携事業の実施」 費が低下したもの。 等が欠かせないと思理事会 監 事

６ われるが、会員数の４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

イ 取組目標「会員数の拡大（団体数 」 ァ．山形県・岩手県と 拡大による会費収入）

の間で共同事業を実施 の増加と広域連携に経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

ウ 取組目標 できた。 よる経費の節減が図営

イ．海外での商談会に られるよう指導して改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

エ 取組目標 協力したことが企業の いく。善

間で評価されたが、会に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 員数の増加までには至 ７向

らなかった。 協会の事業と県の業け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 務は一体となって行て

う必要があり、県職の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 員の派遣は不可欠で取

ある。組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。計

１ １画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

２ ２①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格 12～17 今後も会員企

と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等 業、県民のニーズの団

安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。 的確な把握に努める体 理事会 監 事

よう指導する。改 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。革

１ １計 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。画

１ １表 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。以

１ １外 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。の

１ １も ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件 17 会員である県内企の

し数及び内容を把握しているか。 業から、直接聴取

た。①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ２ ２

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 Ⅲ 結論理事会 監 事

社会的要請に答え総 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか るため，改革計画に， 。

則って，より一層の①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経 運営の効率化と経費合 」

営幹部の経営責任はどのように負うか。 の削減を指導してい

く。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

29,659 30,246 172,008

14,573 10,032 8,231

638 622 630

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※

1 1 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

7 7 8 8 8 8 8 8

0 0 0 0 0 0 0 0

11,417 1,770 12,994 12,380 10,400 10,400 10,400 10,400

4,500 6,013 22,000 22,000 5,100 4,300 4,300 4,300

0 0 0 0 0 0 0 0

15,917 7,783 34,994 34,380 15,500 14,700 14,700 14,700

15,917 7,783 34,994 34,380 15,500 14,000 14,000 14,000

0 0 0 0 0 0 0 0

9,000 9,000 39,000 39,000 27,500 27,500 27,500 27,500

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 103,348 109,354 376,042 320,243 391,640 ※ ※ ※

事業外収入(b) 14,877 13,164 12,235 13,272 11,850 ※ ※ ※

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 ※ ※ ※

計(d) 118,225 122,518 388,277 333,515 403,490 0 0 0

支 出 事業費(e) 48,778 49,971 196,348 185,448 254,433 ※ ※ ※

管理費(f) 68,038 68,615 188,403 178,679 143,509 ※ ※ ※

事業外支出(g) 2,012 3,122 2,353 4,066 2,676 ※ ※ ※

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※ ※ ※

計(i) 118,828 121,708 387,104 368,193 400,618 0 0 0

△ 603 810 1,173 △ 34,678 2,872

△ 603 810 △ 34,678 △ 31,806

△ 603 810 △ 34,678

資 産 流 動 資 産 31,780 36,920 43,689

固 定 資 産 57,909 60,794 62,019

計 89,689 97,714 105,708

負 債 流 動 負 債 13,265 18,251 55,955

固 定 負 債 57,676 60,576  45,941     

（うち引当金等） 54,676 57,576 42,941

計 70,941 78,827 101,896

資 本 基本（ 資本 ）金 20,000 20,000 20,000

剰 余 金 等 △ 1,252 △ 1,113 △ 16,188

計 18,748 18,887 3,812

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年４月１日現在での目標値である。統合については，両団体で個別に検討されていることから，現時点では具体的に収支計算・貸借対照表等を記載することが不可能である。

（注）平成１７年７月、東京･池袋にアンテナショップを設置。

（Ｂ）年度別目標（Ａ）実績推移

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

③県から
の財政
的関与
（単位：
千円）

-

△ 76.8

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 54.9

常勤職員数

両団体の会員レベルでの検討。
（WG等の検討成果の審議）

①課　　　　　題

22.3

△ 10.7

37.2

-

8.8

△ 108.3

Ｈ１４（実績）

-

-

202.3

-

239.6

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

0.0

78.1

(社)宮城県物産振興協会
内部の統合問題検討機関
である企画財政委員会で
検討した結果，統合による
業務の効率化や固定経費
の節減が見込まれるもの
の，事業収入が無く会費収
入に依存している(社)宮城
県観光連盟と統合した場
合には，事業の縮小が想
定される等の理由により，
当面統合は望ましくないと
の結論に至った。

-

-

-

-

-

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

両団体の会員レベルでの
検討
企画財政委員会での検
討。

-

-

会長　吉田　久剛

http://www.miyagibussan.or.jp/

買取販売事業

０２２－２６３－５３６９

事業内容

県産品の売買（仕入）

昭和30年7月11日

県内イベント等開催経費

事業費（単位：千円） H15～H17増減率
（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

県産品愛用運動事業

県内外販路開拓事業

13.5 6.4

9.2

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部食産業・商業振興課

０千円（　　０％）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７(実績)

△ 16.0

-

Ｈ１６（実績）

-

（1） 前年度の経営目標の達
成状況に関する評価結果
（概要）
    従来開催していた物産展
への出展が中止となったこと
に伴う手数料減による収入
減と首都圏アンテナショップ
開設後の売上目標未達によ
る収支悪化。

（2） 本年度以降の目標設定
の考え方
　   (社)宮城県観光連盟との
統合については，統合問題
検討委員会において，統合
は当面望ましくないとの結論
を得た。
　　これを踏まえ，今後は東
京アンテナショップの売上増
をはじめとする，経営改善に
努めることとする。

(3)　委員会意見への対応
　　統合問題に関するメリッ
ト，デメリットについて委員会
あて文書にて回答。
    ・物産と観光展等共通事
業の一元管理が可能となる
ものの収益性のない共通会
員を有する観光事業と統合
することで，財政基盤が脆弱
となり，従来実施していた事
業の縮小並びにサービスの
低下が懸念される。

-

0.0

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

-

-

△ 19.7

△ 34.2

21.0

県の損失（債務）保証額(g )

-

　 うち県職員（派遣職員）

経営指標

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

ー

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

物産，観光という県
内資源を活用した一
体的な業務展開によ
る効果的な産業振興
を推進するため，宮
城県観光連盟との統
合を視野に入れた検
討を行う必要があ
る。

●県としては，(社)宮城県観光連盟と統合すること
が望ましい。【H17年を目標】
○ワーキンググループ設置による検討【H14～】

②役職
員数
（単位：
人）

④収支
計算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「県として廃止・統合することが望ましい団体」

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

　(社)宮城県観光連盟との統合については，(社)宮城県物産振興協会内部の統合問題検討委員会において，当面統合は望ましくないとの結論を得たことを受けた。また，統合相手先である(社)宮城
県観光連盟も統合に向けて継続検討中であるが，平成２０年の大型観光キャンペーンへの取組を最優先させる旨，県所管課である観光課に確認した。食産業・商業振興課としては，(社)宮城県物
産振興協会が首都圏アンテナショップの運営を開始し，協会運営の新たな方向性を模索し始めた時期であることから，協会の意思決定をふまえつつ，（社）宮城県観光連盟との統合を含めた連携強
化や組織の在り方等について，引き続き検討及び助言を行っていく。

　(社)宮城県物産振興協会が運営している首都圏アンテナショップを活用した新たな商品開発やヒット商品の育成に向け支援する。

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
①　社団法人宮城県
観光連盟との統合が
予定より遅れている。
統合によって観光と物
産の一元化を図り，宮
城県の認知度を高め
ることが期待される。
効率化を図るためにも
早急に統合を実現す
べきである。
②東京アンテナショッ
プを有効に活用し，新
たな商品の開発やヒッ
ト商品の育成などを目
指すべきである。

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
①アンテナショップを軌
道に乗せるためには，
消費動向と県産品ア
ピールのマッチングを
常に注視していく必要
がある。また，アンテナ
ショップを活用し，新た
な県産品の発掘を期
待する。
②物産と観光は密接
にリンクしている。社団
法人宮城県観光連盟
との連携は常に検討
すべきテーマと思われ
るので，引き続き，前
向きに取り組まれるこ
とを期待する。
＜県に対する意見＞
　団体と社団法人宮城
県観光連盟との連携
は常に検討すべき
テーマである。両団体
の主務課には，連携
のメリットを十分に把
握し，その効果が発揮
されるよう，両団体を
調整していく必要があ
る。

両団体による検討WGの設置によ
る検討。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２１　社団法人宮城県物産振興協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉１丁目１４－２

０２２－２６３－５０５０

主要事業名

▲ 1.3

▲ 43.5

480.0

  １　基本情報(団体記入)

△ 29.5

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

515

常勤役員数

県からの貸付金残高(e)

36.9

10.3

△ 54.9

物産展等開催経費

（Ｅ）経営評価委
員会の意見

Ｈ１７年度

ー

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

ー

10.0

350488

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

3 3

3

2 2

4

3 3

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

－ －

－ －

－ －

－ －

7

3 3

8

4 4

9

4 4

10

5 5

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

3 3

20

3 3

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一般消費者，物産関係事業者当

県産品の振興

経営評価シート　平成17年度　　　　２１　社団法人宮城県物産振興協会　　　担当部局課室名　産業経済部食産業・商業振興課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　県産品の販路拡大

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

２，３，４，５
東京ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ開設によ
る当初負担増並びに予定
物産展出展中止による収
支悪化。

７，８，９，１０
東京ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ開設によ
る当初負担増並びに予定
物産展出展中止による収
支悪化。

１４
定款第９条第２項により監
事は，総会において会員
の中から選任することと
なっている。
なお，公認会計士事務所
指導を受けている。

１５
会社代表取締役，団体正
副会長等

１６
平成１８年度中にインター
ネットに公開する。

１７
物産展顧客ｱﾝｹｰﾄ，物産
展での直接意見等

１９
東京ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ開設によ
る当初負担増並びに予定
物産展出展中止による収
支悪化。

Ⅰ全評価項目を通して

２，３，４，５
平成１７年７月にオープン
した東京アンテナショップ
の初期経費負担による経
営悪化が主な原因となっ
ているが，今後アンテナ
ショップを活用した県産品
の商品育成等を支援す
る。

Ⅱ 各評価項目ごとに

７，８，９，１０
東京ｱﾝﾃﾅｼｮｯﾌﾟ開設によ
る当初負担増並びに予定
物産展出展中止による収
支悪化による経営状態の
悪化が認められるが，今
後売り上げ増と管理経費
の圧縮による経営改善に
ついて注視する。

１４
今後も公認会計士事務所
の指導を確認していく。

１６
インターネットによる情報
公開について，指導する。

１７
県独自のアンケート等を
実施しながら意見等の把
握に努める。

Ⅲ 結論
　　平成１７年７月にオー
プンしたアンテナショップ
の運営を開始したばかり
であり，運営状況の改善
を注視していく。
　　なお，(社)宮城県観光
連盟との統合問題につい
ては，(社)宮城県物産振
興協会の意向をふまえ，
統合を含めた連携強化や
組織の在り方等につい
て，引き続き検討及び助
言等を行っていく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

3,088 － －

80,646 － －

2,429 － －

※平成１６年度から事業の構成が大幅に変更になった。

－ 43,500 39,573

－ 38,511 43,383

－ 4,829 3,891

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

3 3 3 3 2 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

11,737 11,126 10,230 12,990 9,464 ※１ ※１ ※１

48,000 47,520 45,468 45,468 36,374 ※１ ※１ ※１

800 800 1,600 800 1,440 ※１ ※１ ※１

60,537 59,446 57,298 59,258 47,278 ※１ ※１ ※１

60,537 59,446 57,298 59,258 47,278 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

収 入 事業収入(a) 24,703 28,032 25,110 24,311 16,271 ※１ ※１ ※１

事業外収入(b) 86,541 84,838 85,055 82,525 72,352 ※１ ※１ ※１

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

計(d) 111,244 112,870 110,165 106,836 88,623 ※１ ※１ ※１

支 出 事業費(e) 88,018 87,901 94,343 87,493 71,550 ※１ ※１ ※１

管理費(f) 24,074 22,425 20,901 21,397 21,099 ※１ ※１ ※１

事業外支出(g) 0 0 7,000 0 6,000 ※１ ※１ ※１

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

計(i) 112,092 110,326 122,244 108,890 98,649 ※１ ※１ ※１

△ 848 2,544 △ 12,079 △ 2,054 △ 10,026 ※１ ※１ ※１

△ 848 2,544 △ 12,079 △ 2,054 △ 10,026 ※１ ※１ ※１

684 2,139 △ 12,454 △ 2,360 △ 307 ※１ ※１ ※１

資 産 流 動 資 産 49,521 52,822 0 48,733 0 ※１ ※１ ※１

固 定 資 産 43,107 47,009 49,828 49,823 38,013 ※１ ※１ ※１

計 92,628 99,831 49,828 98,556 38,013 ※１ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 35,829 38,268 0 60,182 0 ※１ ※１ ※１

固 定 負 債 45,222 47,847 48,566 27,018 27,790 ※１ ※１ ※１

（うち引当金等） 45,222 47,847 48,566 26,372 27,790 ※１ ※１ ※１

計 81,051 86,115 48,566 87,200 27,790 ※１ ※１ ※１

資 本 基本（資本）金 0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

剰 余 金 等 11,577 13,716 1,262 11,356 11,049 ※１ ※１ ※１

計 11,577 13,716 1,262 11,356 11,049 ※１ ※１ ※１

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月19日現在の目標値である。

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

△ 20.0

80.0

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 20.2

常勤職員数

両団体の統合検討委員会での
検討

課　　　　　題

△ 33.1

△ 12.3

△ 18.2

ー

△ 9.4

388.1

Ｈ１４（実績）

△ 100.0

１　前年度の経営目標の達
成状況に関する評価結果
（概要）

　県物産振興協会との統合
については、団体の使命や
役割の再検討を優先する必
要があるとの判断から、これ
まで５回開催した統合問題
検討委員会での意見を基
に、事業規模や予算の適正
化を図った。

２　本年度以降の目標設定
の考え方

　当面、県内の官と民が一体
となって平成２０年に３か月
間実施する「デスティネー
ションキャンペーン」の成功
に向けての取組を第一に本
団体の運営を行うこととなる
が、随時事業のあり方等の
検討は継続して行っていく。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）
への対応

　今後３年間は宮城県で初
めて開催する大型観光キャ
ンペーンへの取り組みが喫
緊の課題であり、委員会意
見は重く受け止めるが、早急
の解決は困難な状況にある
ことは理解願いたい。しか
し、観光面からは物産は大き
な観光資源の一つであること
から、事業の推進に当たって
はともに連携を図っていく。

　※平成１9年以降の目標等
については、物産振興協会
との統合について、両団体で
個別に検討されてきたことか
ら、現時点では具体的に収
支計算・貸借対照等を記載
することが不可能である。

△ 87.0

△ 20.2

ー

ー

80.9

ー

ー

県からの補助金等収入依存度（％）

・統合問題検討委員会を開催し，連盟
における平成１８年度以降の事業規
模及び会費についての方向性を決
め，理事会・総会に提案することを決
定した。
・平成２０年１０月から１２月まで実施
される大型観光キャンペーンへの取
組が喫緊の課題であり，統合に関し
ては，早急の解決は困難である。しか
し，“物産”は大きな観光資源の一つ
であることから，事業の推進に当たっ
ては，ともに連携を図っていく。

△ 23.7

△ 61.4

△ 100.0

2.9

△ 2.7

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

両団体の統合検討委員
会での検討

5.4

会　長　　村　井　嘉　浩

http://www.miyagi-kankou.or.jp/

－

－

H15～H17増減率
（％）

事業内容
事業費（単位：千円）

魅力ある観光地作りを促進するための受入体制の整備強化と各種観光情報の収集発信

観光客誘致を図るため、観光資源の整備・情報提供を広範囲に行う

昭和２４年６月１４日

－

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

547

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

－

596

ー

経営指標

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 27.1

ー

Ｈ１６（実績）

△ 2.7

△ 68.1

△ 33.3

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

観光開発促進事業

０２２－２１１－２８２９

388.1

△ 1.4

ー

△ 17.0

ー

県の損失補償（債務保証）額(g )

ー

　 うち県職員（派遣職員）

観光宣伝事業

観光業界の地位向上及び観光事業従事者の意識啓発と受入体制の強化

定義

観光情報を広く発信するため、各種情報を収集・整備し、情報発信に努める

観光客の誘致促進を図るため、観光関係団体と連携し誘致促進事業に努める

観光客受入態勢の整備強化、観光業界の地位向上、観光関係者の意識の啓発を図る

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

－－

－

138.0138.0

54.0

流動比率（％）

観光・物産という県
内資源を活用した
一体的な業務展開
による効果的な産
業振興を推進する
ため、（社）宮城県
物産振興協会との
統合を視野に入れ
た検討を行う必要
がある。

○県としては、（社）宮城県物産振興協会と統合す
ることが望ましい〈H17を目標〉。
○ワーキンググループ設置による検討【Ｈ１４～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

改善内容
区分：「県として廃止・統合することが望ましい団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　公社等外郭団体改革計画によって進められた今回の改革では、結果的に両団体の話し合いが遅れ、計画期間内での実現はかなわなかったが、この計画を契機に、（社）宮城県観光連盟内で、団
体自身が団体の使命や役割を再検討し、事業の見直しを行った上で、事業規模に見合った予算規模や会費の適正化を図ったことは、評価できるものと考える。
　今後３年間は、大型観光キャンペーンである「デスティネーションキャンペーン」に向けて、県内の観光に関する官と民が一体となって取り組むこととなるが、幅広い観光資源の中にあって、「物産」
は重要な観光資源の一つであることから、今後とも、（社）宮城県物産振興協会との連携を密にした取り組みを支援していくとともに、統合を含めた連携強化や組織の在り方についての検討及び助
言等を行っていく。

※１
【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
　社団法人宮城県
物産振興協会と
の統合が予定より
遅れている。統合
による相乗効果
で、宮城県への集
客数を増加させる
ことが期待でき
る。効率化を図る
ためにも早急に統
合を実現すべきで
ある。

【H19.3】
＜団体に対する
意見＞
　社団法人宮城県
物産振興協会と
の連携について
は，連携のメリット
に軸足を置き，引
き続き，前向きに
取り組まれること
を期待する。
＜県に対する意
見＞
　団体と社団法人
宮城県物産振興
協会との連携は
常に検討すべき
テーマである。両
団体の主務課に
は，連携のメリット
を十分に把握し，
その効果が発揮さ
れるよう，両団体
を調整していく必
要がある。

両団体による検討ワーキンググ
ループの設置による検討

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２２　　　社団法人宮城県観光連盟

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町三丁目８番１号　宮城県庁内

０２２－２２１－１８６４

主要事業名

情報収集・発信事業

観光客誘致対策事業

観光開発・啓発・研修事業

観光啓発研修事業

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

491

48.5

常勤役員数

産業経済部観光課

０千円 （　０　％）

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

－

－

－

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

55.4

Ｈ１７年度



 
経営評価シート  平成１７年度  ２２ 社団法人宮城県観光連盟  担当部局課室名 産業経済部観光課 
 

団体の使命 県内の観光資源を広く内外に紹介宣伝し、観光客誘致促進に努め地域経済の活性化と県内観光産業の振興発展を図る

団体の顧客 一般観光客、観光施設事業者、旅行会社、出版事業者、交通関係事業者、マスコミ等 経営 
戦略 

団体の目的 県内における観光事業の振興を図り、地方文化の発展と体位の向上に資し、併せて国際親善に寄与する 
 
区分 評   価   項   目  評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ③ ③

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ― ―

総 
 

合 

  

１ Ｈ１５年度から

再委託は行っていな

い。 
 
３ 額的には低下し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 長引く景気低迷

による一般事業者から

の広告協賛の減少によ

るもの 
 
９ 職員１名の退職

金の支払いが５月にな

ったことから未払金と

して流動負債に計上し

たため、一部悪化とな

ったもの 
 
１２ １３ 有価証

券、土地等の資産を有

していない 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１８ 観光情報の提

供をはじめ、観光客受

入体制の強化やデステ

ィネーションキャンペ

ーンに向けての取組等

において、社会的要請

はより強まっている 
 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 平成１６年度に見

直しを行った新たな

事業構成での取組初

年度であったが、団体

の使命達成に向けて

の取組が適切になさ

れた。 

 なお、県の観光振興

上当該団体は密接か

つ重要なパートナー

である。従って、各評

価毎にその状況につ

いて常に気を配り、適

切な指導・助言に努め

る。 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 当該団体が行った

各項目毎の評価は適

当なものと認められ

る。 

 

Ⅲ 結論 

 県として平成１７

年度を目標にしてい

た物産振興協会との

統合までには至らな

かったが、公社等外

郭団体改善計画を契

機として、観光連盟

内で事業のあり方や

使命についての議論

が活発になされ、将

来に向けての安定し

た経営につながる方

向性が具現化できた

ことは、大いに評価

できる。物産振興協

会との統合を含めた

連携強化や組織の在

り方等について，県

として今後とも継続

して適切な支援と指

導を行っていく。 

 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

2,939,763 2,127,448 1,752,275

41,853 5,064 4,766

1,172,551 1,501,576 1,603,804

776,003 690,233 427,748

456,057 463,399 322,447

111,414 108,918 95,749

234,342 227,126 190,936

Ｈ１７年度

-

37.7

34.2

224.0

522

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

61 53 53 52 52 50 46 46
3.3(38.0) 2.2(43.5) 16.6(26.9) 4.6(38.9) 11.6(27.3) 15.0(12.3) 12.3(0) 0

23,891 153,413 59,641 132,402 123,006 86,527 0
△ 17,792 △ 110,235 △ 21,531 △ 90,600 △ 120,006 △ 77,668 0

671,752 408,104 630,209 407,207 164,195 0 0
△ 771,877 △ 720,571 △ 718,241 △ 695,370 △ 695,010 △ 694,510 △ 694,010 △ 693,510

1 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

61 53 53 53 52 50 46 46

0 0 0 0 0 0 0 0

502,185 502,276 439,250 385,199 522,000 371,000 285,000 285,000

1,009,266 1,092,616 1,155,990 1,148,881 958,530 946,933 522,166 522,166

0 0 0 0 0 0 0 0

1,511,451 1,594,892 1,595,240 1,534,080 1,480,530 1,317,933 807,166 807,166

674,593 702,992 682,940 645,012 545,773 566,817 265,636 265,636

0 0 0 0 0 0 0 0

400,000 340,000 280,000 280,000 220,000 160,000 100,000 400,000

400,000 340,000 280,000 280,000 220,000 160,000 100,000 400,000

1,821,264 1,834,614 2,051,000 1,668,300 2,000,000 1,950,000 1,900,000 1,850,000

収 入 事 業 収 入 5,639,660 5,153,430 4,963,440 4,447,175 4,412,614 4,060,540 3,581,639 3,581,639

事 業 外 収 入 29,072 41,790 9,080 32,079 9,430 9,410 8,477 8,477

そ の 他 の 収 入 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5,668,732 5,195,220 4,972,520 4,479,254 4,422,044 4,069,950 3,590,116 3,590,116

支 出 事 業 費 5,516,403 4,974,975 4,762,730 4,340,117 4,226,122 3,962,789 3,495,417 3,495,417

管 理 費 96,053 126,544 200,090 115,722 194,562 105,661 93,199 93,199

事 業 外 支 出 7,782 42,394 7,370 2,563 1,000 1,000 1,000 1,000

そ の 他 の 支 出 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5,620,238 5,143,913 4,970,190 4,458,402 4,421,684 4,069,450 3,589,616 3,589,616

48,494 51,307 2,330 20,852 360 500 500 500

48,494 51,307 2,330 20,852 360 500 500 500

48,494 51,307 2,330 20,852 360 500 500 500

資 産 流 動 資 産 4,900,907 3,379,781 3,521,670 3,258,357 2,734,170 2,516,364 2,516,364 2,516,364

固 定 資 産 1,351,259 1,170,053 1,004,770 1,177,249 965,264 888,370 888,370 888,370

計 6,252,166 4,549,834 4,526,440 4,435,606 3,699,434 3,404,734 3,404,734 3,404,734

負 債 流 動 負 債 1,997,069 1,142,507 1,430,690 1,454,528 1,127,906 1,004,412 1,003,912 1,003,412

固 定 負 債 3,801,774 2,903,349 2,589,480 2,456,248 2,046,338 1,874,632 1,874,632 1,874,632

（うち引当金等） 886,598 874,367 761,520 853,554 617,181 568,016 568,016 568,016

計 5,798,843 4,045,856 4,020,170 3,910,776 3,174,244 2,879,044 2,878,544 2,878,044

資 本 基本（ 資本 ） 金 1,225,200 1,224,549 1,224,549 1,220,200 1,220,200 1,220,200 1,220,200 1,220,200

剰 余 金 等 △ 771,877 △ 720,571 △ 718,241 △ 695,370 △ 695,010 △ 694,510 △ 694,010 △ 693,510

計 453,323 503,978 506,308 524,830 525,190 525,690 526,190 526,690

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月1日現在の目標値である。

・継続 ・継続

0.1

△ 16.6

・継続

・継続

△ 18.8

△ 16.7

・継続（５３名体制）

・継続

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

△ 27.7

・継続（５３名体制）　地域の実態をより
反映した農地の流
動化を促進するた
め，農地保有合理
化事業の検証を行
うとともに，段階的
に市町村等に移行
する方策を検討す
る必要がある。ま
た，引き続き累積欠
損金解消に向けた
経営改善を行う必
要がある。これらの
状況を踏まえ，効率
的な団体運営のあ
り方を検討する必要
がある。

○組織及び業務の縮小を図る。 ・１室１局制（７２名体制）

△ 0.1

△ 98.3

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

△ 16.1

②③平成１８年度策定予定の「中期
経営改善計画」の着実な推進に取組
み，借入金の圧縮・累積欠損の早期
解消に努める。

0.0

△ 18.0

当期剰余金（又は△当期損失）

当期収支差額

⑤法的措置を含め，未収金の解消に
努めている。

△ 22.5

35.5

-

⑴前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）152.2

0.0

・継続（６１名体制）

○職員定数の削減を図る。【Ｈ１７まで】 ・計画に合わせた職員配置

●県の職員派遣を平成１３年度で終了する。【H13終了】

・継続

●農地保有合理化事業については，市町村段階で
の農地保有合理化法人の条件・環境の整った地域
において，段階的に当該法人へ事業を移行する。
【H14～】

・市町村事業としての取組みにつ
いて啓発

岩出山牧場管理受託事業 県営牧場の管理運営を受託する事業 △ 14.1

優良肉用牛資源供給事業 優れた肉質で定評のある宮城の和牛に肉量も加味した新しい牛づくりを実施する事業 △ 18.5

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

既存の畜産地帯の再編整備を推進し、飼料基盤造成・改良整備、農業用施設整備等を総合的に進める事業 △ 44.9

農業農村整備事業関連等受託事業 県をはじめ会員市町村、農業団体等から受託して実施する事業 △ 29.3

補助金(b)

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

  １　基本情報(団体記入)

△ 21.4

（Ｃ ）
H17実績～H18
目標
対比（％）

常勤役員数

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

産業経済部農業振興課

472,600千円（51.2％）０２２（２７５）９１９５

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

２３　社団法人宮城県農業公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

０２２（２７５）９１９１

主要事業名
事業費（単位：千円）

経営規模を縮小する農家等から農用地等を買入・借入て、規模拡大する農家等へ売渡・貸付する事業 △ 40.4

事業内容

・改革計画を前提としつつも，当面は，本県農業施策としての農地保有合理化事業の主な遂行機関としての公社機能を維持し，合理的・効果的な業務執行体制等の確保が必要である。
・農地保有合理化事業の市町村段階への移行については，引き続き関係機関への啓発を行なうものの，公社が掲げる長期保有地問題のようなリスク発生の余地があるとともに，昨今の農地価額の下落傾向や農業
環境の厳しさから，その具体化についてはなお時間を要するものと考えられる。
・現在公社において，平成１８年度を初年度とする「中期経営改善計画」を策定中であるが，県としても策定にあたり公社と十分な協議・検討をし，計画に基づきより一層の経営改善が図られるよう県は公社を指導して
いく。

①職員定数の削減（人）　
②長期保有地の処分(ha)
　　処分額

　 うち県職員

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

②役職員
数

（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

農地保有合理化事業

定義

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

経営指標

畜産環境総合整備事業

特定鉱害復旧事業 亜炭鉱業による採掘跡又は坑道跡の崩壊に起因して発生する鉱害の復旧に関する事業

畜産基盤再編総合整備事業

畜産生産基盤整備・環境汚染防止・周辺環境整備を総合的に実施し、畜産経営の合理化を進める事業

　 うち県職員

③累積欠損の解消(千円)

県からの受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

　　差損額
　　残高（簿価）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

（Ｂ）年度別目標

508

122.0
320.8

△ 35.4

245.4

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定の
考え方

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

経常収支

19.9

△ 98.3

△ 61.0

県の損失（債務）保証額(g )

-

68.1

理事長　伊藤孝雄

http://www.miyagi-agri.com

昭和４５年１２月１１日

-

△ 0.1

Ｈ１５年度

－

53.6

26.7

△ 1.9

36.8

②目標を未達成

Ｈ１６年度

-

55.0

30.7

295.8

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

506

（Ａ）実績推移

△ 88.6

△ 98.3

△ 3.5

0.0

-

H15～H17増減率
（％）

△ 0.8

（Ｅ）経営評価委員会の意見

①課　　　　　題
Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

②改善内容
区分：「国の特殊法人改革を踏まえた見直し」 Ｈ１６（実績）

常勤職員数（正職員）

△ 0.8

△ 70.6

△ 2.6

-

△ 1.3

△ 21.4

△ 16.6

-

△ 15.4

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①農地保有合理化事業の
長期保有土地の処分促進
計画の達成が重要である。
②土地の処分と平行して，
今後も，借入金の圧縮を図
るべきである。
③累積損失解消の計画スケ
ジュールが遅く，より早期の
解消計画を立案し，実行に
移すべきである。
④事業の選択と集中を図
り，取り組む課題について早
期に成果を出す必要があ
る。
⑤未収金の早期回収に取り
組む必要がある。
＜県に対する意見＞
　団体は，「自助努力にも限
界があり公的支援の要請を
行う」としており，県の施策，
財政方針に左右される側面
が強いことから，県としての
団体支援のあり方について
検討し，早期に結論を出す
ことが重要である。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
①中期経営改善計画を早期
に策定し，引き続き経営改
善に努めるべきである。
②長期保有土地について
は，国の進める緊急売買促
進事業実施期間中に，これ
まで団体が積み立てた売買
損失引当資産も活用して積
極的に売却処分すべきであ
る。
③未収金について，相手先
の支払能力に応じて早期回
収に努められたい。
＜県に対する意見＞
　中期経営改善計画の策定
を支援し，一層の経営改善
に向けた助言，指導に努め
ていただきたい。

　担い手の規模拡大意欲の低下及び
公社売渡価格と時価の差額が大きく
売却が困難である。

③目標を達成
自主事業開拓等による事業拡大及

び人員削減等の経費削減により収支
を大幅に改善し，目標を達成し継続し
た。

①目標を達成
　Ｈ１６末に達成した。

④公社がこれまで蓄積してきたノウ
ハウを生かし，事業を積極的に推進
していく。

③前年度に引き続き自主事業を開拓
するとともに，経費を削減し累積欠損
の解消に努める。

⑵本年度以降の目標設定の考え方

①事業量を勘案しながら前年度に引
き続き最小の人員で最大の効果を目
指す。

②農地保有合理化緊急売買促進事
業により公社売買価格と時価の差額
の助成を受け，長期保有地の早期処
分に努める。

⑶委員会意見（H18.３月）への対応状
況
①平成１８年度からの新規事業であ
る「農地保有合理化緊急売買促進事
業」により，差損の大幅な圧縮を図
る。



経営評価シート 平成17年度 担当部局課室名 産業経済部農業振興課２３ 社団法人宮城県農業公社

団体の使命 本県の農業・農村を活性化するための総合的実践機関としての役割を担う

経

団体の顧客 農業者・会員営

戦

団体の目的 農業経営の規模拡大と安定化を図るとともに本県農業の健全な発展に資する。略

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

２ ３ 自助努力により自 Ⅰ全評価項目を通して３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

④ ④ 主事業開拓による事業拡 経営改善に向け積極主 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

大及び経費削減により収 的に取り組み，目標をな ２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

① ① 支が更に改善した。 上回る利益を上げたこ経 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

４ 効率的人員配置で最 とは評価できる。営 ３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

② ② 大の効果を発現した。指 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。の

③ ③ ５ 給与削減率の緩和 Ⅱ各評価項目ごとに推 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 と

定期昇給等により人件費 ３ 11移 ５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 ~
③ ③ が上昇傾向にある。 公社の事業のほとん①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

どは県の施策との関連

が強く，県の財政方針６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

６ に左右されるが，自立ア 取組目標「職員定数の削減」 理事会 監 事

① ① ア Ｈ１６末に目標を達成 的な運営に向けた検討４ ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

済みではあるが、引き続 ・協議をより一層推進イ 取組目標「長期保有地の処分」

③ ③ き削減する。 する必要がある。経 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

イ 売買損失引当金を積み営 ウ 取組目標「累積欠損の解消」

① ① 増しするとともに関係機改 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

関と連携を強化し、早期 12 ～ 13善 エ 取組目標

処分に努める。 長期保有地の含み損に ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

ウ 引き続き自主事業開拓 問題については，平成向 ７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

① ① による事業拡大及び人員 １８年度からの新規事け ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

削減等経費削減により収 業である「農地保有合て ８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

」の ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④④ 支を大幅に改善した。 理化緊急売買促進事業

により損失額の圧縮に取 ９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

③ ８ 受託事業収入の減に 努めることとし，県と組 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③

よる。 しても積極的に支援し計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。

③ ③ たい。画 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。

② ②①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

Ⅲ結論12 市場性のある有価証券及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

12 棚卸資産を再評価し 累積欠損金，長期保時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。 理事会 監 事

② ② 含み損の不足分の補填の 有地に係る含み損の問団 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない

あり方・売渡方法等につ 題が公社における最大体 13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。

③ ③ いて、Ｈ１８も引き続き の問題となっており，改 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

検討する。 県としても対応方向を革 14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ① 14 Ｈ１７の定款改正に 検討し，問題解決に向計 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

より選任済み。 け公社との協議を継続画 15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④ する。表 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。以

② ②外 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件の

17 ホームページ等によも 数及び内容を把握しているか。

② ② り顧客に対してサービスの ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

を提供・受入しているが

不十分な点もあり、今後18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

① ① 顧客本位の一層の徹底の総 ①要請はある ②変化なし ③少し弱まる ④著しく弱まる

ため改善に努力する。19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか， 。

② ② 19 役職員が一丸となっ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

。合 20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経」 て取り組んだ成果である

営幹部の経営責任はどのように負うか。

－ －①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

5,878 5,538 4,960

8,504 4,392 6,400

7,213 8,022 6,784

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

2,203 2,245 1,500 2,137 1,100 1,100 1,100 1,100
9 8 10 13 10 10 10 10

461 419 300 372 200 200 200 200

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

12 11 12 12 11 11 11 11

0 0 0 0 0 0 0 0

2,415 3,045 3,000 3,000 0 0 0 0

25,873 18,407 24,936 24,936 27,460 27,460 27,460 27,460

58,256 58,072 60,260 60,260 47,256 47,256 47,256 47,256

86,544 79,524 88,196 88,196 74,716 74,716 74,716 74,716

56,469 53,212 55,000 47,355 47,464 47,464 47,464 47,464

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 35,736 29,134 28,828 42,239 35,320 35,320 35,320 35,320

事業外収入(b) 84,358 83,423 77,697 86,441 80,190 80,190 80,190 80,190

その他の収入(c) 15 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 120,109 112,557 106,525 128,680 115,510 115,510 115,510 115,510

支 出 事業費(e) 35,655 29,134 28,828 42,239 35,320 35,320 35,320 35,320

管理費(f) 84,114 83,268 77,697 86,188 80,190 80,190 80,190 80,190

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 119,769 112,402 106,525 128,427 115,510 115,510 115,510 115,510

325 155 0 253 0 0 0 0

340 155 0 253 0 0 0 0

340 155 0 253 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

固 定 資 産

計

負 債 流 動 負 債

固 定 負 債

（うち引当金等）

計

資 本 基本（資本）金

剰 余 金 等

計

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月1日現在の目標値である。

検討着手 継続 継続 検討終了

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
 ・農業委員会活動強化，農業
法人育成支援，及び農業者年
金業務－目標を達成
 

（2） 本年度以降の目標設定の
考え方
・農業委員会活動強化
  市町村農業委員会の業務に
必要な農地関連法や農業情勢
について，農業委員及び関係職
員に対し年間５回程度の研修を
実施し，その資質の向上と業務
執行の効率化等を図る。市町村
合併により農業委員および農業
委員会職員の減少したため目
標数を削減した。
・農業法人育成支援
 農業経営基盤強化促進法に基
づく県基本方針は，農業法人設
立の目標を３００法人としてい
る。この目標達成に向けた育成
支援を実施する。
・農業者年金業務
　農業者年金加入促進を図るた
め，農業委員会職員及び農協
職員への制度説明，事務手続
き等の研修会を年３回程度実
施し，効率的な事務運営に寄与
する。市町村合併により農業委
員会数も減り，農業委員会職員
も減少したため目標数を削減し
た。

○組織機構等の合理化を図るため組織制度検討
会を設置して検討する【Ｈ１４～】

検討着手 継続

常勤職員数

△ 16.4

△ 7.2

△ 16.4

-

△ 10.1

-

継続

-

-

-

-

-

-

-

評価実施○事業評価を実施する【Ｈ１４～】

①課　　　　　題
Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）
②改善内容

区分：「国の特殊法人改革を踏まえた見直し」

△ 6.0

△ 24.7

-

△ 15.3

-

-

-

H15～H17増減率
（％）

-

△ 100.0

Ｈ１７年度

-

68.5

-

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

会長　中村　　功 県 担 当 課

県 出 資 額

昭和２９年９月１日

-

事業内容

△ 8.3

（Ｂ）年度別目標

-

-

△ 46.2

10.1

△ 21.6

0.2

△ 15.6

△ 23.1

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

484

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

－

480

△ 48.5

-

Ｈ１６（実績）

-

-

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

-

-

県の損失（債務）保証額(g )

-

△ 7.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

（Ａ）実績推移

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

県からの受託事業の再委託率（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

－－

－

－－

72.2

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

農業委員会活動強化対策事業

定義

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

△ 10.2

経営指標

農業者年金業務事業費

　

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

・経営改善に向け着実に取り組んでおり評価できるが，今後補助金等の削減が予想されることから，さらなる経営努力が必要になると思われる。県としても今後も協議を続け，自立に向け指導を続
ける。

農業委員会活動強化対策事業（研修会出席人数）

農業法人育成支援・推進事業（設立件数）

農業者年金業務事業（出席人数）

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
　団体は農業政策の
中核的支援機関であ
るため，効果的かつ透
明性，効率性を重視し
た事業推進が望まれ
る。

【H19.2】
＜団体に対する意見
＞
①団体は系統組織の
重点活動について，３
か年推進計画（H17～
19）を策定し，数値目
標を設定して取り組ん
でおり，事業評価を
行っていることから，そ
の達成状況を注視し
ていく。
②団体の組織体制及
び財政の在り方に関
する検討状況を注視
する。
＜県に対する意見＞
　団体の運営経費は，
県からの補助金及び
負担金の割合が大き
いことから，より一層
効率性を重視した事
業を行うよう指導すべ
きである。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

国の特殊法人改革にお
いて，全国農業会議所
の組織の効率化や役割
の明確化，経常的経費
に係る国庫補助廃止等
が検討されていることか
ら，これらの状況を踏ま
えた見直しが必要であ
る。

２４　宮城県農業会議

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

０２２－２７５－９１６４

主要事業名

0千円（0.0％）

産業経済部　農業振興課

事業費（単位：千円）

農業委員会活動強化に対する支援

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

481

70.7

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

(3)委員会意見（Ｈ１８年３月）へ
の対応
・委員会意見を真摯に受け止
め，今後の事業推進にあたりた
い。

（※１）特別法による団体のた
め，貸借対照表を作成していな
い。

０２２－２７６－３８９９

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

農業法人化支援・推進事業費 農業法人化育成に対する支援

農業者年金指導業務と相談業務



担当部局課室名 産業経済部農業振興課経営評価シート 平成１７年度 ２４ 宮城県農業会議

団体の使命 法令に基づく行政区の諮問機関としての行政行為の補完と，農業及び農業者の一般的利益代表活動
経

団体の顧客 県，市町村農業委員会，及び農業者等営
戦

団体の目的 農業生産力の発展，及び農業経営の合理化を図り，農業者の地位の向上に寄与すること略

評 価 項 目 評価結果(コメント) 県の考え方区分

Ⅰ全評価項目を通して３ １ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事
各目標を達成して主 ④ ④①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 おり，理事会，監事な
３ 国及び県の補助金 の評価は適当と思わ経 ④ ④①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

３ 県からの補助金収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 等の削減による。 れる。営

また，改革に向け指 ① ①①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 積極的に取り組んで標
おり，評価できる。の － －①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。推
移 ② ②①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 ６

ア 取組目標「農業委員会活動強化に対する支援」 ア 農業委員および事理事会 監 事
務局職員を対象に研修４ ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

イ 取組目標「農業法人育成確保に対する支援」 会等を開催し，組織活

動の基本となる農地法経 ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

ウ 取組目標「農業者年金指導業務と相談業務」 の適正な執行に努め営
た。目標を上回る参加改 ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

エ 取組目標 者があった。善

イ 目標を上回る13法に － －①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 人の設立を支援し法人向
育成，確保に成果があけ ① ①①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 った。平成20年までにて
300法人の設立を目標の ③ ③① ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化著しく改善

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 としている。取
ウ 研修会を２回実施組 － －① ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化著しく改善

37計 10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 したほか 相談会を，

回開催し， 件の相画 ① ①①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 517
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 談があった。

① ①①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

14 経済事業を行う団

12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格 体でなく，知事が業務

と時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等 ・会計の監督権を有し理事会 監 事

安全確実なもので，満期保有を目的とするものを除く。 ているため。団
体 ① ①①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない

13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。 15 役員の選任は法に改
より規定されているた革 ① ①①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 め。計
16 東北農政局のホ－画 ④ ④①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 ムペ－ジに情報を提供 各評価項目ごとに表 Ⅱ

している。会議として 16 早期にホームペー以 ④ ④①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 は近々のホ－ムペ－ジ ジを立ち上げ，県民外
の立ち上げを目指して へのサービスの向上の ③ ③①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件 いる。 を図る必要がある。も
数及び内容を把握しているか。の

17 会議等において聞①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①
いた意見やクレ－ムに

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 は，すぐに対応してい理事会 監 事
る。総 ① ①①要請はある ②変化なし ③少し弱まる ④著しく弱まる

19 以上を総合的に判断し 経営状況は前年度と比較して良くなっているか Ⅲ結論， 。

19 補助金等が削減さ 目標の達成状況を①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②
20 上記19 で「③やや悪化 「④大分悪化」と評価した場合は，トップや経 れたが，人件費等支出 注視しつつ，確実に合 」

営幹部の経営責任はどのように負うか。 の削減に努めた。 達成されるよう指導

・助言を続ける。①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度 Ｈ17年度

14,335 0 0

132,212 62,986 0

0.91

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

19,876 8,899 9.970 8.059 9.970 9,720 9,720 9,720

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 134,772 173,238 169,148 165,413 165,743 165,743 165,743 165,743

事業外収入(b) 42,951 45,134 27,280 17,685 24,484 24,484 24,484 24,484

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 177,723 218,372 196,428 183,098 190,227 190,227 190,227 190,227

支 出 事業費(e) 146,548 62,986 176,264 0 174,889 174,889 174,889 174,889

管理費(f) 19,876 8,899 9,970 8,059 9,970 9,970 9,970 9,970

事業外支出(g) 14,382 140,036 2,904 165,975 170 2,840 2,840 2,840

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 180,806 211,921 189,138 174,033 185,029 187,699 187,699 187,699

△ 3,083 6,451 7,290 9,064 5,198 2,528 2,528 2,528

△ 3,083 6,451 7,290 9,065 5,198 2,528 2,528 2,528

△ 9,757 14,412 - 172,954 - - - -

資 産 流 動 資 産 9,758 16,130 16,130 25,195 10,000 10,000 10,000 10,000

固 定 資 産 717,274 725,234 725,234 889,122 710,000 710,000 710,000 710,000

計 727,032 741,364 741,364 914,317 720,000 720,000 720,000 720,000

負 債 流 動 負 債 80 0 0 0 0 0 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 80 0 0 0 0 0 0 0

資 本 基本（ 資本 ） 金 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800 483,800

剰 余 金 等 243,152 257,564 257,564 430,518 257,200 257,200 257,200 257,200

計 726,952 741,364 741,364 914,318 741,000 741,000 741,000 741,000

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年　6月23日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和５０年８月１２日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

305

-

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

２５　　社団法人 宮城県畜産物価格安定基金協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉一丁目２－１６

０２２－２６４－８７０６

主要事業名

肉豚価格差補てん事業

 　団体の改革計画については、経費節減による効率的な事業運営が必要と認められるので適宜助言指導を行っていく。
また、他団体との統合については全国的に同様の問題があるため、農水省の動きを注視しながら、統合を進めていく。

管理費（千円）
【H18.3】
＜県に対する意見
＞
　経営基盤強化の
ため、（社）宮城県
配合飼料価格安
定基金協会等の
業務が類似する団
体との統合につい
て検討を推進して
いくべきである。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
　引き続き，管理
運営費の節減に
努めてほしい。
＜県に対する意見
＞
　業務が類似する
団体との統合につ
いて，国の動きを
注視しながら，県
は，他県との調整
など側面から積極
的に支援してほし
い。

理事会及び総会において，肉牛価格
差補てん事業の継続実施についての
合意を得るとともに，前年度並みの価
格差補てん頭数を確保した。
（他団体との統合は，今後の社会経
済情勢の変化を踏まえ検討課題とす
る。）
役員退任慰労金の廃止，常勤役員の
報酬据置及び印刷製本費・消耗品費
等の事務費を節減した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

経費節減による効率
的な事業運営が必要
である。また，設立目
的に類似点が見られ
る団体があり，経営基
盤強化に向けた他団
体との統合の可能性
を検討する必要があ
る。

○管理経費負担金収入を確保する。【H14～】

○経営基盤強化を図りつつ他団体との統合についても
将来的な課題として検討していく。【H13】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

-

-

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２－２６４－８４７０

△ 42.7

23.7

△ 99.9

3.9

-

Ｈ１５年度

23.7

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

-

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 40.3

Ｈ１６年度
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  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

430

経営指標

12,197.5

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

-

-

Ｈ１７年度

-

会長　阿部長壽

http://www3.ic-net.or.jp/̃chikusan/

△ 100.0

△ 100.0

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部畜産課

165,000千円（34.1％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

理事会及び総会において，価
格差補てん事業の継続実施に
ついての合意を得るとともに，
価格差補てん頭数の維持拡大
を図った。

常勤役員の報酬据置と事務経
費の節減を図った。

△ 20.1

△ 21.3

-

-

△ 19.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

理事会及び総会において，
価格差補てん事業の継続実
施についての合意を得るとと
もに，価格差補てん頭数の
維持拡大を図った。
前年度末に常勤職員の廃止
をし人件費の大幅な削減を
図った｡

-

-

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　管理費は節減している。
・H17目標：実績=81%
・H16実績：H17実績=91%
・職員をH16から廃止し、大
幅な人件費削減を図った。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・契約頭数の維持拡大。
・基本財産の変更はしな
い。
・肉豚の次期業務対象年間
(3年間)に収支計算の見直
しを実施する(平成19年
度)。
・管理経費については、平
成16年度に職員の廃止をし
ており、これにより大幅な削
減をしている。また、法人登
記、会計処理も独力で行っ
ている。今後も経費節減に
努める。

（3） 委員会意見（Ｈ18年　3
月）への対応
･該当なし。

-

-

0.0

-

-

-

-

肉牛及び肉豚の価格差補てん契約
頭数の維持拡大による管理経費負
担金収入の確保を図った。

常勤役員の報酬節減と事務経費の
節減に努めた。

①課　　　　　題

0.2

38.4

100.0

-

6.3

△ 42.7

Ｈ１４（実績）

△ 60.3

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

常勤職員数

黒毛和種（牛肉）の価格差補てん

肉豚（豚肉）の価格差補てん

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

肉牛価格差補てん事業



　　　　　　　　 　　 　 　 　 　 　 担当部局課室名　産業経済部畜産課

区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

4 4

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

- -

- -

- -

7

1 1

8

1 1

9

1 1

10

1 1

11

1 1

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

1 1

20

- -

「３．主な経営指標の推
移」のうち１～４は該当あ
りません。
５．の人件費はＨ１６以降
職員を配置して居らず、
大幅な人件費削減後は横
ばい状態である。今年度
もこの状況は継続する。

「４．経営改善に向けての
取り組み計画」のうち６．
７．については達成済みと
考えている。
８．の収支計算書につい
ては、予算計画どおりに
執行している。
９．の貸借対照表につい
ては、資産は補てん事業
の発動がなかったので1
億7千295万円の増となっ
た。

１２．は該当なし。
１４．については当協会の
監事は農協の専務経験
者で財務に明るい。また、
事業規模は小さく、管理
費節減のため公認会計士
をおく計画は無い。

　以上総合すると当協会
の運営は健全であり、肉
畜生産者、関係機関の存
続の要望が強く、当面現
状を維持していきたい。

Ⅰ全評価項目を通して

　収支計算書及び貸借対
照表の数値からみて、妥
当な評価である。
　目標はほぼ達成されて
いる。

Ⅱ 各評価項目ごとに

　６，８，９　県は財政的関
与をしていない。

　７　県職員を派遣してい
ない。

　１２，１３，１４，１５，１６，
１７　該当なし。

Ⅲ 結論
　１８　該当なし

　１９　特になし

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

肉牛、肉豚生産者

肉牛、肉豚農家の経営安定

経営評価シート　平成17年度　　２５　社団法人宮城県畜産物価格安定基金協会

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

牛肉、豚肉の価格差補てん

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「管理費」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

584,863 859,132 133,031

40,742 47,980 54,597

29,720 24,994 703

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

22,689 20,984 23,420 19,815 21,882 20,000 19,000 19,000

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 802,958 1,548,875 1,051,421 679,183 452,441 450,000 450,000 450,000

事業外収入(b) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 802,958 1,548,875 1,051,421 679,183 452,441 450,000 45,000 45,000

支 出 事業費(e) 782,417 1,528,361 1,031,285 659,018 434,193 429,000 430,000 431,000

管理費(f) 22,689 20,984 23,420 19,815 21,882 21,000 20,000 19,000

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 805,106 1,549,345 1,054,705 678,833 456,075 450,000 450,000 450,000

△ 2,148 △470 △3284 350 △ 3,634 0 0 0

△ 2,148 △470 △3284 350 △ 3,634 0 0 0

△2,150 △51１ 0 349 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 177,250 3,483 3,000 140,681 125,893 112,206 110,206 108,206

固 定 資 産 21,092 255,375 74,071 202,815 192,133 165,848 136,518 116,783

計 198,342 258,858 77,071 343,496 318,026 278,054 246,724 224,989

負 債 流 動 負 債 173,496 199 250 137,047 110,606 108,606 106,606 104,606

固 定 負 債 6,787 241,110 60,293 188,550 189,555 151,583 122,253 102,518

（うち引当金等） 6,787 8,487 10,487 10,487 12,487 14,487 16,487 18,487

計 180,283 241,309 60,543 325,597 300,161 260,189 228,859 207,124

資 本 基本（資本）金 13,105 13,065 13,065 13,065 13,065 13,065 13,065 13,065

剰 余 金 等 4,954 4,484 3,200 4,833 4,800 4,800 4,800 4,800

計 18,059 17,549 16,265 17,898 17,865 17,865 17,865 17,865

※平成１８　年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月１５日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和５０年７月１７日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

221

ー

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

　　　26  社団法人　宮城県配合飼料価格安定基金協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区錦町１丁目６番２５号

０２２－２２２－２４１６

主要事業名

肉用子牛生産者補給金事業

畜産環境整備リース事業

肉用子牛の契約・登録・販売・保留。平均売買価格が保証基準価格を下回った場合に補給金を交付 △ 97.6

団体の改革計画については，経費節減による効率的な事業運営が必要と認められるので適宜助言指導を行っていく。
また，他団体の統合については全国的に同様な問題があるため，農水省の動きを注視しながら，統合を進めていく。

管理経費の節減
【H18.3】
＜県に対する意
見＞
　経営基盤強化の
ため、(社）宮城県
畜産物価格安定
基金協会等の業
務が類似する団
体との統合につい
て検討を推進して
いくべきである。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　引き続き経費節
減に努めてほし
い。
　なお，３基金間
移動など団体を取
り巻く新たな動き
に対する対応を注
視する。
＜県に対する意
見＞
　法人会計処理の
統一，３基金間移
動の実現，業務の
類似する他団体と
の統合など，団体
を取り巻く全国的
な動きが見られる
ことから，時宜を
得た適切な助言・
指導に努めてほし
い。

（他団体との統合は，今後の社会
経済情勢の変化を踏まえ検討課
題とする。）
常勤役員の報酬を据え置き事務
経費の節減に努める。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

経費節減による効
率的な事業運営が
必要である。また設
立目的に類似点が
見られ，経営基盤
強化に向けた他団
体との統合の可能
性を検討する必要
がある。

○経営基盤強化を図りつつ，他団体との統合につ
いても将来的な課題として検討していく（Ｈ１３）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善または県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

ーー

ー

1750.3

ー

県の損失補償（債務保証）額(g )

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２－２２２－３５６３

△ 1138.3

10.4

△ 33.4

ー

Ｈ１５年度

10.4

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績） Ｈ１７（実績）

ー

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 0.7

Ｈ１６年度

279

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

ー

303

経営指標

102.2

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

ー

ー

Ｈ１７年度

ー

理事長　青沼　栄徳

34.0

△ 77.3

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部　畜産課

５，０００千円（３８．３％）

Ｈ１５～Ｈ１７増減
率（％）

事業内容

常勤役員の報酬節減と事
務経費の節減に努めた。

△ 5.3

△ 7.4

△ 19.3

0.5

△ 0.2

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

常勤役員の報酬節減と事
務経費の節減に努めた。

19.1

△ 7.8

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　目標額比較で節約し，実
績で一段の節約に努め
る。しかし，業務の性格
上，前年実績と翌年計画
の対比は困難である。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
   情報処理に係わるイン
フラ整備をはかり，かつ公
益法人会計基準を取り入
れて総合的に財政運営の
健全化に努める。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　該当なし

△ 100.0

ー

0.0

ー

102.7

ー

ー

常勤役員の報酬節減と事務経費
の節減に努めた。

①課　　　　　題

△ 33.4

△ 34.1

△ 32.8

△ 1138.3

Ｈ１４（実績）

△ 10.5

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

ー

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

ー

常勤職員数

配合飼料の価格差補てん締結・補てん金の交付

家畜排せつ物法に基づき早急に環境整備が必要な機械・処理施設の貸付・貸与

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

配合飼料価格差補てん事業



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

4 4

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

2 2

1 1

2 2

7

2 2

8

2 2

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

1 1

18 理事会 監事

2 2

19

2 2

20

Ⅰ全評価項目を通して

収支計算書及び貸借対
照表の数値からみて、妥
当な評価である。

目標はほぼ達成されてい
る。

Ⅱ　各評価項目ごとに

６，８，９県は財政的関与
をしていない。

７　県職員を派遣していな
い。

１２，１３，１４，１５，１６，
１７　該当なし

Ⅲ　結論
１８　該当なし
１９　特になし

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

う 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「事務費の削減」

取組目標 「人件費の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標 「生産者負担金の見直し」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

経営評価シート　　平成１７年度　　２６　社団法人宮城県配合飼料価格安定基金協会
担当部局課室名　産業経済部畜産課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

配合飼料（商系基金）の価格差補てん。

飼料メーカー，荷受組合に属する県内の畜産農家。

配合飼料価格の変動によって生ずる畜産経営者の損失を補てんし，経営の安定を図る。その他畜産経営の合理化を図る事業を実施し

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

４：流動資産，流動負債
の主たる内容は配合飼
料の補てん金である。年
度を押し並べれば１０２か
ら１０３％，補てん金を除
外すれば２００％以上とな
る。短期的な資金繰りと
支払い能力はある。

14 監事に公認会計士の
選任の予定は当面ない。
現在，監査人として，メー
カーの専門家を配置して
監査を受けている。

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

①低下傾向 ②横ばい

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「事務所費の削減」

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③今後予定

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

1,248,210 1,219,549 1,165,733

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

284,370 271,939 272,410 258,713 270,707 272,407 272,607 273,907
124,214 121,269 123,524 111,715 113,290 112,864 114,106 114,838

3 4 4 4 4 4 4 4

77 79 79 77 76 74 73 72

0 0 0 0 0 0 0 0

105 104 103 103 102 101 99 66

0 0 0 0 0 0 0 0

105 104 103 103 102 101 99 66

105 104 103 103 102 101 99 66

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,248,210 1,219,549 1,189,374 1,165,733 1,188,877 1,198,930 1,208,888 1,218,637

事業外収入(b) 11,053 11,378 10,384 12,091 10,801 10,870 10,932 11,032

その他の収入(c) 11,545 35,236 0 2,101 0 0 0 0

計(d) 1,270,808 1,266,163 1,199,758 1,179,925 1,199,678 1,209,800 1,219,820 1,229,669

支 出 事業費(e) 1,002,611 998,856 993,160 986,315 995,193 1,013,346 1,023,112 1,037,215

管理費(f) 161,276 158,825 168,737 163,219 159,908 157,033 154,212 148,561

事業外支出(g) 7,710 6,404 4,578 5,563 4,681 3,425 2,421 1,642

その他の支出(h) 12,750 35,198 2,510 111 221 137 623 3,378

計(i) 1,184,347 1,199,283 1,168,985 1,155,208 1,160,003 1,173,941 1,180,368 1,190,796

87,666 66,842 33,283 22,727 39,896 35,996 40,075 42,251

86,461 66,880 30,773 24,717 39,675 35,859 39,452 38,873

32,255 31,607 4,969 6,032 10,727 11,455 12,940 14,032

資 産 流 動 資 産 672,329 596,097 544,819 520,019 581,593 617,055 657,715 720,239

固 定 資 産 1,115,236 1,093,049 1,033,149 1,028,996 965,344 907,274 855,814 819,891

計 1,787,565 1,689,146 1,577,968 1,549,015 1,546,937 1,524,329 1,513,529 1,540,130

負 債 流 動 負 債 336,121 251,107 115,925 146,202 160,071 160,704 168,116 168,269

固 定 負 債 374,380 329,367 348,401 288,109 261,435 226,739 195,587 208,003

（うち引当金等） 165,580 170,567 189,601 178,309 201,635 216,939 231,787 244,203

計 710,501 580,474 464,326 434,311 421,506 387,443 363,703 376,272

資 本 基本（資本）金 1,824,350 1,824,350 1,824,350 1,824,350 1,824,350 1,824,350 1,824,350 1,824,350

剰 余 金 等 △ 747,285 △ 715,677 △ 710,708 △ 709,646 △ 698,919 △ 687,464 △ 674,524 △ 660,492

計 1,077,064 1,108,672 1,113,642 1,114,704 1,125,431 1,136,886 1,149,826 1,163,858

※平成　18年度以降の上記目標数値については，平成　18年　4月　28日現在の目標値である。

肉畜の屠畜・解体・食肉・副生物の処理加工及び販売

食肉の冷蔵・冷凍保管、肉畜に関する一切の業務

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

食肉処理業、食肉販売業

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

-

△ 1.0

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 1.0

常勤職員数

と畜処理頭数を増加させた。
人件費の抑制と製造経費の圧縮
に努めた。

①課　　　　　題

2.0

△ 10.7

0.9

-

0.4

75.5

Ｈ１４（実績）

11.8

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
トレーサビリティシステム
とHACCPに基づく衛生管
理の徹底によりと畜・部分
肉処理までの委託頭数の
増加に努めたものの、「家
畜排泄物法」施行による
影響と取引先の販売不振
等もあり、扱い量が減少し
た。一方、費用削減につ
いては汚泥乾燥機による
汚泥処分料や就業体制
の見直しによる人件費の
削減は大きく成果を得た
ものの、予想外の原油価
格の高騰により全体的経
費削減効果が失われる結
果となった。、

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

現行の衛生管理体制の
下、品質と安全を兼ね備
えたマネジメントシステム
の外部第3者認証を取得
し、既存取引先と企業養
豚業者への積極的集荷に
努め増収を図る。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
財務健全化検討委員会
の取り纏め報告書に基づ
き改善を進める。

77.8

△ 1.0

0.0

-

355.7

-

-

-

と畜処理頭数、部分肉加工
処理頭数とも減少したが、
製造経費の節減により、黒
字決算とすることができた。

△ 6.2

△ 0.1

9.5

△ 9.3

1.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

と畜処理頭数は減少した
が、収益性の高い部分肉
加工処理の頭数確保とと
もに、製造経費の節減に
努めた。

13.1

△ 2.9

代表取締役社長　鷲尾　衛

http://www.m-mcc.co.jp/

△ 6.6

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部畜産課

420,000千円(23.0％)

H15～H17増減率
（％）

事業内容

9.4

Ｈ１７年度

-

Ｈ１６年度

467

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

13.7

505

経営指標

200.0

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 1.5

　 うち県職員（派遣職員）

△ 1.3

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

0220-55-4129

60.5

△ 2.0

△ 15.9

1.7

-

1.4

Ｈ１５年度

4.6

事業費（単位：千円）

県の損失補償（債務保証）額(g )

99.1

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標
（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

11.6

237.3

累積欠損金は徐々
に縮減されてきてい
るが、畜産を取り巻
く厳しい環境を踏ま
え、引き続きコスト
削減等による一層
の経営改善が必要
である。

○と畜枠を豚換算1,450頭／日に拡大する。
【H14～】

○部分肉カット部門、内臓部門の完全外注化を行
う。
【H15～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団

体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

財務健全化検討委員会の報告では早期の累積欠損金の解消のために資本金で相殺することが提案された。現在は各株主に対して報告書の内容を説明している段階である。

屠畜処理頭数（単位：頭）
部分肉加工処理頭数（単位：頭） 【H18.3】

＜団体に対する
意見＞
17年3月に設置さ
れた財務健全化
検討委員会での
検討結果を注視し
ていく。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
①減資により累積
欠損金が解消さ
れたことから，今
後はこの健全な財
務状況を維持する
ことが求められ
る。真に自立した
経営を図るために
は，施設更新を視
野に入れた利益
の積み立て等，経
営安定化に向け
た更なる計画的な
取組が必要であ
る。
＜県に対する意
見＞
①会社の経営の
安定化は，県内の
食肉流通を支える
上で重要である。
県の支援に頼らな
い自律的な経営を
確立するため，適
切な助言等を行っ
てほしい。

と畜処理頭数を増加させた。
平成14年4月から部分肉カット部
門を完全外注化した。
人件費を抑制し、製造経費を圧縮
した。
10月から自家発電方式（リース）に
変更して電力費を節減した。
平成14年6月からと畜料改定。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２７　株式会社　宮城県食肉流通公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

登米市米山町字桜岡今泉３１４番地

0220-55-1111

主要事業名

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和５４年５月３１日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

457

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



区分 県の考え方

1 取締役 監査役

4 4

2 　

1 1

3

2 2

4

1 1

5

1 1

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

取締役 監査役

3 3

3 3

ー ー

ー ー

7

1 1

8

4 4

9

2 2

10

3 3

11

2 2

12 取締役 監査役

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

ー ー

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

1 1

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

1 1

18 取締役 監査役

1 1

19

2 2

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「　－　」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「屠畜処理頭数」

取組目標 「部分肉加工処理頭数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

農協、大手卸業者

肉畜のと殺・解体・食肉加工

　経営評価シート　平成17年度　　27　株式会社宮城県食肉流通公社　　　担当部局課室名　産業経済部畜産課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

食肉の部分肉流通並びに広域流通に対応

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「　ー　」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

２　低下傾向

３　横ばいだが、依存度は
０％に等しいレベルとなっ
ている。

５　低下傾向

６　家畜排泄物法施行に
よる影響と取引先の販売
不振により扱い量が減少
した。

８　委託頭数の減少があ
り、収益が悪化したが、9
期連続の黒字を確保する
ことができた。

１０　平成９年以降９期連
続の単年度黒字決算で、
累積欠損金は減少してい
る。

１４　公認会計士による監
査がなされている。

１５　JA代表理事組合長
及び元JA全農宮城副本
部長が取締役に就任して
いる。

１６　会社概要等を公開し
ている。

１７　会議等で把握に努め
ている。

１８　食肉の安全安心の
要求は高まっている。

Ⅰ全評価項目を通して

　食肉の安全･安心が強く
求められる中で、品質管
理やトレーサビリティー及
び汚泥適正処理等の対
策を実施しながら、9年連
続の単年度黒字決算は
十分に評価できる内容で
ある。

Ⅱ 各評価項目ごとに

　６，８，９　修正の必要な
し

　１２，１３，１４，１５，１７
該当なし

　１６　ディスクロージャー
に努めるよう指導する。

Ⅲ 結論

　１８，１９該当なし

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

28,353 27,623 25,651

1,100,907 970,490 834,532

571,860 578,254 539,371

※受託事業の再委託率の内容は、印刷製本関係であるが、県以外の受託事業の分と合わせて印刷製本の発注をしているため、算出できない。

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

311 298 280 243 266 253 240 228
39 38 38 38 34 33 33 33

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

108 107 106 106 104 103 100 100

0 0 0 0 0 0 0 0

443,230 401,616 400,000 284,647 235,000 225,000 215,000 205,000

358,381 326,391 303,919 270,814 202,777 252,175 247,406 258,254

0 0 0 0 0 0 0 0

801,611 728,007 703,919 555,461 437,777 477,175 462,406 463,254

801,611 728,007 703,919 555,461 437,777 477,175 462,406 463,254

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 2,487,387 2,341,750 2,167,521 1,761,543 2,909,167 1,817,440 2,860,740 1,779,640

事業外収入(b) 36,681 35,656 31,301 38,057 31,719 30,000 30,000 30,000

その他の収入(c) 37,773 57,238 9,178 84,334 9,114 9,044 14,400 64,900

計(d) 2,561,841 2,434,644 2,208,000 1,883,934 2,950,000 1,856,484 2,905,140 1,874,540

支 出 事業費(e) 2,180,338 2,045,220 1,954,361 1,764,557 2,698,767 1,616,490 2,668,731 1,640,931

管理費(f) 205,331 178,291 184,871 224,989 186,529 188,694 187,109 186,309

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 207,191 165,747 68,768 81,282 64,704 51,300 49,300 47,300

計(i) 2,592,860 2,389,258 2,208,000 2,070,828 2,950,000 1,856,484 2,905,140 1,874,540

138,399 153,895 59,590 △ 189,946 55,590 42,256 34,900 △ 17,600

△ 31,019 45,386 0 △ 186,894 0 0 0 0

11,237 69,460 0 △ 276,086 △ 96,925 △ 54,176 △ 84,217 △ 134,716

資 産 流 動 資 産 1,508,870 1,552,929 1,503,962 1,374,883 1,301,537 1,301,537 1,301,537 1,301,537

固 定 資 産 4,012,883 4,005,299 4,080,000 3,960,938 4,854,839 4,847,928 5,525,911 5,263,294

計 5,521,753 5,558,228 5,583,962 5,335,821 6,156,376 6,149,465 6,827,448 6,564,831

負 債 流 動 負 債 462,003 460,676 410,000 469,524 407,000 407,000 407,000 407,000

固 定 負 債 1,100,249 1,073,590 1,150,000 1,118,452 2,098,456 2,170,456 2,932,656 2,804,756

（うち引当金等） 1,100,249 1,073,590 1,150,000 1,118,452 1,188,456 1,260,556 1,332,656 1,404,756

計 1,562,252 1,534,266 1,560,000 1,587,976 2,505,456 2,577,456 3,339,656 3,211,756

資 本 基本（資本）金 1,326,264 1,323,340 1,326,650 1,326,620 1,328,272 1,331,872 1,335,472 1,339,072

剰 余 金 等 2,633,237 2,700,622 2,697,312 2,421,225 2,322,648 2,240,137 2,152,320 2,014,003

計 3,959,501 4,023,962 4,023,962 3,747,845 3,650,920 3,572,009 3,487,792 3,353,075

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月１５日現在の目標値である。

水土保全強化対策、農村総合整備等

設計業務、管理指導業務、農地集積指導業務等

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

補助指導事業

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△25.1

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△21.2

常勤職員数

１　業務改善検討委員会におい
て、組織のあり方を検討した。
２　ISO９００１を本格的に実施し
た

①課　　　　　題

65.1

△16.7

52.9

△89.2

42.5

△129.3

Ｈ１４（実績）

△5.3

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　
　受託収入が30％超の減
となり、事業収入全体とし
ても20％弱の減で需用費
等経費の節減を図ったも
のの、当期収支で1億8千
万円ほどのマイナスとな
り、経営的には厳しい状
況となった。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　
　18年度に国営償還対策
事業が始まり、収支それ
ぞれ10億程度予算規模が
膨らんでいる。（ただし、同
事業による収支の改善は
ない）
　時間外は対前年目標の
95％、車輌は削減計画準
拠、固定負債分の職員引
当預金分の積み増しは利
息分のみ。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　
　・H18から寒冷地手当の
廃止等により人件費を削
減する。
　・時間外等については各
部署毎に計画を作成し、
達成に向け管理していく。
　・公用車の削減について
は計画を作成済み（上記
既述）。
　
　

△64.9

△21.2

0.0

-

292.8

-

-

１　農村総合整備協議会を
解散した。
２　支部経費の節減を図っ
た。
３　公式ホームページのリ
ニューアルを行った。

22.6

15.4

△13.3

87.6

△2.6

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

１　組織のスリム化（部の
統廃合及び仙台事業所の
廃止）を行った。
２　連合会に事務局があ
る各種事業推進団体の統
廃合に関する検討を開始
した。
３　職員各自にメールアド
レスを付与した。

6.3

57.8

会長　佐々木勝志

http://www.mlw.or.jp

△24.2%

△9.5%

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部農村基盤計画課

30,000千円 （2,3％）

H15～H17増減率事業内容

29.5

-

Ｈ１７年度

※

Ｈ１６年度

622

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

650

経営指標

326.6

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△17.4

0.1

Ｈ１６（実績）

△4.1

　 うち県職員（派遣職員）

△1.9

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

０２２-２６８-６３９０

0.0

△17.1

-

56.6

-

△10.5

Ｈ１５年度

9.5

事業費（単位：千円）

県の損失補償（債務保証）額(g )

△20.4

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標
（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

※※

-

337.1

31.3

効率的な運営と質
の高い顧客サービ
スの実現。

　○　事務の効率化
　○　経費の節減
　○　顧客サービスの改善
  ●　県の委託について、平成１１年度から民間で
行えるものと団体でなければできないものに分離し
て発注しており、今後もその方針を継続する。
　●　県の財政支出の検証を行い、必要な見直しを
行う。（H１４～）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・　土地改良事業団体連合会は、土地改良法に基づき設立された特殊法人で、「国又は都道府県の行う土地改良事業に対する協力」などを目的とする土地改良事業の専門家集団である。県として
は、連合会における顧客サービスの向上及び健全運営の確保について適宜指導する。

1人当時間外勤務時間の削減（ｈ）

公用車台数の削減(台) 【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
　事業規模は減少
傾向にあり、より
積極的な経費削
減目標を設定す
べきである。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　受託事業収入の
伸びは今後も厳し
い見通しであるこ
とから，事業内容
の見直し及び効率
的な組織運営を
目指した組織再編
の取組を行うべき
である。
＜県に対する意
見＞
　受託事業収入に
替わる団体の新
たな収入確保の
取組に対し，県と
して適切な助言等
を行ってほしい。

１　業務改善検討委員会を設置
し、経費削減等について検討し
た。
２　人件費の削減を実施した。（調
整手当削減、昇給延伸）
３　年度末にISO９００１を取得し、
顧客サービスの改善に向けて動き
だした。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２８　宮城県土地改良事業団体連合会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉二丁目２番８号

０２２-２６３-５８１１

主要事業名

維持管理適正化事業

受託事業

土地改良施設の補修や延命のための事業 △5.7%

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和３３年８月２７日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

613

29.9

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

① ①

4

③ ③

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

－ －

－ －

7

① ①

8

⑤ ⑤

9

④ ④

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事
１２　該当なし

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

② ②

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

④ ④

20

③ ③

20 平成18年度の状況等
により対応を検討する。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「1人当時間外勤務時間の削減」

取組目標 「公用車台数の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい

２８　宮城県土地改良事業団体連合会
担当部局課室名　産業経済部農村基盤計画課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

土地改良事業の適切かつ効率的な運営の確保及び会員の共同の利益の増進

市町村、土地改良区等土地改良事業を行うもの

土地改良事業の適切かつ効率的な運営の確保及び会員の共同の利益の増進

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

Ⅰ全評価項目を通して
   コメントは、実情に即しており妥
当と判断される。
　委員会意見に係る「より積極的
な経費削減目標の設定」に関して
は、公用車台数及び職員数に係
る平成21年度までの数値目標を
見直して対応しており、平成１７年
度の目標についても、時間外勤
務時間の削減を含めて達成され
ている。
Ⅱ 各評価項目ごとに
３　各種事業の補助金等について
は、それぞれの目的に応じて支
出されているが、今後とも、事業
内容等の見直しなどを行いながら
適正な執行に努めると共に、団体
に対しては、合理的かつ適正な
事業の執行について指導等を
行っていきたい。
６、８、９　必要な補助事業に対す
る補助は継続していかなければ
ならず、県営土地改良事業の事
業目的達成のため委託を行う必
要もある。また、団体に対しては、
団体が主体的に行う事業に対し、
側面的にできうる範囲内において
の支援・協力を行っていきたい。
　財政的な問題としては、主たる
収入源である受託事業収入が対
前年比約33％の落ち込みを見せ
ており、H18年度以降についても
約5％程度の減収が予想され回
復傾向は望める状況にはないた
め、上記３に記載のとおり、団体
に対しては、合理的かつ適正な
事業の執行について指導等を
行っていきたい。また、自助努力
等による経費節減対策を図ってき
たことにより、資産形成を行って
きた団体ではあるが、今後数年
の間、想定以上に事業収益が落
ち込んだ場合、事業規模に応じた
組織の抜本的な再編の検討も必
要と思われる。
１２　～　１７　当該団体は、基本
的に会員からの賦課金収入によ
り維持運営されている団体だが、
安定的な運営を図っていくため
に、将来的には、公認会計士や
民間経営者等を選任・登用してい
く必要があるものと判断される。
情報の公開に関しては、情報公
開規程を定め公開に努めており、
インターネットでも組織紹介等情
報を発信している。クレーム処理
等については、お客様アンケート
を実施し、やや不満等と記載され
た内容があれば調査を行い対処
するなどしている。県としては、さ
らなる充実に向けた指導助言を
行っていきたい。
Ⅲ 結論
  当該団体は、土地改良法の規
定に基づき農林水産大臣の認可
を受けて設立された法人であり、
事業内容についても、同法に限
定列挙されており、この範囲を超
えた事業を行うことはできない団
体である。
　県内には、現在６４の土地改良
区が存在し、当団体が、教育又
は情報の提供、指導・助言等を行
いながら、土地改良事業の円滑な
推進を図っていく役割を担っており
本県の農業行政にとって重要な役
割を担っている。
　運営の安定化を図るため、新規
採用の抑制や昇給の延伸等を実
施しているが、各種受託事業等も
減少傾向にあり、さらなる経費節
減のための指導助言を行ってい
きたい。

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

１　再委託の内容は印刷
製本関係であるが、他と
合わせて発注しているた
め算出できない

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

④予定なし

③今後予定

②一部把握 ③殆ど把握していない

経営評価シート　平成17年度

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

１７　ISOで実施(お客さま
アンケート等)

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定

6　ア  受託事業の大幅な
減により時間外時間数が
削減となった。
    イ　レンタカーなども利
用しながら目標を達成し
た。

8　受託収入の大幅な収
入減が見込まれたため、
経費等の節減を行った
が、経常収支は最終的に
約1億9千万のマイナスと
なった。
9　正味財産が約７％減
少したものの、長期借入
等はない。

14　定款の定めにより会
員から監事を選出するこ
ととなっている。
15　現在でも冗費の節
約、新規採用の抑制等経
営の効率化を図ってい
る。また、会員に対する
行政的な指導援助等の
業務もあり、民間の経営
手法がそのまま導入する
ことはなじまない。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

17,080 15,110 14,450

11,475 10,864 7,978

1,676 1,650 0

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1,676 650 0 0 0 0 0 0
- - - - 7,742 9,606 11,106 11,106

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

15,012 14,840 12,484 12,353 12,360 12,360 12,360 12,360

0 0 0 0 0 0 0 0

15,012 14,840 12,484 12,353 12,360 12,360 12,360 12,360

838 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 29,512 27,048 34,716 31,003 32,612 32,612 32,612 32,612

事業外収入(b) 9,258 8,181 7,585 11,242 7,742 9,606 11,106 11,106

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 38,770 35,229 42,302 42,245 40,354 42,218 43,718 43,718

支 出 事業費(e) 34,213 30,436 38,530 34,485 36,222 38,050 39,550 39,550

管理費(f) 3,966 4,059 3,768 3,702 4,108 4,108 4,108 4,108

事業外支出(g) 312 0 54 0 60 60 60 60

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 38,491 34,495 42,352 38,187 40,390 42,218 43,718 43,718

279 734 △ 50 4,058 △ 36 0 0 0

279 734 △ 50 4,058 △ 36 0 0 0

279 734 △ 50 4,058 △ 36 0 0 0

資 産 流 動 資 産 908 2,483 0 5,476 0 0 0 0

固 定 資 産 500,200 500,272 500,240 500,240 500,322 500,312 500,307 500,304

計 501,108 502,755 500,240 505,716 500,322 500,312 500,307 500,304

負 債 流 動 負 債 312 1,096 0 0 0 0 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 312 1,096 0 0 0 0 0 0

資 本 基本（資本）金 500,200 500,200 500,200 500,200 500,300 500,300 500,300 500,300

剰 余 金 等 596 1,459 40 5,516 22 12 7 4

計 500,796 501,659 500,240 505,716 500,322 500,312 500,307 500,304

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月25日現在の目標値である。

　 うち県職員（派遣職員）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１人当たり人件費（月）（千円）

ー

Ｈ１５年度

労働条件改善対策事業

基幹林業就業者等養成事業

林業雇用改善促進事業

ー

ー

常勤職員数

H15～H17増減率
（％）

△ 15.4

△ 30.5

△ 100.0

事業費（単位：千円）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

5.8

△ 101.0

Ｈ１４（実績）

ー

ー

ー

ー

0.0

△ 1.1

ー

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　研修事業については，
平成17年度より県直営事
業となったため，当事業の
補助金は０円となった。こ
れにより目標は達成され
た。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　県の適正な財政的関与
のほか，基本財産をより
効率的に運用し，財団の
収入増に繋がるよう努め
ることが必要である。

（3） 委員会意見（Ｈ18年3
月）への対応
　上記のとおり積極的に
努力する。

△ 101.0

0.1

ー

ー

ー

ー

ー

理事長　大沼　迪義

http://www.miyamori.or.jp/HP/frm-a.html

基幹林業技能作業士（グリーンマイスター）を育成するための研修の実施

県 担 当 課

県 出 資 額０２２－２１７－４３０７

産業経済部林業振興課

250,000千円（49.9％）

ー

29.2

ー

Ｈ１７年度

ー

291.3

38.7

Ｈ１６年度

ー

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

ー

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

経営指標

△ 101.0

ー

ー

11.0

ー

△ 4.5

ー

5.2

△ 31.1

5.0

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

ー

0.1

ー

ー

ー

ー

委託金(a)

ーー

ー

226.6

42.1

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

ー

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

（Ｂ）年度別目標

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

県の損失（債務保証)額(g )

（Ａ）実績推移

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

△ 1.1

Ｈ１６（実績）

△ 99.6

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①課　　　　　題

・県条例基金事業と団体の業務が重複しないよう実施していく。

研修事業補助金の削減（千円）

基本財産運用の効率化（千円） 【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
   取組目標の達
成状況を注視す
る。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
   設定された取組
目標の達成状況
を注視していく。
＜県に対する意
見＞
　県の団体に対す
る助言・指導状況
を注視していく。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

２９　財団法人みやぎ林業活性化基金

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉二丁目４－４６

事業内容

事業主の負担する各種社会保険・退職金共済等の掛金の一部を助成

０２２－２１７－４３０７

林業雇用改善アドバイザーによる相談，指導，研修の実施

主要事業名

  １　基本情報(団体記入)

○既存事業の評価と見直しを行い，森林整備担い
手対策基金と団体基金との役割分担を明確にし中
長期計画を策定する。

平成13年度に策定した中長期経
営計画に基づき林業労働者の雇
用環境の改善に重点を置いた事
業の実施を行った。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成４年９月１４日

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

ー

林業担い手育成確保対策
事業補助金を精査し補助
金額の適正化を図った。

県条例基金事業との役割
分担を適宜，検証しながら
効果的・効率的な事業の実
施を行った。

県が監理する「森林
整備担い手対策基
金」による業務と団
体業務とに類似し
た点があることか
ら，両者の役割分
担の明確化，見直
しを検討する必要
がある。

●研修事業内容の見直し等により，県の研修事業
補助金を削減する。

林業担い手育成確保対策事業補
助金を精査し，補助金額を2,312千
円削減して2,220千円とした。

林業担い手育成確保対策事業
補助金を精査し補助金額の適正
化を図った。

林業担い手育成確保対策
事業は，Ｈ17年度から県営
事業とすることとした。これ
により補助金削減の目標
は達成した。

県条例基金事業との役割分担を
適宜，検証しながら効果的・効率
的な事業の実施を行った。

県条例基金事業との役割
分担を適宜，検証しながら
効果的・効率的な事業の
実施を行った。

○平成12年度から林業事業体に対し事業ニーズ調
査を実施し中長期計画に反映させる。



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2

④ ④

3

① ①

4

- -

5

－ －

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 ６ア

理事会 監事 H17年度より県直営事業となっ

① ① たため、当事業の補助金は０

円となった。

- -

- -

- -

7

－ -

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

- -

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

－ －

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17
17

① ① 随時電話等で把握している。

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20

- -

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「研修事業補助金の削減」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

森林組合及び林業事業体　

イ 森林の公益的機能の維持・増進を図るための，森林の適正管理に関する啓発・指導
ロ 林業労働者の育成・確保
ハ 若年者等の新規参入を図るための就労環境の改善・整備の促進

経営評価シート　　平成１７年度　　　　　 ２９　財団法人みやぎ林業活性化基金
担当部局課室名　産業経済部林業振興課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

林業労働者の育成・確保に努め，林業の活性化と農山村地域の振興・発展に貢献する。　

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

Ⅰ全評価項目を通して
　目標を達成したこと，及
び財団が小規模なこと等
から，評価項目に対して
のコメントは妥当と思われ
る。
Ⅱ 各評価項目ごとに
３について
基本財産の効率的な運
用，及び限られた財源の
中での効率的・効果的な
事業実施について指導し
ていく。

６について
研修事業補助金の削減
については，適宜見直し
を行い削減を図ってきた
が，H17年度から県営事
業とした。これにより，目
標は達成した。

８について
効率的な事業実施と管理
費の見直し等について適
宜指導していく。

　

14について
当財団の運営は小規模で
あり，公益法人の指導管
理体制で掲げられている
収支決算額が10億円以
上見込まれず，また，外
部監査は経費もかかるた
め特に要請はしない。

Ⅲ 結論
18について
県条例基金との役割分担
を適宜検証しながら，効
率的・効果的な事業の実
施を行うよう指導してい
く。
19について
基本財産の効率的な運
用，及び限られた財源の
中での効率的・効果的な
事業実施について指導し
ていく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

１４
収支決算額が10億円以下



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,142,991 1,081,617 724,777

145,148 135,650 128,708

129,639 130,860 130,315

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

50 25 0 0 0 0 0 0

302,204 274,489 231,760 270,391 262,748 235,296 220,507 230,108

129,639 130,860 130,700 130,315 23,952 23,952 23,952 23,952

139,417 138,240 136,644 139,259 112,825 112,825 112,825 112,825

457,900 453,700 0 0 0 0 0 0

2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

23 23 23 23 15 15 15 15

0 0 0 0 0 0 0 0

281,780 270,709 275,200 270,756 139,357 （※） （※） （※）

159,612 165,655 91,782 164,090 122,947 （※） （※） （※）

0 0 0 0 0 0 0 0

441,392 436,364 366,982 434,846 262,304 （※） （※） （※）

189,866 195,350 193,564 200,102 88,404 （※） （※） （※）

9,859,000 10,159,000 10,439,000 10,439,000 10,710,000 （※） （※） （※）

0 0 0 0 0 （※） （※） （※）

9,859,000 10,159,000 10,439,000 10,439,000 10,710,000 （※） （※） （※）

5,555,372 5,516,784 5,616,784 5,370,796 5,465,796 （※） （※） （※）

収 入 事業収入(a) 1,388,332 1,368,441 826,442 847,671 715,730 （※） （※） （※）

事業外収入(b) 58,842 28,866 42,300 85,141 35,858 （※） （※） （※）

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 （※） （※） （※）

計(d) 1,447,174 1,397,307 868,742 932,812 751,588 （※） （※） （※）

支 出 事業費(e) 461,580 429,327 389,530 423,134 352,984 （※） （※） （※）

管理費(f) 208,215 180,632 188,497 198,910 165,698 （※） （※） （※）

事業外支出(g) 760,003 747,930 278,395 378,238 263,492 （※） （※） （※）

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 （※） （※） （※）

計(i) 1,429,798 1,357,889 856,422 1,000,282 782,174 （※） （※） （※）

17,376 39,418 12,320 △ 67,470 △ 30,586 （※） （※） （※）

17,376 39,418 12,320 △ 67,470 △ 30,586 （※） （※） （※）

6,587 5,172 681 3,459 201 （※） （※） （※）

資 産 流 動 資 産 289,400 305,215 319,327 327,473 245,878 （※） （※） （※）

固 定 資 産 15,480,553 15,713,847 15,932,724 15,911,319 16,188,101 （※） （※） （※）

計 15,769,953 16,019,062 16,252,051 16,238,792 16,433,979 （※） （※） （※）

負 債 流 動 負 債 42,013 18,411 20,200 108,139 58,982 （※） （※） （※）

固 定 負 債 15,521,302 15,788,841 16,019,360 15,915,384 16,159,527 （※） （※） （※）

（うち引当金等） (106,930) (113,058) (97,862) (105,588) (111,715) （※） （※） （※）

計 15,563,315 15,807,252 16,039,560 16,023,523 16,218,509 （※） （※） （※）

資 本 基 本 （ 資本 ）金 125,452 125,452 125,452 125,452 125,452 （※） （※） （※）

剰 余 金 等 81,186 86,358 87,039 89,817 90,018 （※） （※） （※）

計 206,638 211,810 212,491 215,269 215,470 （※） （※） （※）

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月29日現在の目標値である。

○施設管理受託事業の縮小 ○職員配置や管理経費の見直し

○新規採用を停止
  組織の見直しを実施

○新規採用を停止
  組織の見直しを実施（３部→２
部）

○職員配置や管理経費の見直し

○新規採用を停止
  組織の見直しを実施

○施業内容の見直し及び
施業体系の見直しを実施

○施業見直しによる事業費（直接事業費）の縮減

○公庫資金借換による金利負担軽減

○新規職員の採用停止及び組織見直しによる人件
費縮減

○被災林分の繰上償還に
よる金利軽減  22,585千円
償還
　　　10,465千円利息軽減

○借換対象の掘り起こし ○公庫借換による金利軽減
　457.9百万円借換
　291,014千円利息軽減

○職員配置や管理経費の見直し ○指定管理者制度への応
募を検討し，１施設受任決
定
(H17までは，４施設受託)

借換による金利負担軽減(公
庫借換額　単位：千円)

常勤役員数

  分収造林事業は，
木材価格が長期低
落の傾向にあること
から，収益が見込め
ず，借入金の返済
が厳しいと予想され
る状況にあるので，
効率的な団体運営
のあり方を検討する
必要がある。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

①課　　　　　題

●県の職員派遣を平成13年度で終了

48.747.9

97.9

○施業内容の見直しを実施

○新規分収造林事業を段階的に
縮小(75ha)

1657.8

30.5

△ 81.6

△ 54.7

△ 16.7

１人当たり人件費（月）（千円）

施業見直等による事業費縮
減(直接事業費　単位：千円)

465

46.3

（Ｂ）年度別目標
（Ｅ）経営評価委員
会の意見

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ｄ）評価結果及び取組目標設
定の考え方

（Ａ）実績推移

県からの受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100　　　

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

465

31.2

Ｈ１５年度

461

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

97.7

Ｈ１７年度

０２２（２７５）９１７２

0.5

３０　社団法人宮城県林業公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町４－１７

０２２（２７５）９１７１

主要事業名

施設管理受託事業

県有林業務受託事業

県の公の施設（4施設）の管理の受託

昭和４１年６月２３日

現行方式の新植面積の縮小
と凍結（単位：ha）

施設管理受託事業の縮小(受
託費　単位：千円)

退職不補充等による人件費
縮減（単位：千円）

県有林の管理受託

定義

分収造林事業

経営指標

△ 2.8

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
①受益者たる契約者
に対し，リスクについ
ても応分の負担を求め
る仕組みを検討された
い。
②木材相場が低迷し
ており，有利な販売方
法が求められている。
売払方法の検討や市
場の開拓など主伐期
に備え，早期に取り組
むべきである。

【H19.3】
＜団体に対する意見
＞
①第一期分収林経営
計画に示された長期
収支見通しについて
は，採用される計算要
素の精緻化を図り，よ
り精度の高い情報とす
るべく，今後継続して
作成し，県民に公表
し，林業公社の置かれ
た状況を理解してもら
う努力が必要である。
②既契約分収林の付
加価値を高めた有利
な販売方法の検討及
び市場の開拓に期待
する。
③長伐期契約の変更
は，森林所有者へ応
分のリスク負担を求め
るものであり，公社の
方針を明確に示し，所
有者の当事者意識を
高めていくことが重要
である。
④低コストでできる施
業体制の確立を図る
べきである。
＜県に対する意見＞
①公共工事における
県産材の使用を積極
的に進め，公社有林
の木材の有効利用に
つなげるべきである。
②団体の金利負担軽
減に資する精度改善，
支援等の国等関係機
関への働きかけに引
き続き尽力されたい。

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

　 うち県職員（派遣職員）

県の損失補償（債務保証）額(g )

－

当期利益(又は△当期損失)

1.7

2.6

・収入間伐の実施（H18～)や既契約分収林の収穫期が近づいている（H23～）ことから，伐採後の更新手間を省くための施業方法や伐採木の販売方法及び組織体制について総合的に検討すべきである。
・平成17年度に策定した第１期分収林経営計画（H18～H27)に基づいた適正な森林整備を行うとともに，今後とも分収林契約締結者の意向も踏まえ，長伐期施業への移行や高収益・低コスト森林施業の検
討を行い，生産コストの縮減などを積極的に推進すべきである。
・低利子資金への借換制度を積極的に活用して利子負担の圧縮を図っており，評価できる。今後は，借換制度の拡充内容を検討し，無理のない借換方法を検討すべきである。
・分収林契約締結者に負担を求める仕組みについては，契約内容等を十分に検討し，将来の経済状況の変化への対応や契約締結者に不公平感のない方法を検討すべきである。
・昨年度開設したホームページの適宜更新を行い，森林の果たす役割や，公社の現状・改革状況等を分収林契約締結者や一般県民に対し，分かりやすく周知すべきである。
・事務経費の節減については，これまでの事務内容を見直し，目標をもって節減に取り組むべきである。
・借入金の償還については，全国の林業公社が抱える問題であり，根本的解決策を国等へ要望していく。

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

○新規分収造林事業を段階的に
縮小(25ha)

○新規分収造林事業を凍
結

○施業内容の見直しを実施（長伐
期施業の導入）

○新規分収造林事業を段階的に
縮小(50ha)

○施業内容の見直しを実施

○現行方式の新植面積の縮小と凍結

○公庫借換による金利軽減
　453.7百万円借換
　239,880千円利息軽減

○新規採用を停止
  組織の見直しを実施

△ 30.3

△ 19.4

1.8

△ 19.0

△ 25.1

△ 15.6

△ 57.9

△ 16.6

－

0.1

1.5

理事長　白岩　博

http://www16.ocn.ne.jp/̃miya-rin/

事業内容

1.2

△ 45.5

5.8

1.2

分収方式による造林事業

△ 11.3

△ 36.6

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部森林整備課

100,000千円（79.7％）

H15～H17増減率
（％）

事業費（単位：千円）

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

Ｈ１６（実績）

0.2

Ｈ１４（実績）

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）
②改善内容

区分：「県の業務委託等の在り方を見直し，業務の
縮小・競合分野を民間へのシフトを行う団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（1） 前年度の経営目標の達成状
況に関する評価結果（概要）

　目標値の設定はほぼ適当であ
り，取組目標は達成されている。

（2） 本年度以降の目標設定の考
え方

　分収造林事業の主伐期は平成
23年度からであるが，長伐期施業
を導入したことにより，当初見込ん
だ収入が当面の間得られない状
態にある。
　このため，収入間伐等への取組
みを強化するとともに，前年度に
引き続き事業のあり方を基本に，
事業コストの低減や事務経費等の
間接経費の縮減及び金利負担の
軽減といった支出抑制を図ってい
きたい。

（3） 委員会意見（Ｈ18年　3月）へ
の対応

①　主伐期の延長に伴い，公社の
自主財源の確保が困難になること
から，受益者たる契約者に対し応
分の負担を求めることが可能かど
うかを含め検討して参りたい。

②　木材相場が低迷している現状
において，有利な販売方法や販売
戦略が重要になっており，そのた
めの組織再編も視野に検討して参
りたい。

（※）自主財源を有さず，事業に必
要な資金を造林補助金や県，公庫
からの借入金により，賄っている。
これらについては，変動が予想さ
れるため，収支目標は記載できな
い。△ 94.2

△ 39.7

0.0

－

302.8

－

④収支計
算書
（単位：
千円）

2.6

△ 21.8

△ 54.7

△ 24.9

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

97.4

補助金(b)

委託金(a)

△ 55.8

常勤職員数

－

－

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

△ 48.5

△ 34.8

Ｈ１６年度

②役職員
数
（単位：
人）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

－

688.8

－

46.6



区分 県の考え方

Ⅰ全評価項目を通して

1 理事会 監事

② ②

2 　 　３

② ②

3

③ ③

4

③ ③

5 　４

② ②

Ⅱ 各評価項目ごとに

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。    ６

理事会 監事

① ①

② ②

① ①

② ②

① ①

7

① ①

8 　８

④ ④

9

② ②

10

① ①

11

② ②

　12

12 理事会 監事

④ ④

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

－ －

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 　14

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ① 　17

17

② ②
Ⅲ 結論

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

－ －

１６　平成17年度中にホームページ
を開設し，情報の公開に努めており
評価できる。

18,19　木材価格低迷により伐採後放
置される森林が増加し，森林の持つ
公益的機能の高度発揮が懸念され
ている現在では，公的な森林整備推
進機関としての重要性が再認識され
ているため，今後とも低コスト施業の
実施，伐採後の更新手間を省くため
の伐採方法の検討や管理経費の節
減に心がけながら，県民への公社事
業のPRや森林づくりへの参画を募る
よう指導していく。

６，８，９　水源かん養機能の発揮等
森林整備の重要性に鑑み，今後とも
県の財政的関与は不可欠であり，こ
れまでどおりの支援を行っていくが，
団体としても事業コストの削減等の
自助努力がなお一層必要である。
　なお，当期収支差額がマイナスと
なったのは，災害発生に伴うもので
ありやむを得ない。

１２　　生育途上の林木については，
収穫までに長時間を要することから，
市場価格やその間の生産費を設定
することは不確定要素が大きいた
め，森林資産を時価評価することは
困難である。今後とも，評価方法の
確立について国に要望するほか，他
都道府県の情報収集に努め，慎重
に検討することとする。

１４　人件費縮減等経営改善に努め
ている現状において，公認会計士等
の選任は，さらなる経費を要するた
め困難と考える。

（団体の評価の妥当性）
・事業コストの削減及び人件費縮減
等を進めるほか，長期経営計画の策
定を行い今後の経営の方向性を示
すなど経営改善の努力が認められ，
妥当なものと考える。
（委員会意見の反映）
・契約者への負担を求める仕組みに
ついては，今後の経済・社会情勢の
変化も考えられることから，契約内容
等も踏まえ慎重に検討を要するもの
と考える。
・販売方法等の検討については，必
要不可欠なものであり，団体の対応
は妥当なものと考える。

　１　　受託事業中，県有林業務受託
事業について，県では，県有林整備
に必要な施業の調査設計，発注から
監督，精算業務を業務として発注し
ている。契約書上，林業公社から森
林組合への施業の発注は「再契約」
と表記されているが，森林組合との
差益は清算されており，林業公社の
収益とはなっていない。
　なお，森林組合との委託金額を除
いた場合の，数値は以下のとおりで
ある。
　H15:15.7%　　H16:16.2%
H17:14.9%

　３　公庫借入金額が大幅に減少し
たことにより総収入額が減少したた
めであり，やむを得ない。

　４　支払時期と収入時期に相違が
生じたためであり，やむを得ない。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①既に全て公開 ②既に一部公開

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「施設管理受託事業の縮小」

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　森林所有者，森林組合，森林整備に関わる団体及び関係行政機関

　多面的な機能を持つ森林資源の整備を進める

経営評価シート　　　　　平成１７年度　　　　　　３０　社団法人宮城県林業公社
担当部局課室名　産業経済部森林整備課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　特に公益的機能の発揮が求められる森林の整備に当たるなど，適正な森林の整備を担う公的機関としての役割を果たす

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

①著しく改善

取組目標 「現行方式の新植面積の縮小と凍結」

取組目標 「施業見直し等による事業費縮減（直接事業費）」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

③目標を未達成

取組目標 「退職者不補充等による人件費削減」

①目標を達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

オ 取組目標 「公庫資金借換による金利負担軽減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

　公庫借入金が大幅に減
少し，収入総額が減少し
たため(H15,16は借換によ
り公庫借入額が大幅に増
大した)。

　公社の森林は，全てが
育成管理期にあり，基本
的に市場性があるとはい
えない。

　災害により契約解除し
たことに伴う繰上償還等
を行ったため。

ウ
　H13から検討してきた施
設管理受託事業の縮小
を実施した。

　平成15年度にアンケー
ト調査を実施しており，そ
の後長伐期施業のため
の変更契約を通じて契約
者の意見を把握してい
る。
　また，ホームページを開
設したことから，所有者も
含め県民の意見，要望を
聴く仕組みもできた。

　収穫期までなお期間が
あり，現時点での選任の
必要性は認められない。

ア
　H11から現行方式の新
植面積の段階的縮小を
進め，H17から凍結した。

　収入時期と支出時期に
相違が生じ，未払い額が
増大したため。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

217,724 177,255 197,475

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

304 289 290 280 243 240 250 260
110,008 103,239 105,000 101,413 88,640 87,600 91,250 94,900

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

18 16 15 15 14 12 12 12

0 0 0 0 0 0 0 0

53,311 53,779 50,140 50,140 48,510 48,500 48,500 48,500

0 0 0 0 0 0 0 0

15,035 15,000 15,000 14,219 10,575 10,500 10,500 10,500

68,346 68,779 65,140 64,359 59,085 59,000 59,000 59,000

68,346 68,779 65,140 64,359 59,085 59,000 59,000 59,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 185,990 177,821 175,640 170,315 151,085 145,700 150,000 153,000

事業外収入(b) 34,875 6,667 5,466 5,424 19,363 33,000 5,000 5,000

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 220,865 184,488 181,106 175,739 170,448 178,700 155,000 158,000

支 出 事業費(e) 170,756 143,835 148,430 145,506 141,240 140,140 122,640 123,000

管理費(f) 45,143 30,295 30,720 30,407 26,852 35,302 19,350 19,500

事業外支出(g) 1,825 3,125 1,925 21,562 1,700 1,410 1,400 1,400

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 217,724 177,255 181,075 197,475 169,792 176,852 143,390 143,900

3,141 7,234 131 △ 21,737 656 1,848 11,610 14,100

3,141 7,234 131 △ 21,737 656 1,848 11,610 14,100

4,836 6,609 △ 22,160

資 産 流 動 資 産 88,612 96,291 73,640

固 定 資 産 36,221 49,596 63,173

計 124,833 145,888 136,813

負 債 流 動 負 債 3,503 3,949 3,034

固 定 負 債 32,611 46,611 60,611

（うち引当金等） 32,611 46,611 60,611

計 36,114 50,560 63,644

資 本 基本（資本）金 239,950 240,100 238,550

剰 余 金 等 △ 151,231 △ 144,772 △ 165,381

計 88,719 95,328 73,169

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月20日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

　昭和56年1月9日

  １　基本情報(団体記入)

－

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

688

37.3

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

３１　社団法人宮城県漁業無線公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

 石巻市魚町3-6-1

　0225-95-3375

主要事業名

未収金回収や経費削減など経営改善へ向け、強力な指導を行うとともに、他県漁業無線局との業務提携等の可能性について検討を進めていく。

加入稼動隻数（単位：隻）
利用料金 【H18.3】

＜団体に対する意見
＞
①未収金の年次別・原
因別の発生状況を分
析し、引き続き未収金
の回収の強化及び効
果的な回収方法の工
夫に努めること。
②回収不能なものに
ついては、不納欠損処
理を行い直接償却す
べきである。

【H19.3】
＜団体に対する意見
＞
①必要に応じ法的措
置を講じるなどして，
引き続き未収金の回
収に努めていく必要が
ある。相手に資産がな
く，支払能力が明らか
に無い場合は，不良
債権の償却を早めに
行うべきである。また，
分割納入など相手が
払いやすい制度を取り
入れ，支払遅延の発
生しない仕組み作りが
必要と思われる。
②無線局の提携や統
合について，出来る限
りの可能性を探り，よ
り効果的，効率的な
サービスの提供につな
げていただきたい。
＜県に対する意見＞
①東北ブロックにおい
てどのような無線局が
効率的であるのか，関
係自治体と協議し，無
線局統合を積極的に
推進すべきである。
②無線局の機器更新
については，将来の無
線局の提携や統合も
視野に入れて方針を
決定すべきである。

①統合の可能性を検討している県
（青森県）との意見交換を行い、問
題意識の共有に至った。
②公社では、県からの納入依頼
書に基づき回収業務を強化した。
③新規採用の代わりに退職者の
嘱託・再任用で必要人員を確保し
た。④平成１５年度に事業開始と
した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

厳しい漁業環境の
下で減船等による
会員数の減少傾向
が続いており、無線
事業の今度のあり
方を検討する必要
がある。また、累積
欠損の解消に向け
た改善を行う必要
がある。

○①他県漁業無線局との統合の可能性を検討す
る。【H14～】
○②未収利用料金の回収を促進する。【H13～】
○③職員の新規採用等を停止している。【H13～】
○④収益が見込まれる有無線接続事業による陸船
間通信サービス等を提供する。【H16～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

－－

－

2438.4

30.9

県の損失補償（債務保証）額(g )

－

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

　0225-95-3377

△103.0

△ 11.7

△ 45.4

△   3.0

－

△12.6

Ｈ１５年度

△13.2

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

△6.7

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△3.3

Ｈ１６（実績）

Ｈ１６年度

649

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

－

665

経営指標

2529.6

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

36.6

－

Ｈ１７年度

－

理事長　吉田文一

http://www8.ocn.ne.jp/̃mgmkosya/

△9.30

県 担 当 課

県 出 資 額

　産業経済部漁業振興課

100,000千円（　　41.9　％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

①県では業務提携の進ん
でいる北陸、九州の状況を
聞き取りした。また、近県に
とどまらず同じような問題を
抱えている県の現状を聞き
取りした。
②県部長名による督促状
により回収業務を強化し
た。
③人件費抑制に努めた。
④利用促進ＰＲに努めるよ
う指導した。

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

①県では業務提携や統合
について、岩手県、福島
県、茨城県と意見交換を
行ったが、統合について
は早期に実現することが
困難であることがわかっ
た。
②県から送付された納入
依頼書により、回収業務
を強化した。
③人件費抑制に努めた。
④事業展開の見直しに加
え、利用促進ＰＲ活動に努
めるよう指導した。

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　　加入船減少は何ともし
難い部分であるが、ほぼ
予算(目標）に近い結果と
なったものと評価する。
　

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　加入船の減少を食い止
めるため、他局船の加入
促進に努め、また県から
の支援も増加するよう運
動する。
　支出面では人件費を中
心に、各方面での尚一層
の削減を図る。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　未収金については、18
年度からは更に効果的な
回収に努めるため、職員
総力を挙げて取り組み、さ
らに理事会に諮り法的措
置(訴訟）をとることも予定
している。なお、一部につ
いては17年度末に欠損処
分を実施した。

△8.2

0.0

－

2427.2

－

－

①県では提携又は統合について
前向きな方向性を持つ県と意見
交換及び打合せを行った。
②公社を指導したほか、県から
納入依頼書を送付した。
③人件費抑制に努めた。
④事業を開始した。

①課　　　　　題

△11.3

356.9

△   2.9

－

△ 14.0

△103.0

Ｈ１４（実績）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

－

－

△25.7

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△8.2

常勤職員数

　宮城県漁業無線局の管理運営

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

　無線通信業務



経営評価シート 平成17年度    ３１ 社団法人宮城県漁業無線公社     担当部局課室名 産業経済部漁業振興課 
 

団体の使命 
漁船の航行及び漁業操業の安全を期し、漁業経営の安定に資し、かつ海難事故防止、救助等の緊急事態に対処し、
敏速適確な措置に必要な近代的無線通信施設の装備を行い、合理的有効な維持経営を図り漁業無線の健全な発展に
寄与する。 

団体の顧客 中短波、短波を使用する漁船により操業している県内漁業者及び地方公共団体、水産業協同組合法団体を正社員、
県外漁業者を特別社員としている。 

経営 
戦略 

団体の目的 宮城県漁業無線局の管理運営 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ○④該当なし ④ －
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ○④該当なし ④ －
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ○①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① －
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ○②横ばい ③低下傾向 ② －
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ○②横ばい ③上昇傾向 ② －

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「加入稼働船」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ○③目標を未達成 ③ －

 イ 取組目標「無線局利用料金」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ○③目標を未達成 ③ －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ○①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① －
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ○④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ －
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ○④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ －
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ○⑤さらに悪化 ⑤ －

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ○②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② －

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① －

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① －

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ○④予定なし ④ －

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ○①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① －

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ○①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① －

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ○①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① －

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ○②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② －

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ○③やや悪化 ④著しく悪化 ③ －

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ○③特に負わない ③ －

総 
 

合 

  

 
 
３ 県からの委託費、 
分担金は県の財政事情

の悪化により減少して

いる 
 
 
 
 
 
 
 
６ -ｱ 鮪漁業の不振に

より特に鮪漁船の脱退

が増えた為 
６–イ加入船が減少し

た分収入も減少した。 
 
 
 
 
８ ９ 収入の減少、

欠損処分の実施の為 
 
 
10 欠損処分実施のた

め悪化した 
 
 
 
 
 
 
14 15 16 
業務内容が特定部門に

専業していること 
基本施設は県有で、動

産、不動産の評価業務

はないこと 
必要な場合は公認会計

士の指導を受けている

こと 
費用面の問題があるこ

と 
17電話、口頭にて 
  年に十件程度 
 
 
 
19 決算状況、未収金の

回収状況等からの判断 
 
20 単年度毎の結果に

ついて責任の規定がな

い 

 
Ⅰ全評価項目を通し

て 

 通信手段の多様化

による無線通信の減

少、漁業を取り巻く環

境を勘案すると、評価

結果は概ね妥当と考

える。 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

６ 

燃油高騰等、漁業を取

り巻く環境が予想以

上に厳しさを増した

ためやむを得ない。

 

 

８ ９  

当面は現行のとおり

関与を行っていくが、

さらなる経費削減を

指導するとともに、関

与のあり方について

も考えていく。 

10 

欠損処分は倒産等回

収不能な未収金につ

いて行ったものであ

るが、今後、未収金が

増加することのない

よう努めるべきと考

える。  

 

 

 

 

 

 

Ⅲ結論 

 未収金回収や経費

削減など経営改善を

強く推し進めるよう

指導を行うととも

に、他県漁業無線局

との業務提携等の可

能性について検討を

進めていく。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

44,095 18,523 25,227

38,787 37,451 37,449

11,020 10,140 10,168

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

21,777 17,431 22,712 19,353 21,334 21,334 21,334 21,334

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

49,807 47,591 47,593 47,617 42,349 42,349 42,349 42,349

11,094 9,344 7,942 7,200 5,292 5,292 5,292 5,292

0 0 0 0 0 0 0 0

60,901 56,935 55,535 54,817 47,641 47,641 47,641 47,641

55,271 52,249 51,564 54,817 47,641 47,641 47,641 47,641

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 88,141 65,709 62,681 62,251 55,395 55,395 55,395 55,395

事業外収入(b) 22,725 5,937 8,336 10,335 9,622 9,622 9,622 9,622

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 110,866 71,646 71,017 72,586 65,017 65,017 65,017 65,017

支 出 事業費(e) 69,596 62,748 67,316 64,787 61,065 61,065 61,065 61,065

管理費(f) 3,520 2,353 2,676 2,110 2,306 2,306 2,306 2,306

事業外支出(g) 37,750 1,383 1,025 6,909 1,646 1,646 1,646 1,646

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 110,866 66,484 71,017 73,806 65,017 65,017 65,017 65,017

0 5,162 0      △1,220 0 0 0 0

0 5,162 0      △1,220 0 0 0 0

15,318 5,162 0 △ 3,111 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 711 6,024 0 4,874 0 0 0 0

固 定 資 産 307,466 302,891 295,850 301,312 291,532 291,720 291,720 291,720

計 308,177 308,915 295,850 306,186 291,532 291,720 291,720 291,720

負 債 流 動 負 債 711 863 0 932 0 0 0 0

固 定 負 債 1,675 1,967 2,306 2,280 2,591 2,879 3,166 3,454

（うち引当金等） 1,675 1,967 2,306 2,280 2,591 2,879 3,166 3,454

計 2,386 2,830 2,306 3,212 2,591 2,879 3,166 3,454

資 本 基本（資本）金 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125 258,125

剰 余 金 等 47,666 47,960 41,220 44,849 30,816 30,716 30,429 30,141

計 305,791 306,085 299,345 302,974 288,941 288,841 288,554 288,266

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月24日現在の目標値である。

栽培漁業事業化総合推進
事業費補助金を削減した。

栽培漁業事業化総合推進
事業費補助金を削減した。

経営等問題検討委員会の結果
から、遊漁者等からの協力金の
支援について検討することとし
た。

事業規模縮小等による経
費の節減を図った。

遊漁者からの協力金は、
他県法人の取組状況を調
査し検討した。

平成１５年度で終了 -

同　　左

●県の栽培漁業事業化総合推進事業費補助金を
削減する。【Ｈ１４～】

○種苗生産・放流事業における受益者（漁業者等）
負担体制を強化する。【Ｈ１５～】

関係団体に対し支援を要請し、支
援を得た。

栽培漁業事業化総合推進事業
費補助金を削減した。

協力金アップについて、担当課と
団体がスケジュ－ル等について協
議した。

栽培漁業事業化総合推進事業費
補助金を削減した。

○漁協等関係団体からの運営支援を確保する。【Ｈ
１３～】

関係団体に対し支援を要請し、
支援を得た。

常勤職員数

経営指標

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100県からの受託事業の再委託率（％）

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績）

同　　左

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

○職員体制の強化による団体の自立的運営を図
る。【Ｈ１４～】

経営等問題検討委員会の結果
から、職員採用は当面困難とさ
れた。

正職員の採用は見送っ
た。

△4.8

ー

△19.3

13.6

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

職員２名を採用した。

①課　　　　　題

外部有識者による経営診断を実
施し、経営計画（案）の策定に向け
作業を進めている。

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
年々補助金等が削減され
るなか、業務の効率化に
よる経費の削減に努めた
結果、目標を達成すること
ができた。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
継続して種苗生産の効率
化及び経費の削減に努
め、創意工夫を重ねて良
質の種苗の生産、放流に
取り組んで行く。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
上記のとおり生産コストの
削減等に向け積極的に努
力する。

ー

△12.9

ー

ー

523.0

ー

△3.2

ー

ー

ー

△10.4

△11.9

ー

0.0

理事長　　三浦俊一

http://www.mgff.or.jp

事業内容

10.2

０２２５－４８－２７７７

100.0

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

県 担 当 課

県 出 資 額

産業経済部漁業振興課

13.6

△11.0

△6.9

△5.7

ー

ー

ヒラメ種苗の生産及び放流を行うとともに、放流効果を調査する。

県からの委託をうけてアワビ種苗の生産を行う。

Ｈ１７年度定義 Ｈ１５年度

ヒラメ放流効果実証事業

-

５０、０００千円（１９．４％）

H15～H17増減率
（％）

Ｈ１６年度

△  ３．４

△４２．８

事業費（単位：千円）

75.5

-借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

-

△11.1

0.0

Ｈ１６（実績）

△31.3

ー

9.3

ー

△4.6

ー

△25.0

ー

△12.9

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

698.0

54.9

200

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

205人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

事業収入が減少傾
向にあるとともに、
県の財政的関与が
強いので、団体運
営の健全化に向け
た経営計画の見直
し等による経営改
善を行う必要があ
る。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「　経営改善又は県の関与の改善　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

　 うち県職員（派遣職員）

　宮城県水産公社は、水産業関係団体から出捐金の拠出を受けて設立された唯一の財団法人である。当法人の栽培漁業の業務は，資源管理意識の醸成にも寄与しており，その業務の意義は大
きい。しかし、財源の多くを占める県からの委託金及び補助金は年々減少し，生産経費のコスト削減努力だけでは，現状での水産公社の自立は困難な状況にある。
今後は、現行事業に養殖用種苗の販売を加えて自主財源の確保に努めていく。また、現在、一県一漁協の合併に向けて関係機関等の事務移管や統廃合が検討されていることなどを踏まえ、栽培
漁業だけでなく，各種の行政施策の受け皿としての機能を付加するなどの見直しが必要である。

ヒラメ種苗放流経費の削減
【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
①設定された経営目
標の達成状況を注視
していく。
②更なる経営の効率
化に取り組んでいただ
きたい。

【H19.3】
＜団体に対する意見
＞
①栽培漁業での量産
化は，便益を受ける漁
業者のニーズを充分
把握したうえで，漁業
者から適正な便益対
価を収受することを前
提に事業を進めるべき
である。
②自主財源確保のた
めの，付加価値の高
い商品開発・生産に取
り組むべきである。
＜県に対する意見＞
①県栽培漁業セン
ターとの役割分担，位
置付けを明確にして，
本来あるべき体制を
積極的に検討していた
だきたい。
②県が所有している栽
培漁業センターの管
理棟，親魚飼育棟，種
苗生産棟について，県
負担となるランニング
コストを踏まえながら，
公社への委託事業の
在り方を検討する必要
がある。
③新たな種苗育成の
実現可能性を検討し
ながら，県栽培漁業セ
ンターへの統合化も検
討されたい。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県の損失補償（債務保証）額(g )

３２　財団法人宮城県水産公社　

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

石巻市谷川浜前田２２

０２２５－４８－２７７７

主要事業名

種苗飼育等事業

アワビ種苗生産事業

県からの委託をうけて栽培漁業センターの種苗生産を行う。 △　７．７

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成７年４月１日

  １　基本情報(団体記入)

ー

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

195

79.5

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



経営評価シート 平成１７年度   ３２ 財団法人宮城県水産公社    担当部局課室名 産業経済部漁業振興課 
 

団体の使命 
本県水産業の振興に寄与するため、県で種苗生産等技術が確立した魚介類について、大量生産及び放
流を実施し資源の底上げを図るとともに、種苗放流による効果を把握する。 

団体の顧客 県内の漁業者及び遊漁者 経営 
戦略 

団体の目的 
資源管理型漁業及び栽培漁業の推進、並びに漁船漁業等の振興に関する事業を実施し、もって、本県
水産業の振興に寄与する。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「ヒラメ種苗放流経費の節減」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ２ ２

  
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

  
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

  
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ４ ４
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ４ ４
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし １ １

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ― ―

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
4 経費節減による 
次期繰越金を流動資産

として計上出来たた

め。 
 
6 種苗生産業務の 
効率化による経費の削

減に努めて結果ほぼ達

成できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８前年に比べ生産経費

が掛かっているが、今

後は効率化に努める。 
 
９普通貯金取り崩しに

より流動資産が減少し

ている。 
 
 
11 事業及び収支決算の

実績の推移から、ほぼ

適当と思われる。 
12市場性のある有価証

券及び土地は保有して

いない。 
 
 
 
14,15 公認会計士及び

役員の民間経営者の選

任は、有識者で組織す

る「経営等問題検討委

員会」で必要性につい

て検討していく。 
 
17顧客への生産種苗等

の配布時に意見交換し

漁業、漁場等の現状把

握に努めている。 
 
 

Ⅰ全評価項目を通

して 

 県からの委託金及

び補助金が減額され、

また、その他の自主財

源も減少しているこ

とから、厳しい運営状

況におかれている。種

苗生産業務に対する

コスト削減の努力は

認められるが、今後は

運営の見直しが必要

である。 
 
 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 
4,6,8,9,11,12,14,15,
17 
項目毎に見て、収入

が減少する中、経営改

善に向けた努力を行

っている。主たる事業

の種苗生産業務の効

率化によりコスト削

減の努力が進められ

ていると判断される。

 
 

Ⅲ 結論 
宮城県水産公社は、

水産業関係団体から

出捐金の拠出を受け

て設立された唯一の

財団法人である。財源

の多くを占める県か

らの委託金及び補助

金は年々減少し，生産

経費のコスト削減努

力だけでは，現状での

水産公社の自立は困

難な状況にある。 
今後は、現行事業に

養殖用種苗の販売を

加えて自主財源の確

保に努めていく。ま

た、現在、一県一漁協

の合併に向けて関係

機関等の事務移管や

統廃合が検討されて

いることなどを踏ま

え、栽培漁業だけでな

く，各種の行政施策の

受け皿としての機能

を付加するなどの見

直しが必要である。

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

233,130 203,397 192,030

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

87 99 100 96 100 100 100 100

4 4 4 5 5 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

9 11 13 10 7 7 7 7

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

15,788 14,320 15,357 15,356 16,212 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

15,788 14,320 15,357 15,356 16,212 0 0 0

15,788 14,320 15,357 15,356 16,212 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 101,802 91,481 90,000 94,880 132,600 132,600 132,600 132,600

事業外収入(b) 39,810 51,904 80,000 114,870 114,500 114,500 114,500 114,500

その他の収入(c) 3,224 11,011 0 19,891 0 0 0 0

計(d) 144,836 154,396 170,000 229,641 247,100 247,100 247,100 247,100

支 出 事業費(e) 52,814 62,830 70,000 75,264 86,000 86,000 86,000 86,000

管理費(f) 180,317 140,566 139,000 116,766 133,000 133,000 133,000 133,000

事業外支出(g) 359 135 0 2,923 0 0 0 0

その他の支出(h) 35,682 41,360 114,000 371,707 12,000 12,000 12,000 12,000

計(i) 269,172 244,891 323,000 566,660 231,000 231,000 231,000 231,000

△91,877 △ 60,146 △ 39,000 14,797 28,100 28,100 28,100 28,100

△124,335 △ 90,495 △ 153,000 △ 337,019 16,100 16,100 16,100 16,100

△125,545 △ 91,705 △ 154,210 △ 338,229 14,890 14,890 14,890 14,890

資 産 流 動 資 産 3,481,879 2,423,727 2,400,000 1,511,146 1,500,000 1,400,000 1,300,000 1,200,000

固 定 資 産 3,377,872 4,279,320 4,100,000 4,875,584 4,700,000 1,670,000 4,640,000 4,610,000

計 6,859,751 6,703,047 6,500,000 6,386,730 6,200,000 3,070,000 5,940,000 5,810,000

負 債 流 動 負 債 11,038 28,961 28,000 26,845 28,000 28,000 28,000 28,000

固 定 負 債 19,119 8,352 8,300 12,050 8,300 8,300 8,300 8,300

（うち引当金等） 19,119 8,352 8,300 12,050 8,300 8,300 8,300 8,300

計 30,158 37,313 36,300 38,896 36,300 36,300 36,300 36,300

資 本 基 本（ 資本 ） 金 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500 8,456,500

剰 余 金 等△1,581,750 △ 1,673,455 △ 1,827,665 △ 2,011,685 △ 1,996,795 △ 1,981,905 △ 1,967,015 △ 1,952,125

計 6,874,750 6,665,734 6,463,700 6,347,834 6,459,705 6,474,595 6,489,485 6,504,375

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年４月１日現在の目標値である。

※平成１８年度以降の剰余金等は「株式等評価差額金」は発生しないものとしている。

△ 30.0

③改革スケジュール

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 104.8

13.9

支出額(d)のうち一般財源

-

県の損失補償（債務保証）額(g )

県からの貸付金残高(e)

補助金(b)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

①課　　　　　題

39.8

△ 0.3

14.3

-

△ 59.2

89.9

△ 0.7

Ｈ１５（実績）

（1）前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

管理費を削減する一方、
収入を大幅に増やし経常
収支の黒字化を達成する
など、目標を上回る成果を
挙げた。

（2）本年度以降の目標設
定の考え方

収入の安定的確保と管理
費の削減等に引き続き取
り組み、経常収益および当
期利益を確保する。

（3）委員会意見（H18年度3
月）への対応

経常収支の黒字化達成な
ど、赤字解消に向け一定
の成果を挙げた。減損損
失の計上により、当期利
益は赤字であったが、本
年度からは、当期利益に
おいても黒字化を目指して
いく。

△ 104.4

5.6

0.0

5629.2

-

5.6

取締役社長　斉藤　正三郎

・経営体制の一層のスリム化を実
施すると同時に執行体制を強化
し、タイムリーな取締役会の開催
と支援施策を実践した。
・東北イノベーションキャピタル㈱
との連携・情報交換に基づき有望
な支援先を検討し、新事業創出グ
ループ育成事業による支援を
行った。また、外部関係機関との
新事業育成の共同展開について
検討した。
・新規プロジェクトの誘致や入居
企業の育成支援等により入居面
積の向上を図ったほか、４件の国
プロジェクトを受託し受託料収入
の増を図った。また、一部出向者
の削減や諸経費の削減等によ
り、人件費及び管理費の削減を
実現した。

△ 3.6

△ 2.9

4.3

△ 31.1

1.8

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

・新体制による機能的な取締役
会・株主総会を実施した。また、
積極的にプロジェクト・シーズを
発掘し、プロジェクトの新規選定
と進捗コーディネートを実施し
た。

・東北産学官インキュベーション
ファンドに出資した。従来のR&D
支援制度を廃止し、新産業育成
支援体制（仮称）の方針を策定
した。

・入居及び土地賃貸の営業活動
推進した。地域新生コンソーシ
アム事業に新規採択された。ベ
ンチャー企業のビジネスコンサ
ル支援を実施した。人件費及び
一般管理費の削減を推進した。

Ｈ１４（実績）

・検討結果を踏まえた、運営組織整備、
活動の推進

・事業化支援制度体制整備、広報、運用

・研究開発施設入居率向上、不動産賃
貸料増収に向けての積極的営業活動促
進。研究開発事業等への参画及びR&D
会社の研究成果品の販売促進

http://www.icr-eq.co.jp

Ｈ１５年度

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

シーズ発掘・インキュベーション事業

022-279-8880

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

事業内容
事業費（単位：千円）

地域の有望なシーズの発掘および事業化育成支援、プロジェクトメーキング等。

産クラ、知クラ等の事務局業務受託および地域コンソの管理法人等の受託業務。

－

△17.6

H15～H17増減率
（％）

Ｈ１６年度

337

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

－

374

経営指標

31,544.4

10.9

－

Ｈ１７年度

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 0.7

△ 31.1

△ 6.7

-

-

7.6

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

△ 96.8

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

5.6

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

－－

－

8,368.9

　主な収入源を出資金の運
用収入としてることから低金
利の影響で経営が厳しい。
累積欠損金も増加傾向に
あることから、団体の健全
経営を見据えた事業展開の
方法を検討する必要があ
る。

○コスモス構想に関わる東北７県の産・学・官において団体の
担うべき役割と経営のあり方について検討する
　【H14～】

○資金リスクの、より少ない方法での研究開発支援体制を検討
し、導入する
　【H13～】

○入居率向上及び敷地の賃貸による不動産賃貸料増収及び
国等の研究開発事業等への積極的参加による各種受託料等
の増収を図っており、継続実施する。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から改善の働きかけ」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

ＩＣＲは、東北インテリジェント・コスモス構想を具現化するための中核的な機関として、東北７県の産・学・官の出資により設置され、主にその資金運用収入をもってＲ＆Ｄ会社設立等の公益的サービス
を行ってきたが、産業創出の視点を研究開発支援から事業化支援へとシフトし、地域の産業化に有効に機能するよう見直しているところ。
現在の超低金利の下においては一定の限界があるが、平成１７年度末の経常損益は受託事業の増や財務収益の拡大などから、平成４年度以来の黒字（１４百万円）となるなど経営改善面においても
一定の成果を挙げている。
今後も経営・財務基盤の充実による一層の収支改善と、従来以上の産学官連携を通じた地域新産業創出・育成活動の展開が図られるよう、県としても引き続き支援・要請していきたい。

研究施設入居率の向上(%)
【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
　社会的使命の遂
行とともに赤字解
消に引き続き取り
組むべきである。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
　経常収支の黒字
が続き，赤字解消
が図られるよう，
法人の増収に向
けた取組に期待す
る。
＜県に対する意見
＞
　団体に助言する
に当たっては，県
の政策的理念を示
し，産学官の連携
が効果的に図られ
るよう努めてほし
い。

・コスモス構想推進協議会で推進活動見
直し検討会を設置し、ICRの役員などを含
め、推進活動のあり方の検討を実施した。
ICRで経営改革プログラムの策定を専門
機関に委託し、報告書を作成した。また、
経営基本戦略会議等での検討を実施し
た。
・事業化の支援を行うことができるよう定
款を変更した。経営基本戦略会議等でベ
ンチャーファンドのスキームのあり方につ
いて具体的な検討を実施した。

・研究開発施設への入居率向上に向けた
営業活動を推進した。国の平成14年度地
域新生コンソーシアム研究開発事業に応
募するとともに、研究成果品の販売を行っ
た。関係団体から調査事業を受託した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

３３　株式会社インテリジェント・コスモス研究機構

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区南吉成六丁目6番地の3

022-279-8811

主要事業名

入居ベンチャー企業等の支援育成事業

国の産業政策等と連携した産業創出支援事業

ＩＲ、販路開拓等の支援およびベンチャーファンド等へのマッチング支援等。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成元年2月10日

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

流動比率（％）

定義

6.7

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

290

9.3

常勤役員数

産業経済部新産業振興課

1,000,000千円 （11.8％）

4.6



経営評価シート  平成１７年度 
３３ 株式会社インテリジェント・コスモス研究機構 

担当部局課室名 産業経済部新産業振興課 
団体の使命 産業の創出と地域社会の発展 
団体の顧客 東北の地域社会とその住民 経営 

戦略 
団体の目的 上記のために社会に必要かつ有用な産業、企業を世に送り出し、雇用を創出すること 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 1 1
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 3 3
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 1 1

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「研究施設入居率の向上」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
 イ 取組目標「－」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 ウ 取組目標「－」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 エ 取組目標「－」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 2 2
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 1 1
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 3 3
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 5 5
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 2 2

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 4 4
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 2 2
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 1 1
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -

総 
 

合 

  

１県からの委託事業は受けていない。

むしろ、当社の産業育成という使命に鑑

み、事業発注による当社の活用および支

援を検討して頂きたい。 

３昨年から導入された外形標準課税分

（約1,700万円）の租税負担が大きく、

再建対象団体として補助金の対象とし

ていただくなど、支援の検討を願いした

い。 

５役員報酬の減額、職員の効率化によ

る削減などを進めてきた結果、改善して

いるもの。 

６１８年３月末の施設入居率は96%と、

100%に近い数字で推移している。 

７１７年６月から役員９名体制とし、

効率的運営を維持している。 

８一般管理費の削減効率化に加え、収

益面でも大幅な増加を達成したことか

ら、経常収支を黒字に転じることが出来

た。 

９減損会計を経常するという特殊要因

による。 

10努めている。その結果として、経常収

支を黒字化できた。今後、当期利益の黒

字化を目指す。 

11目標達成に向けて最大限努力したこ

とが、結果として目標を上回る成果とな

ったもので、目標設定自体はほぼ適正で

あったと考える。 

12市場性の乏しい原則満期保有目的の

債券であるため把握していないとした。 

14監査法人として公認会計士を選任し

ている。 

15役員９名のうち民間経験者、民間の現

職者は５名である。 

16自社HPにて会社事業概要、金融庁HP

では有価証券報告書を公表している。 

17要望、ニーズを把握し求められるイン

キュベーション機関として、時代にあっ

た事業の構築推進を目指している。 

18なかなか回復しない国内景気環境と、

産業の国内における地域競争力、地域に

おける国際競争力の確保確立が急務と

言われる中で、内発産業を創出していこ

うとする当社の役割と期待は一層強ま

っていると感じている。 

19収支の好転、業務の効率化と人員の質

的向上など、経営全般にわたり状況は格

段に改善している。 

 

Ⅰ全評価項目を通して 

役職員の削減や収支

の改善など、経営改善

に向けた努力は確実に

実施・継続されており、

その効果も現れてきて

いることから、今後と

も現在の方向性で引き

続き改善に向けた取り

組みをお願いしたい。

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

６現在の入居率の維持向

上に向けて、引き続き

努力をお願いしたい。

７県職員の派遣は行って

いない。 

８一層の収支改善に向け

て、引き続き努力をお

願いしたい。 

９単年度の収支改善の取

り組みについては確実

にその効果が現れてき

ていることから、貸借

対照表の改善に繋げら

れるよう引き続き努力

をお願いしたい。 

 

Ⅲ 結論 

18地域における産学連

携へのニーズの高ま

りに呼応して、当該企

業に対する地域の期

待はより一層高まっ

ていることから、経営

改善と同時に、地域か

ら期待されている社

会的使命の達成に向

けた積極的な事業展

開をお願いしたい。

19当該企業は、財政的に

も人的にも自立して

いることから、概ね現

在の方向性で、引き続

き努力をお願いした

い。 

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,704,753 1,284,114 903,705

198,464 198,644 186,170

- - -

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 Ｈ１９目標 Ｈ２０目標 H２１目標

70 ( △3 ) 66 ( △4 ) 65 ( △1 ) 64 ( △2 ) 64 (0) ※ ※ ※

2 2 2 2 2 ※ ※ ※

0 0 0 0 0 ※ ※ ※

70 66 65 64 64 ※ ※ ※

1 1 1 1 1 ※ ※ ※

464,957 347,249 339,700 357,493 345,500 ※ ※ ※

- - - - - - - -

- - - - - - - -

464,957 347,249 339,700 357,493 345,500 ※ ※ ※

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

収 入 事業収入(a) 1,724,446 1,204,676 1,127,700 953,214 945,800 ※ ※ ※

事業外収入(b) 89,376 144,816 42,300 66,332 46,201 ※ ※ ※

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 ※ ※ ※

計(d) 1,813,822 1,349,492 1,170,000 1,019,546 992,001 ※ ※ ※

支 出 事業費(e) 1,361,887 966,467 955,000 886,545 808,901 ※ ※ ※

管理費(f) 146,182 152,780 116,000 105,721 106,001 ※ ※ ※

事業外支出(g) 37,248 51,045 75,000 35,666 58,401 ※ ※ ※

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※ ※ ※

計(i) 1,545,317 1,170,292 1,146,000 1,027,932 973,303 ※ ※ ※

268,505 179,200 24,000 △ 8,386 18,698 ※ ※ ※

268,505 179,200 24,000 △ 8,386 18,698 ※ ※ ※

129,312 37,483 △ 27,000 △ 19,083 △ 12,000 ※ ※ ※

資 産 流 動 資 産 1,175,465 691,314 725,800 595,816 646,645 ※ ※ ※

固 定 資 産 1,024,617 1,252,187 1,228,500 1,196,061 1,181,057 ※ ※ ※

計 2,200,082 1,943,501 1,954,300 1,791,877 1,827,702 ※ ※ ※

負 債 流 動 負 債 615,392 341,349 362,000 235,713 284,000 ※ ※ ※

固 定 負 債 779,631 759,611 784,300 732,705 732,701 ※ ※ ※

（うち引当金等） 779,631 759,611 784,300 732,705 732,701 ※ ※ ※

計 1,395,023 1,100,960 1,146,300 968,418 1,016,701 ※ ※ ※

資 本 基本（ 資本 ）金 44,061 44,061 44,061 44,061 44,061 ※ ※ ※

剰 余 金 等 760,998 798,480 763,939 779,398 766,940 ※ ※ ※

計 805,059 842,541 808,000 823,459 811,001 ※ ※ ※

※平成18度以降の上記目標数値については，平成18年3月23日現在の目標値である。

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

   当期受託目標は達成したが，
市町村合併により受託時期が
遅れ繰越事業が多く発生したた
め，欠損が生じた。

   公共事業費の縮減により受
託が困難なことから，これまで
以上に新たな事業の展開を模
索し事業の確保を図ると共に，
経営の効率化と経費の削減を
実施していく

   今後とも業務の効率化とコス
ト削減を図って参りますと共に，
公共事業の品質確保など私ど
もの協力が期待されている事業
等についても普及宣伝に努め，
期待に沿った活動に努めて参り
ます。

（2） 本年度以降の目標設定の
考え方

（3） 委員会意見（Ｈ18年　3月）
への対応

※H19～H21の目標値は策定
中である。

23.6%29.0%

3.1%

　理事長　會田　・一

事業費（単位：千円）
事業内容

積算・工事管理調査、設計及び区画整理事業等の受託

都市公園管理業務及び研修事業

570

25.7%

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

202.5%

35.1%

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

191.0%

25.6%

３４　社団法人　宮城県建設センター

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

　　仙台市青葉区上杉1丁目1番20号

　０２２　（２６３）　１４３１

  １　基本情報(団体記入)

-

http://www.m-ctc.com/

H15～H17増減率
（％）

昭和４３年５月１日

　宮城県建設センターは、県・市町村等の公共事業の円滑で効率的な執行を補完・支援する役割を担っている。宮城県北部連続地震においては、当センターが保有している技術力や人材を活用し
て、県及び被災町からの被災状況調査の応援要請や災害復旧作業の支援活動に携わるなど、県・市町村と連携を図りながら活動している。
　しかし、社会情勢の変化を背景に公共事業関連の受託業務は減少傾向にあるため、今後は技術職員を有しない市町村等からの受託業務範囲の拡大や経費削減・組織見直しによる一層の効率
化を図る取り組みを継続的に働きかけていく。
　

職員の削減

○新規採用の停止
●委託業務に係る部内連絡会を
開催し、県発注の業務委託内容
及び団体の再委託状況の把握や
再委託理由等について確認と検
討を行った。
●県から民間への直接発注再委
託率の高い業務の団体と民間へ
の分離発注（道路台帳調製業務
は試行実施）について検討等を
行った。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

県・市町村からの委
託業務の再委託等
について、民間との
役割分担を踏まえ
た業務委託のあり
方を検討する必要
がある。

○平成１１年度から職員の新規採用を停止
●民間と競合する分野の県の委託業務について団
体への委託は業務に対するノウハウの蓄積や統一
性が求められるものなど公益性の高いものに限定
する。

-

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

②改善内容
　区分：「県の業務委託のあり方の見直し、業務の縮

小、競合分野の民間へのシフト」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

常勤役員数

支出額(d)のうち一般財源

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )

　０２２（２６３）１４３９

主要事業名

経営指標 定義

特定事業

一般事業

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

１人当たり人件費（月）（千円）

（Ａ）実績推移

-

流動比率（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（Ｂ）年度別目標

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

0.3

63.7

【H18.3】
＜団体に対する意見
＞
  受託業務費が減少
の一途を辿っている
中において，より一層
の業務の効率化とコ
スト削減に努めていた
だきたい。

【H19.2】
＜団体に対する意見
＞
①指定管理者として
団体の使命・役割の
更なる推進と，運営経
費の削減を図り，これ
からの公募指定に対
応できる組織運営を
目指す必要がある。
②平成１８年度に策定
される中期計画とそれ
に基づく取組を注視す
る。
＜県に対する意見＞
　団体の自立を促す
観点から，県職員派
遣の必要性を見直す
べきである。
　

委託金(a)

常勤職員数

-

-

-

　 うち県職員（派遣職員）

-

Ｈ１６（実績）

△ 1.6

△ 323.0

△ 323.0

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

585

13.6%

575

0.0
（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

2.8%

Ｈ１７年度

22.4%

-

県 担 当 課

県 出 資 額

　　土木部土木総務課

16,000千円（ 36.3％）

○新規採用の停止
●民間への発注を継続実
施した。
●県からの委託事業にお
ける再委託率は漸減してい
る。

△ 1.3

2.0

20.5

△ 0.0

△ 1.5

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

○新規採用の停止
●道路台帳調製業務の建設セン
ターと民間への分離発注を本格
実施しながら課題の検討を行っ
た。
●積算・工事監督補助業務の内
容と委託経費の積算方法につい
て検討を行い、平成１６年度から
見直すこととした。

△ 37.1

△ 3.4

0.0

252.8%

0.0

県からの補助金等収入依存度（％）

△6.2%    

△47.0%    

①課　　　　　題

△ 0.8

△ 30.3

△ 8.8

-

△ 5.3

△ 2.7

5.0

8.5

-

○新規採用の停止
●業務委託の検討を踏ま
え出来る分野から民間へ
の発注を実施した。
●県からの委託事業にお
ける再委託率は漸減して
いる。

△ 0.0

Ｈ１４（実績）

-

-

0.0

△ 3.4

0.0



区分 県の考え方

1 理事会 監事

① ① Ⅰ全評価項目を通して

2

① ①

3

② ②

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事 Ⅱ　各評価項目ごとに

① ① 6　今後とも人件費を含め

　事務経費の削減に努め

　ていくべきと考える

７　県職員１名を技術支

　援の観点から派遣して

　いる。

7

① ①

8

④ ④

9

④ ④

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ① Ⅲ　結論

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

③ ③

20

① ①

１６　一部の財務諸表が
公開されていないので、
公開を指導していく。

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

③今後予定 ④予定なし

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

②解消済み ③一部解消 ④変化なし

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

⑤著しく悪化

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

評  価  項  目

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい

④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

経営評価シート　　平成17年度　　　３４　社団法人　宮城県建設センター　　担当部局課室名　土木部土木総務課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県及び市町村の補完支援機関として，公共事業の受託を通して県民サービスの向上等を図る。

県及び市町村並びに土地区画整理組合等の公共団体

地方公共団体等が行う公共事業及びその 管理の円滑で効率的な執行を補完し支援するとともに，建設に関する技術水準の向上を
図りもつて良質な社会資本の整備に寄与する。

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

　団体の評価は妥当であ
ると考える。
　県からの受託事業は減
少傾向にあると認められ
るので、今後も健全な経
営状態を維持するために
は、長期的視点で経営の
効率化を推し進める必要
がある。

　建設センターは、県・市
町村等の公益事業の執
行を補完・支援する役割
を担っている。また北部
連続自身では被災状況
調査や災害復旧活動に
携わるなど公益的な活動
に力を注いでいる。
　しかし、社会情勢の変
化を背景に公共事業の
受託業務は減少傾向に
あるので、今後は技術職
員を有しない市町村から
の受託事業の拡大を図り
ながら、経費の削減、組
織の見直しによる一層の
効率化を働きかけていく

評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「職員の削減」

取組目標

６：勧奨退職１名，依願
退職１名，計２名となり目
標を達成した。

８：当期受託目標は達成
したが，市町村合併によ
り受託時期が遅れ繰越
事業が多く発生したた
め，欠損が生じた。

14：県監査，県指導検
査，県外部委員監査及
び税務調査と外部の監
査等を受ける機会が多
いので，目的は達成され
ると考える。

1５：受託先は，県，市町
村等であり，業務量の縮
小の心配される中，経費
削減上からも民間経営
者を役員に迎えるのは
無理と考えている。

１９：８と同じ

９： 同上

１７：ＩＳＯ9001を取得して
おり，そのシステムにより
把握することとされてい
る。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

1,010,000 450,000 0

1,349,389 1,395,684 1,572,833

1,417,594 1,435,275 1,689,394

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

3,122,182 3,341,200 3,280,000 3,527,728 3,380,000 3,380,000 3,380,000 3,380,000

3,093,749 3,123,371 3,120,000 3,150,881 3,120,000 3,120,000 3,120,000 3,120,000

3,473,048 3,639,220 2,755,341 3,697,190 2,376,754 2,626,668 2,827,710 2,874,365

3 2 3 3 3 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

27 24 22 22 21 21 21 21

2 1 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,657 2,793 2,870 2,907 2,941 2,941 2,941 2,941

2,657 2,793 2,870 2,907 2,941 2,941 2,941 2,941

2,657 2,793 2,870 2,907 2,941 2,941 2,941 2,941

530,810 109,414 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

28,572,181 24,206,708 21,728,580 21,703,883 18,095,967 16,140,151 12,634,741 9,401,762

収 入 事業収入(a) 6,218,317 6,466,701 6,402,135 6,680,277 6,500,723 6,500,723 6,500,723 6,500,723

事業外収入(b) 21,715 3,478 3,618 4,231 3,650 3,650 3,650 3,650

その他の収入(c) - - - 274,909 - - - -

計(d) 6,240,032 6,470,179 6,405,753 6,959,417 6,504,373 6,504,373 6,504,373 6,504,373

支 出 事業費(e) - - - - - - - - 

管理費(f) 1,785,113 1,850,597 2,770,713 2,331,289 3,275,148 3,073,246 2,908,346 2,908,346

事業外支出(g) 981,871 980,362 879,699 930,938 852,471 804,459 768,317 721,662

その他の支出(h) - - - - - - - -

計(i) 2,766,984 2,830,959 3,650,412 3,262,227 4,127,619 3,877,705 3,676,663 3,630,008

3,473,048 3,639,220 2,755,341 3,422,281 2,376,754 2,626,668 2,827,710 2,874,365

3,473,048 3,639,220 2,755,341 3,697,190 2,376,754 2,626,668 2,827,710 2,874,365

0 0 0 0 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 2,945,036 1,851,891 1,115,577 3,068,194 987,041 2,500 2,500 274,679

固 定 資 産 80,387,868 80,350,287 81,354,486 81,271,964 81,247,533 83,581,357 83,535,181 83,489,005

計 83,332,904 82,202,178 82,470,063 84,340,158 82,234,574 83,583,857 83,537,681 83,763,684

負 債 流 動 負 債 1,153,076 400,755 152,500 777,550 2,500 2,500 2,500 2,500

固 定 負 債 60,456,328 59,965,423 60,481,563 61,726,608 60,396,074 61,745,357 61,699,181 61,925,184

（うち引当金等） (31,125,949) (35,401,620) (38,496,632) (39,761,043) (42,029,731) (45,275,447) (48,722,205) (52,215,618)

計 61,609,404 60,366,178 60,634,063 62,504,158 60,398,574 61,747,857 61,701,681 61,927,684

資 本 基本（資本）金 21,723,500 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000

剰 余 金 等 - - - - - - - - 

計 21,723,500 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000 21,836,000

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年5月1日現在の目標値（予算計上額）である。

※包括外部監査での指摘により、クレジットカード等での通行料金に関する平成１７年３月分をその他収入として計上した。

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

道路公社の経営については、今後とも経営健全化に努め、安全な道路管理に努め高速道路の無料開放をしていくことが望まれる。

県の派遣職員をＨ１６．４．１
で１名削減した。（２名→１
名）

○平成１２年度から組織を再編し、職員の新規採用
を停止している。

○平成１１年度から借入金の繰上償還を行っている

○平成１１年度から積算・現場監理業務の外部委
託を実施しており、継続実施する。

将来的に公共事業
の減少が見込まれ
ることから、運営体
制のスリム化、経営
の効率化に向けた
検討を行う必要が
ある。 ●県の派遣職員を段階的に削減する。 県の派遣職員をＨ１４．４．１で１名

削減した。（４名→３名）

新規採用を停止している。 新規採用を停止している。新規採用を停止している。

県の派遣職員をＨ１５．４．１で１
名削減した。（３名→２名）

県の派遣職員をＨ１７．４．１で
１名削減した。（１名→０名）

仙台南部道路Ⅲ期事業

新規採用を停止している。

県借入金（Ｈ１１年度借入分1,147
百万円）の繰上償還を行った。

建設事業費の減少により外部委
託を停止した。

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

①課　　　　　題

-

-

△ 16.6

△ 35.7

-

1.2

1.2

-

Ｈ１４（実績）

△ 67.8

△ 0.0

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

Ｈ１６（実績）

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
　有料道路の低料
金化や無料開放
の早期実現に向
けて、引き続き借
入金の返済など
経営の健全化に
努めるべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　団体が今後予定
している仙台松島
道路の４車線化に
当たって，経営の
効率化を念頭に
置いた適切な組
織体制を構築する
必要がある。

（1） 前年度の経営目標の達
成状況に関する評価結果
（概要）
平成１７年度料金収入は、平
成１６年度実績比３．３％
増、平成１７年度目標に対し
４．３％増であり、目標を達
成した。
（2） 本年度以降の目標設定
の考え方
①新規事業として仙台松島
道路において東日本高速道
路㈱の矢本石巻道路が平成
２０年１月２３日無料開放す
ることに伴い、本線料金所設
置（Ｈ１８約５億円、Ｈ１９約２
０億円）の投資が必要となる
ことからコスト縮減に努め
る。
②仙台松島道路に平成１７
年度にＥＴＣを導入し、平成１
８年度にＥＴＣシステムを改
良することから維持改良費
が増額となり、また、平成１８
年度にＥＴＣマイレージ割引
を導入する予定であり、割引
導入に伴い収入減も考えら
れることから、今後とも経営
改善に努める。
③仙台松島道路の将来交通
量の増加や安全性・利便性・
快適性といった利用者ニー
ズに対応するため、さらには
周辺自動車専用道路ネット
ワークの整備状況を踏まえ、
平成２０年代の早い時期に４
車線化の供用を目指してい
ることから、料金徴収期間の
延長も含めた事業計画の変
更や業務量に応じた組織再
編が必要と考えている。
（3） 委員会意見（Ｈ18年　3
月）への対応
今後とも有料道路の経営に
あたっては、諸々の利用者
ニーズに対応すべく努力す
るとともに、引き続き経営改
善に取り組む。

-

1.2

0.0

-

394.6

-

-

-

理事長　加藤正人

http://www.miyagi-dourokousha.or.jp

16.6

△ 100.0

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部道路課

有料道路の建設

有料道路の維持管理

17,416,125千円（79.8％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

０２２－２６２－８２０２

事業費（単位：千円）

19.2

定義 Ｈ１５年度

0.04

25.7

Ｈ１７年度

-

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

Ｈ１６年度

0.04

（流動資産÷流動負債）×100

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

-

△ 35.7

40.5

△ 8.4

-

26.5

△ 30.6

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

29.6

462.1

34.9

660

255.4

688

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

経営指標

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

△ 6.5

-

△ 1.0

△ 4.5

△ 4.2

△ 2.7

△ 13.7

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与の見直し

」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

仙台南部道路料金収入（単位：千円）

仙台松島道路料金収入（単位：千円）

当期収支差額（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

5.7

△ 3.4

△ 2.5

△ 99.7

△ 2.2

0.0

３５　　宮　城　県　道　路　公　社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉一丁目１番２０号ふるさとビル４階

０２２－２６３－０５６６

主要事業名

仙台松島道路

仙台南部道路

有料道路の維持管理

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和４７年４月１日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

697

0.04

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



経営評価シート  平成１７年度  ３５ 宮城県道路公社        担当部局課室名 土木部道路課 
 

団体の使命 宮城県の地域において料金を徴収する道路の新設、改築、維持、修繕、管理を総合的かつ効率的に行い、
幹線道路の整備を促進して、交通の円滑を図り、住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する。 

団体の顧客 有料道路利用者 
経営 
戦略 

団体の目的 団体の使命に同じ 
 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ３ ３

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「仙台南部道路料金収入」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 イ 取組目標「仙台松島道路料金収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 ウ 取組目標「当期収支差額」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ２ ２

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 １ １

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

４ 仙台松島道路のＥ

ＴＣレーン設置工事を

借入金なしで行ったた

め、前期に比べ流動比

率が低下したが、健全

な経営の範囲内であ

る。今後も、仙台松島

道路の本線料金所設置

工事により一時的に低

下することが見込まれ

る。 
 
５ 新規採用停止によ

り職員の平均年齢が上

昇したことから、１人

当たり人件費が上昇し

た。 
 
６ 収支について、今

後とも経営改善に努め

る。 
 
８ 料金収入は、前年

度実績比３．３％増で

あり、経常収支は６．

０％減であるが、総合

的には一部改善とし

た。 
 
９ 引当金等を除く固

定負債が２６億円減少

した。 
 
１４・１５ 地方道路

公社法の規定により理

事長及び監事は知事の

任命であり、副理事長

及び理事は知事の認可

を受けて理事長が任命

することになってい

る。 
 
１６ 情報公開の対象

である定款、役員名簿、

決算書等を公開してい

る。 
 
１７ 仙台松島道路に

もＥＴＣ設備要望が多

数あり、平成１７年度

に設備工事を実施し、

平成１８年３月１日に

供用した。 

Ⅰ全評価項目を通

して総体的に経営

状況は順調に推移

しているが、人件費

の上昇が見られる

など、組織体制を含

め経営健全化が望

まれる。 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に経営改善に向け

た各取組状況はほ

ぼ達成されている

が、収支について今

後とも改善が望ま

れる。 

 

 

 

 

 

 

15 現在の経営内容

から見て、特に民間

経営者等の登用に

ついては考えてお

りません。 

16 速やかなイン

ターネット全面公

開に向けて指導し

ていく。 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

 道路公社の経営

については、今後

とも経営健全化に

努め、一日も早く

高速道路の無料開

放をしていくこと

が望まれる。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

481 44,304 0

108,391 116,612 113,566

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

人件費支出の抑制（単位：千円） 38,385 34,266 34,879 34,624 35,275 35,358 35,513 35,690

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

5 4 4 4 4 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

190,220 163,590 139,300 139,300 122,950 106,600 90,500 74,650

0 0 0 0 0 0 0 0

190,220 163,590 139,300 139,300 122,950 106,600 90,500 74,650

489,240 448,470 407,700 407,700 366,930 326,160 285,390 244,620

収 入 事業収入(a) 215,871 218,201 218,659 220,674 219,621 219,621 219,643 219,643

事業外収入(b) 62,567 54,613 1,033 5,035 19,375 504 5,542 14,715

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 278,438 272,814 219,692 225,709 238,996 220,125 225,185 234,358

支 出 事業費(e) 85,963 96,397 91,706 94,245 93,018 84,006 86,334 99,134

管理費(f) 22,428 20,215 19,840 19,321 20,435 20,267 19,366 19,870

事業外支出(g) 189,083 166,408 108,142 111,072 125,543 114,754 119,485 115,354

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 297,474 283,020 219,688 224,638 238,996 219,027 225,185 234,358

△ 19,036 △ 10,206 4 1,071 0 1,098 0 0

△ 19,036 △ 10,206 4 1,071 0 1,098 0 0

1,070,862 △ 18,005 46,465 45,974 44,134 53,604 52,777 45,438

資 産 流 動 資 産 9,908 4,384 1,841 7,645 7,596 8,694 8,694 8,694

固 定 資 産 2,853,721 2,732,052 2,674,856 2,673,763 2,691,582 2,732,484 2,786,767 2,827,938

計 2,863,629 2,736,436 2,676,697 2,681,408 2,699,178 2,741,178 2,795,461 2,836,632

負 債 流 動 負 債 1,869 6,552 4,005 8,742 8,693 8,693 8,693 8,693

固 定 負 債 933,253 819,382 715,725 716,190 689,875 678,271 679,777 675,510

（うち引当金等） (26,400) (21,501) (22,976) (22,906) (24,397) (25,865) (27,311) (28,820)

計 935,122 825,934 719,730 724,932 698,568 686,964 688,470 684,203

資 本 基本（資本）金 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

剰 余 金 等 1,908,507 1,890,502 1,936,967 1,936,476 1,980,610 2,034,214 2,086,991 2,132,429

計 1,928,507 1,910,502 1,956,967 1,956,476 2,000,610 2,054,214 2,106,991 2,152,429

※平成19年度以降の上記目標数値については，平成18年5月1日現在の目標値である。 ・目標設定にあたっては，現在の経済情勢等が継続した場合を前提とする。

＊平成18年度その他の支出内訳…建物建設支出等(ﾋﾞﾙﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化他）35,200，借入金返済支出87,852　退給引当預金支出ほか2,491

600

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

ーー

26.5

66.9

ー

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

595

昭和５０年４月１日

  １　基本情報(団体記入)

今後も大幅な増収
は見込めないこと
から収入の規模に
見合った効率的・合
理的な経営体制を
構築する必要があ
る。

県からの貸付金残高(e)

　 うち県職員（派遣職員）

653

（Ａ）実績推移

３６　財団法人宮城県フェリー埠頭公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市宮城野区港三丁目７番１号

022-254-3001（代）

主要事業名

                   〃

理事長　川村　幸宏

　公社の借入金については、繰上償還を行うなど計画的に返済が進んでおり、問題はないと考えている。また、収支状況は、平成１７年度において、単年度黒字を達成しており、今後も現在の状況
が続けば、黒字化傾向で推移していくと見込んでいる。
　一方で、経費削減・経営合理化のみでは、限界があり、収入源の維持・拡大が必要である。これまでも遊休化している施設のスポット貸し等新規収入確保に取り組んできているが、大きな収入源
には至っていない。
　また、平成２０年には、フェリー船会社との契約更新時期を迎え、原油価格の高騰などの状況が続けば、料金引き下げの要請がなされることは、必至で、値下げに対応せざるを得ない情勢となるこ
とが予測される。
このような状況の中で、今後も黒字化傾向を継続していくためには、これまで以上に経費削減・経営合理化を進めることが必要不可欠であるので、引き続き確実に取り組んでいくよう指導・助言して
いく。

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
借入金の償還財源
と修繕資金の財源
確保のために，引き
続き経営の改善に
努める必要がある。

【H19.3】
＜団体に対する意
見＞
①フェリー埠頭使用
料の契約更新が平
成２０年に迫ってお
り，団体としての必
要水準の理解を得
るため，交渉に必要
な客観的なデータの
収集を始めるべきで
ある。
②県とともに第２
バースの有効活用
方法を検討すべき
である。併せて，民
間のノウハウを積極
的に活用するなどし
て，新たなフェリー
会社の誘致や，ス
ポット貸しでの用途
に結び付ける営業
努力を行う必要があ
る。
＜県に対する意見
＞
　仙台塩釜港におけ
る第２バースの位置
付けについて方向
性を定め，その実現
に向けて早期に行
動を取る必要があ
る。並行して，フェ
リー埠頭の管理に
関わる問題として，
団体の在り方と将来
的な第１バースの運
営方法について必
要な検討を進める
べきである。

○経費削減
・事務所の移転による賃借料等の節
減（年間200万円）
○新規収入の確保
・ターミナルビル貸室等の貸付けによ
る増収（年間300万円）
○その他
・フェリー利用促進（修学旅行等）のた
めの広報活動など

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

1.9

○16年度退職者の不補充継続により人件費の抑制を図
るとともに，その他の管理経費についても見直しを行うな
どして節減に取り組む。
○未利用施設の活用等による収入の増加に努める。
※第２バースについては、制度及び構造面での制約によ
り、現時点ではスポット貸し以上の利活用が難しい状況
にあるが、引き続き対応策を検討する。
○老朽化施設の計画的な修繕等に対応するため，引当
預金の積立等により，財源の確保に努める。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与を見直す団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（流動資産÷流動負債）×100流動比率（％）

△ 100.0

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

―

県の損失補償（債務保証）額(g )

022-254-3003

5.8

13.0

5.9

△ 11.7

0.0

―

（Ｂ）年度別目標

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

29.2（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

△ 10.0

県からの補助金等収入依存度（％）

１人当たり人件費（月）（千円）

530.1

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

0.0

Ｈ１６（実績）

2.3

借入金依存度（％）

ー

23.1

Ｈ１７年度

ー

ー県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

Ｈ１６年度経営指標

　　　　　　－

4.8

―

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

20,000千円（100.00％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容
事業費（単位：千円）

○経費削減
退職者不補充継続による人
件費抑制と管理経費節減によ
る支出削減（16年度比△
58,381千円）
○利用促進のＰＲ活動
県内外教育機関への資料配
付、訪問等を実施
○監事の公認会計士就任
平成１８年度から任命決定

0.7

0.7

△ 0.6

△ 3.7

2.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○経費削減
・退職者の不補充，事務局
長の再雇用継続による人件
費の節減（年間5,653千円）
○新規収入の確保
・付属棟の貸付け等による
増収（年間979千円）
○利用促進の広報ＰＲ活動
（隣県教育機関の訪問等）な
ど

6.5

△ 3.6

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
･人件費は抑制されている
(平成16年度期中退職者1
名の補充なし）

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・職員は，現員体制で対
応する。
・光熱水費節減について，
引き続き入居者に協力を
求める。
・事務部門の合理化のた
めOA化を推進する。
'
（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
・収入確保には仙台航路
の維持が必要不可欠であ
り，引き続きフェリー船社
のサポートのため，広報
PR活動の推進に努める。

△ 4.0

―

0.0

―

87.4

―

△ 11.7

○経費削減
・長期借入金の一部繰上償還（98百
万円）による支払利息の圧縮等
・退職職員（事務局長）の再雇用に
よる人件費支出の抑制
○新規収入の確保
・空室及び駐車場の貸付けによる増
収（年間200万円）
○利用促進の広報活動など

①課　　　　　題

△ 0.5

284.8

△ 1.3

―

6.4

△ 100.0

Ｈ１４（実績）

△ 0.6

―

―

―

―

県からの受託事業の再委託率（％）

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の建設，改良

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の維持，修繕及び管理

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

フェリー埠頭整備事業

Ｈ１５年度



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 2　新規借入額　0

① ① 平成17年度

3 　借入返済額105,132千円

④ ④ 平成16年度

4 　借入返済額109,812千円

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 6　ｱ　人件費支出の抑制

理事会 監事 7　役職員数

① ①

- -

- - 8「収支計算書」比較

- -

7

① ①

8

③ ③

9

② ②

10

① ①

11

① ①

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 14　平18.4.1から監事に

① ① 公認会計士が就任する

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 こととなった。

③ ③

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

② ②

19

② ②

20

- -

･収入…旅客歩道橋ﾊﾞﾘｱ
ﾌﾘｰ化分の使用料増額分
(前期比+1,446千円），共
益費収入増（同+1,027千
円）
・支出…厳冬による光熱
費増による需用費増（前
期比+1,394千円)，ターミ
ナルビルアスベスト除去
による修繕費増(同
+2,148千円)があったが，
事業費･管理費合計では
概ね前期並みであった。

9　「貸借対照表」比較
借入金償還が進んでいる
ことことにより借入金依存
度は減少。

Ⅰ全評価項目を通して
 公社の決算書及び付属
資料に照らし、妥当と認
められる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　［４］流動比率は改善し
ているが、１００％に達し
ていないので、更に改善
が必要である。
　［１４］公認会計士の就
任を確認した。
　［１５］経営幹部への民
間経営者等の登用につ
いては、早期導入に向け
て検討を促していく。
　［１６］１８年度中の実施
を見込んでいる。
　
　

Ⅲ 結論
　経費節減等の経営努力
の成果が現れ始めてお
り、平成１７年度において
単年度黒字を達成し、今
後も黒字化傾向が見込ま
れる。
　しかし、今後、大幅な増
収は見込むことができな
いので、借入金の単年度
償還額が減少するまで
は、引き続き経費削減等
の経営努力に取り組んで
いく必要がある。

平成16年度期中に生じた退
職者の補充を行わないで推
移している。

17　主な利用者である船
社とは毎日意見交換を
行っている。また，フェ
リー埠頭維持管理連絡
会を定期的に開催し，船
社及び関係業者からの
意見把握に努めている。

16　今年度パソコンを導
入し，インターネット接続
環境を整えることとしてい
る。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消

①含み損益なし ②含み損有り

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

太平洋フェリー㈱

仙台塩釜港におけるフェリー埠頭の建設，改良，維持，修繕及び管理を総合的に行い，仙台塩釜港の機能の強化を図り，もって県民
の福祉の増進と地域経済の発展に寄与すること。

経営評価シート　平成１７年度　３６　財団法人宮城県フェリー埠頭公社　 担当部局課室名　土木部港湾課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

フェリー埠頭施設の安全性及び利便性の向上，生活物資の安定供給，海事思想の普及を図る。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「人件費支出の抑制」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価
格と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等
安全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

2,307 2,302 2,461

655 638 632

0 19,368 0

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

613,879 545,088 445,088 447,482 345,088 245,088 145,088 45,088
　

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 ※２ ※２ ※２

事業外収入(b) 7,341 26,319 19,230 6,901 21,323 ※２ ※２ ※２

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 ※２ ※２ ※２

計(d) 7,341 26,319 19,230 6,901 21,323 ※２ ※２ ※２

支 出 事業費(e) 7,212 26,247 19,180 6,093 21,643 ※２ ※２ ※２

管理費(f) 79 56 130 142 530 ※２ ※２ ※２

事業外支出(g) 0 0 47 0 44 ※２ ※２ ※２

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※２ ※２ ※２

計(i) 7,291 26,303 19,357 6,235 22,217 ※２ ※２ ※２

50 16 △ 127 666 △ 894 ※２ ※２ ※２

50 16 △ 127 666 △ 894 ※２ ※２ ※２

1,993 △ 18,213 0 1,204 ※３ ※２ ※２ ※２

資 産 流 動 資 産 675 674 674 1,333 ※３ ※２ ※２ ※２

固 定 資 産 713,939 695,710 695,710 696,249 ※３ ※２ ※２ ※２

計 714,614 696,384 696,384 697,582 ※３ ※２ ※２ ※２

負 債 流 動 負 債 455 437 384 432 ※３ ※２ ※２ ※２

固 定 負 債 0 0 0 0 ※３ ※２ ※２ ※２

（うち引当金等） 0 0 0 0 ※３ ※２ ※２ ※２

計 455 437 384 432 ※３ ※２ ※２ ※２

資 本 基本（資本）金 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

剰 余 金 等 164,159 145,946 146,000 147,150 ※３ ※２ ※２ ※２

計 714,159 695,946 696,000 697,150 ※３ ※２ ※２ ※２

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月９日現在の目標値である。

水産動植物の繁殖保護等に関して実施される事業費の一部を助成する。

漁業被害を防止するため、航路標識を設置し、保守点検等を委託する。

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

沿岸漁業振興助成事業

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

0.0

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

常勤職員数

○移転候補先である県漁連と交
渉したが、引受けについての了
解が得られなかったので継続審
議事項となった。

①課　　　　　題

0.0

209.0

255.2

0.0

256.3

△ 234.2

Ｈ１４（実績）

ー

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
・事務局の移転について
は、関係機関との調整を
図ったが、具体的な引受
先・スケジュール等につい
ては定まっていない。
・ペイオフ完全実施に伴い
運用資産の確保に向けて
当初の目標どおり基本財
産中１億円を新漁連預金
から債券による運用に切
り替えた。
※１　現在大部分を信漁
連預金として運用している
基本財産を、債券等様々
な運用手法にシフトことを
目的としているため、金額
は減少傾向となる。
（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・事務局移転については
本年度末に予定されてい
る沿岸漁協の合併を視野
に入れ関係機関との調整
を図る。
・本年度以降も引き続き
資産の安全を確保しつつ
安定した果実の確保に向
け、信漁連預金の一部を
債券運用に切り替える。
※２　本基金の収支は漁
協の事業計画や沿岸漁
業被害の有無に大きく左
右されることから、平成１
８年度以降の目標数値を
設定することは困難であ
る。
※３　予定貸借対照表を
作成していないので、省
略しました。

ー

-

-

-

308.6

-

-

●県漁連への事務局受け入
れについて協議したが了解を
得ることはできなかったので、
漁協再編後の事務局移転を
目指して引き続き協議を行う
こととした。
○信漁連預金のシフトは目標
どおり一部を債券運用にシフ
トすることができた。

ー

ー

ー

ー

ー

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

●県漁連以外の移転候補先
や移転条件等を検討した
が、他に妥当な受け入れ先
が無かった。
○資金のシフトについては理
事会において協議し、基本
財産の一部を信漁連預金か
ら安定的な債券運用にシフト
した。

ー

ー

理事長　梛野良明

http://www.pref.miyagi.jp/kouwan/kikin/

△ 3.5

6.7

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

330,000千円（60.00％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

-

-

Ｈ１７年度

-

Ｈ１６年度

-

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

-

経営指標

148.3

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

ー

　 うち県職員（派遣職員）

-

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

０２２－２１１－３２９６

△ 234.2

273.2

0.0

209.0

-

Ｈ１５年度

△22.9

事業費（単位：千円）

県の損失補償（債務保証）額(g )

0.0

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標
（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

154.2

-

・団体の事務局を県
職員が行っており、指
導監督者の立場と重
複することから、県以
外に事務局を移転す
る必要がある。
・信漁連預金のシフト
を図る必要がある。

○事務局を移転する。
○財務内容の向上、安定化を図るため、資産運用
の分散化、多様化（信漁連預金のシフト）を進める。

 

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営の改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・事務局移転という基本スタンスには変化は無いので、漁協再編の動きを見据えつつ、引き続き関係機関との協議を進める。
・資金シフトについてはペイオフ対策や合理的な資金運用の観点から、引き続き進めていく。
・信漁連と県漁連の合併に伴い、事務局移転の受け皿は県漁連が可能となるが、漁協再編を推進している現時点では県漁連側で対応が困難と判断した。今後も漁協再編の動きを見据えつつ、協
議を行って行くこととしたい。

信漁連預金額（単位：千円）※１

 
 

【H18.3】
＜県に対する意
見＞
　事務局が県庁内
にあり、県の職員
が兼務している
が、県の事務では
ないので即刻事
務局を移転し、職
員の兼務をなくす
べきである。

【H19.2】
＜県に対する意
見＞
　事務局の県庁か
らの移転及び職
員の兼務の解消
がなかなか図られ
ないが，課題解決
のための具体的
なスケジュールを
策定し，段階を踏
まえた進展を図る
べきである。

○理事会において事務局移転の
必要性を説明し継続審議事項とし
た。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

３７　財団法人石巻湾漁業振興基金

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町三丁目８－１

０２２－２１１－３２１２

主要事業名

漁業被害救済事業

漁業被害防止事業

石巻港に入港する船舶に起因する漁業被害に対し、適正公平な救済金の給付を行う。 ー

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和５９年３月２７日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

-

-

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



経営評価シート  平成１７年度 ３７ 財団法人石巻湾漁業振興基金  担当部局課室名 土木部港湾課  

団体の使命 
石巻港において、一層の沿岸漁業の振興を図り、石巻港出入港船舶から漁業操業の安全を確保するための事業を行
うとともに、入出港船舶及び石巻港建設に伴う漁業被害等を補填することにより、漁業経営の安定向上と公益の増
進を図る。 

団体の顧客 ― 
経営 
戦略 

団体の目的 港湾整備と沿岸漁業の共存共栄 
 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 － －

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「信漁連預金の額」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 イ 取組目標「―」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － ―

 ウ 取組目標「―」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － ―

 エ 取組目標「―」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － ―
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － ―
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 １ １
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 １ １
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ―

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８・９ 
昨年度は漁業被害

の発生に伴い、固定

資産である特定預

金を取り崩して救

済金を給付したた

めに流動比率が下

落した。当年度は救

済金の給付が無く、

流動比率が好転し

たため著しく好転

と判断した。 
 
 
 
１４団体の目的・事業

内容・規模等を勘案し

た場合、現時点では必

要性は低いと考えられ

るため。 
１５漁協の組合長等が

理事に就任している。 
１７理事会等で漁協等

の意見・要望等を把握

している。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

  

団体から提出さ

れた財務諸表等か

ら勘案すると、妥当

な評価といえる。

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

６ 

 信漁連預金の額

については着実に

目標を達成してお

り、妥当な評価であ

る。 

 

１６ 

 昨年度よりホー

ムページで財務諸

表・役員名簿等の情

報を公開しており、

情報公開について

積極的に取り組ん

だと認められるが、

今後、収支予算書等

についても公開す

るよう指導する。

 

 

 

Ⅲ 結論 

 漁業被害の防止

や被害発生時の救

済など、本基金の

役割は依然として

重要である。 

 これらの役割に

適切に対応するた

めには現有資産の

有効活用が不可欠

であり、信漁連預

金のシフトは一層

合理的な観点から

進めていくように

指導する。 

 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

2,083 1,285 2,500

853 480 693

0 0 3,773

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

382,893 335,289 235,289 233,173 133,173 33,173 10,000 10,000
　

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0 ※２ ※２ ※２

事業外収入(b) 6,766 5,740 20,211 10,861 21,913 ※２ ※２ ※２

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 ※２ ※２ ※２

計(d) 6,766 5,740 20,211 10,861 21,913 ※２ ※２ ※２

支 出 事業費(e) 6,886 6,256 20,812 10,867 21,563 ※２ ※２ ※２

管理費(f) 86 73 130 139 530 ※２ ※２ ※２

事業外支出(g) 0 0 35 0 21 ※２ ※２ ※２

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※２ ※２ ※２

計(i) 6,972 6,329 20,977 11,006 22,114 ※２ ※２ ※２

△ 206 △ 589 △ 766 △ 145 △ 201 ※２ ※２ ※２

△ 206 △ 589 △ 766 △ 145 △ 201 ※２ ※２ ※２

1,661 2,615 0 △ 2,518 ※３ ※２ ※２ ※２

資 産 流 動 資 産 1,825 1,127 1,127 983 ※３ ※２ ※２ ※２

固 定 資 産 582,902 586,107 586,107 583,734 ※３ ※２ ※２ ※２

計 584,727 587,234 587,234 584,717 ※３ ※２ ※２ ※２

負 債 流 動 負 債 429 321 321 322 ※３ ※２ ※２ ※２

固 定 負 債 0 0 0 0 ※３ ※２ ※２ ※２

（うち引当金等） 0 0 0 0 ※３ ※２ ※２ ※２

計 429 321 321 322 ※３ ※２ ※２ ※２

資 本 基本（資本）金 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

剰 余 金 等 34,298 36,913 36,913 34,395 ※３ ※２ ※２ ※２

計 584,298 586,913 586,913 584,395 ※３ ※２ ※２ ※２

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月９日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和６１年３月２８日

  １　基本情報(団体記入)

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

-

-

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

３８　財団法人仙台湾漁業振興基金

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町三丁目８－１

０２２－２１１－３２１２

主要事業名

漁業被害救済事業

漁業被害防止事業

仙台港に入港する船舶に起因する漁業被害に対し、適正公平な救済金の給付を行う。 -

・事務局移転という基本スタンスには変化は無いので、漁協再編の動きを見据えつつ、引き続き関係機関との協議を進める。
・資金シフトについてはペイオフ対策や合理的な資金運用の観点から、引き続き進めていく。
・信漁連と県漁連の合併に伴い、事務局移転の受け皿は県漁連が可能となるが、漁協再編を推進している現時点では県漁連側で対応が困難と判断した。今後も漁協再編の動きを見据えつつ、協
議を行って行くこととしたい。

信漁連預金額（単位：千円）※１

 
 

【H18.3】
＜県に対する意
見＞
事務局が県庁内
にあり、県の職員
が兼務している
が、県の事務では
ないので即刻事
務局を移転し、職
員の兼務をなくす
べきである。

【H19.2】
＜県に対する意
見＞
　事務局の県庁か
らの移転及び職
員の兼務の解消
がなかなか図られ
ないが，課題解決
のための具体的
なスケジュールを
策定し，段階を踏
まえた進展を図る
べきである。

○理事会において事務局移転の
必要性を説明し継続審議事項とし
た。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

・団体の事務局を県
職員が行っており、指
導監督者の立場と重
複することから、県以
外に事務局を移転す
る必要がある。
・信漁連預金のシフト
を図る必要がある。

○事務局を移転する。
○財務内容の向上、安定化を図るため、資産運用
の分散化、多様化（信漁連預金のシフト）を進める。

 

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営の改善又は県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

--

-

351.0

-

県の損失補償（債務保証）額(g )

0.0

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２－２１１－３２９６

38.6

281.3

-

101.8

-

Ｈ１５年度

△ 42.9

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

-

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

0.0

Ｈ１６（実績）

ー

Ｈ１６年度

-

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

-

経営指標

425.4

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

-

-

Ｈ１７年度

-

理事長　梛野良明

http://www.pref.miyagi.jp/kouwan/kikin/

△ 18.8

20.0

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

275,000千円（50.00％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

●県漁連への事務局受け入
れについて協議したが了解を
得ることはできなかったので、
漁協再編後の事務局移転を
目指して引き続き協議を行う
こととした。
○信漁連預金のシフトは本年
度も目標どおり一部を債券運
用にシフトすることができた。

ー

ー

ー

ー

ー

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

●県漁連以外の移転候補先
や移転条件等を検討した
が、他に妥当な受け入れ先
が無かった。
○資金のシフトについては理
事会において協議し、基本
財産の一部を信漁連預金か
ら安定的な債券運用にシフト
した。

ー

ー

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
・事務局の移転について
は、関係機関との調整を
図ったが、具体的な引受
先・スケジュール等につい
ては定まっていない。
・ペイオフ完全実施に伴い
運用資産の確保に向けて
当初の目標どおり基本財
産中１億円を新漁連預金
から債券による運用に切
り替えた。
※１　現在大部分を信漁
連預金として運用している
基本財産を、債券等様々
な運用手法にシフトことを
目的としているため、金額
は減少傾向となる。
（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
・事務局移転については
本年度末に予定されてい
る沿岸漁協の合併を視野
に入れ関係機関との調整
を図る。
・本年度以降も引き続き
資産の安全を確保しつつ
安定した果実の確保に向
け、信漁連預金の一部を
債券運用に切り替える。
※２　本基金の収支は漁
協の事業計画や沿岸漁
業被害の有無に大きく左
右されることから、平成１
８年度以降の目標数値を
設定することは困難であ
る。
※３　予定貸借対照表を
作成していないので、省
略しました。

ー

-

-

-

305.3

-

-

○移転候補先である県漁連と交
渉したが、引受けについての了
解が得られなかったので継続審
議事項となった。

①課　　　　　題

0.0

101.8

98.4

0.0

100.9

38.6

Ｈ１４（実績）

ー

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

0.0

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

常勤職員数

水産動植物の繁殖保護等に関して実施される事業費の一部を助成する。

漁業被害を防止するため、航路標識を設置し、保守点検等を委託する。

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

沿岸漁業振興助成事業



経営評価シート  平成１７年度  ３８ 財団法人仙台湾漁業振興基金  担当部局課室名 土木部港湾課  

団体の使命 仙台港周辺において、一層の沿岸漁業の振興を図り、仙台港に出入港する船舶による沿岸漁業被害の防止及び沿岸
漁業被害の防止及び漁場保全等のための事業を行い、沿岸漁業経営の安定を図り、もって公益の増進に寄与する。

団体の顧客 ― 
経営 
戦略 

団体の目的 港湾整備と沿岸漁業の共存共栄 
 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 － －

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「信漁連預金の額」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 イ 取組目標「―」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標「―」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標「―」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ４ ４
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ４ ４
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ －

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
 

４ 一時的な資産の減

少に伴い足踏み状態で

あるが、原因は基金本

来の事業である救済金

支出であり、一時的な

ものであり、変動幅も

小さいため横ばいとし

た。 
 
 
 
 
 
 
 
８・９ 
漁業被害の発生に

伴い、固定資産であ

る特定預金を取り

崩して救済金を給

付しため流動比率

が下落し、一部悪化

と判断した。 
 
 
 
 
 
 
１４団体の目的・事業

内容・規模等を勘案し

た場合、現時点では必

要性は低いと考えられ

るため。 
１５漁協の組合長等が

理事に就任している。 
１７理事会において漁

協等の意見・要望等を

把握している。 
 

 

１９・２０      

 確かに正味財産は減

少したが、原因は基金

本来の事業である救済

金支出であり、一時的

なものであることか

ら、問題ないと判断し

た。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

  

 団体から提出さ

れた財務諸表等か

ら勘案すると妥当

な評価といえる。

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

４・８・９ 

 一時的に経営指

標は悪化している

が、基金本来の目的

通り突発的な漁業

被害の発生に対応

したもので、妥当な

評価といえる。 

 

１６ 

 昨年度よりホー

ムページで財務諸

表、役員名簿等の情

報を公開しており、

情報公開について

積極的に取り組ん

だと認められるが、

今後収支予算書等

についても公開す

るよう指導する。

 

 

Ⅲ 結論 

 漁業被害の防止

や被害発生時の救

済など本基金の役

割は依然として重

要である。 

 これらの役割に

適切に対応するた

めには現有示唆の

有効活用が不可欠

であり、信漁連預

金のシフトは一層

合理的な観点から

進めていくように

指導する。 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

80,046 87,814 83,497

412,545 433,649 391,442

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

558 5,287 20,169 8,268 13,905 11,553 31,591 17,901

95,000 53,000 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 11 11 11 11 11 11

0 0 0 0 0 0 0 0

4,214 4,217 4,200 3,387 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4,214 4,217 4,200 3,387 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 528,747 558,463 543,578 511,192 540,588 537,866 709,577 696,083

事業外収入(b) 1,103 1,314 915 853 760 760 760 760

その他の収入(c) 11,419 2,163 571 571 1,237 1,000 1,000 1,000

計(d) 541,269 561,940 545,064 512,616 542,585 539,626 711,337 697,843

支 出 事業費(e) 492,590 521,462 495,691 474,938 495,100 491,343 643,266 643,212

管理費(f) 22,785 19,606 20,395 19,577 19,920 20,170 20,420 20,670

事業外支出(g) 24,723 11,614 7,499 6,105 10,350 13,250 12,750 12,750

その他の支出(h) 613 3,659 1,000 3,418 3,000 3,000 3,000 3,000

計(i) 540,711 556,341 524,585 504,038 528,370 527,763 679,436 679,632

△ 10,248 7,095 20,908 11,425 15,978 13,863 33,901 20,211

558 5,599 20,479 8,578 14,215 11,863 31,901 18,211

183 5,287 20,169 8,268 13,905 11,553 31,591 17,901

資 産 流 動 資 産 221,228 215,547 198,547 103,753 152,631 152,634 200,635 204,756

固 定 資 産 336,396 325,715 317,600 337,289 385,680 379,230 364,820 350,600

計 557,624 541,262 516,147 441,042 538,311 531,864 565,455 555,356

負 債 流 動 負 債 254,793 233,143 187,860 139,655 165,510 165,510 185,510 175,510

固 定 負 債 0 0 0 2,000 64,000 46,000 28,000 10,000

（うち引当金等） 0 0 0 (2,000) (4,000) (6,000) (8,000) (10,000)

計 254,793 233,143 187,860 141,655 229,510 211,510 213,510 185,510

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

剰 余 金 等 212,831 218,119 238,287 209,387 218,801 230,354 261,945 279,846

計 302,831 308,119 328,287 299,387 308,801 320,354 351,945 369,846

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年 5月18日現在の目標値である。

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

木材保管業務及び一般輸出入貨物保管業務他

公共及び一般向け砕石等製造・販売

倉庫業他

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

―

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

0.0

○引き続き、第三者による経営権等
委員会及び取締役会で経営の問題
点の検討を行った。
●これまでの委託内容等を検討した
結果、管理業務に関してはノウハウ
を有する当団体への委託が必要と判
断し、また、単価契約を行うなどして
執行の適正化を図った。

①課　　　　　題

5.8

△ 10.9

4.2

116.6

4.8

39.9

Ｈ１４（実績）

47.1

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

･借入金残高の低減
　　　　………目標を達成
・単年度黒字の実現
　　　　………目標を達成
・総合的に判断し、経営状
況は前年度と比較して良
化。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

・売上収入の安定確保と
一層の経費節減に努め経
営の健全化を目指す。
　

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
　
①商法施行規則等に準拠
して作成した。
　
②簡便法により退職給付
引当金を計上した。

68.2

―

0.0

―

74.3

―

―

○６月に借入金は全額返済
した。
○売上収入の安定確保と
一層の経費節減に努めた。
（平成１６年度比で52,303千
円の支出を削減）

14.3

22.1

18.5

3,100.0

3.1

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○引き続き、取締役会で
経営の問題点の検討を
行った。
●県の持株の在り方につ
いて、会社の経営状況を
踏まえて検討を行った。

100.0

62.0

代表取締役　菅原清毅

http://www.kenkaihatu.co.jp

事業内容

Ｈ１５年度

68.2

0225-94-3749

（Ｂ）年度別目標
（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

―

5.8

△ 5.1

4.3

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部港湾課

30,000千円（33.3％）

H15～H17増減率
（％）

事業費（単位：千円）

0.6

12.8

Ｈ１７年度

―

Ｈ１６年度

404

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

25.2

363

経営指標

86.8

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 100.0

0.0

Ｈ１６（実績）

4.5

65.7

1.8

69.5

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

―

―

常勤職員数

県の損失補償（債務保証）額(g )

△ 12.2

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移

―

20.4

92.5

0.8

採石事業が縮小傾
向にあるなど経営
状況が厳しいことか
ら、今後の事業展開
について検討が必
要である。

○経営健全化に向けた取り組みを進める。
●県が委託している荷捌地管理業務を順次削減す
る。
●県の持株の在り方について、会社の経営状況を
踏まえながら検討を行う。

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団

体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・取組目標が着実に実施されるよう出資者の立場で助言してきたが、借入金は全額返済となり、経費も前年比で節減を達成したところであり、配当が行われることとなっている。今後とも健全経営を継
続するよう必要な助言を行う。
・出資の見直しなど採石業に係る県の関与を無くすことについては、採石部門の民間への譲渡或いは採石業の廃止などの方法もあり、その具体の実現に当たっては、様々な課題が想定されることか
ら、長期的な視点で現実に可能な対応を検討し会社と協議を進めていく。

黒字決算の継続（単位：千円）

借入金残高の低減（単位：千円）
【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①貸借対照表及び損益
計算書等について、商
法施行規則等に準拠し
て作成する必要があ
る。
②退職金規程にした
がって退職給付引当金
を計上していく必要があ
る。
＜県に対する意見＞
　設立当初の目的が達
成されたのであれば、
株式会社に対する出資
は見直しをする必要が
あるが、見直しに当たっ
ては、採石跡地の有効
活用について、関係部
局間が連携し、協議をし
ながら進めていくべきで
ある。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
①砕石事業は県の出資
団体の営む事業として
はなじまない。採石事業
の在り方について，県
の関係課と意思疎通を
はかり，検討のうえ将来
ビジョンを作成する必要
がある。
②退職給付引当金につ
いて期末要支給額の１
００％を計上し，会社の
実態を適正に表示する
必要がある。
＜県に対する意見＞
①採石部門は，民間と
競合する分野であるの
で，県の出資の在り方
を検討する必要があ
る。また砕石場跡地へ
の県道取り付けを含む
採石事業の在り方につ
いて，港湾課，道路課
相互に意思疎通をはか
り，検討のうえ将来ビ
ジョンを作成する必要が
ある。
②会計上適正な計算書
類が作成されるよう改
善を促す必要がある。

○会社の経営状況の把握を行い、第三者
による経営権等委員会及び取締役会で経
営の問題点の検討を行った。
●これまでの委託内容を精査し、その必要
性を検討した。その結果、管理業務に関し
ては、ノウハウを有する本団体への委託が
必要と判断し、また、委託費については、
単価契約を行うなどして縮減を図った。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

３９　　宮城県開発株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

石巻市潮見町１３番地の１

0225-22-6234

主要事業名

採石業

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和４１年３月１５日

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

418

0.8

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　 [2]

1 1 借入金依存度

3 H16　20.4　→　H17　12.8

2 2 ［４］

4

2 2

5 ［５］

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事 ア　

1 1 目標どおり返済

イ

1 1 ８，２６８千円の黒字

　 　

　 　

7

1 1

8 ［８］

2 2

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 ［14］

1 1 金融機関等関係者

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 ［15］

1 1 金融機関等関係者

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

2 2

17

1 1

18 理事会 監事

2 2

19

1 1

20

- -

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消

③今後予定

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③変化なし ④一部悪化①著しく改善

②目標をほぼ達成

③目標を未達成②目標をほぼ達成

②含み損有り

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

③含み益有り

①既に登用済

②既に一部公開

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

①低下傾向

取組目標

③上昇傾向

⑤著しく悪化①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①低下傾向 ②横ばい

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

④該当なし

②横ばい

Ⅰ全評価項目を通して
　　客観的な評価と認めら
れおおむね妥当である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　　［２］借入金は全額返
済したため、低下傾向に
あり評価は妥当。
　　［５］数年間上下動して
いることから、おおむね横
ばいと捉えている。
　　［６］借入金は全額返
済しており、目標は達成
している。
　　　　　単年度黒字も３年
連続達成している。
　　［８］前期比同様収支
差額はプラスとなってい
る。
　　［１６］平成１８年４月よ
りホームページをたちあ
げている。今後、財務資
料の公開についても指導
していきたい。

Ⅲ 結論
　　黒字経営が継続する
よう、出資者の立場で適
切に助言していく。

②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成①目標を達成

②一部改善

①既に全て公開

経営評価シート　　平成１７年度　　３９　宮城県開発株式会社　　　担当部局課室名　土木部港湾課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

公益的立場から港湾関連倉庫業及び採石業を営むことにより，地域発展に寄与。

荷主，商社，建設関連事業者等。

輸出入する木材及び一般貨物を公益的立場から行う保管業務，並びに公共及び一般向け砕石等の製造・販売。

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

①含み損益なし ④把握していない

⑤さらに悪化①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

「借入金の低減」

取組目標 「単年度黒字の実現」

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成

当期収支差額　前期比
2,979万円の増

H15　86.8　H16　92.5
→　H17　74.2

［１７］
荷主及び商社等の顧客
については、営業上毎日
接触しており、意見、ク
レーム等があれば直ちに
対応している。

H16　404千円／月　→
H17　418千円／月

金額ではなく、単年度黒
字の実現を目標としてい
るので、目標を達成とし
た。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,659,007 1,580,769 1,501,848

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

305,755 232,390 196,379 246,688 173,450 ※１ ※１ ※１
720,000 720,000 720,000 1,520,000 720,000 ※１ ※１ ※１

4 4 4 3 4 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

20 15 15 13 13 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

2,500,000 2,500,000 2,500,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000

0 0 0 0 0 0 0 0

2,500,000 2,500,000 2,500,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 2,001,275 1,944,813 1,934,365 1,922,671 1,905,633 ※１ ※１ ※１

事業外収入(b) 70,841 88,970 72,501 77,448 71,181 ※１ ※１ ※１

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

計(d) 2,072,116 2,033,783 2,006,866 2,000,119 1,976,814 ※１ ※１ ※１

支 出 事業費(e) 0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

管理費(f) 1,659,007 1,580,769 1,596,458 1,501,848 1,608,308 ※１ ※１ ※１

事業外支出(g) 96,179 88,829 71,983 73,101 68,583 ※１ ※１ ※１

その他の支出(h) 10,224 395 5,000 15,599 5,000 ※１ ※１ ※１

計(i) 1,765,410 1,669,993 1,673,441 1,590,548 1,681,891 ※１ ※１ ※１

316,930 364,185 338,425 425,170 299,923 ※１ ※１ ※１

306,706 363,790 333,425 409,571 294,923 ※１ ※１ ※１

305,755 232,390 196,379 246,688 173,450 ※１ ※１ ※１

資 産 流 動 資 産 2,518,551 2,647,679 1,823,541 ※２ ※１ ※１ ※１

固 定 資 産 9,380,256 8,850,518 8,319,288 ※２ ※１ ※１ ※１

計 11,898,807 11,498,197 10,142,829 ※２ ※１ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 958,425 1,097,201 1,027,607 ※２ ※１ ※１ ※１

固 定 負 債 8,119,005 7,347,228 5,814,766 ※２ ※１ ※１ ※１

（うち引当金等） △ 230,000 △ 195,000 △ 188,000 ※２ ※１ ※１ ※１

計 9,077,430 8,444,429 6,842,373 ※２ ※１ ※１ ※１

資 本 基本（ 資本 ） 金 3,200,000 3,200,000 3,200,000 ※２ ※１ ※１ ※１

剰 余 金 等 △ 378,623 △ 146,232 100,456 ※２ ※１ ※１ ※１

計 2,821,377 3,053,768 3,300,456 ※２ ※１ ※１ ※１

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年６月２３日現在の目標値である。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和45年11月2日

-

56.2

Ｈ１７年度

-

代表取締役社長  柿﨑征英

http://www.sendai-airport.co.jp.

△ 9.5

  １　基本情報(団体記入)

―

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

732

-

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

②役職員
数
（単位：
人）

４0　　　　仙台空港ビル株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

宮城県名取市下増田字南原

022-383-4301

主要事業名

022-383-4560

当該団体の経営改善は着実に進んでいるが、収益拡大や様々なリスクへの対応検討、長期借入金の返済計画策定など、安定的な経営基盤の確立が必要である。出資者として適切な助言・支援を行う。

当期純利益（千円）
長期借入金返済（千円） 【H18.3】

＜団体に対する意
見＞
①テナントと一体
となった経営展開
により増収を目指
し、早期に未処理
損失を解消すべき
である。
②会社経営上、中
期的なビジョンは
必要である。役員
会の承認を得て将
来３ヵ年の目標値
を公表すべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
①３か年計画の策
定とその取組につ
いて注視していく。
②仙台空港アクセ
ス鉄道開業に伴う
相乗効果が期待さ
れる。機を逃さず，
利用者増・収入増
につながる仕掛け
作りを工夫してほ
しい。空港でのイ
ベント開催など，
仙台空港鉄道株
式会社との業務連
携も検討してはど
うか。
③財務諸表につ
いて，経営の透明
度を高める上で，
インターネットでの
公開を行うべきで
ある。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

補助金(b)

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目標設定
の考え方

--

62.8

241.3

-

県の損失補償（債務保証）額(g )

△ 67.9

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

県からの受託事業の再委託率（％）

△ 1.2

委託金(a)

常勤職員数

（流動資産÷流動負債）×100

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

　 うち県職員（派遣職員）

―

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

0.0

―

△ 52.6

―

0.0

―

―

―

―

Ｈ１５年度

△ 29.7

66.7

685

262.8

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

5.7

△ 29.5

△ 28.0

7.1

事業内容
事業費（単位：千円）

―

―

―

―

0.0

△ 0.9

△ 8.1

△ 6.2

旅客ターミナルビルの管理運営主体として、ターミナルビルを所有し、航空会社等に対する貸室業等
を主要な事業とする。

土木部空港対策課

1,372,500 千円 （42.9％）

―

―

―

―

県 担 当 課

県 出 資 額

H15～H17増減率
（％）

（1） 前年度の経営目標の達成状
況に関する評価結果（概要）
　売上高は物販・飲食賃料収入や
広告収入が減収となったが、諸経
費の見直し、人件費の削減を図っ
た結果、前期に比べ利益が増加
し、累積欠損金を解消した。また、
自己資本率が前期より増加すると
ともに、借入金の返済により、財
務面は良くなっている。

（2） 本年度以降の目標設定の考
え方
　取組目標は長期借入金の完済
を前提に収支計画を策定し、目標
値を設定した。目標算定において
は旅客数はある程度の増を見込
み係数を乗じているが、売上面で
は物販及び飲食の客単価の下落
傾向及び広告収入の減なども見
込み、費用面は一般的上昇を見
込んだ数値とした。

（3） 委員会意見（Ｈ18年　3月）へ
の対応
①未処理損失は、１７年度決算に
おいて解消された。テナントと一体
となって売上増収を図りながら経
費の縮減に努め、経営の効率化
を目指したい。
②信頼性の高い目標値は変動が
激しく、内容が不安定のため、中
長期的な見通しを立てることは難
しく、取締役会の承認を得るまで
は至っていない。

※１・・・平成18年度の目標値は取
締役会の承認を得ているが、それ
以降の目標値については経営上
の重要な方針に関わり、取締役会
の承認を得ていない。
※２・・・予定貸借対照表は作成し
ていない。

△ 29.7

―

33.3

―

177.5

定義

不動産賃貸業

Ｈ１６年度経営指標

722

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

  ５　改革計画(県記入)

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

―

―

―

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

①課　　　　　題
②改善内容

区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

③改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７（実績）

 空港ターミナル建
替え（H9.7グランド
オープン）に係る投
資等により発生し
た、累積欠損金、長
期借入金の解消の
為、経費節減等の
経営合理化を進め
る必要がある。

○平成12年度に売店販売部門の分社化による組織
体制のスリム化を行っており、今後も管理経費の節
減を継続実施する。

・経営改善等検討委員会を設置
し、諸手当の見直し、入札等契約
の見直しを検討した。
・検討委員会の報告を踏まえ、発
注・調達及び業務委託等の取り扱
いに関する要領を検討し、平成15
年度に実施することとした。（取扱
い要領を制定、指名競争入札にす
る等）

・経営改善等検討委員会におい
て、事務事業の見直し、社員研
修等を検討した。
・初任給調整手当等の廃止、役
付手当等の見直しを行なった。
・発注・調達及び業務委託等の
取り扱いに関する要領を制定し、
経費の縮減を図った。

・経営改善等検討委員会にお
いて、事務事業の見直し等を検
討した。
・給与規定を改正し、給与水
準・一部手当の引下げ。福利厚
生（社員保養所利用）の見直し
を行った。
・業務内容見直しにより、委託
料の削減を行った。
・発注・調達業務委託等取扱要
領により一般管理費の削減を
継続して実施。定率法及び定
額法により減価償却費の低減
を継続して実施した。

・正社員退職不補充を継続。
・施設管理委託料を節減した。
・一般競争入札を実施し一般管
理費を節減した。
・減価償却費を低減した。

○組織の再編・強化により利用客・収入の確保を図
る。【H13～】

・経営改善等検討委員会の検討結
果を踏まえ、平成15年度に組織を
統合・スリム化し、効率的な運営を
図ることとした。
・ビジネスラウンジでのインター
ネット利用やビジネスラウンジの増
設、空室の利活用等により利用客
の確保に努めている。

・平成15年8月から組織を統合・
スリム化し、効率的な運営を図っ
た。
・国内線出発ラウンジを改装し、
喫煙室を設けた。

・テナントとの検討の上、国際
線側喫茶店をラーメン専門店に
改装オープンし、収入増を図っ
た。
・国際線の空室を改装し、有料
待合室を設置した。
・東北楽天ゴールデンイーグル
スのグッズを販売し、収入増を
図った。

・広告主を増やしたほか、テナン
ト改装や空港オリジナル商品の
販売支援を行い、増収に結びつ
けた。



区分 県の考え方

1 役員会 監査役

④ ④

2 　

① ①

3

④ ④

4

③ ③

5

③ ③

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

役員会 監査役

① ①

① ①

ー ー

ー ー

7

① ①

8

① ①

9

① ①

10

② ②

11

① ①

12 役員会 監査役

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 　

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

④ ④

17

① ①

18 役員会 監査役

① ①

19

① ①

20

ー ー

Ⅰ全評価項目を通して
評価結果は妥当である。

Ⅲ 結論
当該団体の経営改善は
着実に進んでいるが、収
益拡大や様々なリスクへ
の対応検討、長期借入金
の返済計画策定など、安
定的な経営基盤の確立が
必要である。出資者として
適切な助言・支援を行う。

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成

１　 該当なし。
２ 　借入金は返済計画に
基づき分割返済。
３　 該当なし。
４ 　借入金返済で預金が
減ったため流動資産が大
きく減少。
５ 　一人当たり人件費は、
役員及び社員の減少によ
り分母が減ったことによる
増加。
 
６ 　(ア)売上は物販・飲食
賃貸料や広告収入が減収
となったが、諸経費の見
直し、人件費削減を図り、
大きな利益を確保。(イ)資
金計画を立て、資金留保
に努め借入金を返済。
７ 　常勤社員数の減少。
８ 　管理費の削減努力、
減価償却費の減少等によ
り黒字が大幅に増加。
９ 　剰余金の増加により
著しく改善。
10  利益の増加により累
積欠損金が解消。
11　 適当。

12   該当なし。
13   該当なし。
14   監査法人の監査を受
けていること、並びに顧問
公認会計士が経理指導。
15　 航空会社出身者を常
勤役員として登用済み。
16   県政情報センターで
開示済み
17   ご意見箱の設置及び
総合案内所により把握。
18 　 航空事業者及び航
空旅客に対する役務の提
供、ターミナルビルの運営
管理主体として要請は強
い。
19   自己資本比率が前期
より増加し、借入金の返
済により財務面は良くなっ
ている。当期純利益は前
期に比し増加となり、累積
損失が解消され、経営状
況は安定。
20   該当なし。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評価結果（コメント）

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成

③上昇傾向 ④該当なし

①上昇傾向 ②横ばい

④低すぎた

①目標を達成 ③目標を未達成

評  価  項  目

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい

③含み益有り①含み損益なし ②含み損有り

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「当期純利益」

取組目標 「長期借入金の返済」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

航空旅客及び送迎客、近隣住民並びに航空事業者、テナント事業所

売上の向上を図り、安全で安心して利用できる旅客ターミナルビルを目指し、適切な管理運営と健全経営に努める

経営評価シート　平成１７年度　　40  仙台空港ビル株式会社　担当部局課室名　土木部空港対策課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

旅客ターミナルビルの所有及び運営管理並びに航空事業者、テナント事業所への不動産賃貸

③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③少し弱まった ④著しく弱まる

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

Ⅱ 各評価項目ごとに
 ８, ９, 10
収支が著しく改善され、累
積欠損も解消され、経営
の安定化が一段と進ん
だ。

16
  「出資団体等の情報の
公表に関する要綱」に基
づく情報の公表を行って
いる。なお、インターネット
による開示について助言
していく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

270,042 216,385 191,754

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１ ※１

3 4 3 3 2 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

5 6 6 6 7 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

350,000 300,000 250,000 250,000 200,000 150,000 100,000 未設定

175,000 150,000 125,000 125,000 100,000 75,000 50,000 0

0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

収 入 事業収入(a) 257,308 198,927 226,337 191,035 195,362 ※１ ※１ ※１

事業外収入(b) 2,070 2,181 1,732 1,437 1,420 ※１ ※１ ※１

その他の収入(c) 52 74 0 0 0 ※１ ※１ ※１

計(d) 259,430 201,182 228,069 192,472 196,782 ※１ ※１ ※１

支 出 事業費(e) 270,042 216,385 231,186 191,754 198,557 ※１ ※１ ※１

管理費(f) ※１ ※１ ※１

事業外支出(g) 1,824 1,608 1,250 6,474 1,000 ※１ ※１ ※１

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 ※１ ※１ ※１

計(i) 271,866 217,993 232,436 198,228 199,557 ※１ ※１ ※１

△ 12,488 △ 16,885 △ 4,367 △ 5,756 △ 2,775 ※１ ※１ ※１

△ 12,436 △ 16,811 △ 4,367 △ 5,756 △ 2,775 ※１ ※１ ※１

△ 13,385 △ 17,769 △ 8,316 △ 6,709 △ 3,735 ※１ ※１ ※１

資 産 流 動 資 産 268,888 267,116 未設定 313,775 ※１ ※１ ※１ ※１

固 定 資 産 1,128,897 1,061,491 未設定 958,489 ※１ ※１ ※１ ※１

計 1,397,785 1,328,607 未設定 1,272,264 ※１ ※１ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 321,232 270,489 未設定 219,603 ※１ ※１ ※１ ※１

固 定 負 債 17,071 16,404 未設定 17,656 ※１ ※１ ※１ ※１

（うち引当金等） 6,396 5,352 未設定 6,105 ※１ ※１ ※１ ※１

計 338,303 286,893 未設定 237,259 ※１ ※１ ※１ ※１

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,437,500 1,437,500 未設定 1,437,500 ※１ ※１ ※１ ※１

剰 余 金 等 △ 378,018 △ 395,787 未設定 △ 402,495 ※１ ※１ ※１ ※１

計 1,059,482 1,041,713 未設定 1,035,005 ※１ ※１ ※１ ※１

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年6月23日現在の目標値である。

○収入の拡大

○その他経費の節減

・外注費節減と新規業務対
応のための業務職員１名増
（12月から）

・社用車削減（△１台,２→１台） ・委託料、保守料等の削減 ・業務直営化による委託
人件費及び営業諸経費の
削減

・委託料等の削減

・新料金について航空会社
と折衝（契約未締結）

・新たな収入源の検討 ・新料金課金のための検討

○役員報酬、職員給与の削減 ・報酬削減、賞与削減 ・報酬削減、賞与削減 ・役員報酬及び職員賞与
を削減

・報酬等の削減を維持継続

　施設整備（H12.7
供用）に係る初期投
資等により累積欠
損金が発生し、その
後拡大していること
から、経営の合理
化による経営改善
が必要である。

・セールスの強化 ・セールスの強化 ・新たな収入源の確保に
向けた関係企業との折衝

○事業量に見合った組織構築（委託職員を含む） ・職員の削減（△１人,10→9人） ・委託職員を削減(△1人,4→3
人)。別途、嘱託職員を1名増。

役員及び職員の削減

①課　　　　　題
②改善内容

区分：「出資者の立場から経営改善を働きかける団体」

③改革スケジュール

Ｈ１４（実績） Ｈ１５（実績） Ｈ１６（実績） Ｈ１７（実績）

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

△20

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

350

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

ー

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成５年４月１２日

０２２－３８３－６２０４

航空貨物施設の賃貸、輸出入貨物の保管・荷役・運送事業

21.5

486

  １　基本情報(団体記入)

４１  仙台エアカーゴターミナル株式会社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

名取市下増田字南原無番地

０２２－３８３－６２０１

主要事業名

・当該団体はコスト削減を進めながら施設利用料金の値上げ交渉を実施中であり、平成１８年度経常収支の黒字化を目指して、新たな経営改善策を実施する予定である。出資者として適切な助言・
支援を行う。

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
①魅力あるサービ
ス提供に係る具体
策を早急に講じる
必要がある。
②会社経営上、中
期的なビジョンは
必要である。役員
会の承認を得て将
来３ヵ年の目標値
を公表すべきであ
る。

【H19.3】
＜団体に対する意
見＞
　新料金体系実行
の徹底と，テナント
誘致により収益機
会の確保を図るこ
とが当面の目標と
思われる。
＜県に対する意見
＞
　県の団体に対す
る助言・指導状況
を注視する。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

-

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

施設賃貸、上屋、利用運送事業

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

県からの受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

ーー

18.8

98.8

ー

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

借入金依存度（％）

Ｈ１５年度

-

-

-

-

16.7

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

83.7

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

ー

15.7

Ｈ１７年度

ー

△２９

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部空港対策課

380,000千円（26.4％）

H15～H17増減率
（％）

事業費（単位：千円）

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　収入は減少したものの
経費の節減に努めた結
果、収支が改善された。
　流動比率が著しく改善し
た（９８．８　→　１４２．９）

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　 料金値上げ等を関係企
業と交渉中であるが、年
度内早期に増収のための
枠組みを固め、中期的な
経営目標値の設定に着手
する。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
   料金値上げ等を関係先
と交渉中であり、早期に増
収策を実現するよう努め
る。
　年度内早期に増収策を
実施し、３ヵ年計画の早期
策定を目指す。

※１・・・具体的な増収策
が実現していないため、現
時点では未設定であるも
のの、引き続き目標の公
表を目指す。

△44.3

-

△33.3

ー

142.9

代表取締役社長　白石　晃

-

-

-

-

-

-

-

-

△20

2.3

△1.2

-

-

0.6

△51.8

-

-

-

-

△51.8

-

△84.5

2.2

3.5

事業内容

Ｈ１６年度経営指標

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

　 うち県職員（派遣職員）

413

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)



区分 県の考え方

1 役員会 監査

④ ④

2 ２．当初計画どおり返済

① ①

3

④ ④

4

① ①

5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

役員会 監査

ー ー

ー ー

ー ー

ー ー

7

② ②

8

② ②

9

② ②

10

⑤ ⑤

11

② ②

12 役員会 監査

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

③ ③

17
１７．顧客との意見交換を
適宜実施している。

② ②

18 役員会 監査

② ②

19

② ②

20

ー ー

４．流動比率は上がって
いる

６．料金体系の見直し等
を通じて、目標設定を目
指しているが、関係先と交
渉中のため未決定のまま
である。

８．収益性改善

９．流動比率が著しく改善

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

１９．収入は減少したもの
の経費の節減に努めた結
果、収支はやや改善され
た。

④予定なし

１４．会計監査人の監査を
受けている

③目標を未達成

③目標を未達成

１５．航空会社ＯＢを登用
済み

１６．経費を捻出して公開
したい

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化②一部改善

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①より強まった

①目標を達成

取組目標

取組目標

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい

経営評価シート　平成１７年度　　４１  仙台エアカーゴターミナル株式会社　　担当部局課室名　土木部空港対策課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

東北の拠点空港である仙台空港の物流部門の一翼を担い，もって地域産業の発展に貢献する。

航空会社，物流業者

航空貨物施設の賃貸，輸出入貨物の保管・荷役・運送

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①低下傾向

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成

③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消

Ⅲ　結論
当該団体はコスト削減を
進めながら施設利用料金
の値上げ交渉を実施中で
あり、引き続き経営改善
の取組を支援し、適切な
助言を行う。

Ⅰ　全評価項目を通して
評価結果については妥当
である。

Ⅱ　各評価項目ごとに
６，８，１０について
当該団体はコスト削減を
進めながら施設利用料金
の値上げ交渉を実施中で
あり、引き続き経営改善
の取組を支援し、中長期
的な経営目標の設定につ
いて助言する。
１６について
インターネットによる情報
の公開を強く働きかける。

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

4,202,680 4,270,207 4,047,492

42,000 40,138 40,983

39,994 51,552 48,951

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 H１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標
H２１目標

※1

48 50 46 46 44 44 44
28 28 19 22 15 15 15

2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0

48 50 46 46 44 44 44

5 4 2 2 1 0 0

4,202,680 4,270,207 4,377,348 4,047,492 3,696,000 4,147,743 4,085,550

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

4,202,680 4,270,207 4,377,348 4,047,492 3,696,000 4,147,743 4,085,550

4,202,680 4,270,207 4,377,348 4,047,492 3,696,000 4,147,743 4,085,550

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 4,329,589 4,403,793 4,513,322 4,178,550 3,821,654 4,268,943 4,211,750

事業外収入(b) 16,056 9,923 9,430 12,184 8,281 8,300 8,300

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 4,345,645 4,413,716 4,522,752 4,190,734 3,829,935 4,277,243 4,220,050

支 出 事業費(e) 4,320,821 4,396,127 4,507,501 4,165,849 3,823,544 4,264,143 4,201,950

管理費(f) 4,958 6,505 6,761 6,591 6,902 6,000 7,000

事業外支出(g) 11,100 8,000 7,500 6,500 8,289 6,500 6,500

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 4,336,879 4,410,632 4,521,762 4,178,940 3,838,735 4,276,643 4,215,450

8,766 3,084 990 11,794 △ 8,800 600 4,600

8,766 3,084 990 11,794 △ 8,800 600 4,600

11,003 4,272 151 12,074 △ 8,800 600 4,600

資 産 流 動 資 産 682,006 637,505 640,000 866,887 600,000 600,000 600,000

固 定 資 産 277,994 294,130 300,000 306,345 307,000 308,000 309,000

計 960,000 931,635 940,000 1,173,232 907,000 908,000 909,000

負 債 流 動 負 債 645,507 597,922 600,000 815,511 600,000 600,000 600,000

固 定 負 債 120,915 135,864 142,000 147,798 148,000 149,000 150,000

（うち引当金等） 120,915 135,864 142,000 147,798 148,000 149,000 150,000

計 766,422 733,786 742,000 963,309 748,000 749,000 750,000

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 68,400 68,400 68,400 68,400 68,400 68,400 68,400

剰 余 金 等 125,177 129,449 129,600 141,523 141,600 151,600 151,600

計 193,577 197,849 198,000 209,923 210,000 220,000 220,000

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成１８年５月２６日現在の目標値である。

４２　財団法人宮城県下水道公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

△ 31.8
△ 4.4

（Ｃ ）
H17実績～H18目標
対比（％）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（Ａ）実績推移

事業内容

県内の流域下水道の維持管理を県から受託

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

（Ｅ）経営評価委員会の意
見

106.6

567

  １　基本情報(団体記入)

96.7

639

仙台市青葉区堤通雨宮町４－１７

（Ｂ）年度別目標

昭和６２年８月１日

②役職員
数
（単位：
人）

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤役員数

主要事業名

流域下水道施設の維持管理業務受託業務

   県派遣職員については，前計画において計画的に削減した結果，平成１８年度は１名であり，今年度をもって派遣終了となる。 公社プロパー職員については，平成１３年度の３８名から平成１８年度で３５名と
減少するなど，人件費抑制に取り組んでいるところである。
　 平成18年度から平成20年度まで指定管理者として指定されたことにより，再委託業務等を複数年契約とするなど，発注業務等が従来より効率的に行えるようになった。このように経営の効率化に向けての地
盤が整いつつあることを踏まえ，県として公社の体質強化がより一層図られるよう，効率的な業務体制及び人員体制の確立に,向けた検討を行い，その上で助言を行うなどの支援をしていく方針である。
 
　

常勤職員数の削減嘱託含む(人)

水質検査分析受託市町村数(市町村)

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
指定管理者制度導入によ
り、これまで以上に公社と
しての存在意義を問われ
ることになる。これまで蓄
積してきた専門的な知識
や経験を効果的に活かす
ことはもちろん、より一層経
営の効率化に努め、民間
団体との競争に負けない
体質を確立していくことが
必要である。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①指定管理者として団体
の使命・役割の更なる推進
と，運営経費の削減を図
り，これからの公募指定に
対応できる組織運営を目
指す必要がある。
②平成１８年度限りで県か
らの職員派遣が終了する
予定であることから，団体
の組織運営に関する取組
を注視する。

※１
Ｈ２１年度目標について，
当公社は，平成１８年度か
ら３年間，県内７流域下水
道施設の維持管理を行う
指定管理者に指定されて
いる。その際に平成２０年
度までの事業費の積算は
行っているが，平成２１年
度以降については，各流
域下水道の維持補修や点
検等の仕様内容が県から
示されないことから，試算
しておらず，現時点では記
入できませんので，了承願
います。

①石越処理場管理棟
空調設備保守点検を直
営で実施。②職員数を
1人減じ50人とした。③
県の派遣職員を2人減
じ6人とした。④水質検
査受託手数料を6％引
き下げた。⑤ホーム
ページを開設した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

○公社の事務事業等を調査し、下水道施設の維持
管理業務の内。これまで再委託していた業務で可能
なものを、公社自ら行う。【Ｈ１３～】
○組織を再編する。【Ｈ１３】
○平成１２年度から水質検査の効率化、直営化、頻
度の見直し、維持管理及び保守点検業務の再委託
の積算歩掛の精査等を行っており、継続実施する。
○平成１１年度から職員数を抑制している。
●県派遣職員を段階的に削減する。

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善及び県の関与の見直し」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

①課　　　　　題

移動式汚泥処理施設の維持管理業務受託業務

単独公共下水道の維持管理を町村から受託

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

経営指標 定義

広域汚泥処理業務として移動脱水施設の運転管理業務棟を市・町より受託

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

１人当たり人件費（月）（千円） 人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（流動資産÷流動負債）×100流動比率（％）

ー

△ 4.4

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

常勤職員数

ー

△ 8.7委託金(a)

ー

△ 8.6

県の損失（債務）保証額(g )

△ 8.5

4.7

△ 32.0

△ 8.2

27.5

県からの下水道施
設の維持簡易業務
委託において、団
体の再委託率が高
いことから、民間と
の役割分担を踏ま
えた業務の効率的
な運営を検討する
必要がある。

県 出 資 額 34,200千円（50.0％）

H15～H17増減率
（％）

  ２　事業内容(団体記入)

０２２－２７６－２５２１ http://www.mswa.jp/０２２－２７６－２５３１

96.7

△ 174.6

△ 30.8

①汚泥減量化施設の直営
管理を実施（なお、引き続
き嘱託職員３人を雇用）。
②職員数を４人減じ４３人
とした。③県派遣職員を２
人減じ２人とした。④水質
検査業務、保守点検業務
の効率化を推進した。⑤
ホームページの内容を更
新した。

0.2

△ 22.7

△ 26.4

0.1

0.0

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

Ｈ１７（実績）

0.1

①汚泥減量化施設の直営管理を
実施した（※嘱託職員３人採用）。
②石越処理場の無人管理化を実
施した。③石巻東部処理場への職
員配置は現有職員の配置換えで
対応し、さらに職員数を1人減じ47
人とした。④県派遣職員を1人減じ
4人とした。⑤水質検査業務手数料
の割引等、各委託業務の効率化に
努めた。⑥ホームページの内容を
充実した。

0.1

①石越処理場管理棟空調設備保守点検を直
営で継続実施。②職員数を2人減じ48人とし
た。③県の派遣職員を1人減じ5人とした。④水
質検査受託手数料を8％まで引き下げた。⑤
ホームページの内容を充実した。

Ｈ１６（実績）Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

△ 22.4

Ｈ１４（実績）

△ 8.1

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　目標は達成しているが、
今後も経営の効率的な執
行に努めていく。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
　更なる組織体制の見直
しを始めとして、業務内容
を見直してコストの縮減に
努める。

(3)　委員会意見（H18年３
月）への対応
　下水道施設は、県民生
活に直接影響する基幹イ
ンフラです。ユーザーであ
る流域市町村の信頼を損
なうことなく、なお一層、
適切な維持管理に取り組
んでまいります。
　そのために、公社として
は、職員の経験や専門知
識を最大限に活かしなが
ら、維持管理業務のマネ
ジメントを適確に行い、現
場を熟知していることから
できる効率化、直接及び
間接経費等のコスト縮減
に取り組み、なお一層の
経営の効率化に努めま
す。
　さらに高価な施設である
プラントの確実な維持管
理を徹底し、ライフサイク
ルコストの縮減を図ってま
いります。

△ 172.9

△ 8.7

0.0

105.6

△ 174.6

0.0

61.69

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

-

Ｈ１7年度

63.57

△ 8.7

△ 50.0

-

Ｈ１５年度

62.80

Ｈ１６年度

土木部下水道課理事長　木村義・

22.4

△ 3.7

△ 2.4

県 担 当 課

事業費（単位：千円）

県内の単独公共下水道の維持管理を市町から受託

-

96.6

106.3

570



区分 県の考え方

1 理事会 監事

2 2

2

4 4

3

2 2

4

2 2

5

2 2

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

1 1

1 1

- -

- -

7

1 1

8

2 2

9

2 2

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

- -

Ⅰ全評価項目を通して
各項目に対するコメントについて
は，実績から見て概ね妥当と判断
する。また，平成１８年度から平成
２０年度まで指定管理者として指
定されているが，次期指定管理者
の公募を考慮し，民間との競争に
負けない体質の確立が必要不可
欠なことから経営改善に向け努力
するよう指導していきたい。

Ⅱ 各評価項目ごとに
１．県からの受託事業の再委託率
については，委託業務項目の見直
しを促し，また，可能なものは複数
年契約等により，委託料の引き下
げが図られるよう助言を行っていく
方針である。
３．県の委託料への依存度の引き
下げについては，公社の性質が県
の指定に基づく流域下水道の管
理運営を行うことが主な業務であ
るため，補助金依存団体との比較
はなじまないが，今後の管理運営
業務の効率化等による経費縮減
に向け，より一層の業務体制の見
直し及び経営改善について指導し
ていく方針である。
５．一人あたり人件費については，
前期以前に比べ横ばいであるが，
職員数の減により，総人件費の低
下が見込まれる。
６．７．県派遣職員の計画的な削
減により，常勤職員数は削減され
ている。なお，平成１８年度をもっ
て職員派遣を終了する。また，役
員については，県ＯＢであり常勤
が2名である。
８．９．公益事業及び収益事業に
ついては，事業内容がほぼ固定さ
れていることから大幅な変化は無
い。なお，県の委託料について
は，年度精算の上，剰余分を県に
返還している。

Ⅲ 結論
  指定管理者として，平成１８年度
から平成２０年度まで指定されて
いるが，次期指定管理者の公募
時において，民間との競争に負け
ないためには，組織の自立的な経
営をはじめとする体質強化が急務
である。
　県派遣職員については，前計画
において計画的に削減した結果，
平成１８年度は１名であり，今年度
をもって派遣終了となる。 公社プ
ロパー職員については，ピーク時
の３８名から平成１８年度で３５名
と減少している。指定管理者として
指定されたことにより，再委託業
務等を複数年契約とするなど，発
注業務等が従来より効率的に行
えるようになった。このように経営
の効率化に向けての地盤が整い
つつあることを踏まえ，県として公
社の体質強化がより一層図られる
よう，効率的な業務体制及び人員
体制の確立に向けた検討を行い，
その上で助言を行うなどの支援を
していく方針である。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県民

　広く県民に対し下水道にかかる普及・啓蒙を図るとともに、効率的な下水道施設の維持管理等を行い、県民の快適で住み良い環境づ
くりを目指す。

経営評価シート　平成１７年度　　４２　財団法人宮城県下水道公社　　担当部局課室名　土木部下水道課 　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

県民が健康で快適な生活をおくるため、下水道の整備促進及び水質監視、下水汚泥の円滑な処理処分など効率的な維持管理を行う。

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「常勤職員数の削減」

取組目標 「水質受託市町村数」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

１：再委託率については、
横ばいではあるが、今後
とも可能なものから直営
化に向け検討し、再委託
率又は業務委託費を下げ
ていくよう努力していきた
い。

６：取り組み目標について
は、目標を達成しており、
今後とも経営改善に向
け、努力していきたい。

14.・15：　当公社は、県の
代行業務が主であります
が今後の厳しい社会環境
を踏まえ現在のところ公
認会計士等の経営幹部
等への登用については予
定はありませんが、民間
経営者や公認会計士等
の登用については公社の
経営のあり方と併せて今
後検討していきたい。

１７：Eメール等で情報の
把握に努めている。

１８：下水道の維持管理
は、住民の生活環境に重
要な役割を担っており公
社業務への一層の期待
が伺える。



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,800,926 2,029,277 2,504,683

420,639 400,369 395,482

820,981 1,225,841 898,445

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

67 106 154 123 200 200 200 203

394,468 421,002 383,520 381,931 383,453 363,378 333,583 294,748

132,737 147,373 151,668 145,924 137,400 130,500 128,000 127,500

2 2 2 2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

48 47 43 43 42 42 40 39

1 1 0 0 0 0 0 0

0 250 210 210

3,364 3,158 3,134 3,143 2,200

4,729 5,072 4,472 4,405 4,439 3,886 3,322 2,746

8,093 8,480 7,816 7,758 6,639 3,886 3,322 2,746

6,411 6,901 6,249 6,187 5,539 3,886 3,322 2,746

2,120 2,120 2,120 2,120 2,120 2,120 2,120 2,120

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

24,466,000 24,786,000 22,247,038 25,116,000 23,403,000 20,466,000 18,466,000 16,657,000

収 入 事業収入(a) 3,188,905 3,771,590 5,790,234 3,622,272 5,455,115 5,509,524 4,716,101 4,901,550

事業外収入(b) 17,054 12,663 12,629 9,226 7,993 11,500 11,500 11,500

その他の収入(c) 156,655 301,355 163,571 893,407 347,807 255,000 255,000 205,000

計(d) 3,362,614 4,085,608 5,966,434 4,524,905 5,810,915 5,776,024 4,982,601 5,118,050

支 出 事業費(e) 3,042,546 3,655,486 5,705,489 3,798,610 5,360,768 5,517,896 4,727,887 4,867,350

管理費(f) 116,735 145,694 148,589 139,614 129,777 140,000 130,000 130,000

事業外支出(g) 75,573 76,434 77,185 117,536 104,703 75,000 70,000 70,000

その他の支出(h) 55,940 124,250 0 407,083 174,478 0 0 0

計(i) 3,290,794 4,001,864 5,931,263 4,462,843 5,769,726 5,732,896 4,927,887 5,067,350

△ 28,895 △ 93,361 △ 128,400 △ 424,262 △ 132,140 △ 211,872 △ 200,286 △ 154,300

71,820 83,744 35,171 62,062 41,189 43,128 54,714 50,700

71,820 83,744 35,171 62,062 41,189 43,128 54,714 50,700

資 産 流 動 資 産 28,784,055 28,168,077 26,540,519 27,647,349 26,182,046 ※１ ※１ ※１

固 定 資 産 9,458,823 13,113,473 12,833,358 9,718,843 9,573,093 ※１ ※１ ※１

計 38,242,878 41,281,550 39,373,877 37,366,192 35,755,139 ※１ ※１ ※１

負 債 流 動 負 債 4,732,522 7,703,699 5,735,442 8,895,253 13,531,698 ※１ ※１ ※１

固 定 負 債 33,108,625 29,721,221 25,606,885 24,951,565 18,926,036 ※１ ※１ ※１

（うち引当金等） 4,595,876 4,391,605 4,123,152 4,026,673 4,254,492 ※１ ※１ ※１

計 37,841,147 37,424,920 31,342,327 33,846,818 32,457,734 ※１ ※１ ※１

資 本 基本（資本）金 21,850 21,850 21,850 21,850 21,850 ※１ ※１ ※１

剰 余 金 等 379,881 3,834,780 3,886,548 3,497,522 3,275,555 ※１ ※１ ※１

計 401,731 3,856,630 3,908,398 3,519,372 3,297,405 ※１ ※１ ※１

※平成１８年度以降の上記目標数値については，平成18年5月26日現在の目標値である。

戸建て用地及び建物の分譲

公社賃貸住宅の管理ほか

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

分譲事業

△ 6.8

△ 5.8

△ 30.0

0.8

△ 10.5

△ 2.3

0.0

①課　　　　　題

50.6

△ 13.4

41.1

△ 61.1

29.3

△ 68.9

Ｈ１４（実績）

△ 5.3

△ 24.1

（1） 前年度の経営目標の達成
状況に関する評価結果（概要）
①長引く景気の低迷が続く中，
経営改善計画の中枢をなす住
宅の分譲戸数（区画数）が目
標の約80％という結果となり，
これをＨ16年度の実績と比較し
てみると約16％上回った。今後
も，目標を達成するために，役
職員一丸となって販売促進に
努める。
②人件費並びに事務経費の削
減については概ね目標達成し
た。
（2） 本年度以降の目標設定の
考え方
経営の健全化を図るためには
宅地の販売促進が必要不可
欠であるため，分譲区画数の
目標を高めに設定している。こ
の根拠は，今まで販売してい
た菅谷・将監・愛の杜の３団地
に加え，平成１８年度から新規
団地として，ゆとり～と小牛田
を販売することになったことと
前年度好評だった20代・30代
の若年層への小宅地への割
返による販売を本年度も実施
するほか，将監及び小牛田の
２団地において，民間業者の
販売力を活用した共同事業等
による宅地の販売促進を図る
等の理由による。
（3） 委員会意見（Ｈ18年　3月）
への対応
①キャッシュフロー計算書にひ
ずみが生じないように，計算書
類作成を精微に行うべきであ
る。 → 今後，事業区分表示に
充分注意し計算書類を作成い
たします。
②森郷の処分計画の早期解
決を期待する。 → 平成１８年
に公社で森郷地区の一部を整
備し，利府町へ土地を無償譲
渡する予定である。※1：予定
貸借対照表を作成していない
ので記入していない。

△ 33.6

△ 14.4

0.0

-

310.8

-

0.0

△ 6.3

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

5.7

△ 4.1

理事長　遠藤　正明

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ．miyagi－ｊｋ．or．jp

△ 6.0

39.1

県 担 当 課

県 出 資 額

土木部住宅課

20，050千円（93.8％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

0.1

75.3

Ｈ１７年度

－

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

△ 100.0

0.0

Ｈ１６（実績）

△ 6.3

△ 1.5

△ 4.3

52.1

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

０２２－２６１－０８３１

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

81.8

657

経営指標

△ 33.6

△ 7.0

△ 10.9

28.4

0.4

Ｈ１５年度

62.6

事業費（単位：千円）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

Ｈ１６年度

716

608.2

②改善内容
区分：「県の業務委託等の在り方の見直し、業務の縮小、競合分野の
民間へのシフトを行う団体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目標設
定の考え方

－－

74.9

365.6

0.2

県の損失補償（債務保証）額(g )

△ 57.1

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

　 うち県職員（派遣職員）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

補助金(b)

委託金(a)

常勤職員数

　 公社の役割は分譲事業分野で民間と競合しているが、高齢者向け優良賃貸住宅の管理事業という別な分野での委託実績が伸びている。
　 森郷の処分計画については、利府町と今後、基本的な整備計画について協議した後に整備し、町に譲渡する方向で進める予定である。
　 土地価額の下落傾向が弱まる状況が若干見られるが、今後最低横ばいとなることが含み損を招かないための最低の条件となる。景気の長期低迷からの脱却という明るい兆しも若干感じられる状況下で、分譲継続中であ
る３団地に加えて新規分譲団地である「ゆとり～と小牛田」の分譲実績を伸ばすような営業努力が必要であると判断される。

分譲区画数(区画）

人件費(千円)

事務経費(千円)

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①キャッシュフロー計算
書にひずみが生じないよ
うに，計算書類作成を精
微に行うべきである。
②森郷の処分計画の早
期解決を期待する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①平成１７年度末の公社
の総借入残高は２７８億
円に上っている。この返
済に係る向こう１０年程度
の年度別計画を作成し，
進行管理を図りながら，
年度毎の借入金の償還
予定額に対する毎年の必
要販売達成額を把握する
体制をとる必要がある。
②公社ならではの優位性
を見つめて，民間のノウ
ハウを有効活用しなが
ら，更なる販売促進につ
なげていくべきである。
　なお，民間の販売力や
営業力が公社より勝って
いるとの認識であれば，
従来の公社営業中心か
ら方向転換を図り，大幅
な民活導入を検討すべき
である。
③民間との営業力の差，
地価の下落傾向，変動金
利による借入金の今後の
金利負担増加，自主販売
継続による販売経費・一
般管理費の費用負担な
どの諸要素を考えると，
公募などによりまとまった
画地の土地を早期に卸
販売することを検討すべ
きである。
＜県に対する意見＞
①（財）宮城県建築住宅
センターとの業務統合
は，公営住宅管理の受け
皿となる公社側におい
て，統合後の公募事業の
効率性，経済性を充分検
討し組織作りを行う必要
があり，引き続き県として
の指導力を発揮するべき
である。
②事業用土地資産である
奥田地区及び鷲足地区
の開発については，販売
可能性が十分に検証でき
なければ，借入金に対す
る損失補償を行うべきで
はない。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f)

住宅・宅地の分譲事
業は、民間事業との
競合が生じてきてお
り、縮小する必要があ
る。また、会計処理や
分譲事業等に関する
平成12年度包括外部
監査の指摘を踏まえ
た速やかな改善が必
要である。

４３　　宮城県住宅供給公社

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区上杉１－１－２０

０２２－２６１－６１６１

主要事業名

受託事業ほか

管理事業

土地区画整理事業の業務代行ほか 9.4

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

昭和41年1月8日

  １　基本情報(団体記入)

0.0

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

707

0.2

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

○事業の縮小、組織の合理化を図るため、組織の再編を行う。

○新規分譲事業への着手は原則として行わない。ただし、実施
する場合は、市町村のまちづくり事業等への貢献が可能である
事業に限定する。【H14～】

○既分譲団地の販売促進、未着手団地の開発計画の再検討
を行う。【H13～】

○新会計基準に基づく会計処理により透明性を確保する。
【H14～】

○3部10課から3部6課に改編

○市街地再開発事業への参画要請を辞
退

○「10ヵ年経営改善計画」を策定
○分譲促進本部を設置し、全職員による
チラシ配布等を実施開始
○大衡村奥田地区部分開発に係る協議
開始

○H14.4.1から新会計基準に基づく会計処
理に移行

○退職者の補填はしなかった。

○新規分譲事業への着手は行わなかっ
た。

○分譲価格の市場近傍類似価格への
引下げを実施した。
○民間と連携した共同分譲を実施した。

○新会計基準に基づく決算処理を実施
した。

○正職員による退職者の補填はし
なかった。

○新規分譲事業への着手は行わな
かった。

○共同分譲住宅の販売促進のた
め、家具付きフェアを実施した。
○街頭でのチラシ配布や民間ア
パートへのポスティングを実施した。

○平成16年9月から平成15年度決
算情報を公社ホームページで公開
した。
○資産価額の適正化に係る再評価
を実施した。

○正職員による退職者の補填はし
なかった。

○新規分譲事業への着手は行わな
かった。

○大宅地を小宅地にする割返しの
実施した。
○民間活力を利用した宅地分譲促
進のため、みやぎ版住宅の建設・分
譲を行った。

○減損会計を導入した。



 
 
経営評価シート  平成17年度 ４３ 宮城県住宅供給公社 担当部局課室名 土木部住宅課 
 

団体の使命 積立分譲等の方法により居住環境の良好な集合住宅及び宅地・住宅を供給する。 
団体の顧客 住宅を必要とする勤労者。 経営 

戦略 
団体の目的 住民の住生活の安定と，社会福祉の増進に寄与する。 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「分譲区画数の増加」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標「人件費の削減」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標「事務経費の削減」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 
    
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ② ②

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ④ ④

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ③ ③

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ③ ③

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ① ①

総 
 

合 

  

４ 流動比率が下がった理由

は，流動資産が分譲資産売却

により減少し，流動負債の次

期返済長期借入金が増加し

ているため，低下傾向となっ

た。 

５退職によるプロパー職員

の人数の減少と公社OB職員

の採用により，一人当たりの

人件費は低下傾向にある。 
６ア 景気の低迷等により

当期目標比約80％。  

８ 土地価格の長期的な下落

により，分譲事業収支がマイ

ナスになったことと受託事

業の減少による。 

９ 固定資産の長期事業未

収金の回収により，固定負債

の長期借入金も同額減少し

たことと賃貸資産の処分に

より流動資産が増加した。 

11 ７項目中２項目は一部悪

化と未達成があるものの，５

項目でほぼ目標を達成して

おり，全体として目標値の設

定はほぼ適当であった。 

12  販売予定土地の土地価

格の下落が続き含み損が発

生した。 

13 含み損を解消するために

は，土地価格の下落がストッ

プし上昇することが必要で

ある。なお，含み損を増大さ

せないために，平成18年度か

ら資産に利息等を加算しな

い会計処理を行うこととし

ている。 

16  現在，定款，業務報告，

一般会計の損益計算書・貸借

対照表及び剰余金計算書並

びに事業計画書は公表済。 

18  民間と競合する部分か

らは撤退する方針であるが，

民間で困難なまちづくり事

業，高齢者向けの事業などの

使命は残されている。 

19  景気低迷，土地評価額の

長期下落傾向が続いており，分

譲事業の経営は昨年度より厳

しい。 

20  今までも，経営が厳しく

役員報酬の一部カットを行っ

てきたが，本年度もこれを継続

する。 

Ⅰ全評価項目を通し

て 

ⅰ評価結果（コメン

ト）は概ね妥当である

と考えられる。 

 公社の役割は分譲

事業分野で民間と競

合しているが、高齢者

向け優良賃貸住宅の

管理事業という別な

分野での委託実績が

伸びている。 

ⅱ森郷の処分計画に

ついては、利府町と今

後、基本的な整備計画

について協議した後

に整備し、町に譲渡す

る方向で進める予定

である。 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

ⅰ補助金は、モデル住

宅展示場の維持管理

費であるため依存度

は低い。 

ⅱ原則として県職員

は派遣しない方針で

ある。 

ⅲ土地価額の下落傾

向が弱まる状況が若

干見られるが、今後最

低横ばいとなること

が含み損を招かない

ための最低の条件と

なる。 

Ⅲ 結論 

景気の長期低迷か

らの脱却という明る

い兆しも若干感じら

れる状況下で、分譲継

続中である３団地に

加えて新規分譲団地

である「ゆとり～と小

牛田」の分譲実績を伸

ばすような営業努力

が必要であると判断

される。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

事業費（単位：千円）
H15年度 H16年度 H17年度

2,598,346 2,636,148 2,428,606

131,533 137,737 142,987

45,081 38,957 33,438

125,118 130,317 131,276

（Ａ）実績推移

H１５実績 H１６実績 H１７目標 H１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

71 72 72 70 70 70 70 63

188,153 190,787 169,654 206,680 201,425 211,425 211,425 211,425

3 3 3 3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

71 72 72 70 70 70 70 63

1 0 0 0 0 0 0 0

1,452,852 1,373,971 1,276,203 1,423,705 978,380 949,633 949,633 949,633

0 110 0 706 706 706 706 706

600 600 600 600 600 600 600 600

1,453,452 1,374,681 1,276,803 1,425,011 979,686 950,939 950,939 950,939

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 3,106,098 3,148,480 3,058,489 2,983,838 2,450,589 2,451,658 2,438,658 2,427,158

事業外収入(b) 66,766 49,957 36,226 218,907 9,633 8,223 8,023 7,823

その他の収入（ｃ） 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 3,172,864 3,198,437 3,094,715 3,202,745 2,460,222 2,459,881 2,446,681 2,434,981

支 出 事業費(e) 2,900,078 2,943,159 2,845,400 2,736,306 2,235,861 2,227,957 2,214,302 2,205,352

管理費(f) 178,304 187,442 187,024 193,379 148,899 163,379 163,379 163,379

事業外支出(g) 66,850 53,050 44,596 217,827 71,282 68,545 69,000 66,250

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 3,145,232 3,183,651 3,077,020 3,147,512 2,456,042 2,459,881 2,446,681 2,434,981

27,632 14,786 17,695 55,233 4,180 0 0 0

27,632 14,786 17,695 55,233 4,180 0 0 0

8,134 9,699 0 21,838 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 859,279 956,524 864,279 975,332 975,332 975,332 975,332 975,332

固 定 資 産 864,839 869,974 859,839 873,070 908,070 948,070 988,070 1,028,070

計 1,724,118 1,826,498 1,724,118 1,848,402 1,883,402 1,923,402 1,963,402 2,003,402

負 債 流 動 負 債 484,554 579,387 482,554 569,639 569,639 569,639 569,639 569,639

固 定 負 債 765,179 763,026 766,179 772,841 807,841 847,841 887,841 927,841

（うち引当金等） 765,179 763,026 766,179 772,841 807,841 847,841 887,841 927,841

計 1,249,733 1,342,413 1,248,733 1,342,480 1,377,480 1,417,480 1,457,480 1,497,480

資 本 基 本 （ 資本 ） 金 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

剰 余 金 等 444,385 454,085 445,385 475,923 475,923 475,923 475,923 475,923

計 474,385 484,085 475,385 505,923 505,923 505,923 505,923 505,923

※　平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年４月１日現在での目標値である。　

(e),(f)うち無利子貸付金

一人当たり人件費（月）（千円）

補助金(b)

③県から
の財政的

関与
（単位：
千円）

②役職員
数

（単位：
人）

支出額(d) 【(a)+(b)+(c）】

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

常勤役員数

585

（Ｄ）評価結果及び取組目標
の設定の考え方

165.1%

県からの単年度貸付金(f)

流動比率（％）

（Ｂ）年度別目標

（流動資産÷流動負債）×１００

594人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

0.0

△ 31.2

0.0

0.0

0.0

（Ｃ）H17実績-H18
目標対比（％）

-

0.0

△ 31.2

△ 18.2

△ 17.8

△ 95.5

-

-

-

△ 23.1

-

借入金依存度（％）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

45.8%

支出額(d)のうち一般財源

県からの貸付金残高(e)

委託金(a)

-

43.0% 39.8%

8.7

-

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

4.9

△ 25.8

Ｈ１７年度

土木部住宅課

H15-H17増減率
（％）

71.8%73.8%

10,000千円（33.3 ％）

△ 6.5

仙台市青葉区上杉１丁目１番２０号

事業内容

県営、都市機構、公社住宅及び附帯施設の管理

主要事業名

理事長　佐藤明男

住宅管理事業

昭和４２年１２月５日

０２２-２６２-０３６９ ０２２-２１３-２７８９ http://www.mkj.or.jp

4.5

0.0

Ｈ１６（実績） Ｈ１７（実績）

【H18.3】
＜団体に対する意
見＞
①利害関係者が容
易に理解できるよ
うに，事業報告書，
収入明細書，財産
目録の相互の関連
を明瞭にすべきで
ある。
②引き続き管理費
や修繕経費のコス
トダウンに努めて
ほしい。

【H19.2】
＜団体に対する意
見＞
　管理代行制度が
実施可能な県住宅
供給公社と公営住
宅等の管理業務を
統合することを中
心に検討されてお
り，方向性は妥当
と考えられる。この
方向性が実現すれ
ば，センターでの業
務は建築確認事業
を中心としたものと
なり，現在よりかな
り規模が縮小す
る。人員構成，管
理経費等適正規模
をゼロベースから
考える必要があ
り，人員異動も伴う
ことから早めの対
応が必要と思われ
る。
＜県に対する意見
＞
　宮城県住宅供給
公社との業務統計
は，公営住宅等の
管理運営の効率性
の観点からも方向
性は妥当であると
考えるが，センター
業務の大幅な見直
しを伴うものであ
り，引き続き県とし
ての指導力を発揮
すべきである。

0.0

4.0

1.8

-

0.0

建築事業 公共建築物の設計工事監理、耐震診断。

住宅宅地相談。特殊建築物の定期報告。住宅性能保証制度の取り扱い。

建築確認事業

住宅相談、法１２条、住宅性能保証事業

受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

経常収支(a+b)-(e+f+g)

Ｈ１５（実績）

△ 67.2

△ 100.0

△ 21.9

△ 92.4

③改革スケジュール

△ 92.4

-

2.6

Ｈ１４（実績）

当期剰余金（又は△当期損失）

②改善内容
区分：「県の委託業務のあり方の見直し」

当期収支差額(d-ｉ）

④収支計
算

（単位：千
円）

　センターの役割として，県の住宅，建築行政の補完的機能として県民福祉の向上に寄与してきた。経営状況については，借入金や負債もなく，厳しい状況ながらも安定した経営状況にある。
　しかしながら，公益法人制度の改革や指定確認検査機関制度の見直しによる兼業禁止の抵触問題など，団体を取り巻く環境はきわめて厳しくなっている。
　さらに，主な収入源である住宅管理事業については，指定管理者制度の導入により，3年毎の公募となることから，次期指定に向け体質強化を図るとともに組織のあり方について検討する必要がある。

1)職員数（人）

2）新規事業（確認、評価）の促進（千円）

　 うち県職員（派遣職員）

運営体制のスリム
化、経営の効率化
に向けた検討を行う
必要がある。

負担金(c）

県の損失（債務）保証額(g)

△ 23.0

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方（県記入）

  ５　改革計画（県記入）　　　（○は団体が主体的に実施する事項、●は県が主体的に実施する事項）

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）（団体記入。ただし、役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入）

経営指標 定義

①経営改
善（効率
化等）に
向けた取
組目標

0.0

△ 2.5

⑤貸借対
照

（単位：千
円）

４４ 財団法人宮城県建築住宅センター

  ３　主な経営指標の推移（団体記入）

  ２　事業内容（団体記入）

①課　　　　　題

-

建築物等確認検査。

76.7%

  １　基本情報（団体記入）

見直しを行うとともに、外部識者による
経営診断を実施し、この結果を経営理
念、改善目標等に反映させることとし
た

○平成１２年度に作成した長期経営計画について必要に
応じて見直しを行う。

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

604

１．前年度の経営目標の達成状
況に関する評価結果（概要）
　職員数については、目標より２
名の減となった。
　新規事業（確認、評価）の促進
については、確認事業について
は増加したが、評価事業につい
ては指定制度等から登録制度
に移行したことに伴い平成１８年
２月末で廃止した

２．本年度以降の目標設定の考
え方
　県営住宅等の住宅管理事業
については、指定管理者として
長年のﾉｳﾊｳを生かし管理運営
業務の充実に努めていく。
　建築事業は前年度と同規模を
見込んでいるが、依然として公
共事業の規模縮小による受注
量の減少が不安材料として残っ
ている。
　住宅相談、法12条、性能保証
事業については、前年度と同規
模と見込んでいる。
　建築確認事業については、顧
客ｻｰﾋﾞｽのますますの充実をは
かり利用促進を図っていく。
　　センターとしては公益法人と
しての役割を担うため、職員資
質の向上や事務の合理化を進
め、公共住宅の維持管理、建築
物等の相談、指導、検査等を通
じて県民の安全と公共福祉の増
進に取り組んでいく。

３．委員会意見への対応
　①事業報告書作成にあたって
は，収入明細書との関連を明確
にするよう改善に努める。
　②管理費や修繕経費のコスト
ダウンに努める。

-

-

171.2%177.3%

0.0

4.5

正職員を２名削減し、７０名体制
とした。

○組織を再編する。【Ｈ１３】 平成１３年度に建築企画部と建築確認
室を統合し、建築審査部とした。

○上記計画に基づき、職員数を削減する。 正職員を１名削減し、７２名体制とし
た。

正職員を１名削減し、７１名体制とし
た。

正職員を維持し、７２名体制とす
る。

計画修繕、施設改善事業の一部
について、直接民間発注した。
(69,369千円）

●公営住宅部門の修繕等は、県が民間に直接発注する
よう見直しを行い、団体の一部業務の縮小を図る。【Ｈ１７
まで】

計画修繕、施設改善事業の一部につ
いて、平成１５年度で試行的に直接民
間発注することとした。

計画修繕、施設改善事業の一部に
ついて、試行的に直接民間発注し
た。(84,785千円）

計画修繕、施設改善事業の一部
について、試行的に直接民間発注
した。(58,531千円）

●県の派遣職員を段階的に削減する。 平成１４年４月１日に１名削減した。 派遣職員を廃止した。



 
 
経営評価シート 平成１７年度 ４４ 財団法人宮城県建築住宅センター  担当部局課室名  土木部住宅課 
 

団体の使命 行政の一翼を担い、県民の社会生活の安定を図り、福祉の増進に寄与する。 
団体の顧客 県民、地方公共団体、各種団体、一般消費者、住宅供給業者、設計事務所 

 経 
 営 
 戦 
 略 団体の目的 公共住宅の受託管理及び建築物の質の向上と安全性の確保を図り、併せて住宅に関する知識の啓蒙及び相談を通じて県民福

祉の増進に寄与する 
 

区分 評   価   項   目    評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 
 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ① ①
５ 一人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ③ ③

３ 

主 

な 
経 
営 
指 
標 
の 
推 
移 

 

1.再委託率については、住宅管

理部門において維持修繕費の

割合が高いため率も高くなって

いる。又、受託量の増減がそのま

ま率に反映される特殊性があり、

１７年度については修繕費の減

少により低下したが前期以前と比

較すると横ばいである。 

 

5.一人当り人件費については、

退職給付引当金及び法定福利

費の増加により上昇した。 

Ⅰ全評価項目を通して 

経営状況については，借入

金や負債もなく，厳しい状況

ながらも安定した経営状況に

あり妥当な計画といえる。 

   

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「職員数」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標「新規事業(確認、評価)の促進」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 
 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ① ①
９「貸借対照」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 
 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ① ①
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。 
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ①

 

４ 
 経 
 営 
 改 
 善 
 に 
 向 
 け 
 て 
 の 
 取 
 組 
 計 
 画 

 

 
 
6-ア .職員数については、目標

より２名の減となった。    

             

  ９ ２１､８００千円の余

剰金が生じ、正味財産が増加し

た。 

 

Ⅱ各評価項目ごとに  

ⅰ再委託率については，工事

請負に付したものであるが，

Ｈ１８から計画修繕について

はすべて県発注となる。 

ⅱ職員数については，昨年は

建築業務量の増から１名の増

となったが，今年度は目標よ

り２名の減となった。 

ⅲ監事等役員については，業

務内容，経営状況から現体制

のままでよいと思われる。 

ⅳ諸法令等の改正により，経

営，業務改善が求められてお

り経営体質の強化が求められ

ている。 

 

 
12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と

   時価を比較し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全

確実なもので，満期保有を目的とするものを除く。 
理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損益有り ③把握していない ① ①
13 上記12 で「②含み損益有り」と評価した場合，その解消に努めたか。 
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。 
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ －
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。 
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。 
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件

   数及び内容を把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①
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14.15 当ｾﾝﾀｰが行ってい

る事業内容から、現行の体

制で十分であると考える。

Ⅲ結論  

公益法人制度の改革や指定

確認検査機関制度の見直しに

よる兼業禁止の抵触問題な

ど，団体を取り巻く環境はき

わめて厳しくなっている。 

 さらに，主な収入源である

住宅管理事業については，指

定管理者制度の導入により，3

年毎の公募となることから，

次期指定に向け体質強化を図

るとともに組織のあり方につ

いて検討する必要がある。 

         

18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ③ ③
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。 
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合はトップや経

   営幹部の経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

 
 総 
 
 
 合 

 

18 住宅に関する情報提
供、相談窓口の設置など公
共性の高い業務を実施す
るとともに、耐震診断事業
を行うなど県民の安全と
福祉の増進に寄与してお
り社会的要請は高いもの
と考えるが、県営住宅の維
持管理については、指定管
理者制度に移行している。
  

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

7,050 9,423 11,534

1,239,602 1,211,090 1,217,675

10,073 9,315 10,561

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

7 8 8 4 4 4 4 6

905 942 887 1,064 528 515 501 489

998,664 962,971 943,200 963,965 538,052 528,250 519,877 519,400

1,103,197 1,022,368 1,062,800 905,921 1,018,180 1,024,840 1,037,194 1,061,675

2 2 2 2 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

25 25 23 23 13 13 13 13

20 17 15 15 5 3 3 2

1,233,545 1,206,758 1,275,316 1,199,588 759,410 755,110 751,871 751,500

14,848 9,423 42,637 41,758 40,200 40,200 40,200 40,200

0 0 0 0 0 0 0 0

1,248,393 1,216,181 1,317,953 1,241,346 799,610 795,310 792,071 791,700

1,015,894 986,569 987,554 1,004,587 601,462 595,755 591,477 594,368

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

収 入 事業収入(a) 1,238,358 1,209,837 1,209,690 1,230,964 1,005,271 1,003,070 1,000,963 1,000,963

事業外収入(b) 23,783 25,447 27,177 27,862 23,828 24,374 24,377 24,377

その他の収入(c)

計(d) 1,262,141 1,235,284 1,236,867 1,258,826 1,029,099 1,027,444 1,025,340 1,025,340

支 出 事業費(e) 17,123 18,737 22,187 41,758 40,700 40,700 40,700 40,700

管理費(f) 1,238,689 1,210,406 1,211,614 1,199,589 794,420 790,120 786,881 785,881

事業外支出(g) 3,617 4,424 4,772 4,464 4,360 4,360 4,360 4,360

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 1,259,429 1,233,567 1,238,573 1,245,810 839,480 835,180 831,941 830,941

2,712 1,717 △ 1,706 13,015 189,619 192,264 193,399 194,399

2,712 1,717 △ 1,706 13,015 189,619 192,264 193,399 194,399

△18,698 △18,933 △22,287 △20,313

資 産 流 動 資 産 330,425 300,392 284,253 300,332 281,386 278,619 275,833 273,074

固 定 資 産 1,298,389 1,178,102 1,157,523 1,158,023 1,137,889 1,117,755 1,097,621 1,077,487

計 1,628,814 1,478,494 1,441,776 1,458,355 1,419,275 1,396,374 1,373,454 1,350,561

負 債 流 動 負 債 417,367 285,981 272,000 286,155 272,000 272,000 272,000 272,000

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 417,367 285,981 272,000 286,155 272,000 272,000 272,000 272,000

資 本 基本（資本）金 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000 500,000

剰 余 金 等 711,447 692,513 669,776 672,200 638,282 619,132 600,558 582,541

計 1,211,447 1,192,513 1,169,776 1,172,200 1,138,282 1,119,132 1,100,558 1,082,541

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成1８年６月1日現在の目標値である。

定　　義

競技スポーツ・生涯スポーツ振興事業

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

△ 44.2

△ 3.7

-

-

　 うち県職員（派遣職員）

△ 43.5

○機能重複施設が多い宮城
野原公園総合運動場の将来
像について関係部と検討し
た。重複施設である陸上補
助競技場を廃止した。
○使用料の見直しを図り、料
金体系、金額等を整理した。
○職員派遣を平成１６年２月
で２名削減（１９名→１７名）
し、次年度における派遣のあ
り方を調整した。

①課　　　　　題

△ 18.3

△ 14.5

△ 2.5

△ 32.6

1356.9

○再編整備については全庁的な議
論を進めていく上で教育庁としての
たたき台を作成。庁内研究会で内容
を説明し、各課から意見を求めてい
る。
○指定管理者制度に係る説明を受
け、施設のあり方と利用料金制の導
入について研究を進めた。
○職員派遣を平成１５年度５名削減
（24名→19名）した。

Ｈ１4（実績）

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　　施設利用制限（楽天プ
ロ野球団使用による宮城
球場使用中止、ﾃﾆｽｺｰﾄ
の利用制限）や施設閉館
（スポーツセンター）の影
響で管理受託施設利用者
数が対前年88.6％と減員
になり、それに従って施設
利用者１人当りの管理コ
ストについても対前年比
113％と上昇してしまった。
宮城野原公園・スポーツ
センターを除く他の施設は
前年度と同様の施設利用
者数を示していることか
ら、１７度実績は本来の数
値とは異なる特別なものと
考えます。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方
財団の将来的自立に向け
て、施設利用増加等によ
る事業収入増及び管理費
縮減を目標設定の主眼と
し、施設利用者１人当りの
管理コストや維持管理経
費の目標設定にもその考
え方を反映させ、今後県
からの財政的関与の度合
いを低減させていく考え方
を示して参ります。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応
①施設利用料等による事
業収入増及び管理コスト
や維持管理経費等の縮減
を図っていきます。。
②様々なスポーツ大会の
誘致やスポーツ教室を開
催します。

△ 35.6

△ 50.0

-

105.0

△ 66.7

12.4

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

△ 1.7

△ 2.7

△ 18.2

△ 40.1

△ 6.3

△ 4.9

-

△ 2.9

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○旧テニスコートの場所に楽
天球団の室内練習場を，その
テニスコートを旧補助競技場
敷地に，また，仙台市の要望
を取り入れ　練習走路を陸上
競技場施設の西部にそれぞ
れ建設した。
○利用料金の設定について
検討し、６月議会において条
例の改正を行い、利用者の増
加と収益性の向上が図れるよ
うな料金体系とした。
○指定管理者制度への対応
を機に、平成１８年度組織体
制下で派遣職員総数を大幅
削減した。（１５人→５人）

-

△ 4.9

理事長　山口　優

http://www.mspf.jp

△ 1.8

63.6

県 担 当 課

県 出 資 額

教育庁 スポーツ健康課

250,000千円（50.0％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

022-356-8267

スポーツ教室及び講演の開催、市町村開催事業の助成、情報発信（ＨＰ、情報誌）

県営スポーツ施設指定管理事業（３施設）、広域スポーツセンター、スポーツ安全協会

98.8

-

Ｈ１７年度

48.5

Ｈ１６年度

438

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

440

経営指標

79.1

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

Ｈ１６（実績）

③改革スケジュール

△ 36.7

0.0

Ｈ１７（実績）

△ 5.0

Ｈ１５（実績）

1356.9

△ 33.8

△ 2.3

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

常勤職員数

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

△ 50.3

Ｈ１５年度

0.0

事業費（単位：千円）

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

50.651.0

-

105.0

98.2

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

県営スポーツ施設の
早期見直しを図るとと
もに、団体の経営基
盤の強化を図り、効
率的な施設の管理運
営に向けた検討を行
う必要がある。また、
県の人的財政的関与
が強いので改善する
必要がある。

●県において重複するスポーツ施設の見直しを行う。

●スポーツ施設の見直しが完了した段階で施設管理の
利用料金制の導入を行う。

●県の派遣職員を段階的に削減する。

施設利用者数（人）

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「経営改善又は県の関与を見直す団体」
　　　　「県から職員派遣を縮小・終了する団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

・団体が掲げる経営改善に向けた数値目標は、利用拡大を行い施設利用料等による事業収入増及び役職員減等による管理コストや維持管理経費縮減を目標としており、妥当と考える。
・県営スポーツ施設を活用した競技者、指導者の育成・強化、競技力向上を推進するとともに、スポーツ団体・大学・企業などと連携を図りながら、利用拡大を行い指定管理者として利用料金などの
収入増に努めるとともに、大規模大会の誘致なども必要と考える。
・業務内容の見直し、嘱託職員等の活用により計画的に派遣職員の削減（平成１８年度は前年度から１０名削減）などを行い、業務の中心となっている施設管理運営費全般を再検討し「管理運営コ
ストの削減」を一層推進するなど、経営の改善が必要である。

組織の充実・強化を図るため
の財団プロパー職員数（人）

施設利用者1人当りコスト
（単位：円）

維持管理経費（支出-収入）
（単位：千円）

【H18.3】
＜団体に対する
意見＞
①基本財産を食
いつぶすことのな
いよう，経営改善
に引き続き取り組
んでほしい。
②施設利用率向
上に向けた努力を
注視していく。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
①指定管理者とし
て団体の使命・役
割の更なる推進
と，運営経費の削
減を図り，これか
らの公募指定に
対応できる組織運
営を目指す必要
がある。また，施
設利用者数の向
上に資する取組を
注視する。
②県においてス
ポーツ施設見直し
の動きがあること
から，必要に応じ
て中期運営基本
計画を見直し，適
切な経営体制・組
織体制を確立す
べきである。

○重複施設の再編整備に係る課題整
理を行った。
○利用料金制の早期導入を推進する
旨を盛り込んだ財団運営基本計画を
策定し，理事会の承認を得た。
○職員派遣を平成１４年４月１日で１
名削減（２５名→２４名）し，次年度に
おける削減を検討した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

４５　財団法人宮城県スポーツ振興財団

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

宮城郡利府町菅谷字舘40番１

022-356-1125

主要事業名

宮城県自転車競技場 管理運営事業

受託事業（宮城県等）

財団所有施設（大和町）の維持管理 4.8

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

平成６年３月８日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

416

97.7

常勤役員数

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標

１人当たり人件費（月）（千円）



経営評価シート 平成１７年度   ４５ 財団法人宮城県スポーツ振興財団  担当部局課室名 教育庁スポーツ健康課   
 

団体の使命 
高齢化の進展，余暇時間の増大等，社会環境の変化に伴い，スポーツに対するニーズは多様化している。 
すべての県民が生涯の各時期にわたって，それぞれの体力や年齢，目的に応じて，いつでも，どこでも，気軽にスポーツに親
しむ「生涯スポーツ」の推進が求められている。 

団体の顧客 一般県民・スポーツ団体 
経営 
戦略 

団体の目的 
広く宮城県民のスポーツについての理解と関心を深め，積極的にスポーツに取り組む意欲を高揚させるとともに，生涯スポー
ツの振興と競技スポーツの向上を図り，併せて明るく豊かで活力のあるみやぎの郷土づくりに寄与する。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ③ ③
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「組織の充実･強化を図るための財団職員プロパー職員の雇用」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標「施設利用者１人当たりコスト削減」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標「施設維持管理費の削減」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 エ 取組目標「施設利用者数の増加」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ①

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ③ ③

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない 

総 
 

合 

  

 

1 競争性の確保による

落札率の低下。 

 

3 宮城スタジアムカップ

等自主事業拡大のた

め。 

4 未収入金の確保・未

払金の早期支払実施。 

5 派遣職員の削減等に

よる。 

 

6 

ア雇用環境が整わな

いことによる 

イ再委託額の低下及

び来場者数増加による

収益増による。 

ウ指定管理者制度実

施に向け施設整備のた

めの修繕費の増加によ

る。 

エ施設利用制限等に

よる。 

 

8 管理費等削減。 

9  流動負債の執行時

期の平準化による。 

11 ほぼ目標達成という

ことから適正値であっ

た。 

 

 

 

 

 

14  県出納局長を監事

に選任しているが今後

予定している。 

15 理事として民間団体

の代表者等を選任して

いる。 

17 ヘルプデスクを設置

し、顧客ニーズ及び苦

情等の情報収集、業務

改善に努めた。 

 

18  ｽﾎﾟｰﾂが教育現場

から一般社会への移譲

が進む中、事業の社会

的要請は一層増した。 

19良化した。利用者増

及び当期収支計画が赤

字から黒字に転換出来

た。 

 

Ⅰ評価項目を通して

自主事業の拡大に

よる利用拡大、派遣職

員の削減など改善し

ており、ほとんどの項

目において目標が達

成されていることか

ら団体のコメントは

妥当である。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

３補助金ついて県営

施設の受託管理事業

であることから大幅

な削減は困難である

が、自主事業の展開な

どにより依存度を低

下できるように指導

していく。 

６ ８ ９指定管理者

制度の導入に対応で

きるよう経営の効率

化に向けて業務の見

直しや競争性確保な

どの対策を更に指導

していく。 

７派遣職員は検討の

上今後とも計画的に

削減していく。 

12～17 団体のコメン

トのとおり実施され

ている。インターネッ

トの活用した情報の

提供などによりサー

ビスが向上するよう

に指導していく。 

 

 

Ⅲ 結論 

18 生涯スポーツ振

興推進の設置目的に

は変更ないことから

適正な管理運営を指

導していく。 

19 指定管理者制度

導入により、組織体

制や経営戦略等を再

構築することを指導

していく。  

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

Ｈ15年度Ｈ16年度Ｈ17年度

1,051 728 746

785 639 525

894 548 295

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

管理費抑制 管理費抑制 管理費抑制 管理費抑制 管理費抑制 管理費抑制 管理費抑制 管理費抑制

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,141 623 394 215 145 100 196 297

事業外収入(b) 3,408 2,046 4,606 3,611 5,655 3,205 4,504 2,803

その他の収入(c) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(d) 4,549 2,669 5,000 3,826 5,800 3,305 4,700 3,100

支 出 事業費(e) 2,730 1,915 3,800 1,566 4,600 2,105 3,500 1,900

管理費(f) 645 873 1,200 1,156 1,200 1,200 1,200 1,200

事業外支出(g) 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0 0 0 0

計(i) 3,375 2,788 5,000 2,722 5,800 3,305 4,700 3,100

1,174 △ 119 0 1,104 0 0 0 0

1,174 △ 119 0 1,104 0 0 0 0

△ 3,737 △ 2,902 0 △ 2,790 0 0 0 0

資 産 流 動 資 産 4,115 3,254 2,860 4,064 3,919 3,819 3,623 3,326

固 定 資 産 29,040 27,000 23,400 23,400 19,800 16,600 12,100 9,300

計 33,155 30,254 26,260 27,464 23,719 20,419 15,723 12,626

負 債 流 動 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

資 本 基本（資本）金 29,040 27,000 23,400 23,400 19,800 16,600 12,100 9,300

剰 余 金 等 4,115 3,254 2,860 4,064 3,919 3,819 3,623 3,326

計 33,155 30,254 26,260 27,464 23,719 20,419 15,723 12,626

※平成18年度以降の上記目標数値については，平成18年4月1日現在の目標値である。

昭和４２年２月９日

  １　基本情報(団体記入)

-

（Ｃ ）
H17実績～H18目
標
対比（％）

74

-

常勤役員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目標

１人当たり人件費（月）（千円）

46  財団法人宮城県文化財保護協会

  ３　主な経営指標の推移　(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

仙台市青葉区本町３丁目８－１

０２２－２１１－３６８３

主要事業名

普及資料の刊行

調査研究

報告書等の印刷、頒布 △ 67.0

　目標の達成状況を注視していくとともに、必要に応じて指導・助言を行う。

事業活動の改善
補助金見直し（単位：千円） 【H18.3】

＜団体に対する
意見＞
　目標値の達成状
況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する
意見＞
　設定された取組
目標の達成状況
を注視していく。

○理事会において今後の運営方
針を検討し、寄附行為中に存立終
期（平成２５年３月３１日）の規定を
追加し、基本財産の取り崩しを
行って事業を実施する運営方針を
決定した。

●補助金を廃止した。

　 うち県職員（派遣職員）

  ６　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

負担金(c）

県からの単年度貸付金(f )

　団体の人員規模
及び事業規模が小
さく、効率的な運営
が困難な状況にあ
ることから、今後の
事業展開について
検討を行う必要が
ある。

○団体の自主財源により効率的な事業活動を行
う。【Ｈ１３～】

●県の文化財愛護思想普及啓発事業補助金を廃
止する。【Ｈ１４～】

②役職員
数
（単位：
人）

④収支計
算書
（単位：
千円）

当期収支差額 (d - i)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

当期利益(又は△当期損失)

②改善内容
区分：「廃止団体又は廃止が予定されている団体」

⑤貸借対
照表
（単位：
千円）

--

-

-

-

県の損失補償（債務保証）額(g )

-

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

流動比率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（Ａ）実績推移 （Ｂ）年度別目標

０２２－２１１－３６９３

0.0

3.8

-

51.6

-

-

Ｈ１５年度

-

事業費（単位：千円）

　 うち県職員（派遣職員）

-

県からの貸付金残高(e)

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)のうち一般財源

-

Ｈ１５（実績）

③改革スケジュール

Ｈ１７（実績）

-

△ 15.4

Ｈ１６（実績）

△ 3.6

（1） 前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）

「団体の存続期間を平成
２５年３月までと設定し、そ
れまでの間、基本財産を
取り崩して事業を継続す
る。」という運営方針が確
立されている。事業活動
の改善もなされ、目標は
達成されているものと思
慮する。

（2） 本年度以降の目標設
定の考え方

①事業の効率的な実施に
努める。
②管理費は必要最小限
の支出とし、１，２００千円
以内とする。

（3） 委員会意見（Ｈ18年
3月）への対応

効率的な事業の実施に努
める。

0.0

-

Ｈ１６年度

52

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

-

37

経営指標

-

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

（流動資産÷流動負債）×100

-

-

Ｈ１７年度

-

理事長　　丸　森　仲　吾

△ 33.1

△ 29.0

県 担 当 課

県 出 資 額

教育庁文化財保護課

０　千円（０．０％）

H15～H17増減率
（％）

事業内容

○基本財産の取り崩しによ
る効率的な事業運営に努
めた。

△ 15.4

△ 13.6

-

-

△ 13.6

  ５　改革計画(県記入)　　　（○は団体が主体的に実施する事項，●は県が主体的に実施する事項）

○基本財産の取り崩しに
よる効率的な事業運営に
努めた。

-

-

-

-

-

-

（Ｄ）評価結果及び取組目
標設定の考え方

（Ｅ）経営評価委員
会の意見

○理事会において寄附行為を改
正（団体の存立終期を平成２５年
３月３１日と設定）し、基本財産の
処分による事業運営方針を決定
した。

①課　　　　　題

△ 32.6

56.6

193.7

-

113.1

0.0

Ｈ１４（実績）

△ 3.6

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

-

-

-

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

委託金(a)

-

常勤職員数

機関紙発行、見学・研修・講座の実施、文化財愛護団体育成

文化財の資料収集、実態調査

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

定義

文化財愛護思想の普及



経営評価シート 平成17年度 ４６ 財団法人宮城県文化財保護協会  担当部局課室名 教育庁文化財保護課 
 

団体の使命 県民文化の向上に寄与する 
団体の顧客 宮城県民 経営 

戦略 
団体の目的 宮城県下における文化財の保存と活用を積極的に推進する 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 － －
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「事業活動の改善」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ①

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ③ ③

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ② ②

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ③ ③

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ③ ③

総 
 

合 

  

１･２･３ 

該当なし。 

 

４  

流動負債がない。 

 

５  

事業を計画的に実施するた

め、平成16年度週２日だっ

た非常勤職員の勤務日数を

平成17年度週３日勤務とし

たことからこの間の人件費

は若干増えたが、常勤職員

を配置していた平成14年度

以前に較べれば、人件費は

極端に低くなっている。 

 

６  

解散を前提として、基本財

産を取り崩しながら公益

事業を実施している。 

 

７ 

常勤の役職員はいない。 

 

８･９ 

基本財産を取り崩して事業

を実施している。 

 

10 

該当なし。 

 

11 

解散に向けた取組が進んで

おり目標設定は適当。 

 

12･13  
有価証券、土地等の資産を

有していない。 

 

14  

銀行経営者１人 

 

15  

民間経営者５人 

 

16 

今後検討する。 

 

17  

講演会開催時にアンケー

トを実施している。 

 

18  

社会的要請は現在でも存

在している。 

 

19･20  

基本財産を取り崩しなが

ら公益事業を実施してい

ることによるもの。 

Ⅰ全評価項目を通して 

 

解散を前提に、基本財産

を取り崩しながら公益事業

を実施しており、団体の評

価結果は妥当と思慮する。

 

 

 

Ⅱ各評価項目ごとに 

 

３ 

県は財政的関与を行ってい

ない。 

 

６･８･９ 

県は財政的関与を行ってい

ない。 

 

７ 

県職員は派遣していない。

 

12･13･14･15･16･17 

目標の達成状況を注視して

いくとともに、必要に応じ

て指導・助言していく。

 

 

 

Ⅲ結論 

 

18･19 

平成２５年３月の解散を

前提に、基本財産を取り崩

しながら公益事業を実施し

ており、今後、社会的要請

や経営状況を見極めなが

ら、必要に応じて指導・助

言を行うものとする。 

 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

15,473 15,062 16,508

1,526 1,898 1,519

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

3,944 3,980 4,000 4,070 4,000

- - - - -

- - - - -

- - - - -

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

16,999 17,168 17,000 17,903 15,855 15,800 15,800 15,800

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

16,999 17,168 17,000 17,903 15,855 15,800 15,800 15,800

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 18,544 18,031 18,884 17,699 18,395

事業外収入(b) 3,902 3,172 2,896 3,219 2,865

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 22,446 21,203 21,780 20,919 21,260

支 出 事業費(e) 18,979 18,688 23,057 19,922 17,107

管理費(f) 2,409 2,337 3,770 2,618 6,079

事業外支出(g) 2,100 360 400 400 400

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 23,488 21,385 27,227 22,940 23,586

△ 1,042 △ 182 △ 5,448 △ 2,021 △ 3,426

△ 1,042 △ 182 △ 5,448 △ 2,021 △ 3,426

△ 1,051 △ 185 △ 5,448 △ 1,824 △ 3,229

資 産 流 動 資 産 6,156 5,722 5,000 5,710 5,710

固 定 資 産 3,605 3,642 3,700 4,040 4,440

計 9,761 9,364 8,700 9,750 10,150

負 債 流 動 負 債 525 274 250 672 0

固 定 負 債 3,419 3,560 3,600 860 1,060

（うち引当金等） 3,419 3,560 3,600 860 1,060

計 3,944 3,834 3,850 1,532 1,060

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 5,816 5,631 4,850 8,218 9,090

計 5,816 5,631 4,850 8,218 9,090

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

消防法第１３条の２３の規定による危険物取扱者保安講習を県から受託

事業所に対し免状保有者を調査し、講習の未受講を防止するため県から受託

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

 危険物取扱者保安講習の実施機関として設立された法人であることから、取り組み計画が当該事業を主体としたものとなっていること、委託料が収入の大半を占めている現状はや
むを得ないものと考えるが、今後も経費節減努力の継続及び自主財源の確保につながる事業について、検討していく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

304

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年５月１８日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　平成１７年度の保安講習受講者数
は、前年より９０名多い４，０７０名と
なり、達成できた。
　併せて経費削減に努め、一定の成
果を上げた。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　危険物施設数・従事者数が年々減
少しているので、未受講者の防止を
図り受講者数を確保する。
　また、広告料・図書斡旋販売等で
収入を確保する予定である

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
①財政基金引当金については会計
処理上の誤りで、積立預金である。
よって取り崩しではなく預金として決
算書類においても訂正した。
②ホームページの更新については、
決算書類の掲載と併せ７月中には更
新の予定である。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

４７　社団法人宮城県危険物安全協会連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

受講者数の確保（人）

307人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

危険物取扱者従事状況調査

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

主要事業名

０２２－２７６－４８５０

危険物取扱者保安講習

０２２－２７６－４８５０

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

6.7

△ 0.5

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） -

849.7

-

2088.3

85.6

総務部消防課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

会長　亀井昭伍

http://www.miyakiren.jp
昭和６３年３月３１日

0千円 （　　　0.0％）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①財政基金引当金は引当
金の要件を満たしておら
ず，取り崩すべきである。
②ホームページの更新を行
い，有効に活用すべきであ
る。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 284

Ｈ１７年度

--

80.9

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

75.7

1172.5（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



経営評価シート 平成１７年度 ４７ 社団法人宮城県危険物安全協会連合会 担当部局課室名 総務部消防課 
 

団体の使命 危険物の災害防止と公共の安全確保 
団体の顧客 危険物取扱従事者 経営 

戦略 
団体の目的 危険物に関しての安全管理の調査研究、取扱に係る指導、防災思想の啓蒙普及 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ２ ２
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ２  ２

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「受講者数の確保」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
３ 消防法の規定

により受講者から4,
700円を徴収し県へ

納入、このうち約8
0％が委託料となっ

ている。 
４ 前年度に比べ

流動負債（預かり

金）が増加したため

比率が低下した。 
５ 一人当たりの

人件費は横ばい。 
 
 
６ 前年より90名
多い4,070名で達成

した。 
７ 定款で20名と

規定されている。 
８ 広告料・図書斡

旋等で収入増加を

図った。専任講師４

名採用により報償

費が増加したもの

の，他項目で経費節

減を図った。 
11 ほぼ適当 
 
 
14  規模が小さい

ため。今後検討して

いく。 
16 H16年度の理事

会で承認され、ホー

ムページによる情

報公開を行ってい

るが，財務諸表につ

いては一部の公表

にとどまっている。 
17  毎年保安講習

受講者に対してア

ンケート調査を実

施し、把握してい

る。 
18  危険物施設で

の火災・漏えい事故

は全国で年々増加

傾向にあり、最悪の

状況にある。このた

め、危険物を貯蔵・

取り扱う危険物取

扱者に対する保安

講習の実施は、未然

防止のため非常に

重要であり、このた

め消防法でも規定

されており、社会的

にもきわめて重要

で要請が高い。 

 

Ⅰ全評価項目を通

して 

 評価結果は概ね

妥当である。委員会

意見に対しても、概

ね反映されている。

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

３ 広告料や図書

販売の収入が増加

傾向にある。 

６・８・９ 県内

の危険物施設数と

従事者数が年々減

少していることを

考えると、当該目標

を概ね達成できた

ことは評価できる。

16 ホームページ

に関しては財産目

録等についても掲

載するよう指導す

る。 

 

Ⅲ 結論 

18 危険物施設の

火災・漏えい事故は

依然多く、災害防止

と公共の安全の確

保を目的としてい

る当該法人の社会

的要請は高いと考

える 

19 危険物取扱者

保安講習の実施機

関として設立され

た法人であること

から、取り組み計画

が当該事業を主体

としたものになっ

ていること、委託料

が収入の大半を占

めていることはや

むを得ないものと

考えている。経費節

減にも努めている

ことから、今後は自

主財源の確保につ

ながる事業につい

て検討していく。

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

45,885 47,320 47,255

167,759 164,625 162,646

56,925 55,531 50,083

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

6 6 6 6 6

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

94,416 92,809 92,404 92,404 83,590 83,590 83,590 83,590

94,416 92,809 92,404 92,404 83,590 83,590 83,590 83,590

94,416 92,809 92,404 92,404 83,590 83,590 83,590 83,590

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 273,493 269,652 274,042 262,439 206,179

事業外収入(b) 1,927 1,869 1,528 2,176 33,954

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 275,420 271,521 275,570 264,615 240,133

支 出 事業費(e) 65,367 65,791 74,311 64,627 66,107

管理費(f) 180,693 175,552 192,163 174,182 175,172

事業外支出(g) 24,510 26,132 3,000 21,175 3,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 270,570 267,475 269,474 259,984 244,279

4,850 4,046 6,096 4,631 △4,146

4,850 4,046 6,096 4,631 △4,146

4,629 △755 6,074 22,609 △4,146

資 産 流 動 資 産 104,565 106,977 113,073 98,206 *

固 定 資 産 55,266 58,343 58,343 64,016 *

計 159,831 165,320 171,416 162,222 *

負 債 流 動 負 債 50,141 51,132 51,132 43,212 *

固 定 負 債 17,636 22,889 23,495 5,102 *

（うち引当金等） 17,636 22,889 23,495 5,102 *

計 67,777 74,021 74,627 48,314 *

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 40,000 40,000 40,000 40,000 *

剰 余 金 等 52,054 51,299 56,789 73,908 *

計 92,054 91,299 96,789 113,908 *

208.5（流動資産÷流動負債）×100

東北各県の研修ニーズに
応じた効果的・効率的研修
の実施（単位：回（研修回
数））

13 14 14 14 14

流動比率（％）

１人当たり人件費（月）（千円） 396

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

　 うち県職員（派遣職員）
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（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

②役職員
数
（単位：
人）

総務部　人事課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

△ 12.0

H15～H17増減率
（％）

理事長　松元　照仁宮城県黒川郡富谷町成田二丁目２２－１

主要事業名

50千円 （0.1％）

3.0

Ｈ１７年度

40.043.0

△ 3.0

借入金依存度（％）

寄宿舎管理事業

０２２－３５１－５７７３

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

事業内容

中堅職員研修等の実施、研究会の開催、機関誌の発行、財団事業の啓発

４８　財団法人東北自治研修所

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

42.7県からの受託事業の再委託率（％）

寄宿舎「青葉寮」の管理

東北自治総合研修センター（寄宿舎「青葉寮」を除く）の管理

http://www.thk-jc.or.jp/jichiken/index.htm

昭和39年3月24日

事業費（単位：千円）

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

-

227.3

０２２－３５１－５７７１

209.2

34.934.2

-

県からの補助金等収入依存度（％）

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

支出額(d)のうち一般財源

負担金(c）

（E）経営評価委員会の意見

  １　基本情報(団体記入)

396人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

経営指標

研修等事業

施設管理事業

34.1

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
    取組目標「効果的・効率的研修の
実施」については、各県からのニー
ズに対応し、随時、研修内容の見直
し等を行いながら、計画どおり実施
することができた（目標を達成した）。
当期収支については、業務内容の見
直しや事務費等の節減に努め、支出
を抑えるとともに、各県からの負担金
収入も抑えたこともあり前年度と同額
程度となった。また、貸借対照表の
各科目については、これまで備品減
価償却の表記法を誤っていたことか
ら、Ｈ１７年度から直接法で資産を減
額することとしたために、固定負債が
減少し正味財産が増加した。以上を
勘案し目標設定も適当であった。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　各県の多種多様な研修ニーズにど
れだけ応えられ，事業を実施してい
るかを判断するために「研修回数｣を
取組目標として設定するもの。
　平成１８年度の「取組目標値」「収
支計算書」「貸借対照表」については
事業計画ベースで計上しているが、
収支ベースではマイナスにならない
ように努力していくものである。
　県からの負担金については、毎年
９月に開催される「東北自治総合研
修センター運営協議会」において決
定されることから、平成１８年度以降
の数値は同額で計上している。ま
た、県職員については、財団の適切
な運営を維持するため引き続き派遣
する予定である。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
効率的、効果的に事業を実施し、目
標達成に向けて努力していく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

-

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

県からの貸付金残高(e)

委託金(a)

常勤職員数

（A）実績推移

・　平成１７年度における経営評価結果は全体を通してほぼ横ばいとなっており，経営改善への取組みは目標どおり推移しているものと判断している。

・　県からの財政的関与については，東北自治総合研修センターの共通管理経費の節減に努めていることにより，減少する傾向にあり，平成１８年度予算計画においては，前年度と比
較して各県負担額の減額を予定しているところである。

・　本県においては平成１８年３月に策定した人財育成基本方針の中で，地域における政策力強化及び自律型人材の育成の重要性を掲げているものであり，地方公共団体職員の資
質向上を目的とした中長期の研修事業を実施している本団体への関与はますます重要なものとなっている。

■(県に対する）委員会意見（Ｈ18年3月）への対応

・　管理・運営経費の節減や，外部への開放など施設の有効活用の検討も含め，今後もより一層の効率的な運営に向け，東北各県で組織している本団体の評議員会や本県から派遣
している職員などを通じて引き続き指導していく。

当期収支差額 (d - i)

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　光熱水費を始め経費につ
いては，引き続き，効率的
かつ効果的な支出に努めら
れたい。
＜県に対する意見＞
　外部への開放を含めた施
設の有効活用の検討が望
まれる。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　引き続き，管理経費の節
減に努められたい。
＜県に対する意見＞
　講堂，体育館，テニスコー
トなど，稼働率が低い施設
については，有効活用の観
点から，外部開放（県民へ
の開放を含む）の可能性に
ついて引き続き検討してほ
しい。

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年4月1日現在の目標値である。　　　　*　予定貸借対照表は作成していない。

（B）年度別目標

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）



経営評価シート  平成１７年度     ４８ 財団法人東北自治研修所    担当部局課室名 総務部人事課 
 

団体の使命  東北地方の地方公共団体職員の資質向上と地方行政の円滑な運営を図り、もって東北地方の発展に資する。 

団体の顧客  東北六県の県・市町村等の職員 経営 
戦略 

団体の目的  研修等事業及び東北自治総合研修センターの維持管理業務・寄宿舎の運営管理 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ○② 横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ○④ 該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ○② 横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ○② 横ばい ③低下傾向 ２ ２
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ○② 横ばい ③上昇傾向 ２  ２

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「研修ニーズに応じた効果的・効率的研修の実施」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ○② 目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ２ ２

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ○① 目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ○③ 変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ○③ 変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ○① 該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ○② ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ○① 含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ○① 該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ○④ 予定なし ４ ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ○④ 予定なし ４ ４

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ○① 既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし １ １

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ○① 十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ○② 変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ○② 横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －総 
 

合 

  

１から５の各経営指標

についてはほぼ横ばい

で推移している。 
 
６取組目標「効果的・

効率的研修の実施」に

ついては、各県からの

ニーズに対応し、随時、

研修内容の見直し等を

行いながら実施してき

たが、事業計画どおり

実施でき、目標をほぼ

達成したと判断した。 
 
８事業委託内容の見直

しや、事務費の節減に

努め、支出を抑えつつ、

各県からの負担金収入

も抑えながら、前年度

と同額程度の当期収支

となった。 
 
９貸借対照表におい

て、これまで備品減価

償却の表記法を誤って

いたので、Ｈ１７年度

から直接法で資産を減

額することとしたため

に、固定負債が減少し、

正味財産が増加した。 
 
11以上を勘案し、目標

設定もほぼ適当であっ

た。 
 
14、15「④予定なし」

としている理由につい

て、当財団の事業は東

北六県の県・市町村の

職員研修に係るもので

あり、現在の態勢で問

題ないものと考えてい

るが、引き続き経費削

減を図り、適切な団体

運営に努めていく。 
 
17各県の研修担当者会

議での意見聴取及び研

修ごとにアンケートを

実施し、常に意見等の

把握に努めている。 
 
18、19以上を総合的に

判断し、当財団設立の

社会的要請は、現在も

あり、経営状況も良好

を維持しながら横ばい

で推移している。 

Ⅰ全評価項目を通

して 

 
 平成１７年度にお

ける経営評価結果は

全体を通してほぼ横

ばいとなっており，経

営改善への取組みは

目標どおり推移して

いるものと判断して

いる。 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 ３ ６ ８ ９ 
県からの財政的関

与については，東北自

治総合研修センター

の共通管理経費の節

減に努めていること

により，減少する傾向

にあり，平成１８年度

予算計画においては，

前年度と比較して各

県負担額の減額を予

定しているところで

ある。 

７ 

団体には現在１名

の県職員を派遣して

いるが，研修実施内容

については密接な連

携・調整が必要である

ほか，研修施設は本県

が代表して管理権限

を有するものである

ことなどから，今後と

も県として財政面，運

営管理面も含めて適

切に事業実施がなさ

れるよう関与してい

く必要があり，派遣継

続が必要である。 

 

Ⅲ 結論 

 
本県においては平

成１８年３月に策定

した人財育成基本方

針の中で，地域におけ

る政策力強化及び自

律型人材の育成の重

要性を掲げているも

のであり，地方公共団

体職員の資質向上を

目的とした中長期の

研修事業を実施して

いる本団体への関与

はますます重要なも

のとなっている。 

今後もより一層の

効率的な運営に向

け，東北各県で組織

している本団体の評

議員会や本県から派

遣している職員など

を通じて引き続き指

導していく。 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

72,626 78,130 74,605

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

84,148 74,989 75,000 80,628 70,000

32,174 33,494 36,140 35,906 40,100

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

13 13 13 13 13

0 0 0 0 0 0 0 0

4,370 3,253 0 4,348 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,000 700 700 700 700 700 700 700

5,370 3,953 700 5,048 700 700 700 700

5,370 3,953 700 5,048 700 700 700 700

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 84,148 74,989 75,000 80,628 70,000

事業外収入(b) 40,071 48,178 32,040 32,261 32,480

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 124,219 123,167 107,040 112,889 102,480

支 出 事業費(e) 72,626 78,130 76,580 74,605 75,760

管理費(f) 33,880 32,245 41,110 35,652 37,580

事業外支出(g) 11,510 1,640 3,730 3,328 1,840

その他の支出(h) 0 0 1,000 0 1,000

計(i) 118,016 112,015 122,420 113,585 116,180

6,203 11,152 △ 14,380 △ 696 △ 12,700

6,203 11,152 △ 15,380 △ 696 △ 13,700

65,600 △ 159 △ 16,605 △ 317 △ 15,147

資 産 流 動 資 産 78,228 94,351 95,893

固 定 資 産 426,992 417,321 419,250

計 505,220 511,672 515,143

負 債 流 動 負 債 11,582 16,553 18,791

固 定 負 債 11,430 13,070 14,620

（うち引当金等） 11,430 13,070 14,620

計 23,012 29,623 33,411

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 327,258 327,258 327,258

剰 余 金 等 154,950 154,791 154,474

計 482,208 482,049 481,732

当期収支差額 (d - i)

事業費（単位：千円）
事業内容

東北地方の開発整備の推進方策，同地方の社会経済，産業，地域開発動向等に関する調査研究

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　平成17年度に引き続き，今後も主な収入源である受託調査収入の安定化を見守るとともに，事業計画等により経営状況を確認しながら，助言・指導をしていきたい。
　また，賛助会費として新潟県を含む東北7県で各700千円/年を毎年支出してきているが，団体の経営状況等を踏まえながら，また，他の公社等外郭団体との整合性を図りながら，こ
の負担のあり方について，他県と連携しながら検討を継続して行っていきたい。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)
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（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成17年度以降の目標数値については，平成18年9月30日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　調査経費等の節減に努め事業費を
削減することができた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　受託調査収入の安定的確保および
調査経費の削減

３　委員会意見（H18.3）への対応

　該当なし。

【備考】H18の予定貸借対照表は作
成していない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失（債務）保証額(g )
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  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

事業収入（千円）
調査研究費（調査経費）（千円）

197人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

ー

ー県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区大町2丁目15-31　大町電力ビル別館

主要事業名

022-222-3394

調査研究業務

022-222-3395

経営指標

（E）経営目標・評価推進委
員会の意見

2.7

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） ー

510.3

ー

570.0

4.5

企画部企画総務課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

会長　幕 田圭 一

http://www.tohoku-drc.or.jp/

昭和59年8月17日

90,000千円 （27.5％）

【H18.3】
＜県に対する意見＞
　負担金の削減・廃止につ
いて引き続き検討すべきで
ある。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①設定された取組目標の
達成状況を注視していく。
②財務諸表等をインター
ネットで公開し，情報公開を
積極的に進めるべきであ
る。
＜県に対する意見＞
　負担金の在り方につい
て，他県と連携しながら引
き続き検討してほしい。

１人当たり人件費（月）（千円） 207

Ｈ１７年度

ーー

3.2

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

4.3

675.4（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

① ①

- -

- -

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

④ ④

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ②

20 　　　　

- -

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「受託調査収入の安定的確保」

取組目標 ｢調査経費の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

中央官庁や東北地方の各自治体，民間企業その他

東北地方の発展整備に関する総合的な調査研究，情報の収集・提供その他必要な事業を行う。

49　財団法人東北開発研究センター
県担当課　企画部企画総務課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

東北地方の一体的な発展に寄与すること。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

平成17年度経営評価シート

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

６ア　予定通り受託でき目
標を達成することできた。

６イ　経費節減に努め目
標を達成できた。

８　収支差額は新公益会
計基準導入に伴う一時的
な経費の増加（会計ソフト
購入等）により、若干のマ
イナス（△70万円）となっ
た。
ただし、正味財産（４億８
千万円）については、ほ
ぼ横這いで推移してい
る。
９　総資産額は約５億円
前後で推移している。

１４　財団の資産規模等
の条件から、公認会計士
による外部監査の実施は
特に予定していない。た
だし、税務関係は、顧問
税理士の指導を受けてい
る。
１５　既に、民間経営者を
登用している。
１６　他団体等の状況を確
認しながら検討している。
１７　インターネットにより
受けている。

Ⅰ　全評価項目を通して

　財務内容には特に問題
はなく，団体の評価結果
についても妥当と判断で
きる。

Ⅱ　各評価項目ごとに

３　補助金等収入依存度
は常に低位（賛助会費と
委託事業1件のみ）で推
移しており特に問題はな
い。

６，８，９　県の財政的関
与は低く特に問題はな
い。

１４　現在監事に第三者
の民間人2人（商社代表，
金融機関支店長）を登用
しており，税務関係につい
ても顧問税理士の指導を
仰いでいることから，現行
のままで特に支障が出る
とは考えにくい。

１６　ホームページ上で財
務諸表等の情報公開を
行っていないことから，他
団体の状況を考慮しなが
ら早期に公開できるよう
指導していく。

Ⅲ　結論

１８　H１７年度に引き続
き，今後も主な収入源で
ある受託調査収入の安定
化を見守るとともに，事業
計画等により経営状況を
確認しながら助言・指導を
していきたい。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,385 1,387 1,386

281 394 406

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

△ 17,374 78,096 37,993 △ 325,733 280,726

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

500 500 500 450 500 500 500 500

0 0 0 0 0 0 0 0

500 500 500 450 500 500 500 500

500 500 500 450 500 500 500 500

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 4,134 4,285 4,120 4,154 4,162

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 4,134 4,285 4,120 4,154 4,162

支 出 事業費(e) 1,796 1,941 2,036 1,906 2,019

管理費(f) 2,388 2,466 2,504 2,140 2,421

事業外支出(g) 250 250 260 250 260

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 4,434 4,657 4,800 4,296 4,700

△ 300 △ 372 △ 680 △ 142 △ 538

△ 300 △ 372 △ 680 △ 142 △ 538

＊１ ＊１ ＊１ ＊１ ＊１

資 産 流 動 資 産 ＊２ ＊２ - 13,205 -

固 定 資 産 ＊２ ＊２ - 0 -

計 ＊２ ＊２ - 13,205 -

負 債 流 動 負 債 ＊２ ＊２ - 0 -

固 定 負 債 ＊２ ＊２ - 867 -

（うち引当金等） ＊２ ＊２ - 867 -

計 ＊２ ＊２ - 867 -

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 ＊２ ＊２ - 11,800 -

剰 余 金 等 ＊２ ＊２ - 538 -

計 ＊２ ＊２ - 12,338 -

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

12.1

-（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

-

11.7

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
   引き続き、効率的かつ効
果的な経費支出に努められ
たい。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
①県の補助金に依存しない
運営が可能となるよう，理
事会・監査会費の節減，大
会費の節減，育成指導費の
見直しにより，収支の改善
を図るべきである。
②県域の団体として担うべ
き事業のあり方を積極的に
検討し，団体の存在意義
を，県民が納得できるような
形で示すべきである。
＜県に対する意見＞
①県補助金及び県民世帯
負担金の最終的な使徒及
びその効果について検証す
べきである。
②団体が最終的には補助
金に依存しないで自立した
運営ができるように，効果
的な資金活用を指導された
い。
③団体の在り方，県の人的
関与の在り方について検討
する必要がある。
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⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

121

環境生活部　環境対策課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

会長　大内英男

www.pref.miyagi.jp/kankyo-t/koueiren/top.htm

昭和４３年１２月２４日

0千円 （0.0％）

100.1

144.5

県からの補助金等収入依存度（％）

借入金依存度（％） - -

10.8

Ｈ１７年度

-

仙台市青葉区本町３－８－１

主要事業名

０２２－２１１－２６６５

育成指導事業

０２２－２１１－２６９６

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

流動比率（％）

　

--

５０　社団法人　宮城県公衆衛生団体連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

経費の節減（管理費の対前年度比）

　

121人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年６月６日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
    関する評価結果（概要）

　・事務費の節減，会議費の節減（役
    員数の減等による）等を図り，当
    期収支を前年度より改善させた。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
    方

　・引き続き管理費，事業費の節減を
    図っていく。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
    応
　
　・今後も経費節減に努めていく。

　
  ＊１　正味財産増減計算書は作成
　　　　　していない。
　＊２　貸借対照表は平成１７年度か
　　　　　ら作成している。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　 うち県職員（派遣職員）

Ⅰ 全評価項目を通して
　　経営改善が進められており，団体の評価は妥当と考える。
Ⅱ 各評価項目ごと
　・県の補助金は前年度よりも若干の減額，今後も状況を見て検討していく。
　・経費の節減が行われているが，引き続き収支バランスを考慮した事業運営が必要である。
　・県の人的関与の在り方について検討を促していく。
　・団体の事業の在り方について検討を促していく。
Ⅲ 結論
　・経営改善を進めながら，県の人的関与の在り方及び団体の事業の在り方の検討について，助言指導していく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

　

当期収支差額 (d - i)

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

事業内容
事業費（単位：千円）

地域衛生組織の活動支援

表彰及び記念講演公衛連大会

-

-県からの受託事業の再委託率（％）



経営評価シート 平成１７年度  ５０ 社団法人宮城県公衆衛生団体連合会   担当部局課室名 環境生活部環境対策課 
 

団体の使命  健康で文化的な県民生活の建設に寄与する。 
団体の顧客  県民 経営 

戦略 
団体の目的  公衆衛生思想の普及向上 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 2 2
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 - -
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  2  2

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「経費の節減」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 - -
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 - -
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 2 2

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 2 2
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 3 3

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥事務費，会議費等

の節減を図った。 
 
 
 
 
 
⑦役員数の減で会

議費が減少した。 
⑧事務費等の支出

削減により，前年

度より当期収支

が改善した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭予算規模が小さ

く，有識者の専任

を要さない。 
⑮定款上困難であ

る。 
 
 
⑰ボランティア活

動が基本である

ため，把握が難し

い。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 経営改善が進め

られており，団体

の評価は妥当と

考える。 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

③県の補助金は前

年度よりも若干

の減額，今後も状

況を見て対応す

る。 

⑥⑧経費の節減が

行われているが，

引き続き収支バ

ランスを考慮し

た事業運営が必

要である。 

⑦県の人的関与の

在り方について

検討を促してい

く。 

⑰団体の事業の在

り方について検

討を促していく。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

⑱経営改善を進め

ながら，県の人

的関与の在り方

及び団体の事業

の在り方の検討

について，助言

指導していく。

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,359 1,360 1,186

1,478 1,503 1,503

807 808 807

455 322 802

940 1,044 1,054

560 560 560

6,500 6,500 6,500

1,808 1,978 1,915

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1,540 1,043 1,800 1,547 1,650

395 321 2,855 2,201 1,439

1 1 1 1 1
0 0 0 0 0
3 3 3 3 3
0 0 0 0 0
0 273 253 253 275 275 275 275

30,356 30,598 30,613 30,486 27,774 27,774 27,560 27,560

0 0 0 0 0
30,356 30,871 30,866 30,739 28,049 28,049 27,835 27,835
18,429 18,823 18,810 18,746 16,263 16,263 16,053 16,053

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,936 1,365 4,655 3,748 3,089
事業外収入(b) 32,955 33,965 31,964 33,588 29,061
その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 34,891 35,330 36,619 37,336 32,150
支 出 事業費(e) 13,507 14,070 14,791 15,264 10,958

管理費(f) 20,785 20,126 20,323 20,152 20,367
事業外支出(g) 503 354 1,349 1,038 929
その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 34,795 34,550 36,463 36,454 32,254

96 780 156 882 △ 104

96 780 156 882 △ 104

877 299 0 1,104 0

資 産 流 動 資 産 2,744 3,647 ※ 4,450 ※

固 定 資 産 10,389 9,909 ※ 10,130 ※

計 13,134 13,556 ※ 14,580 ※
負 債 流 動 負 債 1,228 1,351 ※ 1,267 ※

固 定 負 債 0 0 ※ 0 ※
（うち引当金等） ※ ※

計 1,228 1,351 ※ 1,267 ※
資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 8,400 8,400 ※ 8,400 ※

剰 余 金 等 3,505 3,805 ※ 4,914 ※
計 11,905 12,205 ※ 13,314 ※

　団体の経営は適正に行われていると認められる。また、平成１８年度目標についても適当と認められる。
　なお、補助金収入依存度が82.3%(平成17年）となっているが、これはセンターの運営費(人件費、事業費）が国庫補助対象(国、県1/2）となっていることによる。
　県としては、財政的関与の適正さの確保に努めるとともに、関係機関と連携を図りながら助言・指導を行っていく。
　
※　当センターは、都道府県内の生衛業の経営の健全化と衛生水準の向上、消費者利益の擁護等を目的として、生衛法に基づき設立された公益法人で、北海道から沖縄まで各都道
府県単位で全国47箇所に設置されている。生衛業に係わる各種の相談指導事業、講習会事業、標準営業約款登録事業などを実施している。（生衛業とは：厚生労働省が所管する法
律「生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律」（昭和32年6月法律第164号）で規定する飲食業、理・美容業、クリーニング業、ホテル・旅館業など１８業種の営業を総
称して生活衛生関係営業（略称：生衛業）と呼んでいる。これらの営業はいずれも国民の生活に不可欠なサービスや商品を提供しており、公衆衛生の見地から国民の日常生活に密接
に関係しているところから、これらの営業の経営の健全化、衛生水準の維持向上等を図ることにより国民生活の安定に寄与する事を目的として、生衛法により営業者の自主的活動の
促進、経営の健全化の指導など各種の行政施策が講じられている。）

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

生活衛生関係の衛生水準の向上、経営安定の窓口相談

生衛業の振興を図るため指導センターと各組合共催

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

402

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年3月28日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
（１）　クリーニング師及び従事者の
研修については、前年度実績を上
回ったが目標は達成できなかった。
研修の時期や曜日、会場の設定等
受講者が受けやすいように配慮した
が、現実的には、法律に罰則規定が
ないことや制度が誕生してから長期
にわたる等により全国的に受講率の
上昇が困難となっている。
（２）　標準営業約款登録事業につい
ては、17年度が5年間の登録有効期
間の更新（再登録）の年度であった
ため、16年度実績を大幅に上回った
が、目標値の７７．１％にとどまった。
これは、5年の間に登録者の廃業や
組合から脱会、新規登録が伸びない
等による。
２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
（１）　クリーニング師研修について
は、クリーニング業法の改正や相変
わらず苦情の多い業種でもあり、従
来にも増して関心を高めるとともに
県、仙台市、保健所など行政機関及
びクリーニング生活衛生同業組合等
と連携を取りながら推進する。
（２）　標準営業約款登録事業につい
ては、理容、美容、クリーニングは17
年度に続き登録更新の多い年度で
あり、ある程度の実績は期待できる、
しかし、後継者難による廃業や組合
離れも進んでおり厳しい側面もある。
　麺類及び一般飲食の約款について
は、約款事項の難しさ等により全国
的に浸透していない状況下にあり本
県も同様である。
３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
　　該当なし。

　※　予定貸借対照表を作成してい
ない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

51 財団法人宮城県生活衛生営業指導センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

クリーニング師研修等事業に
よる自主財源確保(千円)

標準営業約款登録事業によ
る自主財源確保(千円)

その他生衛業指導事業

407人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

生衛業振興対策事業

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

特相員研修、表彰事業等

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区通町１－６－９

主要事業名

０２２－２３３－２８６６

相談室運営事業

０２２－２７３－７３１０

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△ 12.7

0.0

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） -

351.2

-

269.9

82.3

環境生活部食と暮らしの安全推進課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

5.9

H15～H17増減率
（％）

　理事長　丹野　五郎

http://www.seiei.or.jp/miyagi/
昭和５５年７月１日

２，０００千円 （２３．８％）

【H18.3】
＜県に対する意見＞
　振興対策事業費補助金に
ついては，社会環境・経済
環境の変化に応じた適正
化をさらに検討してほしい。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
　事業収入の要である標準
約款登録事業の推進に関
する団体の取組状況を注
視する。

１人当たり人件費（月）（千円） 406

Ｈ１７年度

0.00.0

87.4

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

87.0

223.5（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

小企業設備改善指導事業 国民生活金融公庫の生活衛生改善貸付の指導及び相談 1.7

生衛業地区相談指導事業 各保健所単位の異動相談室の解説 0.0

生衛業情報化整備事業 生衛業に関する情報の収集分析業務 0.0

標準営業約款登録事業 理容、美容、クリーニング店、麺類飲食店、一般飲食店の消費者の選択利便を図る 76.3

クリーニング師研修等事業 クリーニング師及び従事者の３年に１回の研修、講習 12.1



経営評価シート 
  平成１７年度 51 財団法人宮城県生活衛生営業指導センター 

担当部局課室名 環境生活部食と暮らしの安全推進課 
団体の使命 公衆衛生の見地から県民の日常生活に極めて深い関係のある生活衛生関係営業の経営の健全化と衛生水準の維持向上に寄与する。

団体の顧客 県内（仙台市を含む）の生活衛生関係営業者（約4万施設）及び県内で生活衛生関係営業を計画中の者。 経営 
戦略 

団体の目的 生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律に基づき、宮城県における生活衛生関係営業について、衛生施設の改善向
上及び経営の健全化並びに振興を通じてその衛生水準の維持向上を図り、併せて利用者又は消費者の利益の擁護を図る。

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ２ ２
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ２ ２

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「クリーニング師等研修事業」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 イ 取組目標「標準営業約款登録事業」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ４ ４

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
2 平成 14 年度から借

入れはない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
６前年度の取組目標の

達成状況に関する評価 
（イ）クリーニング師

等研修 
 17 年度は、1、547
千円と 16 年度実績

1,043 千円を上回った

が目標値は達成できな

かった。制度が出来て

から長期となり、関心

の薄れと、営業に支障

がない等の理由による

ものと思われる。 
（ロ）標準営業約款登

録事業 
 17 年度は、5 年間の

登録期間の更新（再登

録）の年度で、2,201
千円と 16 年度実績の

321 千円を大幅に上回

った。しかし、5 年の

間に後継者難による廃

業や組合からの脱会者

の増加等により目標値

は達成できなかった。

14 指導センターの会

計事務は、公益法人会

計基準に基づき行って

おり、全国指導センタ

ーの指導もある。また、

年間予算のほとんどが

国、県の補助金で成り

立っており、予算の規

模からしても公認会計

士の選任を必要としな

い。 
15 理事の 7 割が民間

の経営者である。 
18 経営の安定と衛生

水準の維持向上は、表

裏一体であるという生

衛法に基づき生衛業の

安全性の確保と消費

者・利用者の安心感を

保つためにも社会的な

要請は、より強まって

きている。 

Ⅰ全評価項目を通して 

・団体の経営は適正に行わ

れていると認められる。 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

３補助金収入依存度が82.

3％(H17年度)となっている

が、これはセンターの運営

費（人件費、事業費）が国

庫補助対象（国、県1/2）と

なっていることによる。 

今後も的確な指導を行って

いく。 

 

16事業計画、収支予算書等

についても公開するように

指導する。 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

自主財源事業となるクリ

ーニング師研修及び標準

約款登録事業について、積

極的に推進するなど適正

な取り組みが行われてい

ると認められる。 

 

 
  

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

542,789 573,260 576,132

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

190,998 174,999 140,000 159,578 110,000

1,875,869 2,058,070 1,615,920 1,852,858 1,439,120

596,323 772,685 428,763 651,550 372,166

2 2 2 2 2

0 0 0 0 0

19 18 20 20 19

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,875,869 2,058,070 1,615,920 1,852,858 1,439,120

事業外収入(b) 192,937 216,190 375,065 190,096 128,972

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 2,068,806 2,274,260 1,990,985 2,042,954 1,568,092

支 出 事業費(e) 550,645 581,119 656,573 585,491 604,411

管理費(f) 101,155 95,870 118,905 112,608 100,176

事業外支出(g) 1,287,488 1,269,621 1,094,824 1,182,450 725,715

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 1,939,288 1,946,610 1,870,302 1,880,549 1,430,302

129,518 327,650 120,683 162,405 137,790

129,518 327,650 120,683 162,405 137,790

596,323 772,685 428,763 651,550 372,166

資 産 流 動 資 産 520,231 608,004 347,897 818,814 344,368

固 定 資 産 5,414,404 6,162,931 6,641,193 6,890,814 7,213,907

計 5,934,635 6,770,935 6,989,090 7,709,628 7,558,275

負 債 流 動 負 債 356,437 411,584 246,204 706,917 261,900

固 定 負 債 1,737,131 1,745,599 1,731,399 1,737,409 1,746,608

（うち引当金等） 1,453,111 1,529,219 1,582,659 1,588,669 1,643,108

計 2,093,568 2,157,183 1,977,603 2,444,326 2,008,508

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 100,000 130,000 130,000 130,000 130,000

剰 余 金 等 3,741,067 4,483,752 4,881,487 5,135,302 5,419,767

計 3,841,067 4,613,752 5,011,487 5,265,302 5,549,767

145.9（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
 　県内唯一の管理型最終
処分場として役割を長期的
に担うため，施設の有効利
用を検討してほしい。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 628

Ｈ１７年度

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

環境生活部廃棄物対策課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長  伊藤整史

http://www.miya-kan.or.jp
昭和52年4月1日

50,000千円 （38.5％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

正味財産増加額（千円）

借入金依存度（％） 3.2

115.8

1.9

147.7

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町4番17号

主要事業名

022-275-9161

廃棄物処理事業

022-272-3670

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

6.1

4.8

県からの受託事業の再委託率（％）

５２　財団法人宮城県環境事業公社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

廃棄物処理量（トン）
事業収入（千円）

549人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 621

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年　４月　１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　目標を約２万トン上回っているが，
これは次の理由による。
（１）建設業関係の解体物が予想した
よりも多かった。
（２）非飛散性アスベストが増えた。
（３）仙台市南蒲生処理場の焼却炉
が２基になってばいじんが増えた。
（４）岩手県の太平洋セメントに持ち
込まれていた下水汚泥が焼却炉の
故障のために公社に搬入された。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　下水道汚泥がリサイクルに回った
ことにより約５万トン減少すると見込
んだ。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応

　産業廃棄物最終処分場の新たな
設置が困難な状況を踏まえ，処分場
の延命化に向けた取組みに努力す
るとともに，施設の有効活用につい
ても検討していく。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　宮城県環境事業公社は、これまで毎年４億円程度の利益を計上しているが、埋立終了後２０年間の維持管理が必要と見込みで、当該期間における維持監理経費が約６０億円必要
と試算されており、これまで約２０億円積立てているものの、今後、約４０億円を確保する必要がある。平成１８年度からは、搬入量の大半を占める下水道汚泥がリサイクルに回り、大
幅な収入減が予想されることから、今後いっそう効率的な経営が望まれる。また、民間による産業廃棄物最終処分場の新たな設置が困難な状況を踏まえ、処分場の延命化に向けた
取組みについて指導・助言を行っていく考えである。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

産業廃棄物の埋立処分

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成17年度 ５２ 財団法人宮城県環境事業公社  担当部局課室名 環境生活部廃棄物対策課 
 

団体の使命 県内で発生する産業廃棄物の最大の受け皿としての重要な役割を，地域住民の理解を得ながら果たしていく。 
団体の顧客 宮城県内の企業，廃棄物処理業者，公共団体 経営 

戦略 
団体の目的 廃棄物の処理及び再生に関する事業を行うことにより，良好な環境を維持し，県民の健康な生活に寄与する。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「廃棄物処理量」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標「事業収入」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標「正味財産増加額」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ① ①
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ①

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ③ ③

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
１ 
 受託事業はなし。 
 
 
 
４ 
 工事2件の完成時期

が3月下旬であったこ

とから，支払時期が４

月となり，流動負債が

増加したため低下傾向

となったものである。 
 
６ 
ア 廃棄物の処理量14

万トンの目標に対して

約16万トンになった。 

イ 収入は，廃棄物処理

量が増えたのに伴い増

加した。 

８ 

 前年度の金額は，下

水道汚泥が見込みを上

回る搬入となったこ

と,震災廃棄物が15年

度に引続き搬入された

こと,法律の改正に伴

う建設廃棄物の駆け込

み搬入があったこと

等，一時的に収入額が

増加したものであり，

前々年度(平成15年度)

以前との比較では，各

項目とも増額となるの

で「前期までの実績値

との比較」という趣旨

からすれば②の一部改

善とすることができる

ものと考えられる。 

 

14 

 税理士と年間契約を

結んでおり，税務指導

を受けるとともに財務

内容についても意見を

伺っている。 

 

18 

 新たな産業廃棄物処分

場の建設が難しい中，県内

唯一の公共関与処分場とし

て大きな役割を担ってい

る。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 宮城県環境事業

公社は、各項目とも

具体的理由及び数

値等を用いて説明

しており適正な評

価を行っている。

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 税理士の税務指

導のもと、適正な会

計処理が行われて

いる。なお、今後、

必要に応じ公認会

計士の監事への登

用について指導・助

言していく。 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

18 民間による産

業廃棄物最終処分

場の新たな設置が

困難な状況を踏ま

え、処分場の延命

化に向けた取組を

指導・助言してい

く。 
 
 
 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

138,684 138,600 126,420

56,740 56,700 55,650

－ 7,980 13,680

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

566 568 510 568 565

26,735 25,015 18,145 17,396 15,500

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

13 13 13 13 12

0 0 0 0 0

195,424 203,280 195,817 195,750 172,545 169,094 165,712 162,398

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

195,424 203,280 195,817 195,750 172,545 169,094 165,712 162,398

197,540 203,280 195,817 195,750 172,545 169,094 165,712 162,398

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 214,871 212,734 205,564 205,562 183,464

事業外収入(b) 15,368 13,422 13,163 12,991 12,056

その他の収入(c) 0 0 0 9,000 0

計(d) 230,239 226,156 218,727 227,554 195,520

支 出 事業費(e) 156,600 153,168 160,818 145,176 138,797

管理費(f) 50,560 47,452 48,148 65,544 47,614

事業外支出(g) 23,874 22,688 16,245 10,392 19,589

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 231,034 223,308 225,211 221,112 206,000

△795 2,848 △6,484 6,442 △10,480

△795 2,848 △6,484 6,442 △10,480

7,911 △3,048 △6,484 830 △10,480

資 産 流 動 資 産 16,660 13,372 6,888 23,601 13,121

固 定 資 産 149,817 155,857 155,857 107,137 107,137

計 166,477 169,229 162,745 130,738 120,258

負 債 流 動 負 債 10,053 3,917 3,917 7,704 7,705

固 定 負 債 119,219 131,156 131,156 88,046 88,046

（うち引当金等） 119,219 131,156 131,156 88,046 88,046

計 129,272 135,073 135,073 95,750 95,750

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

剰 余 金 等 27,205 24,156 17,672 24,987 14,508

計 37,205 34,156 27,672 34,987 24,508

84.5

115.8（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①新会計基準に対応した
引当金設定を検討すべきで
ある。
②本来、県が実施する事業
のため、県からの委託収入
により事業が行われてい
る。このため、人件費や管
理経費については効率的
運営の下での必要額を常
に見直していく必要があ
る。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 568

Ｈ１７年度

ーー

85.6

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

保健福祉部医療整備課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

－

H15～H17増減率
（％）

理事長　師　　研也

http://www23.ocn.ne.jp/̃mmic/
昭和５４年３月２７日

0千円 （　　0　％）

△ 1.9

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

　　　　　　　　　　　　（千円）

借入金依存度（％） ー

306.3

ー

341.4

81.9

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区大手町１－５　宮城県医師会館内

主要事業名

０２２－２２１－９９１１

宮城県救急医療情報センター事業

０２２－２１６－９９０９

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△　8.8

緊急通報システム受信センター業務

ー

ー県からの受託事業の再委託率（％）

周産期医療施設等に対して情報提供、相談等を行う

53　財団法人宮城県地域医療情報センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

一人当たりの人件費(千円)
センター設備運営維持費

周産期医療情報センター運営事業

568人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 566

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成　18年　4月　1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　管理費の増加については、２名の
退職金支払いがあったため。
　剰余金の増加は、次年度収入額減
少を見込み積立金の取崩をしたた
め。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　前年度末における退職者２名に対
し、新年度新規採用者を１名とし人
件費削減と支出項目を精査して目標
設定しているが、年々、経常収支の
悪化傾向は否めない。より一層の経
営努力を自覚し事業を進めたい。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
①引当金は継続的に事業を推進す
る目的の積立金で、医師会からの受
託事業収入を財源としているもです。
②平成18年度予算でさらに経費の節
減に努めています。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

平成18年度の委託契約において，j事業の運営方法や経費の見直しなどにより，委託額を減額しているが，今後とも可能な限り，効率的な経営を行っていくよう求めていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

救急医療に必要な情報の収集および提供

ひとり暮らし老人・身体障害者等の緊急事態に対応

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度  ５３ 財団法人宮城県地域医療情報センター  担当部局課室名  保健福祉部医療整備課 
 

団体の使命  地域医療情報、救急医療情報、在宅福祉情報を常時収集して、システムの管理運営を行い、これらの情報を迅速
かつ適切に提供することで、県民の救急救命はもとより、福祉と医療水準の向上に寄与する。 

団体の顧客  県民、医療機関、消防本部、市町村、インターネット利用者 
経営 
戦略 

団体の目的  県民の福祉と医療の向上に貢献する。 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ① ①
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「一人当たりの人件費」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 イ 取組目標「センター設備運営維持費」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ④ ④
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較し，

含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保有を目

的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を把

握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の経営

責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 

 

 

 

 

４ 

預金の増加によるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８と９ 

・平成１７年度事業執行中

に、平成１８年度の厳しい

予算状況が判明したため、

積立金を取り崩すことで、

円滑に運営できる措置をと

った。従って、今後、一層

の運営・経営努力が必要と

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

・日々 の受信業務や会議の開催、

アンケート調査を通じ、利用者や

関係機関、専門家等の意見を聞い

ている。 

 

 

Ⅰ全評価項目を通して 

・各種医療情報について

は，高齢化社会の進展に伴

い，住民のニーズは多様

化，かつ高度化しており，

情報センターにあっては，

よりニーズに見合った事

業内容の充実を図るよう

今後とも県と協議しなが

ら具体的に事業の充実及

び経費の節減を求めてい

きたい。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

３ 

委託額については，事業経

費の見直しや経費の縮減

により，大幅に削減してい

る。今後も，県の厳しい財

政事業もあり，委託額は縮

減傾向に推移していく状

況にある。 

 

４開発引当金の振替であ

り収入の増加により生じ

たものではない。 

 

８と９ 

事業内容の見直しを連携

して行うとともに，人件費

や管理経費等の一層の削

減について助言，指導して

いく。 

 

 

17 

平成18年度から救急医療

情報システムの改善等を

協議する運営委員会を設

置するなどの取組を予定

している。 

 

Ⅲ 結論 

効率的な経営を求め，委

託費に見合った成果を上

げるよう，指導していく。

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

5,614 4,371 3,905

6,339 6,103 6,384

32,479 20,577 25,146

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

7,363 6,810 6,300 5,640 6,300

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

5,490 5,410 5,440 5,438 5,513 5,513 5,513 5,513

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

5,490 5,410 5,440 5,438 5,513 5,513 5,513 5,513

5,490 5,410 5,440 5,438 5,513 5,513 5,513 5,513

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 53,770 46,881 37,106 46,698 43,306

事業外収入(b) 20 20 850 20 20

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 53,790 46,901 37,956 46,718 43,326

支 出 事業費(e) 46,013 31,371 28,870 37,239 33,836

管理費(f) 9,706 10,361 10,280 9,870 10,640

事業外支出(g) 1,020 1,130 850 1,020 1,024

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 56,739 42,962 40,000 48,129 45,500

△ 2,949 3,939 △ 2,044 △ 1,411 △ 2,174

△ 2,949 3,939 △ 2,044 △ 1,411 △ 2,174

△ 1,953 5,070 0 △ 681 0

資 産 流 動 資 産 9,838 11,847 0 10,498 10,500

固 定 資 産 499,293 500,423 500,423 501,153 501,153

計 509,131 512,270 500,423 511,651 511,653

負 債 流 動 負 債 2,206 275 275 337 340

固 定 負 債 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0

計 2,206 275 275 337 340

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 499,293 500,423 500,423 501,153 501,153

剰 余 金 等 7,632 11,572 0 10,161 10,160

計 506,925 511,995 500,423 511,314 511,313

10.2

446.0（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　設定された目標の達成
　状況を注視していく。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 410

Ｈ１７年度

－－

11.5

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

　保健福祉部 薬務課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

△ 22.6

H15～H17増減率
（％）

　理事長　吉永　馨　昭和５７年４月３日

２００，０００千円 （３９．９％）

0.7

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） －

3114.7

－

4308.0

11.6

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　仙台市青葉区通町一丁目６－９

主要事業名

０２２－７１８－０７３０

腎不全対策事業

０２２－７１８－０７３１

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△ 30.4

腎バンク事業

－

－県からの受託事業の再委託率（％）

血液浄化法及び腎移植に関する研究助成

５４　　財団法人宮城県腎臓協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

運用寄付金の確保（千円）

研究助成等

369人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 384

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年５月３１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　
    運用寄付金について，Ｈ１７目標
には達しなかった。
　　より一層の努力が必要である。

　
２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　　経費の削減に努力する一方，引
き続き寄付金について各方面に働き
かけ収入の確保に努める。
　

　
３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応

　　目標達成に向け更に努力する。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　　基金の運用収入を基盤としていることから，現状では厳しい情勢にある。寄付金の確保についても，地道な努力をしているものの伸び悩みの状況にある。限られた人員ではある
が，県からの委託も予算増額が見込めない状況なのでより一層の経費節減も必要と思われる。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

腎不全に関する調査，腎不全医療従事者の教育及び訓練

血液浄化法及び腎移植に関する普及啓発，腎臓提供者の登録

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート  平成１７年度  ５４ 財団法人宮城県腎臓協会  担当部局課室名 保健福祉部薬務課 
 

団体の使命 人工透析及び腎移植に関する普及啓発・腎疾患研究のための助成 
団体の顧客 一般県民 経営 

戦略 
団体の目的 人工透析及び腎移植に関する知識の普及及び啓蒙 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 2 2
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 1 1
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 1 1

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「運用寄付金の確保」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
 イ 取組目標「○○」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標「○○」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標「○○」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 4 4
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 4 4
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 2 2

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 3 3
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
４ 15年度は県内での

全国大会開催等で特

殊事情があり率が変

わったもののその後

は横ばいで推移して

いくと思われる 

 

６ 収入増を図るべく

目標数値を高めに設

定し努力したが及ば

なかったもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 監事には公認会計

士を選任している。 

 

 

16 ２年を目標にする。 

 

17 電話による問い合

わせ等が殆どであ

る。クレーム等はな

い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 

 経営指標等各数値

と評価結果は整合し

ており，評価は妥当と

思料される。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

６．８．９ 

 県からの委託事業

があるものの増額は

できないので，引き続

き寄付金等の収入の

確保に努力せざるを

得ないため執行状況

を見守り，必要経費の

見直しなど指導を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

 

 団体運営に係る情

勢は厳しいが，財政

規模に応じて努力の

様子は見られる。 

 

 
 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,367 1,477 1,570

16,392 16,104 16,945

17,190 16,923 20,147

17,998 18,341 18,662

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

△1,050 △1,050 △840

実施 実施 実施

実施 実施 実施

実施 実施 実施

3 3 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

11 11 13 12 12

0 0 0 0 0 0 0 0

22,890 23,625 23,730 23,730 24,360 24,360 24,360 24,360

2,000 1,700 1,700 1,700 1,500 1,500 1,500 1,500

0 0 0 0 0 0 0 0

24,890 25,325 25,430 25,430 25,860 25,860 25,860 25,860

2,000 1,700 1,700 1,700 1,500 1,500 1,500 1,500

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 53,299 55,316 49,745 56,513 56,625

事業外収入(b) 28,050 27,080 35,130 30,278 29,144

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 81,349 82,396 84,875 86,791 85,769

支 出 事業費(e) 52,947 52,847 56,690 57,327 53,604

管理費(f) 24,563 27,887 27,572 27,532 31,579

事業外支出(g) 3,512 1,571 631 1,567 631

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 81,022 82,305 84,893 86,426 85,814

327 91 △18 365 △ 45

327 91 △18 365 △ 45

△901 50 - 704 -

資 産 流 動 資 産 5,607 6,508 6,500 6,581 5,600

固 定 資 産 16,561 16,520 16,000 16,858 16,000

計 22,168 23,028 22,500 23,439 21,600

負 債 流 動 負 債 1,946 3,038 3,000 2,875 2,800

固 定 負 債 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0

計 1,946 3,038 3,000 2,875 2,800

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 9,096 9,106 9,106 9,106 9,106

剰 余 金 等 11,125 10,884 10,394 11,458 9,694

計 20,221 19,990 19,500 20,564 18,800

（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 278

Ｈ１７年度

ーー

30.7

産業経済部産業立地推進課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

3.7

H15～H17増減率
（％）

会長　鍋島綾雄

ｈｔｔｐ：//www.keiryo.net

昭和33年4月19日

0千円 （0.0％）

3.4

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

調査研究事業（検査）

借入金依存度（％） ー

228.9

ー

214.2

29.3

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市太白区長町七丁目２２－２３

主要事業名

０２２－２４６－２４６６

普及啓発事業（催事・企画）

０２２－２４７－１４９０

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

14.9

県からの受託事業の再委託率（％）

仙台市管内はかり検査（仙台市指定定期検査機関会計）

調査研究事業（検査） 計量士による仙台市を除くはかりの検査（県全域）（収益事業会計）

調査研究事業（検査）

55社団法人宮城県計量協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

普及啓発事業（催事・企画）

調査研究事業（検査・分析）

調査研究事業（検査・分析）

ー

ー

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　　６０歳以上の再就職者について，
人件費の削減目標を立て，１，０５０
千円の削減を実施した。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　６０歳以上の再就職者（４名）につ
いて，給与昇級及び諸手当等の削
減目標（８４０千円）を設定した。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応経営改善に向けた取組目標
　当協会における４事業については、
宮城県、仙台市との委託契約を締結
し受託金及び補助金等の予算で事
業を展開しているところであります。
これらの事業完了後の収支決算で
は、若干の収益（収益事業会計）は
あるものの、この収益分は一般会計
に繰り入れて支出しており、全体的
に見て余裕のある予算状況ではあり
ません。
　このような状況下で、いかに経費削
減すべきか常々悩むところです。削
減すべきところとしては、人件費の問
題に直面するところであります。協会
若手職員等の人件費は一般企業よ
り最低ラインを維持しているところで
あり、削減は出来ないことから国、
県、民間等からの６０歳以上の再就
職者については給与昇級及び諸手
当等については、支給しない旨就業
規則において規定しております。この
ことにより、本年度該当する職員４名
が現在勤務しており、８４０千円の人
件費削減を行うこととしました。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

県の損失補償（債務保証）額(g )

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　効率的な運営を図り，経
営目標を達成されたい。
＜県に対する意見＞
　団体に委託している工業
品材料及び製品試験分析
業務の積算根拠を見直し，
より適正な委託費算出に努
められたい。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。
＜県に対する意見＞
　補助金及び委託金の見
直しの取組を注視する。

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

285

委託金(a)

271

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

30.6

288.1

１人当たり人件費（月）（千円）

　当該取組目標は，協会の財政状況からみて妥当であり評価できる。
　県から協会に対する補助金は，計量行政推進のため必要な事業補助であるが，事業の見直し等の検討を行った結果，補助額を1,700千円から1,500千円へ200千円削減できた。
　また，協会に委託している工業品材料及び製品試験分析業務の積算根拠について，より適正な委託費算出のため，見直しを行うよう努めたい。
　なお，今後も協会に対し，支出の抑制について指導していく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

17.2

調査研究事業（検査）

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

計量思想普及啓発・イベント等（県全域）（一般会計）

鉄筋・コンクリート材料試験の受託事業（県全域）（受託会計）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100



経営評価シート 平成17年度 ５５ 社団法人宮城県計量協会 担当部局課室名 産業経済部産業立地推進課 

団体の使命 

１計量法の普及 ２計量器の改善と利用応用の指導 ３講演会、講習会及び見学会の開催 ４展覧会、展示会の開催
５計量相談 ６計量に関する印刷物の刊行 ７計量功労者の表彰 ８宮城県証紙及び計量に関わる物品の取り扱い ９計
量器の検査事業及び計量管理委託事業 １０工業材料及び製品の試験分析に係る宮城県からの受託事業 １１材料試験
機の検査事業 １２指定定期検査機関仙台市管内計量器検査事業 

団体の顧客 計量関係事業者・県内建設事業者・県内中小企業者・一般商店・学校・病院・農協他 

経営 
戦略 

団体の目的 
県民の正しい計量思想の普及並びに県内中小企業の工業技術水準及び製品の品質向上に努め、もって経済の発展及

び文化の向上に寄与し、併せて会員相互の連携の強化を図り、計量界及び県内中小企業の発展に寄与する。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。  

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ２ ２
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ２ ２

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「普及啓発事業（催事・企画）」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 イ 取組目標「調査研究事業（検査・分析）」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 ウ 取組目標「調査研究事業（検査）」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 エ 取組目標「調査研究事業（検査）」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。  

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。  

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  

 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた １ １

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  

 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  

 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  

 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし １ １

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  

 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ― ―

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
６ 

ア～エ 

１計量思想の普及啓

発事業（会費収入及び

県からの補助金等） 

２材料試験受託事業

（県からの委託金） 

３代検査事業（検査

手数料）   

４指定定期検査事業

（仙台市からの補助金

等）を実施している。 

事業完了後の収支決算

では、若干の収益があ

るものの、収益分は一

般会計に繰り入れて支

出しており、公益法人

であることから収益を

主目的に事業を実施す

ることは出来ず収益を

増やすことは不可能で

ある。 

そこで、支出を抑制す

ることを取り組み目標

として掲げており、事

業費の抑制は出来ない

ことから、人件費の削

減を掲げているが、職

員の給与は一般企業と

比較すると低く削減は

難しいことから国、県、

民間等からの６０歳以

上の再就職者の給与の

昇級及び諸手当等につ

いては、支給していな

い取り組みを行ってい

る。 

17 

クレーム等について

は，全て電話処理箋等

報告書に取りまとめて

おり，また，月１回会

議を開催し，クレーム

等の対応について，情

報を共有している。 

Ⅰ全評価項目を通

して 

 

 当該取組目標は，協

会の財政状況からみ

て妥当であり評価で

きる。 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

３ 

 について 

 計量行政推進のた

め必要な事業補助で

あるが，事業の見直し

等の検討を行った結

果，補助額を1,700千

円から1,500千円へ20

0千円削減できた。 

６ 

ア～エ 

について 

公益法人であると

いう協会の性格から

支出抑制策としての

人件費削減は，適正な

ものと認められる。

 

17 

について 

適正に対応してい

るものと認められる。

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

 当該取組目標は，協

会の財政状況からみ

て妥当であり評価で

きる。 

 なお，今後も協会

に対し，支出の抑制

について指導してい

く。 

 
 
 
 
 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

,

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

32,726 30,009 40,669

2,401 1,596 1,534

1,244 1,366 1,462

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

27,820 22,809 30,069 30,514 33,222

2,350 4,780 6,200 5,212 5,100

1,244 1,366 1,294 1,462 1,270

2,401 1,596 2,286 1,534 1,545

3 2 2 3 3

0 0 0 0 0

2 3 3 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 36,371 32,971 44,929 43,665 46,037

事業外収入(b) 1,027 1,890 2,960 4,062 4,530

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 37,398 34,861 47,889 47,727 50,567

支 出 事業費(e) 42,811 42,332 44,901 21,905 20,637

管理費(f) 29,828 26,145 27,835 29,069 31,760

事業外支出(g) 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 6,907 0 461,362 0

計(i) 72,639 75,384 72,736 512,336 52,397

△ 35,241 △ 33,616 △ 24,847 △ 3,247 △ 1,830

△ 36,191 △ 40,523 △ 24,847 △ 464,609 △ 1,830

△ 36,191 △ 41,472 △ 25,797 △ 465,559 △ 2,780

資 産 流 動 資 産 691,122 334,801 339,554 187,703 192,485

固 定 資 産 523,673 843,461 814,930 526,674 520,062

計 1,214,795 1,178,262 1,154,484 714,377 712,547

負 債 流 動 負 債 4,057 6,445 7,992 7,399 8,350

固 定 負 債 1,533 4,084 4,557 4,803 4,803

（うち引当金等） 1,533 4,084 4,557 4,803 4,803

計 5,590 10,529 12,549 12,202 13,153

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,439,500 1,439,500 1,439,500 1,439,500 1,439,500

剰 余 金 等 △ 230,295 △ 271,768 △ 297,565 △ 737,326 △ 740,106

計 1,209,205 1,167,733 1,141,935 702,174 699,394

受託事業の拡大（千円）

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

石巻ルネッサンス館のテナント、時間貸室賃貸及び施設利用の付帯事業

石巻市受託事業（経営相談会並びにセミナー開催）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

平成17年度は施設賃貸単価の引き下げを行いながらも、新たなテナント入居を確保し賃貸料収入の増加を実現したことは評価できる。
一方、減損会計の導入で特別損失を計上し決算（累積欠損金増）に大きな影響を与えている。
テナント賃料収入に加え施設利用料収入の増加と経費節減によりさらに経営の良化を図るよう、出資者で構成する連絡協議会を活用しながら継続して助言・指導を行う。また、石巻圏域の産
業振興における石巻産業創造株式会社の位置付けについて石巻市の動向を注視する。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)　　　　

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

255

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
  1：H17度は(株）フロントライン、（社）宮
城労働基準協会、（有）まるけいの入居
があり、入居率100％を維持し、3社の賃
貸収入がプラス要因となり目標を達成し
た。
　2：施設賃貸収入は目標未達になった
ものの、Ｈ16年度において時間貸しの
部屋であった2部屋の収入分449千円を
吸収した実績を上げ前期比432千円の
増加となった。
  3：利用会員収入は目標を達成した。
  4：受託事業の拡大は石巻市の受託事
業において、産業助成金審査委員会運
営業務の開催がなく（助成金申請がな
かった）また、石巻市の全般的な予算縮
小により効果的な受託事業を展開した
ため収入面では目標未達に終わった。
２　本年度（以降）の目標設定の考え方
  1：テナント賃貸収入については、Ｈ17
年度に入居率100％を実現したが、今年
度は年度早々に想定外の退去先（石巻
市企業立地推進課）が出た。しかし早期
にこれをカバーすべく営業に注力し、前
年実績並以上の収入を確保する。
  2：施設利用料収入については、今年
度も引き続き来館者に対するサービス
の向上に努め、リピート先の深耕、新規
利用先の開拓を主体に営業を推進す
る。
  3：受託事業の拡大については、石巻
市の総合予算との兼ね合いもありＨ17
年度実績並とした。
３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対応
①キャシュフローでは、Ｈ17年度に減損
損失を計上した。これによりＨ18年度か
らは減価償却費が減少し、キャッシュフ
ローではプラスに転じる見込み。②今年
に入り当社周辺に2件の進出企業があ
り、当社の産業業務機能支援施設とし
ての役割が高まっている。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

56  石巻産業創造株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

テナント賃貸料収入の増収（千円）

施設利用料収入の増収（千円）

利用会員事業

227人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

受託事業

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

会員制による利用拡大事業（石巻ルネッサンス館会員制度に基づき会員の利用拡大を図る）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

石巻市開成1番地35

主要事業名

0225－93－9396

施設賃貸・施設利用事業

0225－93－9397

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

24.3

△ 36.1

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

利用会員収入の増収（千円）

借入金依存度（％） -

2,536.9

-

5,194.7

-

産業経済部産業立地推進課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

17.5

H15～H17増減率
（％）

代表取締役社長　木村洸也

http://www.iss-net.jp
平成9年4月1日

350, 000千円 （　　　24.3％）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①キャッシュフローがプラス
となるような施設の運営及
び有効活用に不断に取り組
むべきである。
②産業業務機能支援の中
心施設となるような経営努
力を図り、石巻地方拠点都
市化の実現に向けた働き
かけを継続すべきである。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　石巻ルネッサンス館の交
流機能を生かす上でも，施
設利用料収入の増収に向
けた取組を図るべきであ
る。
＜県に対する意見＞
　業務連絡会を効果的に活
用し，他の出資者と連携し
て，会社の使命達成に向け
た助言・指導を行うべきで
ある。

１人当たり人件費（月）（千円） 223

Ｈ１７年度

--

-

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

-

17,035.3（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



経営評価シート 平成17年度 ５６ 石巻産業創造株式会社 担当部局課室名 産業経済部産業立地推進課  
 

団体の使命 地域産業の振興発展に寄与する 
団体の顧客 石巻地域の産業従事者 経営 

戦略 
団体の目的 石巻地域の産業支援のため次の事業を行う（各種情報提供、研究開発、人材育成等の事業） 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 役員会 監査役

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 3 3
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 2 2

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「テナント賃貸料収入の増収」 役員会 監査役

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 イ 取組目標「施設利用料収入の増収」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
 ウ 取組目標「利用会員収入の増収」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
 エ 取組目標「受託事業の拡大」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 3 3
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 5 5
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 2 2

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 役員会 監査役

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 2 2
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

役員会 監査役

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 1 1
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 1 1
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない ― ―

総 
 

合 

  

④流動比率は前期

比低下するも高い

水準にある。 
⑥のア：3社の新規

入居により収入目

標を達成した。 
⑥のイ：年度後半の

利用収入が伸びず

目標は未達となっ

た。 
⑥のウ：会員収入は

目標比168千円の増

収を達成した。 
⑥のエ：前年より受

託事業の内容を一

部変更したことも

あり金額面では減

収となった。 
⑦職員から役員へ

変更があったが総

数で達成した。 
⑧収支とも（減損損

失を除く）と前年よ

り改善した 
⑨流動資産の減少

はＨ17年6月に中期

国債150百万円を購

入したものである。

固定資産、剰余金等

も減損損失の影響

を考慮すると変化

なし。 
⑩減損損失の計上

によるものである。 
⑪減損会計の強制

適用があったこと

等を勘案して総合

的な判断で②とし

た。 
⑯平成17年6月より

決算広告を電子広

告に切り替えてホ

ームページに掲載

し、ＩＲを意識した

経営に努めている。 
⑰顧客のクレーム

については常に経

営の第一課題とし

スピード感のある

対応をしている。 
⑱石巻バイパスの

完成も近く進出企

業に対する事業支

援は重要である。 

Ⅰ全評価項目を通

して 

平成17年度は施設

賃貸単価の引き下

げを行いながらも、

新たなテナント入

居を確保し賃貸料

収入の増加を実現

したことは評価で

きる。 

一方、減損会計の導

入で特別損失を計

上し決算（累積欠損

金増）に大きな影響

を与えている。 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

④定期預金から中

期国債運用とした

もの。有価証券利息

が経営改善に寄与。

⑥新規テナントの

入居のほか会員確

保による増収は社

の努力による。 

⑧⑩減損会計によ

る影響が大。 

⑯平成17年度より

新たに電子広告を

行い投資家等への

情報提供を意識し

たものとして評価。

⑲減損会計導入に

よる特別損失計上

で累積欠損額が増

加しているが、この

影響額を除けば良

化と判断している。

Ⅲ 結論 

テナント賃料収入

に加え施設利用料

収入の増加と経費

節減によりさらに

経営の良化を図る

よう、出資者で構

成する連絡協議会

を活用しながら継

続して助言・指導

を行う。また、石

巻圏域における位

置付けについて石

巻市の動向を注視

する。 

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎ ｰ ﾑ ﾍ ﾟ ｰ ｼ ﾞ

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,268,181 1,341,510 1,409,867

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

197,903,086 154,964,074 166,000,000 139,785,542 138,603,000

347,343,031 342,225,363 351,400,000 332,206,070 335,910,000

11,805,305 9,693,846 9,000,000 9,686,052 9,456,000

2,861,679 2,252,848 2,400,000 2,300,550 2,197,000

3 5 5 5 5

0 0 0 0 0 0 0 0

84 80 84 84 85

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

85,117 286,498 263,412 248,102 81,189 82,001 82,411 82,411

0 0 0 0 0

85,117 286,498 263,412 248,102 81,189 82,001 82,411 82,411

85,117 286,498 263,412 248,102 81,189 82,001 82,411 82,411

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

208,401 207,791 269,620 258,286 387,737 387,737 387,737 387,737

収 入 経常収入(a) 3,225,567 3,518,311 3,534,700 3,610,747 3,589,350

経常外収入(b) 12,238,589 10,986,969 10,881,868 11,249,551 11,227,836

安定化基金取崩(c) 534,885 443,913 306,852 254,306 286,674

計(d) 15,999,041 14,949,193 14,723,420 15,114,604 15,103,860

支 出 事業費(e) 1,268,181 1,341,510 1,453,800 1,409,867 1,429,800

管理費(f) 1,103,950 1,067,299 1,234,500 1,133,281 1,231,000

経常外支出(g) 13,606,845 12,334,393 11,982,234 11,942,087 12,173,000

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 15,978,976 14,743,202 14,670,534 14,485,235 14,833,800

△ 514,820 △ 237,922 △ 253,966 375,063 △ 16,614

20,065 205,991 52,886 629,369 270,060

20,065 205,991 52,886 629,369 270,060

資 産 流 動 資 産 394,438,225 392,606,024 386,549,547

固 定 資 産 235,387 227,937 247,932

計 394,673,612 392,833,961 386,797,479

負 債 流 動 負 債 362,836,888 360,520,798 353,384,878

固 定 負 債 11,318,190 11,823,756 12,350,104

（うち引当金等） 4,156,190 3,965,756 3,971,104

計 374,155,078 372,344,554 365,734,982

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 19,394,534 19,263,407 19,457,610

収支差額変動準備金等 1,124,000 1,226,000 1,604,887

計 20,518,534 20,489,407 21,062,497

108.7（流動資産÷流動負債）×100

県 担 当 課

県 出 資 額

会長　熊　谷　　繁

http／/wwwmiyagi-shinpo.or.jp
昭和２９年４月２７日

1.9

県からの受託事業の再委託率（％）

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　目標達成状況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達成
状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 761

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移

産業経済部経営金融課

7,680,977千円（39.5％）

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

定義

2.0

109.4

2.2

108.9

1.6県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

代位弁済（単位：千円）

借入金依存度（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町二丁目１６番１２号

主要事業名

０２２－２２５－６４９１

信用補完業

０２２－２６１－１６２０

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

11.2

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

５７　宮城県信用保証協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)
事業費（単位：千円）

Ｈ１７年度

ーー

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

保証承諾（単位：千円）
保証債務残高（単位：千円）

747人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

783

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

"１　前年度の経営目標の達成状況に関する評価
結果（概要）
　全国的な回復基調に対し、県内の経済状況は依
然回復実感に乏しく、中小企業者の資金需要面に
おいて、借り控え傾向が見受けられるほか、創設
時高い利用実績を計上していた｢セーフティーネッ
ト保証｣及び｢資金繰り円滑化借換保証｣が一巡し
たこと等により、保証承諾が目標比84.2%、保証債
務残高も同様に目標比94.5%を計上。また代位弁
済は、倒産の主流が中小・零細クラスに集中する
など、長引く景気低迷は中小企業の経営に深刻な
影響をもたらしており、目標比107.6%、回収（元損)
については、無担保保証及び第三者を徴求しない
保証の増加に加え、担保価格の下落等もあいまっ
て回収は困難さを増しており、目標比95.9%といず
れも中小企業を取り巻く景気回復の遅れ等により
目標を下回った結果となった。

２　本年度（以降）の目標設定の考え方
・保証承諾
　セーフティーネット保証の推進等、国・県・市町村
等の施策に積極的に呼応するとともに、中小企業
者のニーズに適応した保証の推進、対応により、
前年比99.2%の目標を設定。（ただし17年度承諾実
績60億36百万円のCLO保証については、18年度
の実施が未定のため18年度承諾目標に含まず。)
・保証債務残高
　保証承諾の目標設定において記載した推進活
動に基づき算出しているほか、平成13年3月をもっ
て終了した金融安定化特別保証制度について、
資金繰り円滑化借換保証制度による償還期間の
延長等を考慮し、前年比101.1%の目標を設定。
・代位弁済
　県内の企業倒産状況は沈静化傾向にあるもの
の、予断を許さない状況の中、金融機関との連携
を密にするなど、期中管理の強化により前年比
97.6%の目標を設定。
・回収（元損)
　有担保求償権の集中管理、無担保求償権の
サービサー委託等により、回収の増加を図るもの
であるが、年度末にかけての駆け込みによる物件
処分が増加した影響を考慮し、前年比95.5%の目
標を設定。

３　委員会意見（H18年3月）への対応
　上記のとおり積極的に努力していく。"

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

・宮城県信用保証協会は，平成１７年度においても黒字を計上しており左記評価結果については妥当と考える。

・平成16，17年度はCLO融資の実施等により補助金が増加しているが，県の制度・政策への積極的な呼応により生じる保証料差額については今後も引き続き補助する必要があると考える。また，全国的な信用補完制度の見直しに伴
い，保証料率の弾力化，金融機関との責任共有制度の導入など，新たな課題も多いので，これまで以上に県と信用保証協会との連携を深め，適切な対応を行っていく必要がある。

・近年の不況下では融資後に予期せぬ事情により返済困難に陥る企業も多かったため，代位弁済割合，損失補償割合は増加している。しかしながら，代位弁済，回収については，期中管理ソフトや対象企業への経営・再生支援機能の
整備強化，サービサー委託による回収強化を図っており成果が期待されるところであるので，県としても状況を注視し，今後も最低限必要な損失補償等を行っていく必要がある。

・協会の運営については，コンプライアンスマニュアルを定め，その公共性と社会的責任を十分認識した組織管理の強化が行われているので，県として引き続き必要な助言指導を行っていく。

・役員については，定款で「学識経験者のうちから知事が任命する」とされており，現在，監事には商工団体役員等，理事には行政，県議会，市町村長会のほか，中小企業団体，民間金融機関を代表する方々を選任している。

・現在のところ団体としての経営状況等は良好と認められるが，今後，景気回復に伴うプロパー融資の拡大傾向や信用補完制度の見直しに伴う保証料収入への影響，依然高水準にある代位弁済や困難さを増す回収など，県として様々
な課題を踏まえた指導助言を行い，県経済の活性化を担う中小企業者の支援に取り組む必要がある。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

回収（元損)（単位：千円）

当期収支差額 (d - i)

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

事業内容

中小企業者が金融機関から貸付等を受けるにあたり、その貸付金等の債務を保証することを主たる業務とし、

中小企業者等に対する金融の円滑化を図ることを目的としている。

1.8

ー

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

0.5



区分 県の考え方

1 理事会 監事 2・3

④ ④

2 　

③ ③

3

③ ③

4

② ②

5

① ① 6

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

③ ③

③ ③

③ ③

7

① ①

8

① ①

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

③ ③ 8

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③ 9

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

② ② 17

20

　― 　―

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「回収（元損)」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「保証承諾」

取組目標 「保証債務残高」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

　事業経営に真面目に努力し、将来に向かって発展の可能性のある中小企業者　

　中小企業者に対する金融の円滑化を図る　

経営評価シート　平成１７年度　　５７　宮城県信用保証協会　　担当部局課室名　産業経済部経営金融課　　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　中小企業の多様で活力ある成長発展に寄与する

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「代位弁済」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

２借入金は全て｢国｣（中
小企業公庫)からの中小
企業政策の一環とした融
資基金でありこれが増加
しているため。
３｢県｣の中小企業政策
上、県制度融資について
基本保証料率より低く設
定しておりこの差額分の
一部が補助金として支給
されるものでありこの分が
増加しているため。

ア｢保証承諾｣
　全国的な回復基調に対し、県内
の経済状況は依然回復実感に乏
しく、中小企業者の資金需要面に
おいて、借り控え傾向が見受けら
れるほか、創設時高い利用実績
を計上していた「セーフティーネッ
ト保証」及び｢資金繰り円滑化借
換保証｣が一巡したこと等により、
保証承諾が目標１６６０億円に対
し、１３９７億８５５４万２千円、目標
比８４．2％となり③の｢目標を未達
成｣と評価。
イ｢保証債務残高｣
　保証承諾と同様の理由により、
目標３５１４億円に対し３３２２億６
０７万円、目標比９４．５％となり③
の｢目標を未達成｣と評価。
ウ｢代位弁済｣
　倒産の主流は中小・零細クラス
に集中する等、長引く景気低迷の
影響による中小企業の経営環境
は依然として厳しく、目標９０億円
に対し、９６億８６０５万２千円、目
標比１０７．6％となり③の｢目標を
未達成｣と評価。
エ｢回収（元損）｣
　無担保保証及び第三者保証人
を徴求しない保証の増加に加え、
担保価格の下落等もあいまって、
回収は困難さを増してきており、
目標２４億円に対し、２３億５５万
円、目標比９５．９％となり③の｢目
標を未達成｣と評価。
以上、いずれも中小企業を取り巻
く景気回復の遅れ等により目標を

下回った結果となった。

 

県及び市町村制度等利
用の代位弁済割合の増
加に伴い、損失補償補て
ん金の受領が増加したこ
とに加え、人件費及び物
件費等の節減により、収
支差額が前期比４億２千
万円増となり、①の著しく
改善と評価

毎年、黒字決算により収
支差額の約２分の１を不
測の事態に備えるため、
｢収支差額変動準備金｣に
繰入してきているほか、
流動比率も100％以上を
維持している等、改善中
であることから②の一部
改善と評価

保証利用先企業に対し、
四半期毎に金融動向調
査を行い、中小企業者の
実態並びにニーズ等を把
握するとともに、苦情対応
における組織の一元化を
図るなど、内容の把握に
努める体制に整備してお
り、①の充分把握と評価

Ⅰ全評価項目を通して
・宮城県信用保証協会
は，平成１７年度において
も黒字を計上しており左
記評価結果については妥
当と考える。

Ⅱ 各評価項目ごとに
3
・平成16，17年度はCLO
融資の実施等により補助
金が増加しているが，県
の制度・政策への積極的
な呼応により生じる保証
料差額については今後も
引き続き補助する必要が
あると考える。また，全国
的な信用補完制度の見
直しに伴い，保証料率の
弾力化，金融機関との責
任共有制度の導入など，
新たな課題も多いので，
これまで以上に県と信用
保証協会との連携を深
め，適切な対応を行って
いく必要がある。
6,8,9
・近年の不況下では融資
後に予期せぬ事情により
返済困難に陥る企業も多
かったため，代位弁済割
合，損失補償割合は増加
している。しかしながら，
代位弁済，回収について
は，期中管理ソフトや対
象企業への経営・再生支
援機能の整備強化，サー
ビサー委託による回収強
化を図っており成果が期
待されるところであるの
で，県としても状況を注視
し，今後も最低限必要な
損失補償等を行っていく
必要がある。

12,13,16,17
・協会の運営について
は，コンプライアンスマ
ニュアルを定め，その公
共性と社会的責任を十分
認識した組織管理の強化
が行われているので，県
として引き続き必要な助
言指導を行っていく。
14,15
・役員については，定款で
「学識経験者のうちから
知事が任命する」とされて
おり，現在，監事には商
工団体役員等，理事には
行政，県議会，市町村長
会のほか，中小企業団
体，民間金融機関を代表
する方々を選任してい
る。

Ⅲ 結論
18・19
・現在のところ団体として
の経営状況等は良好と認
められるが，今後，景気
回復に伴うプロパー融資
の拡大傾向や信用補完
制度の見直しに伴う保証
料収入への影響，依然高
水準にある代位弁済や困
難さを増す回収など，県と
して様々な課題を踏まえ
た指導助言を行い，県経
済の活性化を担う中小企
業者の支援に取り組む必
要がある。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り ④把握していない



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

135,404 141,017 137,479

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

3,771,900 3,193,610 3,540,000 3,159,385 3,430,000

112,414 113,843 118,335 114,364 115,088

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

8 8 8 8 7

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 17,891 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 89,006 89,990 89,790 95,318 92,195

事業外収入(b) 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 1,306,592 1,214,564 1,060,629 1,063,777 975,515

計(d) 1,395,598 1,304,554 1,150,419 1,159,095 1,067,710

支 出 事業費(e) 22,990 27,174 24,752 23,115 23,893

管理費(f) 112,414 113,843 118,335 114,364 115,088

事業外支出(g) 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 1,300,406 1,200,200 1,049,287 1,045,000 967,337

計(i) 1,435,810 1,341,217 1,192,374 1,182,479 1,106,318

△ 46,398 △ 51,027 △ 53,297 △ 42,161 △ 46,786

△ 40,212 △ 36,663 △ 41,955 △ 23,384 △ 38,608

△ 40,212 △ 36,663 △ 41,955 △ 23,384 △ 38,608

資 産 流 動 資 産 20,625,755 20,319,457 ※ 19,460,057 ※

固 定 資 産 334,842 324,577 ※ 321,852 ※

計 20,960,597 20,644,034 ※ 19,781,909 ※

負 債 流 動 負 債 16,675,084 16,569,459 ※ 15,831,468 ※

固 定 負 債 1,340,408 1,188,333 ※ 1,096,683 ※

（うち引当金等） 417,714 406,724 ※ 395,144 ※

計 18,015,492 17,757,792 ※ 16,928,151 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 2,852,703 2,830,503 ※ 2,821,403 ※

剰 余 金 等 92,402 55,739 ※ 32,355 ※

計 2,945,105 2,886,242 ※ 2,853,758 ※

－

123.7（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　目標とする保証実行額の
達成状況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 722

Ｈ１７年度

－－

－

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部経営金融課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長　後藤邦雄

http://www16.ocn.ne.jp/̃miyagyos/index.htm
昭和２８年７月１８日

８１１，２５０千円 （２８．８％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） 4.2

122.9

4.5

122.6

－

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町三丁目６－１６

主要事業名

０２２－２２１－５３２６

金融債務保証

０２２－２６２－７５６７

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

1.5

4.1

－県からの受託事業の再委託率（％）

５８　宮城県漁業信用基金協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

保証の増加（単位：千円）
経費（事業管理費）の削減（単位：千円）

736人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 724

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年６月２０日現在の目標値である。

１ 前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

「保証の増加について」
長引く景気の低迷等による経済環

境の悪化から，当初計画した設備投
資の抑制等による保証の減少，及び
既保証運転資金の再活用等を行っ
たことから目標を下回った。

「経費の削減について」
経費の抑制なり削減に努めた結

果，目標は達成されたものの，全体
的な費用の増加により前年度実績を
若干上回った。

２ 本年度（以降）の目標設定の考え
方

本年度の実績及びH１４年に策定し
た経営改善１０ヶ年計画を踏まえて，
保証については漁業近代化資金の
付保向上及び保証需要の拡大に努
め，経費については人件費等の削減
に努める。

３ 委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応

設定した経営目標の達成状況を
評価分析し，業務運営に資する。

※予定貸借対照表を作成していな
い。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　 宮城県漁業信用基金協会は，平成10年度までは単年度収支は均衡していたが，平成11年度以降単年度赤字が続いている。
 　赤字発生の原因としては，金利低下による利息収入等事業収入の低下や水産不況による代位弁済の増加等による支出の増加などが要因であり，今後，適正な保証審査及び基金
の運用を行うとともに，管理経費の削減を実施する等収支を極力見直し，収支を健全化する必要がある。
 　このため，当該団体においては，平成14年度に10か年の経営改善計画（平成15年度～）を策定し，収支改善を図っているところであり，平成17年度の収支は，事業計画を上回った
ものの，経営改善計画を下回っている。
　 県としては，こうした当該団体の自助努力の推移を注意をもって把握し，当該団体に対する出資，特別準備金造成等に対する出えん等財政的関与の方法及び支援をあり方につい
て，その必要性も含めて適宜検証し，当該団体がその目的を的確に果たせるよう指導監督を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

中小漁業者等が金融機関から資金を借り入れるに当たって債務の保証をする。

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④
2 　 2 融資資金の借入増加による。

③ ③
3

④ ④
4 4 求償権の減少による。

① ①
5 5

③ ③

6 6

Ⅱ 各評価項目ごとに

③ ③  8    9

① ① （計画対比　89.2%）

― ― 6

― ―
7 （計画対比　96.6%）

① ①
8 8

① ①
9

② ②
10

① ①
11 9

② ②

（前年増減率　▲11%）

12

① ①
13

① ①
14 14 法制上できない。

④ ④
15 15

④ ④
16

② ②
17 17

① ①

18 理事会 監事

① ①
19 19

① ①
20

― ―

監事

理事会
「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

④把握していない

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善

③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

取組目標 「保証の増加」

取組目標 「事業管理費の削減」

①目標を達成

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

④該当なし

　区域内における中小漁業者等。

　中小漁業者等が金融機関からの資金を借入れするにあたっての債務の保証。

経営評価シート  平成17年度    ５８　宮城県漁業信用基金協会    担当部局課室名　産業経済部経営金融課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

金融機関が中小漁業者等に対する貸付等について、その債務を保証することを主たる業務とし、ひいては必要とする資金の融通を円滑にし、中
小漁業の振興を図る。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

①低下傾向

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

②一部改善 ③変化なし

③上昇傾向

①既に登用済

①既に選任済

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

③目標を未達成

③上昇傾向 ④該当なし

上記 19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

評  価  項  目

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

②横ばい

インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り

有価証券利息の増収、また
諸経費の削減等に努めた結
果、赤字ではあったものの、
前期実績並びに当期目標よ
り圧縮された。

費用の面もあるが特に予定し
ていない。

保証推進会議及び定期的は
組合訪問により把握。

H14に策定した10か年の経営
改善計画（H15～）に基づき、
収支改善を図っており、収支
は好転し、当期収支は赤字で
はあるが、事業計画を上回っ
ている。

監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

①目標を達成

④一部悪化

Ⅰ全評価項目を通して
　当該団体においては，
平成10年度までは単年度
収支は均衡していたが，
平成11年度以降単年度
赤字が続いているため，
平成14年度に10か年の
経営改善計画（平成15年
度～）を策定し，収支改善
を図っているところであ
り，評価及びコメントはこ
の経営改善計画を踏まえ
ており，概ね妥当である。

　収支は，経費節減により
当期目標より圧縮された
ものの，依然として赤字経
営の状況にある。また，資
本は，倒産や廃業による
会員からの出資金の減少
が続いている。このため，
今後とも適正な保証審査
及び基金運用を行うととも
に，管理経費の削減を実
施する等収支を極力見直
し，収支を健全化する必
要があることから，適切な
関与について検証し指導
していく。

Ⅲ 結論
  当該団体の自助努力の
推移を注意をもって把握
し，当該団体に対する出
資，特別準備金造成等に
対する出えん等財政的関
与の方法及び支援のあり
方について，その必要性
も含めて適宜検証し，当
該団体がその目的を的確
に果たせるよう指導監督
を行っていく。

評価結果（コメント）

法定福利費等の費用の増加
による。

ア：保証については、付保の
拡大に努めたものの、漁業近
代化資金並びに一般資金の
需 要 の 減 少 か ら 目 標 を 下
回った。

イ：事業管理費については、
人件費等の削減に努め目標
が達成された。

固定負債において求償権の
減少に伴い引当金の減少が
図られた。

監事

理事会



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

164,371 150,622 158,329

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

24,331,381 20,304,617 20,000,000 11,119,297 20,000,000

101,610 100,580 150,000 157,953 150,000

1 1 1 1 1

- - - - - - - -

15 15 15 13 13

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

27,250 22,875 50,000 25,625 50,000 50,000 50,000 50,000

27,250 22,875 50,000 25,625 50,000 50,000 50,000 50,000

- - - - - - - -

収 入 事業収入(a) 379,697 427,448 421,730 399,765 348,000

事業外収入(b) 1,386,293 1,348,437 1,481,740 258,468 278,420

その他の収入(c) 0 0 0 459,708 0

計(d) 1,765,990 1,775,885 1,903,470 1,117,941 626,420

支 出 事業費(e) 7,831 6,749 13,540 10,546 14,900

管理費(f) 156,540 143,873 143,070 147,783 149,630

事業外支出(g) 1,601,507 1,625,082 1,746,655 359,349 460,570

その他の支出(h) 0 0 0 125,820 0

計(i) 1,765,878 1,775,704 1,903,265 643,498 625,100

112 181 205 140,555 1,320

112 181 205 474,443 1,320

112 181 205 474,443 1,320

資 産 流 動 資 産 8,742,780 8,957,816 ※ 4,384,368 ※

固 定 資 産 235,352 235,098 ※ 4,578,712 ※

計 8,978,132 9,192,914 ※ 8,963,080 ※

負 債 流 動 負 債 2,636,468 2,687,854 ※ 1,834,444 ※

固 定 負 債 1,974,632 2,082,286 ※ 2,439,084 ※

（うち引当金等） 1,974,632 2,082,286 ※ 613,839 ※

計 4,611,100 4,770,140 ※ 4,273,528 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 4,128,867 4,184,427 ※ 3,976,763 ※

剰 余 金 等 238,165 238,346 ※ 712,789 ※

計 4,367,032 4,422,773 ※ 4,689,552 ※

　宮城県農業信用基金協会は，資金運用の効率化による運用益の確保，保証料の増収及び諸経費の節減に努め，加えて「農業信用基金協会の事業報告書，貸借対照表及び損益

計算書並びに計算に関する命令」（平成１７年３月３１日内閣府・農林水産省令第６号）に基づく新会計基準の導入により，平成１７年度の収支は大幅な利益を計上している。

　当該団体においては，経営基盤強化検討委員会を組織し検討の上，中期事業計画を策定しており，現在第４次中期事業計画（平成１６年度～１８年度）により経営改善に取り組ん

でいるところである。

　平成１７年４月の農業信用保証保険法の一部改正により，監事に学識経験者の登用や公認会計士又は監査法人による監査の義務付けなどが規定され，より一層健全性の確保が

求められていることから，県としては，当該団体の自助努力や経営目標の達成状況の推移を注意をもって把握し，当該団体に対する出資，特別準備金造成等に対する出えん等財政

的関与の方法及び支援の在り方について，その必要性も含めて適宜検証し，当該団体がその目的を的確に果たせるよう指導監督を行っていく。

常勤職員数

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移

１人当たり人件費（月）（千円）

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

（B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

--

-

331.6

産業経済部　経営金融課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

会長理事　鈴木　柾夫

なし

昭和３７年３月１９日

690,200千円 （16.8％）

△ 3.7

県からの補助金等収入依存度（％）

借入金依存度（％） 0.8 0.9

--

定義

宮城県仙台市青葉区上杉一丁目２番１６号

主要事業名

０２２－２６４－８６６１

債務保証

０２２－２２３－１４６０

事業内容

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

流動比率（％） 239.0333.3

623

Ｈ１７年度

５９　宮城県農業信用基金協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

保証引受額（単位：千円）
求償権回収額（単位：千円）

556人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 666

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年５月２６日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
・保証引受額について
  スーパーＬ資金、住宅ローン等の保
証引受が前年度を下回ったため、計
画額に達しなかった。
・求償権回収額について
　支払督促、競売申立等法的手続き
の強化に努めた結果、目標額を上
回った。
・収支決算について
　資金運用の効率化による運用益の
確保、保証料の増収及び諸経費の
節減に努めた。また、本年度は、農
業信用基金協会の事業報告書、貸
借対照表及び損益計算書並びに計
算に関する命令（平成17年3月31日
内閣府・農林水産省令第6号）に基づ
く新会計基準への移行により、引当
金等の積立基準の変更に伴い、当
期利益金 4億74百万円を計上するこ
とができた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
・保証引受額について
　「経営所得安定対策等大綱」に基
づく担い手と集落営農への取組みを
強化し、担い手の育成・確保の推進
に寄与するため、制度資金及びＪＡ
プロパー資金等農業資金について関
係機関と連携を図り、協会保証利用
率の向上と会員ＪＡの健全経営の確
立が図られるよう左記目標に取り組
む。
・求償権回収額について
　求償権の健全化を図るため、代位
弁済の適切な処理と求償権の回収
促進方策の強化を図る。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
　設定した経営目標の達成状況を評
価分析し，業務運営に資する。
※予定貸借対照表を作成していな
い。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　目標とする保証実行額の
達成状況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

当期収支差額 (d - i)

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

事業費（単位：千円）

債務保証

0.8

-県からの受託事業の再委託率（％） （県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100



区分 県の考え方

1 理事会 監事 Ⅰ 全評価項目を通して

④ ④
2 　

② ②
3

④ ④
4

③ ③
5

① ①

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

③ ③

① ① Ⅱ 各評価項目ごとに

7   8    9   14    16    19

① ①
8

① ①
9

② ②
10

① ①
11

② ②

12 理事会 監事

① ①
13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  Ⅲ 結論　

① ①
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①
16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

① ①
19

① ①

20

- -

 14  あずさ監査法人を選
任した。

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

①既に全て公開 ②既に一部公開

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

取組目標

①既に選任済

①目標を達成

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

②目標をほぼ達成

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

⑤著しく悪化②一部改善 ④一部悪化

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

⑤著しく悪化

③変化なし

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

②解消済み

①著しく改善

「保証引受額」

取組目標

③目標を未達成

①目標を達成

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

　農業を営む者、農業に従事する者、農業協同組合、農業協同組合連合会、農業協同組合中央会、農事組合法人、農業共済組合、農
業共済組合連合会および土地改良区等

　農業信用保証保険法に基づき、農業協同組合その他の融資を行う機関の農業者等に対する貸付についてその債務を保証することに
より、農業者等がその経営を近代化するために必要な資金その他農業者等が必要とする資金の融通を円滑化し、もって農業生産の向
上を図り、農業経営の改善に資すること。

経営評価シート　平成１７年度　　５９　宮城県農業信用基金協会   担当部局課室名　産業経済部経営金融課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　農業信用保証保険法に基づき、農業協同組合その他の融資を行う機関の農業者等に対する貸付についてその債務を保証すること。

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

「求償権回収額」

④著しく悪化

③今後予定

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握

②変化なし ③少し弱まった

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

③一部解消 ④解消策検討中

②一部把握 ③殆ど把握していない

③今後予定 ④予定なし

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

⑤さらに悪化③一部解消

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

　当該団体においては，
経営基盤強化検討委員
会を組織し検討の上，中
期事業計画を策定してお
り，現在第４次中期事業
計画（平成16～18年度）
により経営改善に取り組
んでいるところである。こ
の中期事業計画策定の
過程で目標設定及び実績
の評価は適宜実施されて
きていることから，本シー
トの評価及びコメントは中
期事業計画の内容を反映
しており，妥当である。

　県としては，当該団体の
自助努力や経営目標の
達成状況の推移を注意を
もって把握し，当該団体に
対する出資，特別準備金
造成等に対する出えん等
財政的関与の方法及び
支援の在り方について，
その必要性も含めて適宜
検証し，当該団体がその
目的を的確に果たせるよ
う指導監督を行っていく。

①該当なし ④変化なし

　資金運用の効率化によ
る運用益の確保，保証料
の増収及び諸経費の節
減に努め，加えて新会計
基準の導入により，平成
17年度の収支は大幅な
利益を計上している。平
成17年４月の法一部改正
により，監事に学識経験
者の登用や公認会計士
又は監査法人による監査
の義務化などが規定さ
れ，より一層健全性の確
保が求められることから，
適切な関与について検証
し指導していく。また，イン
ターネットによる情報公開
を指導していく。

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①含み損益なし ④把握していない②含み損有り

④著しく弱まる

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

①より強まった

 15  理事２名は学識経験
者を登用している。

 17  応接記録、電話（口
頭）連絡票により把握して
いる。

 6 －ア　保証引受額につ
いては、スーパーＬ資金・
住宅ローン等の保証引受
が大きく落ち込んだことに
より、目標を未達成となっ
た。（目標対比　55.6%）

 6 －イ　求償権回収額
は、法的手続の強化に努
めた結果、目標額を達成
することができた。
(目標対比　105.3%)
前年比57百万円増

 8 　収支決算について
は、運用益の確保、保証
料の増収、諸経費の節減
に努めたこと。また、本年
度は、新会計基準への移
行により、引当金等の積
立て基準の変更もあり、
昨年を大きく上回る当期
利益金を計上することが
できた。

 ４  会計基準の変更によ
り低下

 16  １９年度を目標とした
い。



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

60,213 65,405 61,996

822 1,019 742

3,369 3,084 2,940

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

4 4 4 4 4

1 1 1 1 1 1 1 1

0 0 0 0 0

45,883 48,372 52,903 53,409 52,387 53,152 55,566 53,827

0 0 0 0 0

45,883 48,372 0 53,409 0

38,398 41,890 0 45,949 0

531,000 531,000 0 527,318 514,228

0 0 0 0 0

531,000 531,000 0 527,318 514,228

0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 84,314 88,365 80,940 89,394 77,530

事業外収入(b) 215,118 112,989 308,922 409,742 305,904

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 299,432 201,354 389,862 499,136 383,434

支 出 事業費(e) 64,405 69,508 202,260 65,678 191,387

管理費(f) 15,048 15,945 16,043 15,942 16,059

事業外支出(g) 213,757 110,909 333,942 414,990 340,138

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 293,210 196,362 552,245 496,610 547,584

4,861 4,992 △ 137,363 2,526 △ 164,150

6,222 4,992 △ 162,383 2,526 △ 164,150

2,496 3,585 △ 12,117 △ 5,122 △ 12,243

資 産 流 動 資 産 155,555 160,573 19,277 163,703 17,737

固 定 資 産 1,543,798 1,536,389 1,660,667 1,518,190 1,635,686

計 1,699,353 1,696,962 1,679,944 1,681,893 1,653,423

負 債 流 動 負 債 28 53 0 658 0

固 定 負 債 593,028 587,025 582,178 576,474 560,904

（うち引当金等） 46,323 41,254 41,932 40,522 42,248

計 593,056 587,078 582,178 577,132 560,904

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 1,001,000 1,001,000 1,001,000 1,001,000 1,001,000

剰 余 金 等 105,298 108,884 96,766 103,761 49,271

計 1,106,298 1,109,884 1,097,766 1,104,761 1,050,271

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

就農支援資金・短期研修資金の貸付,奨学金の支給,新規就農者激励会の開催,就農相談活動等

国内留学・海外農業研修資金の助成,新規就農者組織活動資金の助成等

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

※近年の輸入農産物の急増は、県内農産物についても価格低迷を招き、他産業並の所得確保が容易でない現状や身近に多様な就業機会が存在する状況のなかで、農業を継がな
い、継げない農家子弟が多く、農村の活力低下と、少子高齢化が相まって,担い手の高齢化と減少が進行している。こうした農業の現状から当該法人の使命はますます重要となってい
る。これは本県農業振興には担い手・新規就農者の育成・確保は必要不可欠であり、新規就農者のスムーズな就農、安定的な農業経営を推進するため、法人の設立主旨・業務目的
等に基づき適時・的確な指導、助言を行っているところである。今年度目標設定を変更したが、今後目標達成状況を注視しつつ、達成に向け指導・助言を続ける。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

328

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年６月９日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　　前年度からの分割返済者2名の
他に6名７件が新たに未回収となり、
目標を達成できなかった。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　　これまで、目標の設定自体に問
題があった。本年度（以降）は青年農
業者育成事業の充実に努める。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
概要なし

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

【H18.3】
＜県に対する意見＞
　県の団体改革に対する指
導状況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。
　なお，債権保全の徹底に
引き続き取り組むべきであ
る。負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

環境条件整備事業

270人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

青年農業者育成対策事業

農業士会への助成,農村青少年クラブ事業への助成,青年農業者の全国派遣事業への助成等

（E）経営評価委員会の意見

3.0

　60　財団法人みやぎ農業担い手基金

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区上杉一丁目２－１６

主要事業名

０２２－２６４－８２３８

青年農業者確保対策事業

０２２－２６４－８２３９

経営指標

△ 9.7

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

Ｈ１７年度

--

31.2

-県からの受託事業の再委託率（％）

１人当たり人件費（月）（千円） 269

24.0

借入金依存度（％） 31.3

24878.9

31.4

302967.0

10.7

産業経済部産業人材育成課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

△ 12.7

H15～H17増減率
（％）

　　理事長　　木村　春雄

http://www.myg27ite.org
平成2年10月1日

500,000千円 （49.9％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

10.2

562181.6（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移

常勤職員数

債権保全の徹底(延滞者数)(青年
農業者等育成ｾﾝﾀｰ)(単位：件) 3 6

（B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

2 9



経営評価シート 平成１７年度 ６０ 財団法人みやぎ農業担い手基金  

担当部局課室名 産業経済部産業人材育成課 
 

団体の使命 創造性溢れ、協調性に富み、実践力旺盛な青年農業者の確保・育成を図ること 
団体の顧客 新たに就農しようとする青年等及び青年農業者 経営 

戦略 
団体の目的 宮城県農業の振興に寄与すること 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「債権保全の徹底（延滞者数） 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ① ①

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ① ①

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ② ②

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

みやぎ農業担い手基金の

業務は、就農者確保を目的

に各種団体より出捐して

いただいた基金運用益に

より、業務を執行してお

り、当該業務において収益

又は業務収入は皆無であ

る。 

したがってこの経営評価

シートには該当する項目

のみ記載。 

 

６．平成17年度に6名で18
7万5千円の未回収金が発

生し、平成16年度より分納

者2名を含めると8名で254
万5千円の未回収金となっ

た。平成18年4月末におけ

る未回収金残高は7名で10
9万5千円まで圧縮できた。 

 

 

 

 

 

８．基本財産の運用(地方

債が満期)により、収支計

算に大きく反映されてい

るが、事業外収入なので、

除外して判断した。 

 
９．各年の実績では、資産

が減少傾向にあるが、流動

資産が微増、固定資産が微

減など、大局的に大きな変

化はないと判断した。 
 
 
 
14. 県出納局長他 
 
 
15. JA中央会会長他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
17．会議等の中での外部か

らの意見等による。 

Ⅰ全評価項目を通

して 

当該法人の設立趣旨・業

務目的から営利団体では

ないことから、担い手と

りわけ新規就農者の育

成・確保を業務としてお

り、評価結果は妥当であ

る。 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

６．未収金の発生は予測

不能であることと、農業

を取り巻く情勢が一段と

悪化する中で、未納者及

び保証人と誠実に納入交

渉を行い納入確約を取る

など、懸命に未回収金の

圧縮に努めている。 

 

 

 

８．基本財産運用に伴う

事業外収入であることか

ら、適切と思慮される。

 

 

９．大きな変動は見られ

ない事から適切と思慮さ

れる。 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

目標達成状況を注視し

つつ、達成に努めるよう

適時・適切な指導・助言

を行う。 

 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

100,957 101,781 99,876

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

※１ ※１ ※１ ※１ ※１

2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 176,187 175,114 164,657 156,416 138,733

事業外収入(b) 4,518 746 556 707 556

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 180,706 175,860 165,213 157,123 139,289

支 出 事業費(e) 100,957 101,781 102,514 99,876 101,740

管理費(f) 0 0 0 0 0

事業外支出(g) 2,588 1,174 258 35 2,850

その他の支出(h) 0 0 0 18 0

計(i) 103,545 102,955 102,772 99,931 104,590

77,161 72,905 62,441 57,212 34,699

77,161 72,905 62,441 57,194 34,699

44,295 42,921 34,342 33,488 19,084

資 産 流 動 資 産 6,029 12,696 ※２ 16,584 ※２

固 定 資 産 1,150,905 1,110,872 ※２ 1,070,279 ※２

計 1,156,934 1,123,569 ※２ 1,086,863 ※２

負 債 流 動 負 債 98,288 60,679 ※２ 10,782 ※２

固 定 負 債 139,355 100,677 ※２ 81,280 ※２

（うち引当金等） 2,206 2,517 ※２ 2,842 ※２

計 237,643 161,356 ※２ 92,063 ※２

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 568,940 568,940 ※２ 568,940 ※２

剰 余 金 等 350,351 393,272 ※２ 425,860 ※２

計 919,291 962,212 ※２ 994,800 ※２

-

6.1（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体及び県に対する意
見＞
　意見なし

【H19.2】
＜団体及び県に対する意
見＞
　意見なし

１人当たり人件費（月）（千円） 297

Ｈ１７年度

--

-

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部食産業・商業振興課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

代表取締役社長　江森武久昭和５３年７月

１５３，０００千円 （　　　２７．６％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） 3.5

153.8

-

20.9

-

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市宮城野区港３－３－３

主要事業名

０２２－２５９－４２３８

トラックターミナル事業

０２２－３８７－１６５５

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△ 1.1

8.4

-県からの受託事業の再委託率（％）

６１　仙台港流通ターミナル株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

292人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 290

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月22日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　テナントから施設の一部返還が
あったが、当期純利益は確保でき所
期の目的は達成した。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

　遊休施設へのテナントの確保と借
用事業用地の買収、当期純利益を
確保し配当を継続する。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応

　該当なし

※１　当該団体は、要改善以外の団
体であり、「経営改善に向けた」とい
う表題で記載すべきものではないた
め。
　また、倉庫業として利用率も９４％
と高水準で推移しており、特段目標
の設定を要しないと考えるため。

※２　貸借対照表未記入の理由
　予定貸借対照表を作成する義務が
なく未作成のため。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　当該団体は，東北の中枢都市・仙台市の海の玄関口となる仙台港地区に所在し，海陸一貫輸送の中心的役割を果たす流通拠点として，宮城県及び仙台市を含む２２社を株主とす
る第三セクターとして設立されたものである。
　当該団体が運営する施設は，設立当初のターミナル施設（荷扱施設）に加え，平成２年に「民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法」の事業認
定を受け特定施設（保管施設等）を整備拡充したことにより，荷捌配送機能・流通加工機能・保管機能を備えた総合物流ターミナルとして，仙台港の港湾機能の高度化・総合化に大き
く寄与している。
　仙台港が平成１３年に東北で唯一の特定重要港湾として指定され，東北全域の国際海上輸送拠点として中核国際港湾に位置付けられたこともあり，当該団体の運営する施設も重
要性が一層増しているところである。
　県としては、仙台港地区開発における海陸一貫輸送の拠点施設としての重要性を考慮し，今後も引き続き当該株式を保有する必要があると考える。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

施設管理運営

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度  ６１ 仙台港流通ターミナル株式会社  担当部局課室名 産業経済部食産業・商業振興課 
 

団体の使命  仙台港における海陸一貫輸送の流通拠点としての中心的役割を果たすこと 
団体の顧客  トラック運送事業者 経営 

戦略 
団体の目的  トラックターミナル事業 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 1 1
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  2 2

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「○○」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 イ 取組目標「○○」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 ウ 取組目標「○○」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 エ 取組目標「○○」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 3 3
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 3 3
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1
11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 1 1

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 4 4
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2
20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -

総 
 

合 

  

 

４ 

長期借入金償還終

了のため、流動比率

向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14 
 決算監査法人に

委託、通常の会計処

理事務は税理士に

委託しており監査

役に選任する予定

はない。 
15 
 役員等経営幹部

のほとんどは、民間

経営者等である。 
16 
  職員が１名のた

め、対応は難しい。 
17 
  同一敷地内に顧

客を有しており、対

面等により日常的

に把握している。 
 
 
 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 

当該法人は倉庫業

であり，施設稼働

率，財務状況ともに

特に良好な状態で

あり，評価結果は妥

当である。 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

4 

引き続き向上に

努められたい。 

 

 14 15 17 

 特に問題はない

と思われる。現状維

持 

 

16 

 要請を継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

当該団体の運営

する施設は，特定

重要港湾である仙

台港における海陸

一貫輸送の拠点施

設であり，重要な

役割を担ってい

る。 

 今後も安定した

経営が継続され

るよう，推移を

見守っていく必

要がある。 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

53,782 54,642 47,947

97,017 147,191 163,123

128,770 147,616 80,303

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

- - - - 53,180

- - - - 139,600

- - - - 86,701

2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

14 15 15 15 17

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

471,000 449,900 451,600 451,600 451,200 451,200 451,200 451,200

0 0 0 0 0 0 0 0

471,000 449,900 451,600 451,600 451,200 451,200 451,200 451,200

471,000 449,900 451,600 451,600 451,200 451,200 451,200 451,200

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 674,748 714,015 644,790 669,766 653,363

事業外収入(b) 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 674,748 714,015 644,790 669,766 653,363

支 出 事業費(e) 385,944 474,565 440,104 413,082 421,460

管理費(f) 244,229 231,584 226,070 209,886 234,910

事業外支出(g) 46,313 28,919 83,923 31,353 86,504

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 676,486 735,068 750,097 654,321 742,874

△ 1,738 △ 21,053 △ 105,307 15,445 △ 89,511

△ 1,738 △ 21,053 △ 105,307 15,445 △ 89,511

21,254 △ 64,047 - 5,238 -

資 産 流 動 資 産 172,301 153,089 ※ 167,718 ※

固 定 資 産 4,407,462 4,356,649 ※ 4,348,944 ※

計 4,579,763 4,509,738 ※ 4,516,662 ※

負 債 流 動 負 債 1,333 1,260 ※ 1,539 ※

固 定 負 債 14,597 8,693 ※ 10,100 ※

（うち引当金等） 14,597 8,693 ※ 10,100 ※

計 15,930 9,953 ※ 11,639 ※

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 4,563,833 4,499,785 ※ 4,505,023 ※

剰 余 金 等 0 0 ※ 0 ※

計 4,563,833 4,499,785 ※ 4,505,023 ※

69.8

12925.8（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜県に対する意見＞
  集団健康診断及び安全運
行管理者講習に対する受益
者負担導入の方向について
注視していく。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　集団健康診断及び安全運
行管理者講習に対する受益
者負担の導入について注視
する。

１人当たり人件費（月）（千円） 418

Ｈ１７年度

--

63.0

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部　食産業・商業振興課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

△ 37.6

H15～H17増減率
（％）

会長　嶋津和夫

http://www.miyatokyo.or.jp/
昭和２６年３月１日

0 千円 （　0.0％）

68.1

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

環境対策推進事業

借入金依存度（％） -

10897.9

-

12149.9

67.4

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市若林区卸町５－８－３

主要事業名

０２２－２３８－２７２１

適正化事業

０２２－２３８－４３３６

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△ 10.8

交通安全対策事業

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

環境対策推進

６２　社団法人宮城県トラック協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

適正化事業
交通安全対策事業

環境対策推進事業

426人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 438

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年５月２３日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
    事業内容が協会員の交通安全対
策、環境対策、輸送秩序確立対策等
の指導事業が主であり、また、事業
内容が多岐に渡るため、特に数値の
目標は立てていなかった。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　貨物運送事業の適正な運営と公
正な競争により健全な発展を促進
し、交通安全、環境改善等への取組
により社会との共生を図っていくこと
を目途し、今後とも①適正化事業②
交通安全対策事業③環境対策推進
事業を重点目標として推進していく。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
　　該当なし

※予定貸借対照表を作成する義務
がなく、未作成のため。

①経営改善
（効率化等）
に向けた取
組目標（単
位：千円）

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　 当該団体は，貨物自動車運送事業法に基づき，輸送の安全確保，物流の効率化，利便性の向上，環境対策等について，各種指導・啓発を行っている公益法人であり，地域交通に
おける輸送サービスの改善と充実に寄与している。県では国による運輸事業振興助成交付金制度に基づき毎年度補助金を交付しているが，上記のとおり，事業内容，財務状態ともに
特に問題はなく，県としては今後も引き続き支援を継続するもの。
　また、経営評価委員会から県に対する意見があった「集団健康診断及び安全運行管理者講習に対する受益者負担導入について注視していく。」については、同協会に検討を指示し
ております。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

トラック運送事業の適正化事業

交通事故防止推進

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度  ６２ 社団法人宮城県トラック協会 担当部局課室名 産業経済部食産業・商業振興課 
団体の使命  貨物自動車運送事業の健全な発展の促進 
団体の顧客  会員事業者 経営 

戦略 
団体の目的  貨物自動車運送事業の社会的地位の向上と会員相互の連絡協調の緊密化 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ２ ２

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -

総 
 

合 

  

 
４ 
 流動比率は前期比 
低下したが、相応の

基本金を有してお

り懸念ない。 
５ 
 人件費は前期比増

加したものの、傾向

的にはまず横ばい

推移となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
８ 
 事業費等の支出

減少により収支差

額は前期比改善さ

れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
14 
 監事に公認会計

士を１名選任済み 
15 
 役員は会員事業

者の代表者により

構成されている。 
16 
 平成１５年５月

ホームページ開設 
17 
 輸送相談所を常

時開設し意見等の

集約に努めている。 
18 
 貨物自動車運送

事業の健全な発展

を促進し、社会との

共生を図りながら

事業継続していく

こととしたい。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

財務状況等特に問題はな

く，評価結果は妥当であ

る。 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

６ ８ ９ 
補助金額は，国の指導に

基づき算定されるもので

あるが，経済性や効率性

の向上のため，事業計画

策定への県の関与を強め

ていく。 

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
12 13 14 15 16 17 
該当なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ 結論 

事業内容、財務状況と

も特に問題はなく、県と

しては、引き続き支援を

継続するもの。 
 
 

 

 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

- - 2,855

- - -

- - -

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

- - - - -
- - - - -
- - - - -
- - - - -

- - - 2 2

- - - 0 0

- - - 2 2

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

- - - 0 0

収 入 事業収入(a) - - - 1,634 414,045

事業外収入(b) - - - 0 0

その他の収入(c) - - - 0 0

計(d) - - - 1,634 414,045

支 出 事業費(e) - - - 253 373,646

管理費(f) - - - 11,881 39,980

事業外支出(g) - - - 0 0

その他の支出(h) - - - 0 0

計(i) - - - 12,134 413,626

- - - ▲ 10,500 419

- - - ▲ 10,500 419

- - - ▲ 10,560 419

資 産 流 動 資 産 - - - 84,594

固 定 資 産 - - - 0

計 - - - 84,594

負 債 流 動 負 債 - - - 57,154

固 定 負 債 - - - 0

（うち引当金等） - - - 0

計 - - - 57,154

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 - - - 38,000

剰 余 金 等 - - - ▲ 10,560

計 - - - 27,440

 

○○○○○（単位：○○）

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

新商品開発支援事業およびセールスプロモーション事業、廃棄物管理システム改革事業

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　平成１７年１１月に設立されたばかりであることから，今後の経営状況を注視していくこととする。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

-

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成19年度以降の目標数値については，平成18年4月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　　該当なし

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　　初年度（平成17年度）は団体設
立初年度のため資本の欠損が発生
した。従って本年度は資本欠損改善
を第一の目標とする。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応

　　該当なし

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

６３　株式会社FMS綜合研究所

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

○○○○○（単位：○○）
○○○○○（単位：○○）

317人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

宮城県仙台市青葉区本町三丁目6-16　漁信基ビル6階

主要事業名

022-725-4242

地域ブランド開発事業および環境開発事業

022-263-3830

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

-

-

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

○○○○○（単位：○○）

借入金依存度（％） -

148.0

-

-

-

産業経済部食産業・商業振興課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

-

H15～H17増減率
（％）

代表取締役社長　三輪宏子

http://www.fmslab.co.jp/
平成17年11月18日

7,500千円 （19.7％）

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　平成１８年度の経営状況
をもとに，団体の使命を達
成するのに必要な具体的な
取組目標を設定すべきであ
る。

１人当たり人件費（月）（千円） -

Ｈ１７年度

--

-

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

-

-（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



経営評価シート  平成１７年度    ６３ 株式会社FMS綜合研究所   担当部局課室名 産業経済部食産業・商業振興課 
 

団体の使命 食産業活性化支援サービスの提供 

団体の顧客 食関連事業者、一般消費者 経営 
戦略 

団体の目的 食関連事業者の社会的責任の遂行能力の向上、食の「地域ブランド」の形成 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 4 4
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 － －
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向  －  －

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 － －
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 － －
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 － －

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた － －

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1
13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1
14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 3 3
15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 2 2
17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 1 1
19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 － －

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 設立初年度につき 
該当ありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14 
経営健全性と透

明性を確保するた

め，監査法人による

監査は実施済みで

あり。監査役への選

任は経営状況を見

ながら検討する。 
 
17 
顧客に対し，こま

めなヒアリングを

実施しているほか，

今年度中にアンケ

ート調査等による

顧客のクレームや

意見集約体制を整

備することとして

いる。 
 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 

設立されたばか

りで，かつ民間企業

の色あいが強い法

人であることから，

経営状況に応じ，順

次必要な対応をお

こなっている。 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

14 

監査法人の監査

は実施済みである

ことから，経営状況

を見ながら，監査役

への公認会計士等

の就任を働きかけ

る。 

 

17 

顧客のクレーム，

意見を集約し，業務

改善を継続して行

う仕組みが整備さ

れるよう今後とも

支援指導していく。

 

 

Ⅲ 結論 

 

平成１７年１１

月に設立されたば

かりであることか

ら，今後の経営状況

を注視していくこ

ととする。 

 

 
 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

40,164 44,511 47,846

55,284 54,622 59,288

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

0 3,450 ※1 ※1 ※1

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

9 9 11 11 11

0 0 1 1 1 1 0 0

35,910 35,385 31,580 28,181 33,498 35,000 35,000 35,000

21,324 0 0 13,249 12,404 12,404 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

57,234 35,385 31,580 41,430 45,902 47,404 35,000 35,000

57,234 35,385 31,580 41,430 45,902 47,404 35,000 35,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 180,959 151,313 172,847 174,428 172,707

事業外収入(b) 25,613 25,811 30,706 26,046 30,313

その他の収入(c)

計(d) 206,572 177,124 203,553 200,474 203,020

支 出 事業費(e) 164,270 121,174 133,471 115,102 128,437

管理費(f) 33,546 36,534 56,192 50,665 53,532

事業外支出(g) 5,993 7,480 16,500 11,781 7,500

その他の支出(h)

計(i) 203,809 165,188 206,163 177,548 189,469

2,763 11,936 △2,610 22,926 13,551

2,763 11,936 △2,610 22,926 13,551

4,741 16,295 - 32,351 -

資 産 流 動 資 産 164,796 161,071 ※2 180,608 ※2

固 定 資 産 963,095 969,514 ※2 979,939 ※2

計 1,127,891 1,130,585 ※2 1,160,547 ※2

負 債 流 動 負 債 22,098 6,437 ※2 3,047 ※2

固 定 負 債 29,869 31,930 ※2 32,930 ※2

（うち引当金等） 29,869 31,930 ※2 32,930 ※2

計 51,967 38,366 ※2 35,977 ※2

資 本
基本（資本）

金
900,000 900,000 ※2 900,000 ※2

剰 余 金 等 175,924 192,219 ※2 224,570 ※2

計 1,075,924 1,092,219 ※2 1,124,570 ※2

33.5

745.7（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
意見なし

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　みやぎ米情報ネット事業
（平成１７年度から１９年度
まで）の事業効果を検証し，
平成２０年度以降，その成
果をどのように生かしていく
か，検討すべきである。
＜県に対する意見＞
　職員派遣終了後（平成２０
年度以降）の事業体制を検
討するよう団体に指導すべ
きである。

１人当たり人件費（月）（千円） 385

Ｈ１７年度

ーー

20.0

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部　農産園芸課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長　　村井嘉浩

http://www2.ocn.ne.jp/̃gensyu-c/

平成4年1月27日

500,000千円（55.6％）

7.2

県からの補助金等収入依存度（％

流動比率（％）

借入金依存度（％） ー

5926.5

ー

2502.3

29.0

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

岩沼市字東谷地1番地

主要事業名

０２２３－２４－６２３１

主要農作物の原種生産及び需給調整事業

０２２３－２４－６２３２

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

19.1

園芸種苗の生産及び需給調整事業

ー

ー県からの受託事業の再委託率（％

６４　社団法人みやぎ原種苗センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

ﾊﾟｰﾄ職員の季節雇用（千円）

483人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 411

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月22日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
   前年の課題を克服する為,関係部
署からの適切な指導の下,努力した
結果順調に改善されているものと理
解している。 総体的には、経費の節
減を最優先に実施した結果、満足の
できる状況で終えることが出来た。

※1当面経営改革に関する改善事項
はなく目標は設定しない。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方

※1当面経営改革に関する改善事項
はなく目標は設定しない。
　

 

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応（該当なし）

※2予定貸借対照表を作成していな
いので記載できない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）

　当法人は，主要農作物（米・麦・大豆）の需給調整・供給及び園芸品種の生産・供給を担う目的で設立された公益法人であり，今後とも主要農作物種子の円滑な需給調整の果た
す役割と責務はますます大きくなってきている。また主要農作物にあっては，種子更新率の向上が求められており，需要に応じた純正で健全・良質な種子の安定生産・確保のため
種子生産者の生産技術の向上と種子生産体制のより一層の整備が必要である。平成１７年度からは，県職員を１名派遣し，「みやぎ米情報ネット」を設置し，米に対する消費者や
業者等の実需者ニーズなどの需要動向を迅速かつ的確に生産者に伝え，需要に的確に対応した「売れるみやぎ米」づくりを目指した事業を開始している。このように当法人は県と
一体となって事業を推進する必要があり，併せて当該団体がその目的を的確に果たせるよう指導・監督を行っていく。
　当法人の経営改革は概ね良好であり，特に問題はないと考える。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

水稲･麦類･大豆原種の受託生産及び農協（農家）に配付する種子の需給調整

園芸優良種苗の生産供給と普及拡大

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート  平成１７年度  ６４ 社団法人みやぎ原種苗センター    

                                    担当部局課室名 産業経済部農産園芸課 

団体の使命 農協･農業者からの需要に迅速に対応できる優良種子･種苗の生産･供給体制の充実 
団体の顧客 農協及び農業者 経営 

戦略 
団体の目的 主要農作物の原種及び原原種受託生産及び種子の需給調整、園芸種苗の供給及び普及拡大 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ① ①
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「ﾊﾟｰﾄ職員の雇用については、繁忙期限定の期間雇用実施」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
４：流動比率の上昇は、

経費の削減と ,ＤＮ

Ａ鑑定経費を種子代

金に加算したことに

よる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14：監事は,農協中央会

及び町村会から有識

者を役員に選任し対

応。 
 また,税理士,会計士

については ,特定の

方を選任し ,必要な

時期に指導を受け

る。 
15：農協関係の役員等 
 
 
 
16：今年度より公開開

始。今後更に拡大に

向け検討。 
 
18：農産物の安全・安

心が要求される中, 
 種子の更新は ,更に

重要度を増してい

る。 

 
Ⅰ全評価項目を通し

て 

 経営状況は良好で

あり，経営改善に向け

た取組に係る評価結

果は妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

14，15，16：団体の評

価結果は妥当であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

18：主要農作物主種

法に規定された公

益法人として社会

的要請に対応した

公益事業を実施し

ている。 

19：経営状況は良好

と認められる 

 
 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

244,285 67,448 108,903

6,814 414 3,212

3,004 － －

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

10,252 7,499 8,219 7,700 8,109

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

2 2 2 2 2

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

111,461 69,736 9,539 9,539 30,069 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

111,461 69,736 9,539 9,539 30,069 ※１ ※１ ※１

111,461 69,736 9,539 9,539 30,069 ※１ ※１ ※１

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 724,901 374,922 35,938 39,475 95,869

事業外収入(b) 58,592 51,300 54,205 57,177 58,059

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 783,493 426,222 90,143 96,652 153,928

支 出 事業費(e) 724,901 67,863 341,806 115,498 325,714

管理費(f) 10,052 7,499 8,219 7,700 8,109

事業外支出(g) 50,248 43,134 44,320 47,099 49,030

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 785,201 118,496 394,345 170,297 382,853

△ 1,708 307,726 △ 304,202 △ 73,645 △ 228,925

△ 1,708 307,726 △ 304,202 △ 73,645 △ 228,925

△ 341,475 126,666 0 △ 72,345 0

資 産 流 動 資 産 8,057 310,621 150,000 242,515 150,000

固 定 資 産 640,938 459,878 461,065 461,179 461,200

計 648,995 770,499 611,065 703,694 611,200

負 債 流 動 負 債 6,224 1,062 0 6,602 0

固 定 負 債 0 0 0 0 0 ３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対応

（うち引当金等） 0 0 0 0 0

計 6,224 1,062 0 6,602 0

資 本 基本（ 資本 ）金 414,080 414,080 414,080 414,080 414,080

剰 余 金 等 228,691 355,357 196,985 283,012 197,120

計 642,771 769,437 611,065 697,092 611,200

245

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

（E）経営評価委員会の意
見

239人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円） 356

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

　 うち県職員（派遣職員）

管理費の削減（単位：千円）

（A）実績推移 （B）年度別目標

　社団法人　宮城県青果物価格安定相互補償協会の経営計画は，管理費に占める人件費の割合を削減するため平成１６年度に事務局体制を見直し節減を図った結果，管理費
の削減は概ね目標に達している。事業費は全て青果物価格差補給金の交付であり，気象条件や市況によって大きく変動する事情がある。
　
　協会の団体改革計画は平成１４年度から実施され，これまで
　①　常勤役員の廃止及びそれに伴う全農職員の事務局長兼務による人件費削減。
　②　資産管理運用基準の設定（理事会承認事項）。
　③　制度改正による補給交付金交付率アップ。
　④　制度改正により補償金の資金造成額を補償所要額の４０％とし，内部留保額を減額。
　⑤　管理費の受益者負担として生産者管理負担金の設定及び関連事務の円滑な推進を行うための取扱要領の設定。
　等，公益法人としてのあるべき姿を目指して，様々な視点のもとに継続した改革が行われてきた。

　この間，青果物の価格低迷，野菜生産出荷安定法の改正により，同法に基づく国の価格補償事業の実施主体としても協会の役割は更に重要なものとなり，青果物の安定供給に
は欠くことのできない団体となっている。
　今後は，公益法人制度改革及び公益法人会計基準の改正を踏まえ，法人運営全般に亘る見直しと改善の取組を指導していくほか，契約野菜等の価格補償事業の普及啓発や，
複雑化した事業を円滑に推進するための指導を実施する。

当期収支差額 (d - i)

県の損失（債務）保証額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

収支計算書について
 　16年度決算から交付準備金残額を
次期繰越収支差額に含めて整理したた
め，単年度では収入より支出が大幅増
となり，当期収支差額等がマイナスにな
る。

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

　委員会意見に従い、今後とも改善に
努めたい。

常勤職員数 　17年度の価格差補給金交付額は平
年を若干下回る実績となり，目標値の
1/3に留まった。収支計算書の当期収
支差額はマイナスとなったが，前期繰
越収支差額が309百万円あったため不
足は生じていない。

②役職員
数
（単位：
人）

負担金(c）③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

貸借対照表について
　流動資産については交付準備金残額
等を計上しているが，補給金の交付如
何で大きく変動することから，平年並み
の補給金交付を見込み算出している。

※１　当該事業の補助金は，前年度の
価格差補給金交付金額を主要な要素と
しており，気象条件，市況によって大き
く変動することから目標値の設定は困
難である。

２　本年度（以降）の目標値設定の考え
方

６５　社団法人宮城県青果物価格安定相互補償協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（野菜生産出荷安定事業）

主要事業名

022-283-5130

一般青果物価格補償事業

  １　基本情報(団体記入)

仙台市若林区卸町五丁目１番８号

事業内容

流動比率（％）

借入金依存度（％）

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）

3673.4

-

129.5

9.924.2

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　設定された経営目標達
成状況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の
達成状況を注視していく。
＜県に対する意見＞
　新会計基準への移行を
待たず，団体に対し，積極
的な情報公開を促すべき
である。

　人件費や事務経費の節減に努めた結
果，管理費の支出は目標値より削減さ
れた。

  管理費の削減は，概ね目標を達成しており
本年度目標に大きな変更はない。
　価格補償事業については，県単事業から
国庫事業への移行と交付予約数量の適正
化を推め，事業費節減に努めた。

産業経済部農産園芸課

Ｈ１５年度

会長  　菅 原 章 夫昭和４３年９月２日

－

一般青果物の販売価格差補給事業（県単事業）

022-782-3360

16.4

29248.7（流動資産÷流動負債）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

-

△ 55.4

△ 52.9

事業費（単位：千円） H15～H17増減率
（％）

-

172,000千円 （41.5％）

-

Ｈ１６年度 Ｈ１７年度

--

特定野菜等供給産地育成価格差補給事業

野菜構造改革促進特別対策事業（国庫事業）

県からの受託事業の再委託率（％）

県からの補助金等収入依存度（％）

野菜構造改革促進特別対策事業

定義経営指標



区分 県の考え方

1 理事会 監事

④ ④

2 　

④ ④

3

② ②

4

② ②

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

① ①

- -

- -

- -

7

① ①

8

③ ③

9

③ ③

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。

③ ③

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

① ①

20

- -

Ⅲ 結論
　18番：野菜生産出荷安
定法に基づき設置された
法人であり，青果物の安
定供給に欠かせない事
業を実施している。

　19番：制度改正，経費
節減により，経営状況は
良好。

Ⅰ全評価項目を通して
　　団体の事業内容が価
格補償であるため，補助
金依存度等の評価は困
難であるが，経営改善に
向けた取組に係る評価結
果は妥当である。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　３番：県財政の大幅な
見直しにより補助金削減
が求められていることか
ら，今後，補償事業内容
の変更等を検討する。

　６・８・９番：管理費は人
件費を減じ，受益者負担
を推進する等，効率的な
運営が図られている。補
償事業費は１５年度の制
度改正により内部留保額
を減じ，適正な資産内容
となったので，引き続き経
過を見ながら指導する。

　14・15・17番：団体の評
価結果は妥当である。

　16番：公益法人会計基
準の改正及び公益法人
制度改革を踏まえ，新基
準に沿った財務諸表等の
作成後に情報公開を指
導する。

６番：事務局体制の改変
による人件費圧縮と経費
節減に努めた結果，管理
費の削減は目標を達成し
たが，引続き経費節減に
努めていく。

８番：17年度価格差補給
金はほぼ平年並の交付
実績となったが，前期の
交付準備金残額が多額
であったため当期の事業
収入が少額で済んだこと
から，当期利益はマイナ
スとなった。実質的には
変化なし。

９番：17年度の交付準備
金残額は16年度より少額
となったため，剰余金等
が減額となったが，実質
的には変化なし。

３番：17年度は資金造成
所要額が少額であったた
め，見かけ上は県補助金
への依存度が低下した
が，実質は横ばい。

４番：16年度決算から交
付準備金残額を流動資
産に計上したため，見か
け上は流動比率が上昇し
たが，実質は横ばい。

１４番：平成１７年度から
会員以外の有識者を監
事に選任済み。

１５番：農業協同組合代
表理事組合長、専務理事

１７番：電話等での直接
聞き取り、ブロック説明会
での意見徴収を行ってい
る。

１８番：青果物を巡る販売
環境は年々厳しさを増し
てきており，本業務の社
会的要請は益々高まって
いる。

１９番：経営状況は健全
な財源確保に努め良化し
ている。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件
数および内容を把握しているか。

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

③一部解消 ④解消策検討中

②選任手続中

①含み損益なし ②含み損有り

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

④把握していない

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

青果物の生産者

青果物の販売価格が著しく低落した場合に、価格差補給金を交付し、生産農家の経営安定と再生産を図る。

経営評価シート　平成１７年度　　６５　　社団法人宮城県青果物価格安定相互補償協会
担当部局課室名　産業経済部農産園芸課

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

青果物の安定生産並びに安定供給

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

取組目標 「管理費の削減」

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安
全確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ③目標を未達成

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

789,375 822,084 913,322

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

477,574 468,229 553,100 604,297 620,000

3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

28 28 28 28 28

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,024,644 1,004,174 1,171,310 1,107,848 1,103,800

事業外収入(b) 6,532 6,438 2,780 11,669 1,290

その他の収入(c) 1,353,905 0 0 24,931 4,160

計(d) 2,385,081 1,010,612 1,174,090 1,144,448 1,109,250

支 出 事業費(e) 789,375 822,084 954,690 913,322 839,780

管理費(f) 164,697 144,815 171,650 166,922 147,920

事業外支出(g) 203 116 100 49 100

その他の支出(h) 43,476 542 4,440 8,830 4,160

計(i) 997,751 967,557 1,130,880 1,089,123 991,960

76,901 43,597 47,650 39,224 117,290

1,387,330 43,005 43,210 55,325 117,290

40,289 15,221 15,630 28,755 64,150

資 産 流 動 資 産 1,648,546 1,172,420 627,280 563,436 818,371

固 定 資 産 1,842,359 2,265,891 2,834,030 2,899,634 2,680,780

計 3,490,905 3,438,311 3,461,310 3,463,070 3,499,151

負 債 流 動 負 債 165,858 118,345 135,740 130,950 134,753

固 定 負 債 28,699 36,737 46,690 34,305 36,998

（うち引当金等） 28,699 36,737 46,690 34,305 36,998

計 194,557 155,082 182,430 165,255 171,751

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 283,400 283,400 283,400 283,400 283,400

剰 余 金 等 3,012,948 2,999,829 2,995,480 3,014,414 3,044,000

計 3,296,348 3,283,229 3,278,880 3,297,814 3,327,400

-

993.9（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
17年度目標値の達成状況
を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①設定された取組目標の
達成状況を注視していく。
②ホームページの開設な
ど，積極的な情報公開に取
り組むべきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 623

Ｈ１７年度

--

-

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部畜産課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

代表取締役社長 磯 良雄

-

昭和４３年４月２３日

６５，０００千円 （　　２２．９　％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） -

430.3

-

990.7

-

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

宮城県石巻市三河町３番地

主要事業名

０２２５－２２－６３８３

倉庫業

０２２５－９３－９０６０

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

15.7

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

６６   石巻埠頭サイロ株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

取扱数量（単位：トン）

677人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 748

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年６月１５日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）

　副原料サイロの完成により、取扱
目標を上回った。
  計画対比 １０９％、５１，１９７トンの
増加

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
    副原料サイロの本格稼動による、
取扱品目の拡大・取扱数量の増加を
見込み
    取扱数量を６２０，０００トン(対前
年度実績対比 １０３％)とすることで、
定時株主総会の承認を得た。
 

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応      副原料サイロ増設による取扱
数量の増加により、１7年度取組目標
は達成した。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　
適正な経営に向けた助言指導を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

飼料原料の搬入・保管・搬出に係る事業

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度  ６６ 石巻埠頭サイロ株式会社  担当部局課室名 産業経済部畜産課 
 

団体の使命 サイロ事業 
団体の顧客 全国農業協同組合連合会他大手商社 経営 

戦略 
団体の目的 飼料原料の安定供給 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「取扱数量 553,100トン」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ③ ③

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 

 
 
 
 
 
 
４ 有価証券を売却し

て増設工事代に充当。

          

          

          

          

６ 
ア 東北地区飼料会社

の工場再編、当社副原

料サイロ増設等による

取扱数量の増加。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１６ 社内検討中につ

き、時期は未定。 
 
１７ 年一回顧客満足

度調査を実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

Ⅰ全評価項目を通

して 

１貸借対照表、損益

計算書の係数等か

ら団体の「評価結果

（コメント）は妥当

である 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

６ ア サイロ増

設の効果があらわ

れた。 

 

７ 県職員を派遣

していない 

 

 

 

 

12 13 14 15 17 

該当なし 

16早期にホームペ

ージを設置するこ

とを示唆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

適正な経営に向け

た助言指導を行っ

ていく。 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

254,064 292,322 248,853

1,218,504 300,966 135,399

345,115 125,949 196,223

42,668 32,883 3,925

235,818 195,148 160,093

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

18,709 19,879 18,464 20,674 19,640

165,078 199,358 163,193 206,658 200,000

9,379 4,366 4,420 6,812 6,800

455,957 458,596 446,164 449,426 445,305

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

26 22 23 24 25

0 0 0 0 0 0 0 0

51,843 46,831 18,320 20,611 14,504 14,000 14,000 14,000

77,984 86,555 81,626 83,459 75,000 75,000 75,000 75,000

0 0 0 0 0 0 0 0

129,827 133,386 99,946 104,070 89,504 89,000 89,000 89,000

129,827 133,386 99,946 104,070 89,504 89,000 89,000 89,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 1,555,410 1,741,314 1,444,077 1,710,175 1,642,970

事業外収入(b) 1,731,130 2,846,053 1,102,025 1,402,773 1,603,948

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 3,286,540 4,587,367 2,546,102 3,112,948 3,246,918

支 出 事業費(e) 2,302,680 1,059,122 960,234 744,496 701,546

管理費(f) 64,375 79,378 201,699 190,680 198,676

事業外支出(g) 1,214,317 3,438,543 1,386,574 2,190,036 2,367,307

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 3,581,372 4,577,043 2,548,507 3,125,212 3,268,024

△ 294,832 10,324 △ 2,405 △ 12,264 △ 21,111

△ 294,832 10,324 △ 2,405 △ 12,264 △ 21,111

△ 294,832 7,188 ※ △ 16,375 ※

資 産 流 動 資 産 1,399,858 362,187 ※ 328,777 ※

固 定 資 産 1,990,049 2,579,915 ※ 2,266,239 ※

計 3,389,907 2,942,102 ※ 2,595,016 ※

負 債 流 動 負 債 1,332,362 283,581 ※ 261,142 ※

固 定 負 債 1,634,028 2,227,818 ※ 1,919,546 ※

（うち引当金等） 49,139 34,488 ※ 37,238 ※

計 2,966,390 2,511,399 ※ 2,180,688 ※

資 本 基 本（ 資本 ） 金 263,150 263,150 ※ 263,150 ※

剰 余 金 等 160,365 167,553 ※ 151,178 ※

計 423,515 430,703 ※ 414,328 ※

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

　団体の取り組み目標で事務費の節減等、未達成の項目があるため、今後とも助言指導を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

生産者負担の見直

（B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

事務所費の低減

②役職員
数
（単位：
人）

当期収支差額 (d - i)

６７　社団法人宮城県畜産協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

事務費の節減
総人件費の低減

5.家畜人工授精用精液流通調整事業費

384人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△ 2.1

4.生乳検査事業費

ー

ー県からの受託事業の再委託率（％）

肉用牛、乳用牛の改良増殖並びに登記・登録・検査

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

仙台市宮城野区安養寺三丁目11番24号

主要事業名

022－298－8471

1.畜産経営支援事業推進事業費

022－293－2311

畜産業を営む者に対する技術及び経営の指導他

事業内容

会長　木村　春雄

http://miyagi.lin.go.jp

昭和30年12月27日

105.0

借入金依存度（％）

2.9

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

ー

299

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月29日現在の目標値である。

△ 90.8

Ｈ１７年度

H15～H17増減率
（％）

3.9

事業費（単位：千円）

125.9

ー

127.7

3.3

147,500千円 （　　56.1　％）

ーー

△ 88.9

△ 43.1

産業経済部畜産課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

△ 32.1

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　目標達成状況を注視す
る。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。職
員に対しては，意識啓発に
とどまることなく，目標数値
や目標達成のための手法
など，取組方を具体的に示
すことが必要である。
＜県に対する意見＞
　団体の経営目標につい
て，事務費，総人件費，事
務所費の節減目標がいず
れも達成されていない。県
の「一部目標を達成できて
いない」との評価は誤りで
あり，適切な助言・指導を行
うよう努めるべきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 377

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
  （1）事務費の節減
　　　8％の節減に取り組むも結果的に
4％の増となり、今後の一層の節減に
取り組む
　（2）総人件費の低減
　　　目標値設定にあたり補助事業等
事業費に含まれる技術指導事務費を
人件費より差し引き設定したため差が
生じた。また削減に向け事業量に見
合った適正な人員体制の構築等を図
り、人件費の抑制に努める。
　（3）事務所費の低減
　　　土地賃借料・保険料・事業所賃借
料他、固定費以外の事務所維持費
（光熱水費・消耗品等）の一層の節減
に努める。

   (4)生産者負担の見直し
　　　国・県の補助金が廃止、削減され
又、諸経費が増加しているため一部生
産者負担金の見直しを行った。
　
２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
  　　補助事業・受託事業等の事業費
増が見込めないので、前年度経営目
標を達成すべく諸経費の削減に努め
る。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対応
　目標達成に向け努力する。

※予定貸借対照表は作成していな
い。

（流動資産÷流動負債）×100

2.肉用子牛基金事業推進事業費

3.家畜衛生事業推進事業費

肉用子牛生産安定等特別措置法に基づく生産者補給金の交付

家畜の健康保持に係る技術の指導及び自衛防疫の推進

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

生乳の検査

定義



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2 　

4 4

3

1 1

4

2 2

5

3 3

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

3 3

3 3

3 3

3 3

7

2 2

8

4 4

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

1 1

17

1 1

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

ー ー

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向 ②横ばい

③目標を未達成

取組目標 「生産者負担金の見直し」

①目標を達成 ③目標を未達成

①既に全て公開 ②既に一部公開

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

取組目標 「事務費の削減」

取組目標 「人件費の削減」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

宮城県の畜産農家、畜産団体

宮城県における畜産業の安定的発展と振興に寄与する。

６７　社団法人宮城県畜産協会
担当部局課室名　産業経済部畜産課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

畜産農家の経営、畜産団体等の運営指導、技術支援、知識普及、価格安定対策、自衛防疫推進、生乳検査・品質改善、その他必要な事

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標 「事務所費の削減」

⑤著しく悪化②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑤著しく悪化

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

④著しく悪化

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②選任手続中

①良化 ②横ばい ③やや悪化

①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった

④把握していない

②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

③一部解消 ④解消策検討中

③今後予定 ④予定なし

②登用手続中 ③今後予定

経営評価シート　平成17年度

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

6 　ｱ-事務費の削減につ
いて8％の削減目標に対
して12%の増で目標未達
成ではあるが18年度より
事務費の見直を図る。
　　イ-人件費については
補助事業等事業費に含ま
れる技術指導事務費を差
し引いた管理費としての
数値のみの計上のため差
が生じた。
　　ウ-事務所費の削減に
ついてはほぼ目標値を達
成できたが、なお一層の
削減に努める。
　　エ-生産者負担金の見
直しについては、国、県の
補助金が廃止され、また、
諸経費が増加しているた
め一部生産者負担金の
見直しを行った。

８　補助事業等事業費の
減少に伴い、当期収支差
額がマイナス傾向にあ
る。自主財源確保に向け
た取組みを検討している
が厳しい状況下にある。
経営改善に向け、人件費
を含め管理費を削減し、
当期収支差額がマイナス
にならない取組みを検討
していきたい。

14 監事に公認会計士の
選任の予定はないが、監
査人として、監査等を受け
ている。

17　平成17年度から地域
毎に協会事業についての
地区説明会を開催し、会
員等関係者から意見を聴
し事業に反映している。

Ⅰ全評価項目を通して
　食糧供給のみならず、
家畜や牧場が持つ癒しの
効果など、畜産が持つ多
面的な機能も含めて、総
合的な畜産指導事業を
担っている畜産協会の役
割は大きく、事業量・事務
量が増加傾向にある中、
人件費を抑制しながら対
応しており、十分な評価
ができる。

Ⅱ 各評価項目ごとに
　６　８　９
　県は財政的関与（委託･
補助・負担）については削
減方向で推移する。

　７
　県職員を派遣していな
い

　１２　１３　１５　１６
　該当なし

Ⅲ 結論
  団体の取り組み目標で
事務費の節減等、未達成
の項目があるため、今後
とも助言指導を行ってい
く。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

③今後予定 ④予定なし

①含み損益なし ②含み損有り



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

8,519 8,104 8,089

845 900 2,934

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

8,729 6,932 6,500 6,000 3,000

7,730 300 6,300 300

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 12,729 14,446 11,755 16,024 5,635

事業外収入(b) 10,422 9,404 9,496 11,712 3,450

その他の収入(c)

計(d) 23,151 23,850 21,251 27,736 9,085

支 出 事業費(e) 11,333 9,592 13,454 11,960 7,749

管理費(f) 3,335 3,972 4,075 4,762 4,343

事業外支出(g) 6,525 6,275 6,475 6,355 0

その他の支出(h)

計(i) 21,193 19,839 24,004 23,077 12,092

1,958 4,011 △ 2,753 4,659 △ 3,007

1,958 4,011 △ 2,753 4,659 △ 3,007

4,827 6,344 3,722 7,497 △ 2,270

資 産 流 動 資 産 3,701 7,984 5,231 12,347 15,000

固 定 資 産 135,742 138,074 144,549 141,093 137,093

計 139,443 146,058 149,780 153,440 152,093

負 債 流 動 負 債 106 378 378 263 200

固 定 負 債 0 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0

計 106 378 378 263 200

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 115,654 121,471 127,946 126,988 126,530

剰 余 金 等 23,683 24,209 21,456 26,189 25,363

計 139,337 145,680 149,402 153,177 151,893

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

貝類の効率的生産、カキの種苗生産、マガキ体内のノロウイルスの蓄積と排出等に関する調査研究

世界かき学会の運営、各地区漁協のかき養殖研究会等との共同研究ならびに指導・支援

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　文部科学省所管の当財団の主要事業の基礎研究事業は、東北大学の協力を得ながら実施しているカキ等に関する研究など養殖業の振興に重要な役割を担っており、また、社会貢
献事業は、県民を対象とした体験学習などを通じて水産生物や水産試験研究の取組等をＰＲする意義ある事業と考えられる。
　今後も、有識者や民間経営者のノウハウを活かしつつ、収支のバランスに留意しながら自立した団体として適正な事業運営の展開を支援する。また、本県沿岸漁業等の振興に対す
るかき研究所の貢献に期待する。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

187

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月20日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
新たな体制の中で事業を実施し、経
営全般については共同研究の充実
などにより収入の増加が図られ、概
ね目標を達成したと考えられる。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
①カキ人工種苗生産の高度化、マガ
キにおける貝毒・ノロウィルスに関す
る研究、さらに、シジミの産地識別に
関する研究に加え、先端エレクトロニ
クス技術開発企業との共同研究を展
開する。
②収益事業の比率を高め、事業収
入の改善を図る。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応   上記のとおり積極的に努力す
る。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

６８　財団法人かき研究所

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）(出捐金)

  １　基本情報(団体記入)

受託研究事業の充実
共同研究事業の展開

147人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

社会貢献事業

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市泉区実沢字中山南31-5　双葉ビル6階

主要事業名

022-303-9033

研究事業

022-303-9034

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

95.0

373.6

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） -

4694.7

-

2112.4

-

　経済産業部漁業振興課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

　理事長　森　　勝義

　http://www.kakiken.or.jp

昭和36年10月26日

28,300千円 （22.2％）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　目標達成状況を注視す
る。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①設定された取組目標の
達成状況を注視していく。
②財務資料をインターネット
で公開し，情報公開を積極
的に進めるべきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 78

Ｈ１７年度

--

-

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

-

3491.5（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



経営評価シート  平成１７年度  ６８ 財団法人かき研究所  担当部局課室名 産業経済部漁業振興課 
 

団体の使命  人と水環境と水産生物の調和の追究 

団体の顧客  水産業に関わる各種団体･企業･学術機関 経営 
戦略 

団体の目的  カキを中心とする各種水産物の種苗生産･養殖に関する試験研究を通じて学術並びに産業の発展に寄与する 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 １ １
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ３ ３

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「受託研究の充実」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ２ ２

 イ 取組目標「共同研究事業の展開」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １

 ウ  
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 エ  
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 １ １
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 １ １
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた １ １

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 2 2
16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし １ １

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 １ １

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -

総 
 

合 

  

 

 
 
 
 
3 宮城県からの出捐金

は17年度で終了。 
 
 
5 前年比上昇するもそ

のレベルは低い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7 財務状況が更に良化

すれば、職員増員を検

討する。なお、安定し

た運営を継続するた

め、固定費の増額は抑

える努力を行ってい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 該当する資産を保

有していない。 
14 宇野聰男（宇野法律

事務所 弁護士） 
15 一力敦彦（（株）河

北新報社専務取締役） 
16 財務資料以外は公

開している。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

県・市町からの出捐

金はH17で終了した

が、受託事業、共同研

究事業及び社会貢献

事業が充実し、コスト

削減が図られ、概ね目

標を達成したものと

判断される。 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

3,5,7,12,14,15,16 

項目毎に見て経営

改善が図られている。

財務状況が更に良化

に向かえば、職員の増

員も見込んでおり、更

に事業充実が期待で

きる。文部科学省から

の監査、指導も受けて

おり、健全な運営に努

めている。 

 

Ⅲ 結論 
文部科学省所管の

当財団の主要事業の

基礎研究事業は、東北

大学の協力を得なが

ら実施しているカキ

等に関する研究など

養殖業の振興に重要

な役割を担っており、

また、社会貢献事業

は、県民を対象とした

体験学習などを通じ

て水産生物や水産試

験研究の取組等をＰ

Ｒする意義ある事業

と考えられる。 

今後も、有識者や民

間経営者のノウハウ

を活かしつつ、収支の

バランスに留意しな

がら自立した団体と

して適正な事業運営

の展開を支援する。ま

た、本県沿岸漁業等の

振興に対するかき研

究所の貢献に期待す

る。 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

4,627 4,363 3,790

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

30,291 40,992 58,615 68,125 24,285

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 30,291 40,992 58,615 68,125 24,285

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 30,291 40,992 58,615 68,125 24,285

支 出 事業費(e) 2,040 1,723 1,070 1,153 1,252

管理費(f) 2,587 2,640 2,282 2,637 2,733

事業外支出(g) 25,132 36,261 55,263 63,123 20,300

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 29,759 40,624 58,615 66,913 24,285

531 368 0 1,212 0

531 368 0 1,212 0

△ 3,496 △ 21,475 0 △ 8,836 0

資 産 流 動 資 産 2,115 2,471 ※1 3,684 ※1

固 定 資 産 155,198 133,446 ※1 123,518 ※1

計 157,313 135,917 ※1 127,202 ※1

負 債 流 動 負 債 95 83 ※1 52 ※1

固 定 負 債 90 180 ※1 300 ※1

（うち引当金等） 90 180 ※1 300 ※1

計 185 263 ※1 352 ※1

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 100,000 100,000 ※1 100,000 ※1

剰 余 金 等 57,128 35,653 ※1 26,850 ※1

計 157,128 135,653 ※1 126,850 ※1

ー

2,226.3（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
 　経営目標の達成状況を
注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①事業規模の縮小が続く
中，団体の使命を達成する
ため，中期的な事業・収支
計画の策定に努められた
い。
②研究者の外国派遣助成
の対象者を県内居住者に
拡充するなど，より広範な
事業展開を検討してはどう
か。

１人当たり人件費（月）（千円） 179

Ｈ１７年度

ーー

ー

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部研究開発推進課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長　秋　葉　征　夫

http://www.agri.tohoku.ac.jp/suisei/index.html

平成元年３月１日

35,000千円 （35.0％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） ー

7,084.6

ー

2,977.1

ー

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区堤通雨宮町１－１

主要事業名

０２２－２７６－１５８２

農水産業振興事業

０２２－２７６－１５８２

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△18.1

ー

ー県からの受託事業の再委託率（％）

６９　　財団法人翠生農学振興会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

運営資金の確保（単位：千円）

187人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 178

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
  事業規模の縮小化については、か
なりの部分で達成したと考えている。
また、会費収入や寄附金収入につい
ても、前年度の２倍を超える収入が
あったが、これが一時的なものなの
かどうか注視していきたい。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　これ以上の事業規模の縮小化につ
いては、困難な面が多いので、民間
企業にも働きかけて、会費収入や寄
附金収入の一層の増大を図りたい。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
　経営目標を達成するためには、的
確な目標を設定するとともに、収入
増大の方策についても、考慮してい
きたい。

（※１）予定貸借対照表は、作成して
いない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　当該財団は，平成元年の設立時に県から出捐（基本財産１億円のうち３千５百万円）の経緯を有する県出資団体である。
　同財団の事業規模はこれまでも比較的小規模であり，設立時以降は県からの財政的関与は受けていない。
　財団本来の主たる収入であるべき基本財産運用収入は，昨今の超低金利時代の中にあってここ数年来減収の一途を辿っており，基本財産の果実の減少を補填するため，会費収入
及び寄付金収入の増大を期待しているものの，このような経済情勢にあっては非常に困難である。
 このような状況から，当該法人自らが，「収入確保策の検討」と「事務事業の見直しによる経費削減」を前提とした「中期的な事業・収支計画」を策定した上で，今後どうあるべきかを判
断するよう，法人への立入検査実施時等において指導しているところである。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

農水産技術に関する講演会・研修会等の開催、農水産学情報の提供、農水産学研究者等の外国へ
の派遣等

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成17年度 ６９ 財団法人翠生農学振興会 担当部局課室名 産業経済部研究開発推進課 
 

団体の使命 「農」を基盤とする農水産業・食品産業・生物産業とそれを担う農学の発展に寄与する。 
団体の顧客 本会の事業にたいする賛同者 経営 

戦略 
団体の目的 農水産学の教育研究に対し必要な援助を行うことにより、宮城県における農水産業の育成発展に貢献し、もって地

域社会の繁栄に寄与する。 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②

５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「運営資金の確保」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ― ―
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③

９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③

10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ② ②

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ④ ④

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ② ②

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 
前年度と比較して２倍

以上の会費収入や寄附

金収入を確保したが，

事業費を賄うまでには

至っていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14 

本会は事業規模も小さ

く資金に余裕がないた

め 
 
15 
現役員が無報酬のため 
 
17 
カルチャー講座の開催

時等において会員から

の意見等を聴取してい

る。 
 
 

Ⅰ全評価項目を通して 

財団が運営改善に向け，取組

目標として掲げた「運営資金

の確保」については，昨今の

経済動向や超低金利状況を

踏まえると，非常に困難にな

っていることは理解できる。

Ⅱ 各評価項目ごとに 

12・13 アルゼンチン国債に

ついてはユーロ建ての長期

証券であり，元本保証の安全

な資産に交換するよう指導

している。また，㈱採種実用

技術研究所株式については，

当該企業が平成18年度中に

解散・精算する見込みである

ことから当面その推移を見

守ることとしている。 

14・15現在の財団の事業内容

や予算規模を考えるとやむ

を得ないものと思われる。

16インターネットによる財

務関係資料等の公表につい

て引き続き指導していくこ

ととする。 

Ⅲ 結論 

 当該財団は，平成元年の設

立時に県から出捐（基本財産

１億円のうち３千５百万円）

の経緯を有する県出資団体

である。同財団の事業規模は

これまでも比較的小規模で

あり，設立時以降は県からの

財政的関与は受けていない。

 財団本来の主たる収入で

あるべき基本財産運用収入

は，昨今の超低金利時代の中

にあってここ数年来減収の

一途を辿っており，基本財産

の果実の減少を補填するた

め，会費収入及び寄付金収入

の増大を期待しているもの

の，このような経済情勢にあ

っては非常に困難である。

このような状況から，当該

法人自らが，「収入確保策の

検討」と「事務事業の見直し

による経費削減」を前提とし

た「中期的な事業・収支計画」

を策定した上で，今後どうあ

るべきかを判断するよう，法

人への立入検査実施時等に

おいて指導しているところ

である。 

 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

297,637 278,916 281,216

40,106 29,189 28,947

23,986 23,618 26,816

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

19 19 19 19 19

15,398 15,861 15,868 14,591 -

- - - - -

- - - - -

1 1 1 1 1

- - - - -

27 25 24 24 24

1 1 1 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

210,022 199,314 207,700 196,312 189,860 189,860 189,860 189,860

0 0 0 0 0 0 0 0

210,022 199,314 207,700 196,312 189,860 189,860 189,860 189,860

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 395,388 356,550 377,160 363,618 352,010

計(d) 395,388 356,550 377,160 363,618 352,010

支 出 事業費(e) 311,892 286,780 302,380 283,957 276,800

管理費(f) 61,239 56,701 68,105 62,943 69,005

事業外支出(g) 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 22,257 13,253 7,175 14,113 6,205

計(i) 395,388 356,734 377,660 361,013 352,010

△373,131 △343,481 △370,485 △346,900 △345,805

0 △184 △500 2,605 0

5,004 4,820 0 7,423 0

資 産 流 動 資 産 37,085 7,566 7,566 9,837 0

固 定 資 産 400,390 328,665 328,665 316,561 0

計 437,475 336,231 336,231 326,398 0

負 債 流 動 負 債 32,082 2,746 2,746 2,414 ※　　　0

固 定 負 債 400,390 328,665 328,665 316,561 0

（うち引当金等） 30,082 33,082 33,082 30,082 0

計 432,472 331,411 331,411 318,975 0

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 0 0 0 0 0

剰 余 金 等 5,004 4,820 4,820 7,423 0

計 5,004 4,820 4,820 7,423 0

53.1

115.6（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜県に対する意見＞
　県の団体に対する指導状
況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　自主財源の拡充に向けた
経営目標を新たに設定す
べきである。
＜県に対する意見＞
　県の政策目的の実現のた
め，団体に目標数値を示す
べきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 462

Ｈ１７年度

--

55.1

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

産業経済部団体指導検査課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

111.8

H15～H17増減率
（％）

天　野　　忠　正

http//www.miyagi-fsci.or.jp

昭和３６年１１月８日

０千円 （０．０％）

△37.8

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

会費賦課基準の見直し

借入金依存度（％） 9.9

407.5

8.4

275.5

53.3

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区上杉一丁目１４番２号

主要事業名

０２２－２２５－８７５１

経営改善普及事業

０２２－２６５－８００９

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△5.5

受託事業

8.9

-県からの受託事業の再委託率（％）

情報化推進事業等

７０　宮城県商工会連合会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

補助対象職員削減（人）
一般職員の臨時職員切り替え(千円)

地域総合振興事業

461人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 441

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月1日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に関
する評価結果（概要）
（１）３．主な経営指標の推移
　　　①受託事業については今後とも
　　　　 再委託の予定なし
      ②借入金については、計画通り
　　　   返済し、順調に減少している。
　　　③補助金等収入依存度につい
　　　　 ては横ばい状況にある。
　　 ４．経営改善に向けての取組計画
　　　①補助対象職員の削減につい
　　　　 ては目標を達成した。
　　　②一般職員の臨時職員への切り
　　　   換えについては業務内容等の
         問題により切り替え等に未だ
         期間を要す。
      ③会費賦課基準の見直しについ
　　　　 てはH１６年に見直しした。
　　　④収益事業の実施について
         共済事業については、目標を
　　　　 設定し、推進を図っているが
　　　　 現状では減少傾向にあるが、
　　　　 新制度等を創設し、契約数が
　　　　 減少しないよう努力している。
　　　⑤収支予算では一部受託事業
　　　　 の終了により収入が減少し、
　　　　 支出も減少している。支出で
　　　　 は経費節減のため管理費も
　　　　 減少。
　　　⑥貸借対照表の固定資産の減
　　　　 少については減価償却のため
　　　　 であり、流動資産の増加につ
　　　　 いては立替金が発生したため。
　　　　流動負債の減少については、
　　　　未払金・預り金の減少（職員の
　　　　社保等）である。
２．本年度（以降）の目標設定の考え
　　方
　　　　①委員会設置による新収益
　　　　　 事業の検討
３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対応
　　　該当なし

※予定貸借対照表を作成していない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　商工会連合会は、商工会法に基づいて昭和３６年に設立された法人であり、商工会の健全な発達を図ることを通じて商工業の振興に寄与している。また、当該団体が実施してきている
小規模事業者の経営の改善発達を支援する経営改善普及事業については、平成５年に商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律が制定され、小規模事業者の
支援主体として位置づけられるとともに、経営改善普及事業に必要な経費については、国が補助することについて規定されているところである。
　小規模事業者は事業所数で約８割を占め、地域経済の発展を支える原動力になっていることはもとより、地元の資源や技術の活用、雇用の場の提供等地元に密着した活動を通じて大
きな役割を果たしてきている。県内約８万事業所にも上る小規模事業者を支援する担い手として当該団体を位置づけ、事業を実施している。また、担い手としての商工会・商工会議所の
機能強化を図るとともに、商工会指導の役割を果たす当該団体への指導、経営支援としての補助を通じて、本県産業の振興を図っているところである。
　現在、県内の商工会では、組織・財政基盤の強化等を目的とした合併を推進している。また、組織の活性化等を図るため、商工会職員の当該団体への転籍を実施し、各商工会への出
向形態としたところである。(H17.4～）　これらにより、各商工会の運営に関する事務量の低減が図られるものであるが、当該団体としては、指導対象数は減少するものの、人事・給与等
の一元管理に伴う事務や、合併後の新たな運営体制等に関する指導業務が増加している状況にある。また、会員数の減少に伴う会費収入の減少もあり、新たな財源の確保も検討課題
となっている。
 県としては、これらの取り組みに期待するとともに、進行状況等を注視しながら適切な指導・支援を行っていきたい。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

収益事業の実施

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

商工会運営指導等

講習会等開催

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度 ７０ 宮城県商工会連合会  担当部局課室名 産業経済部団体指導検査課 
 

団体の使命  地区内における商工会の健全な発達を図り、商工業の振興に寄与する。 

団体の顧客  県内商工会及び商工業者 経営 
戦略 

団体の目的  地区内における商工会の健全な発達を図り、商工業の振興に寄与する。 
 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４

２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし １ １

３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし 2 2

４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 1 1
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「補助対象職員の削減」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1

 イ 取組目標「一般職員の臨時職員への切り替え」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 3 3

 ウ 取組目標「会費賦課基準の見直し」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -

 エ 取組目標「収益事業の実施」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 - -
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 1 1
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 2 2
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 1 1

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた 1 1

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない 1 1

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし 4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし 1 1

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし 3 3

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない 1 1

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる 2 2

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 2 2

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない - -

総 
 

合 

  

 
①該当なし 
②計画通り順調に減少 

年間563万円を返済 
残額2,750万円 

③平成17年度収入総額 
に対する補助金収入は 
1.8減の53.3% 
④本団体にはなじまな

い。 
⑤減少傾向にあるが 
異動退職による在職 
職員構成に変動があっ

たため。 
⑥ 
ア．19人の目標を達成 
イ．未達成 
 
 
 
⑦県職員(派遣職員)の
派遣廃止(H17.10末) 
 
⑧経費節減の成果 
 
⑨長期借入金が計画ど 
おり返済され、減少し

たため。 
⑩該当なし 
⑪本会として適切な数

値目標を設定してい

る。 
⑫該当なし 
 
 
⑬該当なし 
 
 
⑭現在予定なし 
 
⑮既に登用済み 
 
⑯検討中 
 
⑰会議・研修の場で 
各商工会の役職員を 
通じて把握し事業に反

映させている。 
⑱商工会法に明示され

ているとおり 
⑲横ばいの状況 
 
⑳該当なし 
 
 

Ⅰ全評価項目を通

して 

評価結果は、過大

なものもなく妥当

であると思われる。

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 取組目標を設定

し、その成果を検証

する。この手法が定

着するよう継続的

に指導していく。

 また、財務諸表等

及び補助金の内容

について、インター

ネット等を活用し

た情報公開に努め

るよう指導してい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

 昨今の経済情勢

から、当該団体に

対する商工会、小

規模事業者からの

要請はますます高

まってきている。

県の産業振興を図

るうえでも必要で

あり、今後とも事

業が効率的・効果

的に実施されるよ

う指導助言してい

く。  

 
 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

3,860 5,767 6,960

8,253 8,074 5,268

6,767 6,277 6,582

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

53 50 50 48 48

3 3 3 3 3

596 554 500 692 500

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0

2 2 2 2 2

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

921 794 920 120 828 800 800 800

0 0 0 0 0 0 0 0

921 794 920 120 828 800 800 800

921 397 460 60 414 400 400 400

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 9,408 2,550 2,600 2,329 2,300

事業外収入(b) 28,029 32,305 25,743 23,108 24,614

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 37,437 34,855 28,343 25,437 26,914

支 出 事業費(e) 22,376 23,375 25,735 21,847 23,970

管理費(f) 10,869 7,391 8,754 6,046 6,334

事業外支出(g) 6,500 0 0 550 1,233

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 39,745 30,766 34,489 28,443 31,537

4,192 △ 1,912 △ 6,146 △ 2,456 △ 4,623

△ 2,308 4,089 △ 6,146 △ 3,006 △ 4,623

△ 154 3,199 △ 3,057

資 産 流 動 資 産 5,016 9,071 ー 6,102 *

固 定 資 産 334,806 329,218 ー 329,717 *

計 339,822 338,289 ー 335,819 *

負 債 流 動 負 債 207 68 ー 106 *

固 定 負 債 3,290 3,840 ー 4,390 *

（うち引当金等） (3,290) (3,840) ー (4,390) *

計 3,497 3,908 ー 4,496 *

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 325,000 325,000 ー 325,000 *

剰 余 金 等 11,324 9,381 ー 6,323 *

計 336,324 334,381 ー 331,323 *

県からの単年度貸付金(f )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

＊予定貸借対照表については、作成
してないので記入していない。

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

経常収支(a+b) - (e + f +g)

④収支
計算書
（単位：
千円）

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年3月24日現在の目標値である。

当期収支差額 (d - i)

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
①効率的かつ効果的な経
費支出に努められたい

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①「センターのあり方検討
特別委員会」の検討結果と
それに基づく取組を注視す
る。
②新規事業となる「就業機
会確保・有料職業紹介事
業」の事業成果を注視す
る。
③剰余金に余剰が無いの
で，収支バランスに一層の
注意が必要である。

人材育成研修人数（人）

財団法人を適正に運営していると認められるが、剰余金に余裕がないので、収支バランスに注意して、今後も効率的かつ効果的な経費支出に努め、より多くの公益
事業を展開していく必要がある。現在、当該団体自ら、「センターのあり方検討特別委員会」を設け、事業の統廃合など効率的運営を検討中である。団体の自主的な
取り組みを見守りつつ、県としても適宜、収支の改善を促していく。

5756.6

-

13,339.7

　 うち県職員（派遣職員）

常勤役員数

2,423（流動資産÷流動負債）×100

１人当たり人件費（月）（千円）

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
センターのあり方検討委員会を立ち
上げ、事業の見直しを図る等、効率
的、効果的な支出に努めている。

150,000千円（　46.2％）

Ｈ１７年度

--

80.3

事業費（単位：千円）

土木部事業管理課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

△ 2.7

H15～H17増減率
（％）

理事長　奥田和男

http://www.miyakencenter.or.jp
平 成 8 年 3 月 18 日

△ 36.2

県からの貸付金残高(e)

仙 台 市 青 葉 区 支 倉 町 2 番 48 号

主要事業名

022(266)3355

建 設 産 業 政 策 推 進 事 業

022(266)3303

事業内容

県からの受託事業の再委託率（％）

CALS/EC講演会、インターネット・ホームページ、センターニュース発行、図書コーナー 他

借入金依存度（％） -（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

経営指標

-

-

（E）経営評価委員会の意見

373

0.52.3

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

385

（A）実績推移 （B）年度別目標

376

②役職員
数
（単位：
人）

常勤職員数

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
事業については概ね達成しているが、
財政状況は収入が低下傾向で厳しい
状況にある。収入確保と合わせ事業
の見直しが必要である。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
収入の確保に努めるとともに、時代の
要請に相応した方向で事業の見直し
を併せて行う。

支出額(d)のうち一般財源

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

７１　財団法人みやぎ建設総合センター

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

主要事業数（事業）
組織　役・職員（人）

情 報 受 発 信 ･ 情 報 化 推 進 事 業

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

県からの補助金等収入依存度（％） 県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

地域建設業再生の特別委員会、建設労働者需給動向調査、特別講演会 他

社員研修（新入社員、技術･営業部門、経営幹部）、市町村建設･都市計画及び下水道等担当部課長研修、専門研修（土木・建築） 他

定義

2.5

人 材 育 成 ・ 職 業 能 力 向 上 事 業

流動比率（％）



経営評価シート 平成１７年度 ７１ 財団法人みやぎ建設総合センター 
                                        担当部局課室名 土木部事業管理課 

団体の使命  建設産業の確立と地域社会貢献 

団体の顧客  建設産業関係者 経営 
戦略 

団体の目的  ①人材の育成･確保 ②情報化の促進 ③建設生産物の品質向上､構造改革 ④地域社会貢献
 ⑤建設労働者の雇用改善 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ① ①
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。  

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ② ②
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「主要事務事業数の確保（50事業以上）」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 イ 取組目標「最低の役・職員数（3人）」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①

 ウ 取組目標「人材育成研修生の確保（500人以上）」  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 エ 取組目標  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。  

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。  

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。  

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  

 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  

 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  

 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  

 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ② ②

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ① ①

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  

 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －
総 

 

合 

  

 

３ 県の補助金につ

いては認定職業訓練

校受講生数に応じた

もので小額である。 

５ 昇給停止と期

末手当の削減実施

の結果である。 

６ 設立10年を期

に全事業を見直し、

設立主旨を遵守し

つつもニーズに合

った事業展開を目

指す。 

８ 収入源は、基本

財産運用収入、賛助

会員収入、事業収入

であるが賛助会員

の逓減傾向が止ま

らない。事業の見直

し等により、支出節

減と国等からの委

託事業の拡大を目

指す。 

18 ０７年問題等建

設産業を担う人材

の確保・育成及び建

設生産物の品質確

保問題等社会的要

請が強まっており、

設立主旨にも合致

している。 

19 賛助会員の低減

等経営状況がよい

方向ではないが、事

業の見直し等経費

の節減に努力しな

がら時代の要請に

対処してく。 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

 

 事業計画、予算計

画に基づき、適正に

執行している。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

 ６ ８ ９ 

 補助金事業を別

会計としており、適

正に執行している。

 

 

 １６ 

  インターネット

により、事業内容の

みならず、財務内容

等を公開するよう

指導していく。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

 

 財団法人を適正

に運用していると

認められるが、剰

余金に余裕がない

ので、収支バラン

スに注意して、今

後も効率的かつ効

果的な経費支出に

努め、より多くの

公益事業を展開し

ていく必要があ

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

6,733 7,215 9,563

100 450 135

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

（※１） （※１） （※１） （※１） （※１）
（※１） （※１） （※１） （※１） （※１）
（※１） （※１） （※１） （※１） （※１）
（※１） （※１） （※１） （※１） （※１）

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,150 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

1,150 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 4,209 3,938 4,000 5,008 4,000

事業外収入(b) 2,736 5,027 5,274 4,581 4,074

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 6,945 8,965 9,274 9,589 8,074

支 出 事業費(e) 100 331 450 135 450

管理費(f) 6,733 7,215 9,010 9,563 7,785

事業外支出(g) 2,500 1,750 114 0 139

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 9,333 9,296 9,574 9,698 8,374

△ 2,388 △ 331 △ 300 △ 109 △ 300

△ 2,388 △ 331 △ 300 △ 109 △ 300

113 △ 331 － △ 725 －

資 産 流 動 資 産 969 638 300 530 554

固 定 資 産 310,599 308,850 309,669 308,233 307,840

計 311,568 309,488 309,969 308,763 308,394

負 債 流 動 負 債 0 0 0 0 0

固 定 負 債 1,750 0 0 0 0

（うち引当金等） 0 0 0 0 0

計 1,750 0 0 0 0

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 302,000 302,000 302,000 302,000 302,000

剰 余 金 等 7,818 7,488 7,969 6,763 6,394

計 309,818 309,488 309,969 308,763 308,394

（流動資産÷流動負債）×100 ー

（A）実績推移 （B）年度別目標

ー

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】
③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

【H18.3】
＜県に対する意見＞
　県の団体に対する指導状
況を注視する。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
①七ヶ宿ダム周辺の環境維
持は，水資源浄化のため必
要とされる。ダムの水質保
全に関する啓発・広報活動
は，団体の少ない財源によ
る活動となるので，効率的
に効果の上がる方法を常に
検討し，実行されたい。
②団体の存在意義および
活動について再認識し，関
係市町と連携を深めるため
のプロジェクトを考えるべき
である。
＜県に対する意見＞
　水資源を守る視点から，
団体を積極的に活用すべき
である。

人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）１人当たり人件費（月）（千円）

ー県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

Ｈ１７年度

－

Ｈ１６年度

ー

理事長　髙橋國雄平成２年１月８日

１５０，０００千円 （４９．７％）

土木部河川課

事業費（単位：千円） H15～H17増減率
（％）

35.0

０２２４－３７－２４６８

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

42.0

ー

－

－県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

七ケ宿町字関１２６番地

事業内容

除草、トイレ清掃等

Ｅボート交流会、パンフレット作成

主要事業名

０２２４－３７－２１１１

七ケ宿ダム自然休養公園施設の維持管理運営

Ｈ１５年度

七ケ宿ダムの水質保全に関する啓発、活動

ー

0.6

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの受託事業の再委託率（％）

借入金依存度（％）

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

７２　財団法人七ヶ宿ダム自然休養公園管理財団

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

（※１）
（※１）

ー

（D）評価結果及び取組目標
設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年５月３１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の
達成状況に関する評価結
果（概要）
　事業収入は、国土交通
省からの受託事業の増が
図られ、施設整備の充実
化が図られた。
　経常収支の縮減を図
り、経営の効率化と経費
の削減に努めた。

２　本年度（以降）の目
標設定の考え方
　（※１）収入は、国土
交通省からの公園管理
（巡視分）受託事業費と
基本財産の果実をもって
運営経費に充てており、
剰余金確保に努め、経営
の効率化を図り健全な財
政運営に努めていくこと
を目標としている。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

委託金(a)

（※１）

当期収支差額 (d - i)

ー

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

県の損失（債務）保証額(g )

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

（※１）

ー

ー

ー

　低金利下における事業の運営は，困難が予想されるが，団体の計画どおり，管理経費の節減に努めることや，受託事業の確保を国に働きかけていくことにより，一層の経営
の効率化，健全化を図っていくことが必要と考える。また，今後，長期的な事業実施のあり方，手法についても検討するよう団体を指導していきたい。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）



区分 県の考え方

1 理事会 監事

4 4

2

4 4

3

4 4

4

ー ー

5

ー ー

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

ー ー

ー ー

ー ー

ー ー

7

ー ー

8

2 2

9

3 3

10

1 1

11

2 2

12 理事会 監事

1 1

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

1 1

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

4 4

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

4 4

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

3 3

17

2 2

18 理事会 監事

1 1

19

2 2

20

－ ー

②含み損有り ④把握していない

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

ア

イ

ウ

エ

③一部解消 ④解消策検討中

⑤さらに悪化

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

①該当なし

③今後予定 ④予定なし

③今後予定

③今後予定 ④予定なし

②一部把握 ③殆ど把握していない

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

②その他の方法 ③特に負わない

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化

④変化なし

②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

③目標を未達成

取組目標

②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

Ⅰ全評価項目を通して
   団体の計画どおり，管
理経費の節減に努めるこ
とや，受託事業の確保を
国に働きかけていくことに
より，一層の経営の効率
化，健全化を図っていくこ
とが必要と考える。

Ⅱ 各評価項目ごとに
２　平成17年3月に返済済
みであり，現在は該当な
い。
８　受託事業の確保を，今
後も国に働きかけていくこ
とが必要と考える。
９　一層の経営の効率
化，健全化を図っていくこ
とが必要と考える。
１１，１４，１５については，
団体に同意する。
１６　実施に向け，指導し
ていく。
１７　十分に把握するよ
う，指導していく。

Ⅲ　結論
　 短期的な経営の効率
化，健全化はもとより，今
後，長期的な事業実施の
あり方，手法についても検
討するよう団体を指導し
ていく。

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

①該当なし ②解消済み

①含み損益なし

①目標を達成

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

③上昇傾向 ④該当なし

②横ばい

今後とも、基本財産の安
全かつ有利な運用を図
り、効率的な管理運営を
執行していく。

８事業収入の増のため。

９剰余金等が微減であっ
た。

14　事業費が少額のた
め。

15　構成市町村の首長で
十分であるため。

16　閲覧で対応していくた
め。（今後の予定は検討
中）
17 電話によるものがほと
んどで、その都度的確に
対応している。

18 水質保全や上下流交
流に対する期待が高まっ
ている。

⑤著しく悪化

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向

②目標をほぼ達成

経営評価シート　平成17年度　７２　　財団法人七ケ宿ダム自然休養公園管理財団　　担当部局課室名　土木部河川課　

経
営
戦
略

団体の使命

団体の顧客

団体の目的

　七ケ宿ダム自然休養公園の適切な管理を行い、利用者が快適かつ、安全に利用出来るように努める。

　全ての人々

　七ケ宿ダム自然休養公園施設の維持管理運営及び七ケ宿ダムの水質保全に寄与する。

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

③上昇傾向 ④該当なし

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

総
　
　
合

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

①目標を達成

①報酬・給料カット

①十分把握

②登用手続中

②選任手続中

①目標を達成

取組目標

②既に一部公開

②目標をほぼ達成

①著しく改善

③含み益有り

①既に登用済

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①既に選任済

⑤著しく悪化

②解消済み ③一部解消

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

④予定なし

③目標を未達成

取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

③目標を未達成

①既に全て公開

評  価  項  目 評価結果（コメント）

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

①低下傾向

③目標を未達成

①低下傾向 ②横ばい



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

130.128 125.128 126.191

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

16,277 17,611 ※
24,506 23,465 ※
23,406 21,910 21,500 20,570 20,000

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

6 6 6 6 6

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 128,850 124,169 120,000 125,324 124,300

事業外収入(b) 1,278 959 1,300 867 800

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 130,128 125,128 121,300 126,191 125,100

支 出 事業費(e) 0 0 0 0 0

管理費(f) 108,902 104,533 111,040 111,711 114,000

事業外支出(g) 638 301 200 0 200

その他の支出(h) 4,031 0 3,550 0 0

計(i) 113,571 104,834 114,790 111,711 114,200

20,588 20,294 10,060 14,480 10,900

16,557 20,294 6,510 14,480 10,900

15,606 19,344 6,510 13,530 9,950

資 産 流 動 資 産 219,131 233,030 241,337 249,319 260,414

固 定 資 産 21,228 27,356 24,780 24,868 22,823

計 240,359 260,386 266,117 274,188 283,237

負 債 流 動 負 債 10,183 10,434 13,234 14,385 12,925

固 定 負 債 11,489 11,921 8,341 8,240 8,800

（うち引当金等） 1,356 1,788 2,219 2,161 2,600

計 21,672 22,355 21,575 22,626 21,725

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000 1,180,000

剰 余 金 等 ▲ 961,312 ▲ 941,968 ▲ 935,458 ▲ 928,438 ▲ 918,488

計 218,688 238,031 244,542 251,561 261,512

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

塩竈市より旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」の管理運営業務を受託

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

・塩釜市からマリンゲート塩釜の指定管理者の指定を受けており、同施設の安定的な運営を図っていくためにも、今後もテナントの確保に向けた積極的な取り組みを行うように引き続
き指導していく。
・新たな事業への取り組みについても、必要に応じ適切な助言を行っていく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

223

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

平成１８年度以降の以降の目標数値については、平成１８年６月８日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　●ほぼ目標達成している。
　※人件費、光熱水費の削減につい
ては限界に達していることから、１７
年度以降の目標とはせず、支出の大
きい警備料、清掃料を新たな取り組
み目標として設定した。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
①テナントの充足率増
②営業戦略の強化
③経費削減の徹底
　(警備料・清掃料の削減)

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
警備費・清掃費の削減という目標を
設定し、平成１７年度は20,570千円と
なり、平成１６年度の21,900千円、平
成１７年度目標値の21,500千円のい
ずれも下回り、目標は達成しました。
今後も引き続き、取組の強化を進め
ていきます。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

73  塩釜港開発株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

人件費削減（単位：千円）
光熱費削減（単位：千円）

277人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

－

－県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

塩竈市港町１丁目４－１

主要事業名

０２２－３６１－１５００

マリンゲート塩釜の管理運営業務

０２２－３６１－１４７１

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

▲３．０

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

警備・清掃費（単位：千円）

借入金依存度（％） －

1733.2

－

2233.4

－

土木部港湾課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

代表取締役社長　横田　善三郎

http://www.shiogama.co.jp

平成５年１２月１４日

３３４，０００千円 （２８．３％）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
目標達成状況を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
①事業収入を確保するため
の営業強化の取組に期待
する。
②取組目標として，テナント
の充足率などの営業努力
に関する数値設定を検討し
てほしい。
③未収家賃について回収
の徹底を図るべきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 241

Ｈ１７年度

－－

－

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

－

2151.9（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



経営評価シート  平成１７年度  ７３ 塩釜港開発株式会社     担当部局課室名 土木部港湾課 
 

団体の使命 塩釜港港奥部再開発事業の先導施設 
団体の顧客 観光客や港を利用する人々 経営 

戦略 
団体の目的 旅客ターミナル「マリンゲート塩釜」施設の管理運営 

 
区分 評   価   項   目     評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ２ ２
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ３ ３

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「警備・清掃費削減」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ２ ２

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ２ ２
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ３ ３

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ３ ３

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ２ ２

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ２ ２

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
[５]上昇傾向要因 

常勤役員１名増員 

（代表取締役分） 

[６]目標数値以上

に削減を達成した。 

[７]固定費となる

社員雇用は行わず、

繁忙期にはパート

等の活用を図り目

標を達成した。 

[８]当期利益は、対

前年比で5,814千円

減少したが、14,480

千円の黒字を達成

した。 

[９]流動資産は現

金預金が増加して

いるが、法人税額が

増加したため、流動

比率が500.2ポイン

ト悪化した。 

[10]当期純利益13,

530千円を全て累積

欠損金の処理にあ

てた。 

 

 

 

 

 

 

 

[16]業務・財務等に

関する情報につい

ては、条件整備を行

い、なるべく早い時

期に実施できるよ

うに努める。 

 
 
 
 
 
 
 
[17]年２回(7月12

月)季節セールを

行っており、同時

にアンケートを

実施。 

 

 
Ⅰ全評価項目を通

して 

「概ね妥当である」

  

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごと

に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［１０］ 

引き続き利益を出

して解消に努める

ことになるが、減資

による解消方法も

選択肢である。 

 

 

 

Ⅲ結論 

 

さらなるコストの

削減と増収策（テ

ナント賃料）が必

要である。 

また、外形標準課

税による負担を減

らす観点から減資

についても検討を

行う必要がある。

 

 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

2,547,042 5,109,701 12,412,075

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

14 15 18 20 54

3 3 4 4 4

0 0 0 0 0 0 0 0

11 12 15 17 51

5 6 5 5 4 3 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

436,966 733,740 2,891,708 2,008,108 1,678,176 0 0 0

0 513,000 1,662,500 1,572,500 308,134 0 0 0

436,966 1,246,740 4,554,208 3,580,608 1,986,310 0 0 0

1,483 269 455 455 904 0 0 0

0 1,795,000 5,881,000 5,881,000 8,508,000 8,508,000 8,508,000 8,508,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 1,795,000 0 2,909,000 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 0 0 0 0 0

事業外収入(b) 670 853 720 864 854

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 670 853 720 864 854

支 出 事業費(e) 0 0 0 0 0

管理費(f) 46,666 73,922 86,352 90,397 298,096

事業外支出(g) 12,763 14,106 13,064 11,807 19,068

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 59,429 88,028 99,416 102,204 317,164

△ 58,759 △ 87,175 △ 98,696 △ 101,340 △ 316,310

△ 58,759 △ 87,175 △ 98,696 △ 101,340 △ 316,310

△ 59,969 △ 88,384 △ 114,984 △ 102,921 △ 318,360

資 産 流 動 資 産 2,100,050 3,698,971 1,668,508 1,504,666 949,033

固 定 資 産 4,481,544 9,285,224 26,461,527 21,030,787 22,038,360

計 6,581,594 12,984,195 28,130,035 22,535,455 22,987,393

負 債 流 動 負 債 11,222 35,388 29,510 36,359 471,618

固 定 負 債 1,093,434 6,236,754 21,001,432 15,859,964 15,720,512

（うち引当金等） 0 0 0 3,542 3,542

計 1,104,656 6,272,142 21,030,942 15,896,323 16,192,130

資 本 基 本 （ 資 本 ）金 5,712,500 7,036,000 7,539,000 7,066,000 7,539,000

剰 余 金 等 △ 235,561 △ 323,946 △ 439,907 △ 426,868 △ 743,737

計 5,476,939 6,712,054 7,099,093 6,639,132 6,795,263

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

仙台空港アクセス鉄道の運営

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　仙台空港鉄道株式会社は，県の重点事業である仙台空港アクセス鉄道の平成１８年度末の開業を目指して，鉄道建設工事を推進しているところである。鉄道事業は，初期投資が巨
額であるため，建設段階での投資額をはじめ，開業後のランニングコストを見据えたトータルコストの縮減を図ることが必要となる。このような観点から，県としても会社と一体となり建
設事業費の縮減を図るとともに，低コストの資金を調達して，開業後の経営安定に資するものとする。また，鉄道沿線の開発など，需要喚起のための施策を積極的に展開するものと
する。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

709

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成18年6月28日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　　必要最低限の人員増で対応し，
人件費の削減に努めた。
　

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　　本年度は開業目標年度なので，
営業開始のため常勤職員を大幅に
増員する。また，初期投資の圧縮が
将来の経営安定策の根本であるの
で，引き続き建設費の縮減に努め
る。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
　　該当なし

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

７４　仙台空港鉄道株式会社

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

常勤役職員の削減

559人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

0.7

ー県からの受託事業の再委託率（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町三丁目６－１６　漁信基ビル７階

主要事業名

０２２－７１６－５２０５

第一種鉄道事業

０２２－７１６－５２１１

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

387.3

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％） 27.7

4138.4

39.0

10452.6

36.5

土木部臨空地域整備推進課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

代表取締役社長　八木　　功

http://www.senat.co.jp
平成１２年４月７日

3,769,000千円 （53.3％）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　なし
＜県に対する意見＞
　なし

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　平成１９年度は鉄道開業
の実質的な初年度であり，
機を逃さず，利用者増・収
入増につながる仕掛け作り
を工夫してほしい。空港で
のイベント開催など，仙台
空港ビル株式会社との業
務連携も検討してはどう
か。
＜県に対する意見＞
　鉄道旅客の確保に大きな
影響を与える沿線開発を着
実に推進すべきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 697

Ｈ１７年度

ーー

16.2

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

15.7

18713.7（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数



経営評価シート  平成１７年度 ７４ 仙台空港鉄道株式会社  担当部局課室名 土木部臨空地域整備推進課 
 

団体の使命 仙台空港利用客の空港アクセス手段及び仙台空港を核とする臨空都市形成の促進に寄与する都市内交通手段の整備 

団体の顧客 空港利用者等 経営 
戦略 

団体の目的 ＪＲ名取駅・仙台空港駅間の鉄道の整備・運行 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ③ ③
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ③ ③
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ① ①

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「常勤役職員の削減」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ③ ③
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ③ ③
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ⑤ ⑤

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ② ②

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 

 

 

２ 建設計画に基づく借入 

 

３ 建設計画に基づく補助 

 

 

 

５ 人事異動のため 

 

 

 

６ 開業を控え事務量が増 

加傾向にあるが、必要最 

小限の人員増に留めた。 

 

 

 

 

 

７  ６と同じ 

 

 

 

 

 

10 開業前であり、営業収入

がないことから累積欠

損金が生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

14 監査は監査法人に委託 

 

 

 

 

 

 

17 担当課ごとに把握して 

いる。 

  

Ⅰ全評価項目を通して 

 人員増を最小限に抑えるなど

の取り組みがなされていること

から，団体の評価結果について

は妥当と考えられる。 

 なお，団体に対する公社等外

郭団体経営評価委員会の意見は

ない。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

 2～4について，既定の資金ス

キームに基づく。 

5～7について，開業準備等の

ため必要最小限の人員を確保し

たもの。 

 8～10について，開業前であ

り，営業収入がないことから累

積欠損が生じている。 

 11について，ほぼ適当と考え

られる。 

12,13について，適当と考え

られる。 

 14について，有識者の選任を

指導する。 

 15について，適当と考えられ

る。 

 16について，全部公開を指導

する。 

 17について，適当と考えられ

る。 

 

Ⅲ 結論 

 仙台空港鉄道株式会社は，県

の重点事業である仙台空港ｱｸｾ

ｽ鉄道の平成18年度末の開業を

目指して鉄道建設工事を推進

しているところである。 

 鉄道事業は，初期投資が巨額

であるため，建設段階での投資

額をはじめ，開業後のﾗﾝﾆﾝｸﾞｺ

ｽﾄを見据えたﾄｰﾀﾙｺｽﾄの縮減を

図ることが必要となる。 

このような観点から，県とし

ても会社と一体となり建設事

業費の縮減を図るとともに，低

コストの資金を調達して，開業

後の経営安定に資するものと

する。 

 また，鉄道沿線の開発など，

需要喚起のための施策を積極

的に展開するものとする。 
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所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

161,068 164,915 150,007

101,145 87,750 108,065

16,800 18,600 17,700

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

1 1 1 1 1

1,125 350 750 748 750

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

8 8 8 8 8

2 2 4 4 4 2 2 2

5,958 5,637 5,863 5,679 0 0 0 0

290,069 282,839 398,730 322,482 356,676 320,252 304,239 289,027

0 0 0 0 0 0 0 0

296,027 288,476 404,593 328,161 356,676 320,252 304,239 289,027

296,027 288,476 404,593 328,161 356,676 320,252 304,239 289,027

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 365,455 298,892 428,000 337,570 365,763

事業外収入(b) 12,697 38,322 49,814 42,660 51,761

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 378,152 337,214 477,814 380,230 417,524

支 出 事業費(e) 371,684 326,336 458,176 366,053 405,905

管理費(f) 6,065 9,314 13,305 9,777 13,789

事業外支出(g) 734 1,147 6,333 844 7,762

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 378,483 336,797 477,814 376,674 427,456

△ 331 417 3,556 △ 9,932

△ 331 417 3,556 △ 9,932

150 5,875 4,047

資 産 流 動 資 産 70,473 27,410 33,018

固 定 資 産 145,280 151,351 152,106

計 215,753 178,761 185,124

負 債 流 動 負 債 63,801 16,736 19,041

固 定 負 債 4,227 4,840 5,104

（うち引当金等） 4,227 4,840 5,104

計 68,028 21,576 24,145

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 136,860 137,060 137,060

剰 余 金 等 10,865 20,125 23,919

計 147,725 157,185 160,979

5.3県からの受託事業の再委託率（％）

有能な選手・チーム育成のための体育指導者育成事業

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

78.2

110.4（流動資産÷流動負債）×100

【H18.3】
＜県に対する意見＞
　県としての団体改革に対
する考え方の実現状況を注
視する。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
　設定された目標の達成状
況を注視する。
＜県に対する意見＞
①県としての団体改革に対
する考え方の実現状況を注
視する。
②県のスポーツ振興，体育
関係諸団体との連携を効率
的に進めるよう，団体の運
営が効率的であるか不断に
検討すべきである。

１人当たり人件費（月）（千円） 496

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

県からの単年度貸付金(f )

（B）年度別目標

県の損失補償（債務保証）額(g )

5.3

財 団 法 人 宮 城 県 体 育 協 会

-54.8%

　教育庁スポーツ健康課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

5.4%

75,000千円

国体等県代表派遣，予選会開催

H15～H17増減率
（％）

　会 長　 村 井  嘉 浩

　http://www.miyagi-taikyo.or.jp
昭和４６年８月１３日

事業内容
事業費（単位：千円）

173.4

-

163.8

83.585.0

--

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

　　仙台市青葉区本町三丁目７番２号

主要事業名

０２２－７２６－４２１１

競技力向上対策事業

０２２－７２６－４２１２

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

△　6.9%

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

県職員の理事への充て職の見直し（人）

賛助会員制度の導入（千円）

体育指導者活動助成事業

496人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数）

（A）実績推移

6.8%

509

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成18年度以降の目標数値については，平成１８年３月２３日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
   ○充て職については，平成１７年１
２月２０日付けで本会役員選任細則
の第３条（３）の（イ）の「宮城県知事」
を「県又は市町村の代表もしくは宮城
県の経済団体等の代表」に改正し，
充て職制度を廃止した。
　 ○賛助会員制度は，今年度の目
標は達成できた。しかしこの制度も今
年度で３年目を向かえ，ある程度会
員が固定化しつつあるので，現会員
の方々を維持しつつ新規会員の確保
に力を入れて行く必要がある。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　 ○本会の設立目的を達成するため
の各種事業を，インターネット（ホー
ムページ）等で広く県民に公開し，よ
り効果的・効率的に実施して行く。ま
た，自主財源を充実するため，賛助
会員制度の広報活動も積極的に行
い，財政基盤強化を図って行く。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
    該当なし

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

○充て職制度を廃止したところであるが、会長職に現知事が就任（18.3.23～19,3,31）したことから、引き続き知事以外の就任の可能性について協会と協議してまいります。
○運営基盤を強化するため、賛助会員の確保が必要である。
　・ホームページ等を活用し、賛助趣意の周知及び体協活動の情報提供を積極的に行う必要がある。
○委員会意見に対する対応
　・収支バランスに留意しながら事業展開を注視するとともに、派遣職員の削減にも努めてまいります。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100

加盟競技団体への補助金交付・ジュニア選手育成及び指導者研修派遣等

東北総体・国体参加費、ユニフォーム購入、県民体育大会、国体予選会開催補助、体力テスト

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

県からの補助金等収入依存度（％）

Ｈ１７年度

7.4



区分 県の考え方

全1 理事会 監事

③ ③

2 　

④ ④

3

③ ③

4

① ①

5

② ②

6 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。

理事会 監事

② ②

① ①

－ －

－ －

7

① ①

8

② ①

9

② ②

10

① ①

11

② ②

12 理事会 監事

⑭　当財団法人の監事に
は，既に経営者等有識者
を選任している。

⑭　今後とも内部牽制と
監査体制の充実を図る方
策を検討する必要があ

① ①

13 上記　12　で　「②含み損有り」と評価した場合、その解消に努めたか。

① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。

④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。

① ①

16 インターネットによる情報の公開に努めていいるか。

① ①

17

① ①

18 理事会 監事

① ①

19

① ①

20

－ －

⑥－ア　平成１７年度は目
標をほぼ達成できた。１８
年度も取組目標額を達成
するため新規賛助会員の
確保に努める必要があ
る。

⑧　今年度当期収支差額
で３，５５６千円を計上す
ることが出来た。一昨年
度のマイナス計上を考え
ると大幅な改善である。

①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない

団体の提供するサービス等に対する、顧客からの意見やクレーム等の件数
および内容を把握しているか。

②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中

①良化 ③やや悪化

⑰・⑱　昨年度から，上記
のとおりホームページを
開設し，加盟団体及び一
般県民にも情報の提供を
行っている。開設以来１
６，８５０件のアクセスがあ
り，１日約４０人平均であ
る。書き込み欄を通して貴
重な意見等を寄せてくれ
る。本協会運営の参考に
している

⑯　昨年４月１日にホーム
ページを開設し，積極的
に本会の事業等（事業内
容・寄附行為・収支決算・
収支予算・役員・加盟団
体）一般県民にも広く情報
提供を行っている。今年
度も内容の更新を行い最
新情報を掲載するよう努
めている。

③今後予定 ④予定なし

③今後予定 ④予定なし

③殆ど把握していない

総
　
　
合

団体の設立目的及び事業内容は、現在でも社会的要請はあるか。

①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる

以上を総合的に判断し、経営状況は前年度と比較して良くなっているか。

④著しく悪化

上記　19　で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は、トップや経営
幹部の経営責任はどのように負うか。

②横ばい

①既に全て公開 ②既に一部公開

⑮　役員は，寄附行為及
び役員選任細則に基づき
選任している。理事３０名
の内，民間企業の取締役
や顧問職を１０名登用して
いる。

⑮　選任済みの有識者や
民間経営者の活用を図る
必要がある。

①該当なし

①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし

⑯　引き続き経営状況並
びにスポーツ情報を積極
的に提供する必要があ
る。

①既に登用済

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の

市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について、帳簿価格
と時価を比較し、含み損益の有無を把握しているか。※国債、地方債等安全
確実なもので、満期保有を目的とするものを除く。

①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない

①十分把握 ②一部把握

②登用手続中

上記　6　， 7，　8　，9　， 10　の当期目標値の設定は適当であったか。

①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた

④一部悪化 ⑤著しく悪化

累積欠損金がある場合、その解消に努めたか。

①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化

「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

⑤著しく悪化

「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし

①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化

⑥－イ　充て職は廃止しさ
れたものの会長職に現知
事が就任しているので、
来年４月の改選期には知
事以外の就任について検
討する必要がある。

エ 取組目標

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

⑥－イ　平成１５年度から
県スポーツ健康課長の理
事への就任を廃止した。
また，平成１７年１２月２０
日付けで役員選任細則の
一部を改正し，知事の充
て職も廃止した

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。

①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成

ウ 取組目標

③目標を未達成

イ 取組目標 「県職員の充て職の見直し」

②横ばい ③上昇傾向

４
　
経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画

⑥ーア　財政基盤の強化
のためにも新規賛助会員
の確保が重要である。

ア 取組目標 「賛助会員制度の導入」

①目標を達成 ②目標をほぼ達成

流動比率は、前期以前に比べて上昇傾向にあるか。

①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

借入金依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

３
　
主
な
経
営
指
標
の
推
移

県からの受託事業の再委託率は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし

県からの補助金等収入依存度は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

一人当たり人件費は、前期以前に比べて低下傾向にあるか。

①低下傾向

団体の目的 宮城県におけるスポーツを振興し県民の体力向上を図り，スポーツ精神を養うとともに体育関係諸団体相互の連携を図ることを目的とする。

評  価  項  目 評価結果（コメント）

⑧　今後とも収支バランス
を考慮した事業運営が必
要である。

⑰　意見・要望を運営に
適切に反映する努力が必
要である。

経営評価シート　平成1７年度

７５　財団法人宮城県体育協会
担当部局課室名　教育庁スポーツ健康課

経
営
戦
略

団体の使命 競技力の向上と生涯スポーツの振興

団体の顧客 ①３６市町村体育協会・②５４競技団体・③高校体育連盟・④中学校体育連盟・⑤市町村スポーツ少年団（１３４７団）・⑥ｽﾎﾟｰﾂ指導者協議会（１２地域支部）



所 在 地 設 立 代 表 者 県 担 当 課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

事業費（単位：千円）

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

1,751 1,608 1,633

52,833 52,692 52,612

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 H１７目標 H１７実績 H１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

16,138 14,392 15,000 14,295 15,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,300 1,300 1,300 1,300 300 300 300 300

0 0 0 0 0 0 0 0

1,300 1,300 1,300 1,300 300 300 300 300

1,300 1,300 1,300 1,300 300 300 300 300

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 2,405 2,436 2,288 2,749 1,670

事業外収入(b) 54,133 53,993 53,943 54,262 27,671

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 56,538 56,429 56,231 57,011 29,341

支 出 事業費(e) 54,584 54,300 54,578 54,245 27,546

管理費(f) 2,495 2,011 1,653 1,517 1,795

事業外支出(g) 0 0 0 0 0

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 57,079 56,311 56,231 55,762 29,341

△ 541 118 0 1,249 0

△ 541 118 0 1,249 0

△ 541 118 0 1,249 0

資 産 流 動 資 産 7,485 7,808 7,782 10,377 ※

固 定 資 産 55,000 55,000 55,000 55,000 ※

計 62,485 62,808 62,782 65,377 ※

負 債 流 動 負 債 1,821 2,027 2,000 3,347 ※

固 定 負 債 0 0 0 0 ※

（うち引当金等） 0 0 0 0 ※

計 1,821 2,027 2,000 3,347 ※

資 本 基 本（ 資本 ） 金 55,000 55,000 55,000 55,000 ※

剰 余 金 等 5,664 5,781 5,782 7,030 ※

計 60,664 60,781 60,782 62,030 ※

野外活動の促進のための主催事業の開催、運営

国立南蔵王青少年野営場の施設の運営管理受託業務

385.2（流動資産÷流動負債）×１００

支出額(d) ((a)+(b)+(c）)

役職員数
（単位：

人）

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　１７年度目標の達成状況を
注視する。

【H19.3】
＜団体に対する意見＞
　団体が解散する場合は，解
散に伴う諸課題を整理し，県
と協調して清算が円滑に進
むよう取り組んで欲しい。
＜県に対する意見＞
　団体が解散する場合は，職
員の雇用問題や他の出えん
者との調整など，団体が抱え
る諸課題の整理に支援を
行って欲しい。

一人当たり人件費（月）（千円）

2.3県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

事業内容

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×１００

－ －

2.32.3

Ｈ１７年度

－－

教育庁生涯学習課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長　佐々木　義昭　

http://hanayama.niye.go.jp/yaei/index.html

昭和６２年１月３１日

４０，０００千円 （72.7％）

△0.4

０２２－２１１－３６９７

経営指標

経営評価委員会の意見

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　利用者数については，取組目標の
９５．３％であった。これは，中学校，
高校，グループといった団体利用の
減少が原因と思われる。中学校や高
校については，２年から３年周期で利
用施設の使い分けを行っており，今
年度はその時期にあたり，特に団体
利用が減少した。また，児童生徒数
の減少によるものと思われるが，１団
体あたりの利用者数が減少している
のも原因の一つと考えられる。
　収支面については，主催事業参加
者の増加，物資貸出の増加による収
入増，また支出を抑えた経営により，
目標値を上回ることができた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　平成１８年度の利用者については
平成１７年度実績の４．７％増の１５，
０００人を目標とし，特に前年度減少
した団体の利用増加に重点をおきた
い。そのため集客率の高い施設（観
光施設・JR駅等）への広報や飛び込
みによる広報等，今まで行っていな
かった場所や方法により広報活動を
行っていきたい。
　なお，今年度から施設が文科省か
ら独立行政法人国立青少年教育振
興機構に引き継がれ，野営場業務が
請負契約となり，業務内容も管理運
営の一部となったことから，収支につ
いては，全体の状況を踏まえながら
調整していきたいと考えている。

３　委員会意見【H18.3】への対応
　取組目標達成のため努力していく。

※予定貸借対照表は作成していな
い。

経営改善
に向けた
取組目標

補助金(b)

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

県からの受託事業の再委託率（％）

△6.7

借入金依存度（％）

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町３丁目８番１号

主要事業名

０２２－２１１－３６５１

野外活動振興事業費

-

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×１００

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×１００

７６　財団法人宮城県野外活動振興協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

国立南蔵王青少年野営場の

利用者増加（人）

受託事業費

－

　財団法人宮城県野外活動振興協会は，野外活動の振興を通じ，青少年の健全な活動を助長し，もって宮城県における青少年健全育成に寄与するという目的のため，これまで文科
省からの委託を受け野営場の管理運営を行ってきた。しかし，今年度からは，その管理運営が文科省から独立行政法人国立青少年教育振興機構に引き継がれ，野営場は国立花山
青少年自然の家の附属施設という位置付けになり，財団の業務も管理運営の一部を行う請負契約となった。よって収支は全体的に縮小することにはなるが，これまでのとおり経費削
減等に努め健全な運営に心がける必要がある。また，利用者サービスなど施設利用にあたっての業務全般は昨年度と同様に財団で行うことから，財団として経営改善に向けた目標
に「利用者の増加」を掲げ，経営努力を行うことは必要であると考える。
　県としては，今後の独立行政法人側から示されるであろう経費削減策や施設の整理合理化策等の動きを注視しながら，平成１８年度目標値を達成できるように指導助言を行ってい
きたい。

評価結果及び取組目標設定の
考え方

貸 借
対 照
（ 単 位 ：
千 円 ）

収 支
計 算
（ 単 位 ：
千 円 ）

当期収支差額 (d - i)

委託金(a)

　 うち県職員（派遣職員）

当期利益(又は△当期損失)

経常収支(a+b) - (e + f +g)

411.0

支出額(d)のうち一般財源

362

常勤役員数

県からの単年度貸付金(f)

310.1

県からの貸付金残高(e)

369

県からの
財政的関

与
（単位：
千円）

(e),(f)のうち無利子貸付金
県の損失補償(債務保証)額(g)

368

  ４　経営改善に向けての取組計画(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

人件費÷１２（月）÷役職員数

（B）年度別目標（A）実績推移



経営評価シート 平成１７年度  ７６ 財団法人宮城県野外活動振興協会  担当部局課室名 教育庁生涯学習課 
 

団体の使命 
宮城県の青少年育成行政を補完し，野外における青少年活動の機会拡充，指導補助，指導者育成等を行い，青少年野外活動の活性化を図るとともに，健

全な心身と創造性豊かな青少年の育成を図る。 

団体の顧客 青少年 
経営 
戦略 

団体の目的 野外活動の振興を通じ，青少年の健全な活動を助長し，もって宮城県における青少年健全育成に寄与する。 
 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ④ ④
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ② ②
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ③ ③
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ② ②

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「国立南蔵王青少年野営場の利用者増加」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ② ②

 イ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ① ①
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ② ②
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 ① ①

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ② ②

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない ① ①

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 ① ①

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし ④ ④

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ② ②

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない ① ①

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる ② ②

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ① ①

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

６中学校，高校，各種団体

等の利用が減少し，利用者

数が前年度比の９９．３％

にとどまった（目標値の９

５．３％）。 

 

11利用者の増加という取組

目標は達成できなかったも

のの，主催事業参加者の増

加等による収入増と経費見

直しによる支出減により，

収支面については目標値を

上回ることができた。 

 

14監事に公認会計士を選任

はしていないが，公共団体

の収入役等有識者を選任

し，予算執行の適正化を図

っている。 

 

15青少年の健全育成という

当財団の目的から，今後も

理事は教育関係者にお願い

したいと考えている。 

 

16平成17年度からホームペ

ージを開設し利用案内や主

催事業等の公開を行ってい

る。今年度から野営場の管

理運営は文部科学省から独

立行政法人国立青少年教育

振興機構に引き継がれ，野

営場は花山青少年自然の家

の附属施設となった。その

ことから，ホームページに

ついても統一されることと

なり，今後，花山と調整を

しながら，財務等に関する

情報もインターネットで公

開していきたいと考える。 

 

17ご意見箱設置により，ま

た事業終了後のアンケート

により，利用者の声を把握

している。 

 

18これからの社会が多様化

し，ますます複雑になってい

く中で次世代の担い手であ

る青少年の健全な成長への

期待は大きい。そしてその成

長の課程で自然とふれあい，

野外活動を行うことは大変

重要である。よって，現在で

も，当協会への社会的要請は

あると考える 

Ⅰ全評価項目を通して 

財団が行ってきた幅広い

広報活動により，主催事業

の参加者は増加した。しか

し通常の利用（特に団体の

利用）が，あまり伸びず，

目標値を下回ってしまっ

た。今後，事業内容の見直

しや効果的な広報活動につ

いて，再度検討する必要が

ある。 

しかしながら，財団の経

営努力により収支が目標値

を上回ったことについて

は，高く評価したい。 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに 

６利用者の減少について

は，主に中学校，高校等の

団体の利用が減少したこと

によるものである。背景と

しては，少子化の影響や学

校行事の精選があると思わ

れるが，なお継続的に利用

されるように事業内容の見

直しや広報活動の強化を図

るべきと考える。 

 

15青少年の健全育成という

財団の目的から，教育関係

者等に理事をお願いし，財

団の方向性を審議いただく

ことは妥当と考える。 

 

16インターネットによる情

報公開については，平成17

年度から利用案内や主催事

業案内等の公開を行ってい

る。今後は独立行政法人側

との調整も必要となるが，

早期に財務等の情報公開も

行うように指導していきた

い。 

Ⅲ 結論 

県としては，今後の独立

行政法人側から示される

であろう経費削減策や施

設の整理合理化策等の動

きを注視しながら，平成１

８年度目標値を達成でき

るように指導助言を行っ

ていきたい。 

 
 
 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

15,781 15,063 15,327

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

769 846 1,200 950 1,200

1,116 1,126 1,300 1,130 1,300

76.9 72.0 90.0 72.4 90.0

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

3 3 3 3 3

0 0 0 0 0 0 0 0

3,526 3,539 3,539 3,527 3,543 3,550 3,550 3,550

4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

0 0 0 0 0 0 0 0

8,026 8,039 8,039 8,027 8,043 8,050 8,050 8,050

4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 28,354 26,739 29,519 27,505 29,519

事業外収入(b) 0 0 0 0 0

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 28,354 26,739 29,519 27,505 29,519

支 出 事業費(e) 15,781 15,063 16,997 15,328 16,997

管理費(f) 11,927 11,518 11,695 10,900 11,695

事業外支出(g) 417 326 827 919 827

その他の支出(h) 0 0 0 0 0

計(i) 28,125 26,907 29,519 27,147 29,519

229 △ 168 0 358 0

229 △ 168 - 358 ※１

△ 1,197 △ 878 - △ 828 ※１

資 産 流 動 資 産 3,283 3,151 - 3,588 ※１

固 定 資 産 634,338 633,955 - 632,944 ※１

計 637,621 637,106 - 636,532 ※１

負 債 流 動 負 債 261 297 - 376 ※１

固 定 負 債 804 1,131 - 1,307 ※１

（うち引当金等） 804 1,131 - 1,307 ※１

計 1,065 1,428 - 1,683 ※１

資 本 基本（ 資本 ）金 620,000 620,000 - 620,000 ※１

剰 余 金 等 16,556 15,678 - 14,850 ※１

計 636,556 635,678 - 634,850 ※１

25.7

1257.8（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政
的関与
（単位：
千円）

②役職
員数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　１７年度目標の達成状況
を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 262

Ｈ１７年度

--

30.1

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

警察本部刑事部組織犯罪対策局暴力団対策課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

理事長　　内田　鉄夫

http://www.f2.dion.ne.jp/̃miyagi-b/

平成３年６月２６日

300,000千円 （48.4％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

賛助会費納入率（％）

借入金依存度（％） -

954.8

-

1061.3

29.2

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区本町３丁目５番２２号

主要事業名

０２２－２１５－５０５０

暴力団追放啓蒙啓発活動

０２２－２１５－５０５１

経営指標

（E）経営評価委員会の意
見

△ 2.9

-

-県からの受託事業の再委託率（％）

７７　財団法人暴力団追放宮城県民会議

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

不当要求防止
責任者講習受講者数（人）

賛助会員数（人）

258人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 261

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については、平成１８年４月１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
 ・ 責任者講習の受講者数は、対象
事業所に対する積極的な働きかけ
により、目標を下回ったものの、９５０
人と前年を上回った。
 ・ 賛助会員の加入促進に努めた
が、１，１３０人と目標を下回り、会費
納入率は７２．４％に止まった。
 ・ 費用対効果を考慮した事業推進
によって、計画に沿った事業活動を
推進できた。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
 ・ 責任者講習受講者数向上に向け
た取り組みを更に強化する。
 ・ 賛助会員数を増やし、会費納入
率の向上に努める。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
・　今後も、設定目標の達成に向け
更なる努力を継続する。

※１　平成１８年度の予定貸借対照
表及び予定損益計算書は、作成して
いないため、記入できない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　平成１７年度実績については、不当要求責任者講習受講者数は前年度実績より増加しており、また、賛助会員数も微増ではあるが確実に増加しているところである。　県としても適
正な関与の元に積極的な自立支援を継続するものとする。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

「暴力団員による不当な要求行為の防止等に関する法律」第３１条第２項各号に規定する事業

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度 ７７ 財団法人暴力団追放宮城県民会議 
                         担当部局課室名 警察本部刑事部組織犯罪対策局暴力団対策課 

団体の使命  暴力団追放啓蒙啓発活動 
団体の顧客  県民 経営 

戦略 
団体の目的  暴力団の根絶とこれに向けた県民意識の高揚 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ２ ２
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「不当要求防止責任者講習受講者数」 理事会 監 事
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 イ 取組目標「賛助会員数」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 ウ 取組目標「賛助会費納入率」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ２ ２
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ２ ２

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ３ ３

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

ア 不当要求防止責

任者講習について

は、受講者数９５０

人と目標達成まで

には至らなかった

が、前年を上回っ

た。 

イ 賛助会員は前年

より増加している

が、経済不況の影響

もあり、会費納入率

は横ばいで推移し

た。 

ウ イと同様 

 

 

 

 

 

14Ｈ14から県監査委

員経験者の公認会計

士を選任している。 

  

16インターネットに

よる情報公開を既に

始めており、８月をめ

どに実施予定である。

 

17県内各地区暴力団

追放協議会への出席

やアンケート調査等

を実施して、意見要望

を把握している。 

 

18不当要求防止責任

者講習受講者及び賛

助会員等からの意見

や感想による。 

Ⅰ 全評価項目を通し

て 

実績確認等の結果

から、全ての項目に関

して妥当であると認

められる。 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

６ 

ア、イ、ウ 不当要求

防止責任者講習受講

者数、賛助会員数は目

標達成に向けさらに

努力すべきであるが、

確実に増加している

ので評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14県監査委員経験者

であることから、適正

である。 

  

16今後も積極的に推

進していくよう指導

していく。 

 

 

17今後も引き続き指

導していく。  

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

 経営の効率化を推

進させ、寄付金の獲得

等、新たな果実金の減

額補填方策を検討し

ていくものとする。

 



所 在 地 設 立 代 表 者 県担当課

電 話 ﾌ ｧ ｯ ｸ ｽ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 県 出 資

Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度

764,471 825,567 802,914

Ｈ１５実績 Ｈ１６実績 Ｈ１７目標 Ｈ１７実績 Ｈ１８目標 H１９目標 H２０目標 H２１目標

53.3 54.3 60.0 48.6 52.0

64.2 71.7 60.0 69.8 62.1

1 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0

165 139 141 139 141

0 0 0 0 0 0 0 0

487,033 509,147 501,794 505,002 495,473 500,000 500,000 500,000

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

487,033 509,147 501,794 505,002 495,473 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

収 入 事業収入(a) 609,508 609,719 610,978 598,975 591,720

事業外収入(b) 389,820 440,719 416,705 399,239 391,797

その他の収入(c) 0 0 0 0 0

計(d) 999,328 1,050,438 1,027,683 998,214 983,517

支 出 事業費(e) 764,471 825,567 813,171 802,914 787,084

管理費(f) 142,452 152,824 145,187 137,446 134,349

事業外支出(g) 79,337 58,735 69,325 56,025 62,084

その他の支出(h) 0 0 0

計(i) 986,260 1,037,126 1,027,683 996,385 983,517

13,068 13,312 - 1,829 ※１

13,068 13,312 - 1,829 ※１

1,396 7,567 - △62,701 ※１

資 産 流 動 資 産 562,833 626,471 - 361,239 ※１

固 定 資 産 477,081 464,967 - 467,185 ※１

計 1,039,914 1,091,438 - 828,424 ※１

負 債 流 動 負 債 80,598 130,911 - 85,322 ※１

固 定 負 債 50,841 44,486 - 114,899 ※１

（うち引当金等） 50,841 44,486 - 114,899 ※１

計 131,439 175,397 - 200,221 ※１

資 本 基 本 （ 資 本 ） 金 129,777 129,777 - 129,777 ※１

剰 余 金 等 778,698 786,265 - 498,426 ※１

計 908,475 916,042 - 628,203 ※１

48.7

698.3（流動資産÷流動負債）×100

③県から
の財政的
関与
（単位：
千円）

②役職員
数
（単位：
人）

県からの単年度貸付金(f )

（A）実績推移 （B）年度別目標

　 うち県職員（派遣職員）

常勤職員数

【H18.3】
＜団体に対する意見＞
　１７年度目標の達成状況
を注視する。

【H19.2】
＜団体に対する意見＞
　設定された取組目標の達
成状況を注視していく。

１人当たり人件費（月）（千円） 249

Ｈ１７年度

48.5

⑤貸借
対照表
（単位：
千円）

④収支
計算書
（単位：
千円）

経常収支(a+b) - (e + f +g)

警察本部交通部交通企画課

Ｈ１５年度 Ｈ１６年度

H15～H17増減率
（％）

会長　八島　俊章

http//www.miyagi-ankyo.or.jp/
昭和２４年８月２４日

0千円 （0％）

県からの補助金等収入依存度（％）

流動比率（％）

借入金依存度（％）

423.4478.5

50.6

  ５　団体の経営計画を踏まえた県としての団体改革に対する考え方(県記入)

仙台市青葉区上杉一丁目２番３号

主要事業名

０２２－２２３－１１３０

交通道徳の向上と交通事故防止活動の推進

０２２－２２３－１１６９

経営指標

（E）経営評価委員会の意見

5.0

県からの受託事業の再委託率（％）

７８　社団法人宮城県交通安全協会

  ３　主な経営指標の推移(団体記入)

  ２　事業内容(団体記入)

負担金(c）

  １　基本情報(団体記入)

協会加入率の向上(％)

自動車学校人件費の抑制(％)

257人件費÷１２（月）÷（役員数＋職員数） 271

（D）評価結果及び取組目標設定の
考え方

※平成１８年度以降の目標数値については，平成１８年６月１日現在の目標値である。

１　前年度の経営目標の達成状況に
関する評価結果（概要）
　協会加入率については、目標値を
下回ったが、実施した諸対策の成果
が顕著に現れてきたことから、引き
続き会員加入率の向上に一層努め
る。
　自動車学校の人件費については、
入校生の長期減少傾向と技能講習
等各種講習担当者の確保の必要性
とを勘案して支出の抑制を行った結
果、目標達成には至らなかったもの
の、昨年とほぼ同様の人件費に抑
え、公益事業推進のための資金確
保を図ることができた。今後とも、適
正な管理により、公益法人経営の学
校としての立場を堅持する。

２　本年度（以降）の目標設定の考え
方
　協会加入率については、免許更新
窓口の分離化に伴い、一層会員加
入率の低下が懸念されるが、今後も
各地区協会の事業費確保のため各
種施策を講じて会員加入率の向上を
図る。
　自動車学校人件費については、前
年度と同様、少子化により入校者の
増加は期待できないことから、人件
費の抑制と積極的な広報等を推進し
て、公益法人としての健全な学校経
営に努める。

３　委員会意見（Ｈ18年3月）への対
応
　上記のとおり積極的に努力する。

※１　平成１８年度の予定貸借対照
表及び予定損益計算書は、作成して
いないため、記入できない。

①経営改
善（効率化
等）に向け
た取組目
標

補助金(b)

当期利益(又は△当期損失)

県の損失補償（債務保証）額(g )

　(e)，(f)のうち無利子貸付金

支出額(d)　 【(a)+(b)+(c）】

　今後とも、社会的要請が認められる団体であることから、一層の経営基盤の安定化に向け、協会加入率の向上、自動車学校人件費の抑制、会計関係書類の作成方法（公益法人会
計基準に沿った作成）等について指導していく。

  ４　経営改善に向けての取組計画（数値目標の設定）(団体記入｡ただし役職員数のうち県職員及び県からの財政的関与の欄は県記入)

県からの貸付金残高(e)

支出額(d)のうち一般財源

常勤役員数

　 うち県職員（派遣職員）

委託金(a)

当期収支差額 (d - i)

事業内容
事業費（単位：千円）

公益一般事業、県委託講習事業等（現地調査等・原付講習の収益事業を含む。）

定義

（県からの受託事業の外部委託費÷県からの受託事業費）×100

（長短借入金＋割引手形）÷（資産合計＋割引手形）×100

県からの補助金等（補助金収入＋委託金収入＋負担金収入）÷収入合計×100



経営評価シート 平成１７年度  ７８ 社団法人宮城県交通安全協会  担当部局課室名 警察本部交通部交通企画課 
 

団体の使命  安全で快適な交通社会の建設 
団体の顧客  全県民 経営 

戦略 
団体の目的  交通道徳の向上と交通事故の防止により、交通の安全と円滑を促進する。 

 
区分 評   価   項   目 評価結果(コメント) 県の考え方 

１ 県からの受託事業の再委託率は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 理事会 監 事

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
２ 借入金依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ４ ４
３ 県からの補助金等収入依存度は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。 

 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 ④該当なし ３ ３
４ 流動比率は，前期以前に比べて上昇傾向にあるか。 

 ①上昇傾向 ②横ばい ③低下傾向 ３ ３
５ １人当たり人件費は，前期以前に比べて低下傾向にあるか。  
 ①低下傾向 ②横ばい ③上昇傾向 １ １

３ 

主
な
経
営
指
標
の
推
移 

 
６ 「経営改善に向けた取組目標」の当期目標と当期実績との比較。 
 ア 取組目標「協会会員加入率の向上」 理事会 監 事

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 イ 取組目標「自動車学校人件費の抑制」 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 ３ ３

 ウ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －

 エ 取組目標 
 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 － －
７「役職員数」の当期目標と当期実績との比較。 

 ①目標を達成 ②目標をほぼ達成 ③目標を未達成 １ １
８ 「収支計算書」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
９「貸借対照表」の当期実績値と前期までの実績値との比較。 

 ①著しく改善 ②一部改善 ③変化なし ④一部悪化 ⑤著しく悪化 ３ ３
10 累積欠損金がある場合，その解消に努めたか。 

 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④変化なし ⑤さらに悪化 １ １

11 上記６ ７ ８ ９ 10 の当期目標値の設定は適当であったか。  
 ①適当 ②ほぼ適当 ③高すぎた ④低すぎた ３ ３

４ 

経
営
改
善
に
向
け
て
の
取
組
計
画 

 
 12 市場性のある有価証券※及び販売予定の土地等資産について，帳簿価格と時価を比較

し，含み損益の有無を把握しているか。※国債，地方債等安全確実なもので，満期保

有を目的とするものを除く。 理事会 監 事

 ①含み損益なし ②含み損有り ③含み益有り ④把握していない １ １

13 上記12 で「②含み損有り」と評価した場合，その解消に努めたか。  
 ①該当なし ②解消済み ③一部解消 ④解消策検討中 １ １

14 監事（監査役）に公認会計士等有識者を選任するよう努めたか。  
 ①既に選任済 ②選任手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

15 役員等経営幹部に民間経営者等を登用するよう努めたか。  
 ①既に登用済 ②登用手続中 ③今後予定 ④予定なし １ １

16 インターネットによる情報の公開に努めているか。  
 ①既に全て公開 ②既に一部公開 ③今後予定 ④予定なし ２ ２

17 団体の提供するサービス等に対する，顧客からの意見やクレーム等の件数及び内容を

把握しているか。 
 

 ①十分把握 ②一部把握 ③殆ど把握していない １ １

団
体
改
革
計
画
表
以
外
の
も
の 

 
18 団体の設立目的及び事業内容は，現在でも社会的要請はあるか。 

理事会 監 事

 ①より強まった ②変化なし ③少し弱まった ④著しく弱まる １ １

19 以上を総合的に判断し，経営状況は前年度と比較して良くなっているか。  
 ①良化 ②横ばい ③やや悪化 ④著しく悪化 ２ ２

20 上記19 で「③やや悪化」「④著しく悪化」と評価した場合は，トップや経営幹部の

経営責任はどのように負うか。 
 

 ①報酬・給料カット ②その他の方法 ③特に負わない － －

総 
 

合   

３補助金等（講習委託

費等）収入依存度の上

昇傾向の要因は、運転

免許証人口の増加と車

庫調査等の事業収入増

加が要因である。 

６ア、イともに設定目

標の達成には至らなか

った。アについては、

引き続き目標達成に向

け一層努力する。イに

ついては、社会問題で

もある少子化による入

校生の長期減少傾向と

技能講習等担当者の確

保の必要性とを検討

し、人件費以外の支出

を抑制した結果、相対

的に人件費の比率が大

きくなったものであ

り、人件費の金額はほ

ぼ昨年同様の数値であ

る。今後とも人件費の

抑制や職員削減なども

視野に入れ、公益性と

収益性を兼ねた法人と

して健全な経営に努力

する。 

８当期は、元入金と退

職給与引当金の表示方

法を改めている。実績

については前年度に変

わらない。 

９退職金にかかる固

定負債は、前年度まで

は税法上の限度額を計

上していたが、これを

支払うべき退職金の総

額を計上する方法に改

めたことから、余剰金

の減少が発生したと判

断される。 

14公益法人会計に精

通している税務署ＯＢ

を選任している。 

15理事には健全な会

社経営を行っている経

営者を選任していう

る。 

17窓口業務担当者を

通じて把握している。 

18全国的にも悲惨な

重大交通事故が多発し

ている現状にあること

から、これを抑止する

ための交通安全団体の

活動は、依然として社

会的な要請がある。 

Ⅰ 全評価項目を通し

て 

 実績から見て、団体

の自己評価について

は妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 各評価項目ごとに

６協会会員加入率の

向上及び自動車学校

人件費の抑制につい

て引き続き指導して

いく。 

 

９団体が、貸借対照表

等の作成につき、公益

法人会計基準に沿っ

た作成に切り替えた

ことは、より一層の健

全経営に向けた取組

として評価できる。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 結論 

今後とも社会的要

請が認められる団体

であることから、一

層の経営基盤の安定

化に向け、協会加入

率の向上、自動車学

校人件費の抑制及び

会計関係書類の作成

方法（公益法人会計

基準に沿った作成）

等について指導して

いく。 

 
 




